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この資 料 は,日 本 自転車振 興 会 か ら競 輪 収益 の一部 で あ

る機 械 工 業 振興 資金 の補 助 を受 けて,昭 和57年 度 「マ イ ク

ロコ ン ピュー タの応 用 に関 す る調査 研 究」 の一環 と して作

成 した もの で あ ります。
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ま え が き

わが 国 の科学 技 術 は 戦後 の 混 乱か らい ち早 く立 ち上 が って,過 去30年 間 に

目覚 しい発 展 を とげ,多 くの 側面 で先 進 諸国 の水 準 に追 い付 き,い くつ かの 側

面 では これ を しの ぐほ どの域 に達 して い る。 日本 型 の 自動 車,カ メ ラ,ラ ジオ,

テ レ ビ,オ ーデ ィオ機器,電 卓,デ ジ タ ル 時 計 な ど の 民 生機 器が 世 界の市 場

に氾 濫 して い るば か りで な く,数 値制 御 工 作機 械,電 気通 信機 器 な ど高度の 産

業 機器 の分 野 で も世 界市 場 に大 き な シ ェア を 占め て,そ の性 能 を誇 り,か つ て

は極 端 な輸 入 超過 で あった 技術 収 支 も最 近 に 至 って 大 幅 な改善 の 徴候 をみせ て

い る。 わが 国は 科 学技 術 の 面 では,OECD諸 国 の 中 で も米,西 独,ス イス,ス

ウェーデンな どと並んで 最 先 進 国 の一 員 で あ り,そ の 大 きな経 済 力 とあい ま って ,

わが 国 の動 向 は 世 界の 注視 を集 め る よ うに な って い る と言え よ う。

この よ うな経 過 に伴 って,中 国 をは じめ とす る 開発 途上 諸 国 の,日 本 の科 学

技 術 に対 す る期 待 感 は急 速 に高 ま ってい るが,そ れ と並行 して 欧米 先進 諸国 の

危 惧 感 も高 ま りつ つ ある こ とは 否定 で きない。 科学 技 術 は いわ ば 両 刃の剣 で あ

り,開 発途 上 国 は もと よ り先 進 国 に と って も,経 済 の発 展 と生 活の 質 の向上 に

とって 不可 欠 の要 因 で ある と同時 に,労 働 集 約 型 産 業 や 構 造 不 況 産 業 に主 と

して依 存す る諸 国 に対 して は,急 速 な国 際競 走 力 の 低下 と雇用不 安 を もた らす

主要 な 要因 とも受取 られ て い る。 最 近 に至 って,最 先 進 国 におけ る急 速 な技 術

革新 が,他 の 先進 国 に と って経 済 停 滞,雇 用 不 安 の原 因 とな る との 懸念が表 明

され は じめ て お り,特 にわ が 国 に対 して は数 値制 御 工 作 機 械,カ メ ラ・ デ ジ

タル時計,民 生 電 子 機器 な どの面 で加 害者 とみ なす 意 識が 次第に顕 在化 しつつ

あ り,今 後 我が 国 の 開 発努 力が 集 中さ れ る もの とみ なされ て いる マ イク ロエ レ

ク トロニ クス とそ の 応 用,す なわ ち コ ン ピュー タ技 術,マ イク ・コ ン ピュー タ

応 用機 器 な どの分 野 で 危機 感が 高 ま って い る こと を見逃 がす こ とはで きない。
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こ とに これ らが 省 力化,自 動 化 を指 向す る もの と受取 られ てい る こ とは,雇 用

不安 に結 び つ き,労 使 を あげ ての 危 倶 が表 明され て い る こ とは 注 目す べ き点 で

あ る。 「マ イ ク ロエ レ ク トロニ ク スの 雇 用 に与 え る影 響」 をテ ー マ と した調 査

研 究 が欧 米 諸 国 で実 施 され つ つ あ り,ま たOECDの 場 で も話 題 とな ってい る こ

とは,よ く知 られて い る事 実 で あ る。

過 去30年 間大 幅 な経 済 成 長 を続 け,ま た終 身雇用 と企業 別組 合 を特 徴 とす

るわ が 国 の産 業 に とって は,省 力 化,自 動 化 に よ り仕 事 を失 った人 々を収 容す

るに充 分 な 労働 市場 が あ り,か つ 企 業 内で の 再訓 練 と配 置転 換 が 円滑 に行 わ れ

て きたた め に,国 内問 題 と して この 種 の 問題 が顕 在 化 した こ どは なか った。 し

か し,1980年 代 はわ が 国 に と って 量 か ら質 へ の転 換 の時代 で あ り,加 工貿 易

圏 で あるわ が 国 に とって,こ の種 の転 換 とは,高 付 加 価値 産 品の 製造 と輸 出 と

い う産 業 ・貿 易構造 の 転換 を意 味 す る もの で あ る こ とか ら も,こ の 問題 へ の積

極 的 な取 組 み が必要 とな って きた もの と言 え よ う。 従 来 の低 付加 価 値産 品の 少

品種 大量 生 産 ・輸 出 とい うパ ター ンか ら,高 付 加価値 産 品 の多 品種 少量 生 産 ・

輸 出 とい ういわ ば知識 産 業 化 へ の転 換 が 指 向さ れ てい る こ とを考 え る と,た と

え国 内 的 に大 きな問 題 は なか った と して も,今 後 の国 際社会 にお け る この種 の

問題 の 分析 と解 明 につ とめ,雇 用 不安 の解 消 と,新 規 雇 用機会 の 創 出に関 しと

るべ き手 段 につ き積 極 的 提言 を行 うこ とは,わ が 国 の産 業 ・貿 易発 展 のた め に

不 可 欠 で あ るば か りで な く,国 際経 済 にお い て極 め て大 きい 影 響 を持 つに至 っ

た わ が国 の 当然 の責 務 で あ る とも言 うこ とが で き よ う。 本報 告書 は,こ の よ う

な見地 か ら行 われ た調 査 研 究 の成 果 を 集約 した もの で あ る。

さ て マ イ ク ロエ レク トロニ クスの 雇 用へ の 影 響 を論 ず る場合,ま ず 問題 とな

るの は マ イ ク ロエ レ ク トロニ クス な る語 の意 味 す る ところで あるoそ れは1950

年 代 の後 半 か ら登 場 した集 積 回路 技 術 に伴 って 発 生 した もの で あ って,当 初は

複 数 の 素子 を統 合 した微 小 半 導 体 回路 素子 の製 造 技術 を意 味 す る もの で あった

が,そ の後 のLSエ,VLSエ に 至 る急 速 な半 導 体 素子 技術 の 進歩 に伴 い,超 高

集積 度 半 導体 素 子 製造 技 術 及 び素 子 応 用技 術 を意 味 す る もの とな った。 す な わ
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ち広域 に は,コ ン ピュー タ 及 び そ の 応 用 技 術 や デ ジ タル技 術 を包含 す る もの

で あるが,マ イク ロエ レク トロニ クスの もた ら した最 も大 きな イ ンパ ク トは 言

うまで もな くマイ'クロ コン ピュー タで ある。 その 意味 では マイ ク ロエ レク トロ・

ニ クスの 語は マイ ク ロ コ ン ピ ュー タ技 術 と同義 であ る と受 取 られ てい る場合 も

多 い。 この よ うな状 況 か ら,こ の調 査 研 究 におい ては,ま ず 第一 歩 と してマ イ

ク ロ コン ピュー タを取上 げ て,そ の 雇用 へ の影 響を論 ず る こと と した。 もと よ

リマ イク ロエ レク トロニ ク スに よる コン ピュー タ技術 全 般 の発 展 とそ の イ ンパ

ク トに も,顕 著 な もの が あ るが,そ れ につい て は,今 後 の検 討 課題 と したい。

調査 研 究 を実施 す るに 当 って は,ま ず マ イク ロコ ン ピ ュー タの 雇 用へ の影 響

とい う問題が 登場 す るに 至 った 背 景 を分 析 し,海 外 の視 点 と,わ が 国 におけ る

状 況 との 比 較検討 を行 って,差 異 を明確 に す る こと と した。 次い で マ イ ク ・コ

ン ピ ュー タ普 及 の一 般 的 な動 向 を調査 し,そ れ が あ らゆ る経 済 社 会 活動 の分野

に急速 に浸 透 しつつ あ る状 況 を把 握 し,LSIメ ー カー,応 用 機器 メー カー及

び シス テ ムハ ウス の 開発動 向 を明 らか にす る こ とと した。 次 に マ イ ク ロ コン ピ

ュー タが 工業 製 品,事 務 製 品,民 生 用 製 品 に浸透 して行 く過 程 にお い て,ど の

よ うな影 響 を生 じて い るか を,ヒ ア リング を主体 とす る事例 研 究 を通 じて,雇

用 問題 のみ な らず広 く調 査 解 明 す る こ とと した。 ま た,マ イク ロ コン ピュー タ

の 応 用に よる雇 用状 況 の推 移 を具 体 的事 例 につ いて の ヒア リ ング調 査 に基づ き,

詳 細 に分 析検 討 す る こ とと した。 さ らに以 上 の検討 結果 に基 づ き,マ イクロコン

ピ ュー タ及 び応 用 製 品の 普 及 に伴 う雇 用問 題へ の対 応,す なわ ち新 規 に 創 出さ

れ る雇 用 ニ ーズへ の 対応 策,失 われ る職場 か らの 転換 を容 易に す るた め の再 教

育 な どの対 応 策 な どにつ き具体 的 提言 を行 うこ とと した。

調 査 研究 の詳 細 な内 容 につ い て は,各 章 に記述 され てい るが,調 査研 究の結

果得 られ た結論 の概 要 を列 挙 す れ ば,次 の とお りで あ る。

1.マ イク ロコ ン ピュー タの 急 速 な性 能 向上 と価格 低 減 に伴 い,そ の需要 は,

急 速 に増大 して お り,社 会 経 済 活動 の あ らゆ る分野 に浸透 しつつ あ る。 わが国

の マ イ ク ロコ ン ピ ュー タ技 術 は す で に世 界水 準 に達 して お り,応 用機器 メーカー
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もこれ を積 極 的 に 導入 して 高 付 加価 値 化 した 製 品 開発 を行 っ てい る。 また マイ

ク ・コン ピュー タの普 及 に伴 い,高 い 技術 水 準 を持 った新 しい タイ プの 中小 企

業す なわ ち シス テ ムハ ウスが 続 々 と登 場 して お り,年 と と もに複雑 高 度化す る

ア プ リケー シ ョン ・シス テ ムの 開発 に 当 た って い る。

2.マ イ ク ロ コン ピュー タ及 びそ の応 用機 器 の 用途 は ま す ます 高度 か つ 多様 化

し,利 用 者 の態 様 は 多様 化 と同時 に非 熟練 化 の傾 向 を強 め てい る。 この ため供

給 側 に おい ては,マ イクロコンピュータメー カーや応 用機 器 メーカーのみでのア プ

リケー ション・システ ムの 開発 態 勢 に限 界 を生 じ,強 力な ソ フ トウェア技術,シ

ス テ ム技 術 を持 つ シス テ ムハ ウスに とって広 大 な市場 が生 じつ つ あ る。

3.マ イ ク ロコ ン ピ ュー タ及 びそ の応 用 製 品の供 給 側 にお い ては,開 発 人員,

こ とに ソフ トウ ェア 開発 人員 の増 強 が推 進 され つ つ あ る。 現状 では 製造面 の 人

員数 は ほ とん ど変 って い な いが,需 要 の 拡大 に伴 って1人 当 りの 生産 性 は著 し

く向上 してい る。 ま た長 期 的 にみ れ ば,特 に ソフ トウ ェア面 の人 材 の不 足が 懸

念 され て い る。 この 意 味で技 術再 教 育は さかん に行 われ 配置 転換 は 今後 も続 く

傾 向 に あ る。 一 般 に 供給 側 に お い ては ソフ トウ ェア開発 部 門 の人 員増,製 造 部

門の人 員 微減,販 売 部 門 の人 員微 増,保 守 部 門 の人 員 不変 の 傾 向が あ り,よ り

知 識集 約 就業 人 口が 求 め られ て い る。 そ の反 面,製 品 の利 用 側 や下請 企業 に対

しては 作業 の単 純 化 を もた ら し熟練 人材 不 足 の 問題 は解 消 され つつ ある。

4.マ イ ク ロ コン ピュー タの 普及 に伴 い,ソ フ トウ ェア 開発 を中心 とす る シス

テ ム技 術 開発 に関 し,大 きな 新規 雇用機 会が 発 生 して い るが,こ れ を充 足 す る

た め には,早 急 に コ ン ピュー タ技 術,特 に ソフ トウ ェア 的側 面 で の教 育,訓 練

体 制 を拡 充 整備 す る必要 が ある。

5.一 方,マ イ ク ・コ ン ピ ュー タの 普 及 に伴 う省 力化,自 動 化 の 結果,相 当数

の労 働 人 口は職 場 を失 うこ とが 予想 され るが,わ が 国に お け る終 身雇用 の形 態,

企業別 組合 の存 在,職 場 転 換 の 日常 化 な どの状 況 か らみ る とき,こ の こ とは 直

ちに失 業 問 題 につ なが る もの とは 考え られ ない。

6.上 記 の 労 働人 口の 技術 再 教 育 は 企業 内移 動 を容 易 にす るだ け で な く,ソ フ
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トウ ェア開発 を 中心 とす る新規 雇 用機 会 を充足 す るた め に も必 要 不可 欠 で あ り,

技 術再 教 育の 量 的 拡大 と質 的 向上 が 強 く要 請 され る。

7・ 技 術 再教 育 は しか し,企 業 内教 育の 枠 内 のみ で は 不充 分 で ある。 充 分の社

内教 育 を行 う余 裕 と能 力 を持 った 企 業は 限定 され て お り,ま た社 内教 育 では公

的 な 資格認 定 は 不可 能 で あ るため,就 労 人 口の移 動性 を高 め る上 で は,余 り役

立 た ない。 技 術 再教 育は,よ り広 範 囲 な社会 負 担 の形 で行 われ るべ きで あ り,

文部 省,労 働 省 等 の も とでの公 的 な継 続教 育事 業 の 一環 として行 われ るべ き も

の で あ る。 また 情 報処 理技 術者 の 資格 認 定事 業 も質 的 な拡充 が 望 まれ る ところ

で あ る。

一 般 的 に言 って ,わ が 国,米 国そ の 他 の最 先 進国 で は,マ イ ク ロ コン ピュー

タの発 展 に伴 う,ソ フ トウ ェア技 術 者 の不 足 が 問題 視 され てお り,新 た に創 出

され る雇用 機 会 を充 足 で きない点 に懸念 が 表 明 され て い るの に対 し,英,仏 な

どの他 の先 進 国 では,伝 統 的 な雇 用機 会 が 失 われ る点 に危惧 が 表 明 され てい る

傾 向 に あ る。 これ らは個 々の経 済 社会 環 境 の相 異 に基 づ くところが大 きく,一 方

的 な主 張 を 避 け るべ きこ とは言 うまで もない。 しか しマ イク ロ コン ピュー タの

進 出 に よって失 われ る と言 われ て い る種類 の 伝統 的 雇 用機 会 は,マ イ ク ・コ ン

ピュー タの 進 出以外 の要 因,た とえば 中進 国 との競 合 に よって も失 われ る分 野

の 雇用機 会 で あ り,こ の 種 の もの を温 存 す る こ とは,構 造 不況 業 種 を温 存す る

の と本 質的 な差 異 は な く,積 極的 産 業調 整 策 の求 め られ てい る先 進 国 の とるべ

き態度 とは言 え ない。 む しろマ イ ク ロ コン ピ ュー タの 進 出に よって創 出 され る

新 しい 雇 用機 会 に 目を 向け,こ れ を充 足 す る た めの 施 策 に努 力 を集 中す る こ と

が健 全 な政 策 で あ り,失 われ る雇 用機 会 に 対 しては,再 教 育 を通 じて の 職種 移

行 を推進 す べ き もの と言 え よう。

昭和55年1月

「マ イ ク ロエ レク トロニ クス の雇用 に与 え る影響 調査 委 員会 」

委 員長 猪 瀬 博(東 京大 学 工学 部 教授)
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委 員 及び 委 員 会組織

マ イク ・エ レク トロニ ク スの 雇 用 に与 え る影 響調査 委 員 会委 員

委員長

委 員
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1調 査 研 究 の 概 要

1.1調 査 研 究 の 背 景 と 目 的

本 調査 は,OECD(経 済 協 力 開発機 構)の 科学 技 術政 策委 員 会(CSTP)のIC

CP(情 報,電 算 機,通 信政 策)作 業 部 会vak－ け る 「マ イク ロエ レク トロニ クス

の 生産 性 と雇 用 に与 え るイ ンパク ト」調 査 研 究 の一環 として行 なっ た もの であ る。

本 プ ロジ ェク トvak・け るOECD諸 国 の 関心 は,こ こ数年 来 急 激 に発 展 して きた

"エ レク トロニ クス ・オ ー トメー シ ョンの 分野"に 集 中 し,と りわけ マイ ク ロエ

レク トロニ ク ス技 術の普 及 に伴 う生 産 性並 び に雇 用 に関 す る問題 が主 要 な関 心 事

となっ てい る。

現在 まで に"エ レク トロニ ク ス技 術 の普 及 と雇 用問 題"に っ い て,世 界各 国 で

それ ぞ れ に調査 研 究 が進 め られ,す でに幾 つ か の レポニ トが 発表 され てい る。

本 調査 研 究 は,わ が国 にお け る同 テ ー マ に関 す るOEGD加 盟 諸 国 の 関心 と調査 研

究 の要 請 に応 え る ことをその基 本 的 な ね らい と し,具 体 的 に は,わ が 国 に おけ る

マ イク ロコ ン ピ ュー タ導入 ・普 及 に よる雇 用 へ の影 響 を把 握 し,何 らかの 対応 が

求 め られ る課題 に つい て,そ の対 策 の方 向 づけ を検 討 す る こ とを 目的 と した もの

で あ る。

なお,マ イク ロエ レク トロニ クス は 広義 には,コ ン ピ ュー タ及 び そ の応 用技 術

やデ ジタル技 術 を包 含 す る もの で あ るが その技 術 が もた ら した最 も大 き左イ ンパ

ク トは マ イク ロコン ピュー タ であ り,マ イ ク ロエ レク トロニ ク スの語 は今 日マ イ

ク ロコ ン ピュー タ技 術 と同 義 で あ る と受取 られ てい る場 合 も少 な くない。本 調査

研 究 に お い てマ イ ク ロコン ピ ュー タ を まず第 一 歩 と して取 りあげ たの は この よ う

な背景 か らで あ る。 も とよ リマ イク ロエ レク トロニ クス に よる コン ピ ュー タ技術

全 般 の 発 展 とそ の イ ンパ ク トに も顕 著 な もの が あるが,そ れ につい ては,今 後 の

研究 課 題 と したい 。
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本 書 は,昭 和54年11月 末 パ リで開催 され たOECD「 マ イク ロエ レク トロニ

クス 特別 会 合 」に本 調査 委 員会 の 中間 報告 と して発 表 した"AFACTFINDエN(}

STUDYONTHE工MPACTSOFM工CROCOMPUTERSONEMPLOYMENT-S㎜aW-"

を包 含 し,調 査 全体 報 告 として取 りま とめた もの で ある。 なお中 間 報告 の 和 文版

は 「マ イク ロコ ン ピ ュー タの 雇 用 に与 え る影 響 調査 要 約書 」と題 し,英 文 レポ ー

トと と もに(財)日 本 情報 処 理 開発 協 会 より発 行 され てい る。

本 調査 の実 施 並 び に取 りま とめ作 業 全般 は本 調査 委 員会 ワー キ ング グル ー プ(

(社)日 本 能 率 協 会総 合研 究 所)が 担 当 した。 本 委 員会 は ワー キ ン グ グル ー プの

作 業 結 果 を受 け,討 議,検 討 の 上,対 策 提案 の取 りま とめ を行 な った。 なお,各

委 員 の マ イ ク ロエ レ ク トロニ クス論 議 あ るいは 雇 用対 策 に関 す る コ メ ン トは補

遺 と して本報 告 書 巻末 に収録 してい る。

1.2調 査 研 究 の 範 囲 と 方 法

1.2.1用 語 の意味

マ イク ロ コン ピュー タの雇 用 への 影 響 を論 ず るに あた って,ま ず問 題 の対 象 と

して提 起 され てい る"マ イク ロエ レク トロニ クス",本 調査 の 対 象 と した"マ イ

ク ロコ ン ピ ュー タ"及 び 被 影 響 分 野 で あ る"雇 用"の 意味 を 明 らか に してお き

たい。

(1)マ イク ロエ レク トロニ クス の意 味

マ イク ロエ レク トロニク ス(技 術 の意 を含 む)は1950年 代 の後 半 に登場 した

エc(集 積 回路)技 術 の 発展 に伴 っ て発 生 した もの で あb,当 初 は複 数 の 素子 を

統合 した微小 半導 体 工C素 子 の 製造 技 術 を意味 す る もの で あっ た。 その 後 のLSエ

(高 密 度 集 積 回路 又 は大 規模 集 積 回路),VLSI(超 高密度 集 積 回路)に 至 る半

導 体 素 子 技 術 の進 歩 に伴 い,マ イ ク ロエ レク トロニ クス は これ らの エc素 子 製造

技 術 の み な らず エC素 子 応 用 技 術 を も意味 す る もの となっ た。 す なわ ち広義 に

は エc製 造 な らび に応 用技 術 の根 幹 を なす コ ン ピュー タ技 術及 びそ の 応 用技 術 や
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デ ジタル技 術 を包含 し,か つ エc応 用 技 術 の最 も大 きな成 果 で あるマ イク ロプ ロ

セ ッサ,マ イ ク ロ コン ピュー タ技術 を含 む概 念 と して と らえ られ,今 日に至 って

い る。 下記 に述 べ る マ イ ク ロコ ン ピ ュー タ技 術 と同 義 と解 させ る場 合 も少 な くな

い が,本 調査 では マ イク ロエ レク トロニ クス がマ イク ロコ ン ピュー タの み な らず,

コン ピュー タ技 術,情 報 処理 技 術,通 信 技術 全般 の発 展 に大 きなイ ンパ ク トを及

ぼ しつつ ある こ とを考 慮 し,マ イク ロエ レク トロニク ス を広 義 に解 釈 してい る。

(2)マ イク ロコ ン ピ ュー タの概 念

マ イク ロコ ン ピ ュー タはLSI技 術 の 過 速度 的進 歩 を促 が し,こ れ を吸収 して

技 術 的 に集 約 した一 つ の製 品(部 品)で あ り,い わば マ イク ロエ レク トロニ クス

の技 術 的結 晶 とみ なさ れ る。 本体 は マ イク ロプ ロセ ッサ を中央 処 理装 置(CPU)

部 分 に利 用 した超 小型 コ ン ピュー タ と定 義 され る ことが多 いが,本 調査 では マイ

ク ロプ ロセ ッサか ら,そ れ に電 源,国 体,制 御 パ ネル な どを組 み合 わ せ た形態 の

もの まで,す べ てを総 称 す る意 味 で使 用 してい る。

マ イク ロプ ロセ ッサ は コン ピュー タの 中 央処理 装 置機 能 を1個 ま た は数 個 のL

sエ チ ップ で実現 した もの で あ り,そ の基 本 構成 は 演算 回路,制 御 メモ リ等 か ら

なっ てい る。 この他 に メモ リ,イ ンタ フ ェイ ス な どを組 み合 わ せ た,い わ ゆ る ワ

ン チ ップ ・マイクロコンピ ュー タ もマ イ ク ロプ ロセ ッサ の定 義 の 中 に含 まれ る。

(3)雇 用 の意味

技 術 の進 歩 が 雇用 に及 ぼ す影 響 は 大 き く二 つの側 面 が ある。 一 つ は新 技 術 の開

発 に よっ て新 しい製 品,新 しい産 業 が起 こ り,新 た な雇用 拡 大 を もた らす側面 で

あ り,他 は新 しい技 術 を応 用 した 製 品(具 体 的 には機 械)が 労 働 力 を排 除 して し

ま う側面 であ る。 マ イ ク ロコ ン ピュー タが雇 用問題 に対 して持 つ意味 の特 異性 は

これ までの技 術 革新 が ど ち らか と言 え ば,そ の技 術の 導入 に よっ て雇 用 の増加 あ

るい は減 少 のい ず れ かの 側 面 を顕 在 化 させ たの に対 しマイク ロコン ピ ュー タは基

礎 技術 の 導入 か ら導 入 製 品 の応 用 に至 る ま で雇 用の 拡大 と縮 小 を同 時,多 元 的 に

発 生 させ る可 能 性 を有 す る点 であ る。 ま た労働 力の過 不足 にか かわ らず,技 術 の
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進 歩 の速 さ,対 策 の 如何 ん に よっ ては雇用 力低下 を もた らす おそ れ が十 分 に ある

とされ てい る。 本 調 査 では単 に新 技 術 が もた らす雇 用 へ の量 的 影 響 を雇 用 問題 と

してとらえ るのみでは な く,想 定 される労働 力の質的転換 にかかわる職 種 ・配置 転換,

企業 内の 対応,教 育等 を も雇 用 問題 の範 疇 に加 え る こ とと した。

1.2.2ア プ ローチ

調 査 研 究 は,内 外 資料 ・文献 に基 づ く分 析,委 員 会 討議,事 例調 査 等 をペ ース

に実 施 した が,主 な検 討 事項 は概 略 以 下の とお りで あ る。

)1

2

3

4

5

6

)7(

8

マ イ ク ロコ ン ピ ュー タ と雇用 問題 の 背景 の 分 析

海外 の視 点 とわ が国 に・お け る状況 との 比較 検 討

マ イ ク ロコ ン ピ ュー タ普及 の一般 的 動向把 握

技 術 開 発動 向 と将来 的 意 義 の検 討

マ イ ク ロコ ン ピュー タの 雇 用 に与 え る影 響 の把 握(事 例 調査)

マ イ ク ロコン ピュー タの 応 用 に よる雇 用状 況 変 化 の想 定(推 計)

問 題 点 の検 討

雇 用 問題 へ の対 応 策 検 討

1.2.5事 例調 査 の枠 組

事例調 査 の範 囲 と して 次 の よ うな枠組 を設 定 し,マ イク ロコ ン ピ ュー タ メー カ

ー ,シ ス テ ムハ ウス,マ イ ク ロコ ン ピュー タ応 用 製 品 メー カ ー及 び一部 ユー ザ ー

を対 象 と して ヒア リン グ を行 っ た。 本 書 で取 りあげた事例調査結果は主 としてマイ ク

ロコ ン ピュー タ応 用 製 品 メー カ ーへ の ヒア リング に負 うもの で ある。

(1)対 象 技 術(製 品)

・マ イ ク ロコン ピュー タ及 びそ の応 用製 品 を対 象 とす る
。

・応 用 製 品 の範 囲 につ い ては ,そ れ を製 造 も しくは利 用 す る こ とに よ り雇用 上

に影 響 が発 生 す る可 能性 が高 い製 品 で ,現 段 階 で応 用 ある いは利 用 が具 体化
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してい る もの とす る。

・今後 の 技 術進 歩 に より,近 い将 来実 用 化,普 及 が明 らか とされ てい る製 品 で,

新 技 術 の応 用 も しくは その製 品 の利 用 に よ り雇 用 へ の影響 が予 想 され る もの

に つい ては,可 能 な限 り検 討 対象 に含 め る もの とす る。

② 対 象産 業,職 業 分野

・新 技 術 の導 入 ,応 用 製 品 の利 用 等 に よ りす で に雇 用上 の変 化 が み とめ られ る

業 種 また は職 種 を対 象 とす る。

・今 後 の応 用 機 器 普及 に より影 響 が予想 され る業種 また は職 種 に つい ては ,可

能 な限 り検 討 対 象 に含 め る もの とす る。

(3)影 響 の範 囲

・新 技術 の 導 入 また は応 用製 品 の製 造 ,利 用 に伴 う雇 用条 件 の変 化 か ら生 じる

直 接的 な影響 を抽 出 す る。

・新 技 術 の 導入 ・普 及 に よ り新 し く創 出 され るサ ー ビス分 野等 につ い ては ,可

能 な限 ク検 討範 囲 に含 め る こ ととす る。

上 記 範 囲内 で マ イク ロコ ン ピ ュー タの イ ンパ ク トとそ の影 響分 野 を想定 した結

果,事 例 調査 は,個 別 企業 におけ る雇用者 の 量 的,質 的 転換 並 び に教 育 を含 む企

業 内対 策 が主 な ポ イ ン トとなっ た(第M章)。

ヒア リング 事項 の概 要 は下 記の とお りで あ る。

1

2

3

(4)

(5)

マ イ ク ロ コン ピ ュー タ応 用 に よる機器 性 能 上 の 変 化(メ リッ ト)

応用 製 品の 需 要 の変 化,傾 向

企業 内 関連 部 門 の従 業 員へ の イ ンパ ク トと対 策

開 発 設 計 部門

製 造 部 門

販 売 ・メ ンテ ナ ンス部 門

関連 業 者(部 品 メー カー,販 売 代理 店 等)へ の イ ンパク トと対策

応 用 製 品 ユ ーザ ー企業 へ の イ ンパ ク ト

一5-一..



機器 の代替

省 力化効果

1.2.4雇 用変 化 の推 計

更 に,今 後 の マ イク ロコ ン ピ ュー タ及 び応 用製 品 の普 及 に伴 う雇 用問 題 へ の対

応 策 検 討 に資 す るた め,具 体 的 事 例 か らい くつ かの 指標 を設 定 し,普 及分 野,普

及率 に つい ては 複数 の 仮説 を も うけ,職 種 別 に将 来 の雇 用状 況 を推定 した。 これ

らの仮 説 が より実現 性 を もち う るため に は更 に詳 細 な調査 分析 とモ デ ルの構 築 が

必要 であ るが,種 々の条 件 の制 約 か ら詳 細 予測 は今後 の課 題 と し,現 段 階 では一

つ の試 論 と しての ア プ ロー チ結 果 を検 討 に付 す る こ とに した(第W章)。
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丑 マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ と雇 用 問 題 の 背 景

2・1技 術 革 新 と 雇 用 問 題 へ の 国 際 的 関 心(OECDの 問題 提起)

急 激 なエ レク トロニク ス 関連技 術の 進歩,特 に マイ ク ロエ レ ク トロニ クスの発

展 に よ り,産 業,経 済 並 び に社会 全 般 に大 きな変 化 が起 こる と予想 され てい たが ,

近 年 それ が顕在 化 しは じめ,エ ネ ル ギーや 資 源問題 と並 ぶ 国 際的 規模 での 問題 と

して 浮 か び 上 っ て きた 。 科 学 技 術 の 進 歩 は 経 済 成 長 及 び 社 会 進 歩 に 大 き く

貢 献 し,エ レ ク ト・ニ クス関 連技 術 もまた20世 紀 最 大 の技 術 革 新 を促 がす

と と もに経済 ・社会 に多 大 な利 益 と恩 恵 を もた らす もの と期待 されている
。一 方,エ

レ ク トロニ クス 関連 技 術 が産 業 経済 社 会 の生 産 プ ロセス に大 き くか か わ る ことか

らそ の技 術 の進 歩 の速 さ,普 及 の速 さ,適 用範 囲 の広 さ,技 術 が もた らす変 化 の

深 さ等 の 要因 が,"生 産性 と雇 用"に 深刻 な影響 を もた らす の では ない か との懸

念 が表 明 され は じめ て お ク,中 で も最 も重 要 な技 術 とされ るマ イク ロエ レク トロ

ニ クス が"雇 用 に対 して持 つ意 味"を め ぐっ て各 種 の論 議 が か わ され てい る
。

2.1.1プ ロジ ェ ク ト発 足 の経 緯

OEODで は1976年10月 の 第15回 科学 技術 政 策委 員会(CSTP)に お

い て設 立 され た 「情 報,電 算機,通 信政 策(エCCP)作 業部 会 」にお いて,"マ

イ ク ロエ レ ク トロニク スの生 産性 と雇 用に与 え る インパ ク ト"を 主 要 議題 の一つ

と して かか げ たoそ の 後,OECDで は加 盟 国 の マ イ ク ロエ レク トロニ クス論 議

の高 まbと 問題 の重 要 性 を背 景 と して1978年11月,第4同 工CCP本 会議 に

お い て"マ イ ク ロエ レク トロニ ク スの生 産 性 及び 雇用 に一与え る イ ンパ ク トに 関す

　 　 ロ

る ア ドホ ッ ク グ ル ー ブ(特 別 専 門 家 グ ル ー プ)"(以 下 単 に 「ア ドホ ッ ク グ ル ー

ブ 」と略 す)を 発 足 させ,同 テ ー マ の 具 体 的 検 討 を行 う こ と と な っ た。

ア ドホ ック グ ル ー プ の 会 合 は1979年1月 と6月 に開 催 さ れ,加 盟 各 国 に対 し
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て本問 題 に関す る研 究動 向 の 報告 を要請 す る と と もに,"同 年11月 末 に 「マ イ ク

ロエ レク トロニ クス の生 産 性 と雇用 に及 ぼ す影 響 に関 す る特 別 会 合 」を開催 す る

こと"を 決 定 し,調 査 研究 成果 の報 告 を要請 して現 在 に至 ってい る。

図2-1 エCGPの 構 成

OECD

(経済協力開発
機構)

CS[1]P

(科 学 技術政策

委員会)

工CCP

(情 報.電 算機.通

信政策作業部会)

(1976・10月 発 足)

越境データ流通 障壁 とプライバ シーの

保護に関する専 門家グループ

マイクロエレク トロニクスの生産性 と

雇用に与 える影響に関する専門家ア ド

ホックグループ

情 報 活動 の経済 分 析等 に関 す る

専 門家 グ ルー プ

工CCP'80ハ イ レ ベ ル 会 議

ス テ ア リ ン グ ・ グ ル ー プ
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表2-10ECD「 マ イ ク ロ エ レ ク ト ロニ ク ス プ ロ ジ ェ ク ト(仮 称)」

発 足 の 経 緯

・第15回OECD/CSTP委 員 会(科 学 技 術 政 策 委 員 会)に お い

て,従 来 か らのCUG(コ ン ピ ュ ー タ'ユ ー テ ィ ライ ゼ イ ・;・ヨン ・

グ ル ー プ)とIPG(科 学 技 術 情 報 政 策 グ ル ー プ)を 統 合 し,新 し

くICCP(情 報,電 算 機,通 信 政 策)グ ル ー プ の 設 立 を決 定 。

・後 に,「 作 業 部 会 」 に 昇 格,現 在 に 至 る。

ICCP正 式 名 称

TheWorkingPartアonII〕formation,

Computers'andCo皿municationsPolicy

第1回 会合開催(パ リ)

CGP第2回 会合開催(パ リ)

"新 技 術の雇用及び学校教育
,専 門教育のカリキュ ラムに与 える影

響 とそれによって生 じる社会的費用"に ついて問題提起が行 われた。

(米 コロンビア大学)

第3回 会合開催(パ リ)

・加盟国に「マイク ロエレク トロニクス が生産性 と雇 用に与える影響 」

研究動向に関する質問書を配布

ICCP第4回 会合開催(パ リ)

「マイク ロエレク トロニクスの生産性 と雇用 に与える影響 」につ

いてア ドホ ヅクグループ(専 門家グルー プ)の 設立 を決定

・第1回 「マイク ロエ レク トロニクス の生産性 と雇用に与える影響 」

ア ドホ ックグループ会合開催(以 下単に 「 ア ドホ ック会合 」

とい う)

(1)1978年8月 に各 国に配布 された質問書への回答の結果発表
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'

(1979年10月

(1979年11月

(2)マ イ ク ロエ レク トロニ クスの発表 にともなう情報産業 の雇用

へのインパク トについて問題提起(「 情報活動の経済分析 」エキ

スパー トグループの一人WALL氏)

(3)各 国 より国内におけるマイク ロエ レク トロニクス の導入 と雇

用の問題につ き現状紹介

(4)本 件 の緊急性 に鑑み,下 記合意

① 各 国の調査研究 をコンパイルすること

②1979年11月ICCPで2日 間の特別 セ ッションを設け,

専 門家 と政府代表 に よるディスカ ッシ。ンを行 うこと

③ 年2回 のニューズ レター発行,加 盟国の本件 に関す る情報交

換 に供す ること等

(5)イ ギ リス よb,BBC製 作 テレビフィルム"ThθChips

DOwnの 紹 介

CCP第5回 会合開催(パ リ)

(日 本 においても,「 マイク ロエ レク トロニクス の生産性 と雇用

に与 える影響 」について プ ロジェク トを組 む 旨,ICCP事 務局

に通報)

・第2回 ア ドホ ック会合開催

(1)"マ イク ロ エ レク トロニクスの生産性及び雇用に与えるイン

パク ト"に ついて各国 よりの関連作業¢)報告

(2)エ979年11月27日 ～29日 開催予定の特別会合のテーマに

ついて検討

CCP第7回 会合(マ イク ロエレク トロニクスの生産性 と雇用

に与える影響 についての特別会合予定)
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2.1.2問 題 の背景

OECDに お け る本 テー マ プ ロジ ェク ト発足 の 経 緯 は前 述 の とお りで あるが ,

第1段 階(1978年 末)と しての問題 提 起 の背 景 を整 理 する と大 むね下記 の とお

りで あ る。

① 近 年 の エ レク トロニ クス及 び エ レク トロニ クス製 品の 発 達 が製造 業,サ ー

ビス 部 門,双 方 の生 産 プ ロセス に大 きな変 化 を もた ら してい る。

② その 変 化 は,製 品 の 小 型 化 や コ ン ピュー タア ーキ テ クチ ュア,周 辺機 器,

テ レコ ミュニ ケ ー シ ョンネ ッ トワー ク等 に お け る技術 改 良 にみ られ る よ う

に,エ レク トロニ クス をベー ス と した プ ロセス 部 門 にお い てコス トパ フ ォ

ーマ ンス比 を著 しく低下 させ てい る
。

③ 更 に重 要 な こ とは,労 働 側経 営 側 双方 へ の コ ンピ ュー タ スキルの浸 透 とい

つた 現 象 を 含 め,全 体 と して の教 育 水準 の上 昇 が生産 技 術 の改 良 を容 易

化 し,設 備 生 産 性 を著 し く拡 大 せ しめて い る。

④ また,労 働 賃 金 の急 速 な」二昇 が 企 業 の 設 備 投 資 を 促 がす た めの政 府 の経

済 政 策 と あい まっ て,エ レク トロ ニクス を ベ ース と した設備 へ の 資本 投下

の 強 い イ ンセ ンテ ィブ とな ってい る。

⑤ 上 記の 動 向 か ら生 じた エ レク トロニ クス に よるオ ー トメー シ ョンの具体 化

実 現 はOECD加 盟 国 政府 に対 して あ らた な政 策 課題 を提 供 す る に至 って

い るo

⑥ 加 盟国 内 部 で は雇 用停 滞 あるい は雇 用状 況 の悪 化傾 向 とエ レク トロニ ク

ス関連 技 術 の 普 及 に伴 って持 ち上 が った産 業論 争 を反 映 して ,"新 技術 が

雇 用 と職 の創 出 に対 して持 つ意 味"が 最 も強 い関心 を呼 ん でい る。産業論

争 の例 どしては西独,米,英 における印刷部門,オ ース トラ リア,フ ランス に

おけ るテ レ コ ミュニ ケー シ ョン部 門 に見受 け られ る。

2.1.ろ 論 議 の展 開

1979年1・ 月 に開催 され たア ドホ ック グル ーブの第1回 会 合 では,上 記の よ う
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な状 況 を反映 して,加 盟 国 の"マ イ ク ロエ レク トロニ クス と雇 用 問題"に 関 す る

研 究 動 向報 告 が行 わ れ た後,"マ イ ク ロエ レク トロニ クス の 広汎 な利 用 は労働 問

題 に大 きな影 響 を及 ぼ しつ つ あ る"こ とが確 認 され た。 同時 に"情 報部 門 での新

規 雇用増 で カバ ー しきれ ない 大 量 の失 業 が産 業 部門,階 層 を問 わず 生 じて きてい

る 〃こ とが指 摘 され,ま た一 部 加盟 国 の 政府,労 働 組 合等 では 深刻 な問題 と して

認 識,審 議会 等 を設 け 調査 検 討 中 で ある ことが報告 され た。 同 会合 の 場 で イギ リ

スBBC製 作 の テ レ ビフ ィル ム"THEC肛PSAREDOWN"(和 訳 は ない が 「マ

イ コンが降bか か る 」の 意 －LSIの 発 展 に伴 う産 業 用 マ イ ク ロエ レク トロニ

ク スの経 済 社会 へ の深 刻 な イ ンパ ク トを取 り上 げ た イギ リス社 会 の 未来 シナ リオ

構成 。 なお フ ィル ムの コ ピーは(財)日 本 情 報 処理 開 発協 会 に保 管 され て い る。)

が紹介 され た が,同 フ ィル ムは欧 州各 国 で放映 され大 きな反 響 を呼 ん だ と伝 え ら

れ てい る。

1979年6月 に開催 さ れ た第2回 ア ドホ ック グル ー プの会 合 は更 に具 体 的 な展

開 が あ り,加 盟 国の"マ イ ク ロ エ レ ク トロ ニ ク ス の 生産 性 及 び雇 用 に与 え る イ

ンパ ク ト"関 連 作業 の 報告 と と もに,同 年11月 開催 予定 の 「特 別 会 合 」の テ ー

マ確 認 が行 わ れ た。 各 国 の研 究動 向 は マ イク ロエ レク トロニ クス 関連技 術 に留 ま

らず広範 囲 な分 野 に わ た っ てい るが,そ の概 要 は下表 の とお りで あ る。

表2-20ECD加 盟 国 の研 究 動 向

・技術一般をふまえた研究。次の5項 目について政府,大 学等で研究進行

中。

① 技術が生産性ひいては雇用に与える影響

② 教育施設における新技術に関する教育のあり方

③ 新技術が産業構造に及ぼす影響

④ 新技術が経済活動の制御に及ぼす影響

⑤ 新技術 と諸法則との競合
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国 名 概 要

オ ー ス ト リ ア ・1978年 末 に研究グループを発足 ,現 在研究中。

最終 レポー トの取 りまとめで1～2年 を要する。 グループの研究テーマ

は次の とおり。

① マク ロ経 済 及 び ミクロ経済(企 業 レベル)の 両面における雇用に

与える影響

② ①に関連 して労働者の訓練,再 訓練の問題

③ 企業組織に与える規模,構 造面の影響

④ 社会的 なメ リットとデ メリット

ス ウ ェ ー デ ン ・エ ン ジ ニ ア リン グ 産 業 に お・け る マ イ ク ロ エ レ ク トロ ニ ク ス の イ ンパ ク ト

について現在調査中。

・小売業(ス ーパーを含 む)及 び銀行業 においてもインパク トが強いとい

う認識が広まり,こ の分野 も研究対象 に含む予定 。

オ ー ス ト ラ リ ア ・情報科学 議会が設置 され,基 礎調査が進行 中。

・婦人の雇用 との関係 に強い関心。 また学校 におけるコン ピュータ教育に

ついても関心があり,各 国 よりの経験報告を期待 している。

ノ ル ウ ェ ー ・労働省 において"'80年 代雇用市場の見通 しづ くり"が 進行中。

・情報技術が雇用 に与えるインパク トについて も調査の予定。

次の点を指摘。

① 雇用問題の検討に際 しては,企 業 と労組の あり方 に十分 な考慮 が必

要

② 雇用に与えるインパク トは,技 術の普及速度に依存する。3～5年

であれば,イ ンパク トは極めて大 きい

フ ラ ン ス ・雇用に与える影響 について現在調査中。12月 末 には,第 一段階のレポ

一 トが完成予定 一"政 府の情報振興策が労働者及び企業に及ぼす影響"

調査が主要テーマ 。

ベ ル ギ ー ・関心分野

① マ イ ク ロ エ レク トロ ニ ク ス は 省 エ ネ ル ギ ー に 貢 献 す る か

② 労働者の職務内容 に与 える インパク ト

(仕 事が楽 しくなるか否)

・'79年11月 の 特別会合に,イ ギ リスのダーウィン市役所 で行なわれた
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(1977年)実 験 的電子 オフィスのケースの報告 を要請。

・い くつかの産業 分野で雇用問題 を調査中,79年11月 の特別会合 で結果

発表予定。調査 テーマは下記のとお り。

① 新 しく創造された職場

② 職場 を失 った人の再 雇用状況

・個別企業が行 なった調査 として,シ ーメンス社の 　Office1990

の レポー トがあることを紹介。

・技術 に関する見解 として"発 展 をおさえ るべ きではないが
,普 及の速度

が問題"と している。

・企業の組織構造 に与えるインパク トについて調査 中。

・雇用に与え るインパク トについては,量 的な面だけでな く,質 的 な面の

検討の必要性 を指摘。

・雇用問題 については該 当作 業 は ない。今後 ,然 るべ き作業 が行なわれ

るであろ う。

・情報産業一般にっいては
,過 去に審議会等で検討され,プ ログラマー需

要 の見通 し等が作成 されている。

・マイク ロ エ レク トロニクスの 導入及びその活用 に際 しては,従 来の労

働者の経験 が必要不可欠 となる場合 もあり必ず しもこれ らの人 々にネガ

テ ィブな影響のみ を与える ものではない。

・労働者の再訓練の問題が重要 である。
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2.1.4主 要 研究 テ ーマ

第2回 ア ドホ ック会 合 では上 記作 業 報 告 に基 づ く検 討 の結果,「 特 別 会 合 」に

おけ る主 要 テ ー マ を次 の よ うに決定 した。

表2-30ECD/エCCPエ レ ク トロ ニ ク ス 特 別 会 合 研 究 テ ー マ

イン トロダクシ ョン ー 先進的 マイク ロエ レク トロニクス と電気通

信技術 のマクロ経済的関係

職場におけるマイク ロエレク トロニクス と電気通 信技術

変化の速度及び革新と普及を推進する上で行政が果たす役割

急速な技術変化によるインパクト

(1)新 技術の生産性向上に対する貢献

(2)エ ネルギー節約問題 と生産性向上効果

(3)伝 統的な仕事(従 来の職場)に 与える影響

① サービス活動

② 製造工程

新 しい仕事の創出と雇用機会

エレク トロニクスと電気通信 の発展に よる市場の変化

(1)市 場 機会 と中小企業における普及の阻害要因

(2)製 造部門及びサービス部 門における組織構造の変化

(3)新 技術 と多国籍企業 における意 思決定機関の配置

(4)特 定 の産業における競合 と技術的変化

変化 に対する調整政策

(1)3つ の社会機構(労 働組合,企 業主,政 府)vatsけ る コンサルテ

ーシ ョンの新 しい形

(2)雇 用 パ ターンの変化に対する再教育問題 一 新技術 に要する訓練

ス キル とカ リキュ ラムリ導入

(3)特 殊 なグループに対する労働政策 一 婦人労働,少 数民族(移 民)

ク ロージングス ピーチ

フ ラ ン ス,西 ドイ ツ,

米 国,フ ィ ン ラ ン ド

西 ドイ ツ

イ ギ リス

ノ ル ウェ ー

西 ドイツ

イタ リア

カナダ

カナダ

西 ドイ ツ,ス ウ ェ ー デ

ン,ノ ル ウ ェ ー

カ ナ ダ,フ フ ンス

(☆ 日本 よ りの プ レゼ ソテー シ。ンに っ いては,上 記 テ ー マの う ち2 .3.4-(4)を 提 案 。

但 し こ れ 以 外 で も よ い 。)
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ア ドホ ックグル ー プ会 合 の 展 開 に も明 らか な よ うに・ 新技 術 の進 歩 に よるイ

ンパ ク トへ の 関心 は国 際 的経 済動 向 か ら,国 内 の産 業 動 向,企 業 行 動,従 業者 個

人 に至 る まで広範 囲 に わた っ てい る。 各 国 の当 面 す る課 題分野 は異 な るが,雇 用

問題 と しての観 点 か らみ るか ぎ り単 に量 的 な影 響 を重 視 してい るの で は な く,む

レろ,変 化 の 実態 を把 握 す る こ とに大 きな関 心 が払 わ れ てい る・特 別 会 合研 究 テ

_マ6の 変 化 調 整 政 策 に 示 され る3つ のテ ーマ は,当 面の最 も重要 な研 究課 題

で あ り,ま た対 策 提案 課題 で もある と言 え る。

2.2海 外 の 視 点

2.2.1国 際的 規模 で の論議

マ イ ク ロエ レク トロニ クス と雇 用 問題 に関 す る諸 外 国の 関心 は強 く・ 前項 に紹

介 したOECDの 問 題 提起 の 時 期 と相 前 後 して,国 際的会 議,た とえ ば国 際金 属

労連(IMF)世 界電 機 電子 産業 会 議 や,国 際 電 気通 信連 合(エTU)世 界 大 会,

ロー マク ラブベ ル リン大 会,あ るい は 国連 会議 の場 で も取 り あげ られ てい る。 こ

の 幅 広 く根 強 い 関心 は,19世 紀 初 頭経 済 史 上 に名 高 い機 械 打 ち こわ し(ラ ダ イ

ツ)運 動 が起 っ た第1次 産 業 革命 の教 訓 に根 ざ し,技 術 進歩 が労 働 力 を排 除 して

困 難 な社 会 問題 を惹起 す る こ との ない よ うに事前 の 政策,調 整 策 を強 く要請 す る

点 に焦 点 が しぼ られ る。1979年10月 スイスの ジュネーブで開 かれ たIMF世 界電

機 電 子 産 業 会 議(日 本 を含 め27ケ 国 の代 表 者 が 出席)の 席 上採 択 され た 「宣

言 」を引用 す れ ば,次 の通 りで ある。

「… 生 活 の あ らゆ る領域 にお け る マイ ク ロエ レク トロニ クスの 浸透 の ス ピー ドと

ほ とん ど無 制 限 の利 用 は,社 会 に お よぼ す影 響 が 予見 出来 ない ま さ に"第 三 次 産

業 革命"と よば れ る状 況 を もた らす可 能 性 が十 分 に あろ う。

若 干 の報 告 の 中 で 予 測 さ れ た1990年 代 に お け る大量失 業,teよ び変 りゆ く

職 能機 能(職 務 内容)お よび何 百 万 人 に もお よぶ技 能 資格 の喪 失 は,各 国 お よび

国 際 労働 運 動 の双 方 に対 し深刻 な挑 戦 を もた らす もの で あ る。
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技 術 進 歩 は・過 去 にお け る よ うに,経 済成 長 お よび社 会進 歩 に寄 与 しうる と考

え る。 同 じよ うに,マ イ ク ロエ レク トロニ クスの よ うな電機 電子 産 業 におけ る新

しい技 術 開発 も寄 与 し うる。 た だ し,そ の 社会 的影 響 につ い て,新 しい雇 用の 創

造 と生 産 性 向上 の公 正 な分配 を求 め る強 力 な政 策 の枠 内 におい て,適 切 な注意 を

払 う必 要 が ある。 」

2.2.2雇 用問 題 発生 要 因

「マ イ ク ロエ レク トロニ クス革 命 」と も言 われ る新 技術 の適 用 と発展 が雇 用 問

題 と結 びつ い て国 際 経 済舞 台 で活発 に論 議 され る背 景 には,大 き く5つ の要 因が

あ る と考 え られ る。

第1は マ イク ロエ レク トロニク スの 適 用 が あ らゆ る産 業の 生産 プ ロセ ス を簡 略

化 して しま う こ とに より,こ れ ま で最 も大 き な労働 力吸収 部 門 で あった製

造 プロセス,事 務 プロセス,情 報 加工 プ ロセ ス,検 査 プ ロセ ス等 か ら既存 の

労 働 力 を排 除 して しま うおそ れ が ある こ と。

第2は 国 際的 に経 済成 長 が鈍 化 し,雇 用 環境 が悪 化 して い る こ と。 この こ とは

新 規 雇 用 機 会 の 創 出 と雇 用 の 減 少 とい っ た マ イク ロエ レ ク トロニク スへ

の 期待 と不 安 を同時 に発生 させ てい る。

第3は 先 進 国 内部,あ る い は先進 国 と発展 途 上 国 とい った国 際 間 で,マ イ ク ロ

エ レク トロニ クス 関連 の技 術 格 差 が大 き くな っ て きてい る こ と。 こ とに生

産財 へ の マ イ ク ロエ レク トロニ ク ス応 用 は省 力化,自 動 化 に結 び つ くこ と

か ら こ れ ら製 品 の 輸 入 国 では大 きな雇 用不 安 が発生 す るお そ れ が ある こ

と。

第4は 生 産財 の み な らず 消 費 財 へ の 応 用 も含 め;製 品の高 性 能 化 と低価 格化

は そ れ ら製 品 輸 入 国 の 既 存 製 品 の価 格 競争 力 を低下 せ しめ,既 存産 業 を

破壊 す るおそ れ が あ る こ と。

第5は 更 に一 歩進 め,こ の技 術 革新 は いず れの国 に とって も経 済 の発 展 と生 活

の質 の 向上 に,な か んず く国 際競 争 力維 持の た めに不 可 欠 の要 因 であ り,
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さ けが た い イ ンパ ク トで あ る こ と。

これ らの 要 因 は各 国 の技 術 レベ ル や経 済 事情 と複雑 にか らみ合 い な が ら,マ イク

ロエ レク トロニ クス の 雇用 に与 え る功罪 を め ぐる論 議 の基 調 を な してい る。

2.2.5主 要 レポ ー ト論 点

前述 の 国 際会 議 の 場 で引 用 され,あ るい は海 外の 新 聞,雑 誌,単 行本 等 で紹介

され て今 日の マ イク ロエ レ ク トロニ クス論 議 の 底流 を な してい る主 要 レポー トは

10余 をか ぞ え る。 レポ ー ト作 成 の 目的 や立 場 が異 な る こ と に よ リ マ イ ク ・ エ

レク トロニク スの イ ンパ ク トに対 す る見 方 も当然 へ だた りが あ り,一 律 な比 較 は

困難 で あ るが,政 府 行 政 機 関,大 学 研究 機 関,労 働組 合,多 国籍 企 業,民 間 シン

ク タ ンク等 に よ り発表 され た主 要 レポー トの概 要 は大 む ね以 下 の とお りで あ る。

① 「マ イク ロエ レク トロニ クス の社会 的 及 び雇 用上 の意 味 」

イ ギ リス 中央 政策 審 議 ス タ ッフ(1978年11月)

・マ イ ク ロエ レク トロニ クス は生 産性 を向 上 させ るが ,生 産 高 が同一 レベ ル だ

と雇 用 低下 を もた らす。 一 方 で,マ イ ク ロエ レク トロニク ス は より大 きな国

内,国 外 市場 の 創 出 に よっ て雇 用 創 出の二 つの 効果 が あ る。 これ らの 関係 が

相殺 し うるか ど うか は,イ ギ リス が十 分 な国 際 競争 力 を維持 し うるか ど うか

に かか っ てい る。

・イ ギ リス に おけ る多 くの 予 測 に よれ ば ,マ イク ロエ レク トロニ クス に よって

300万 ～500万 入 の 失業者 が出 る と してい るが,～ 二う した 予 測 は 実 際 の

導 入時 期 を過 大評 価 し,競 争 力 が維 持 で きた場合 の雇 用 創 出 を過 少評 価 して

い る。

・雇 用 へ の影 響 の 事例 調査 と しては ,行 政 事務,ワ ー ドプ ロセ ッサ,サ ー ビス

部 門,産 業 部 門,自 動 車 産業,電 気 通 信 装 置産業 を取 り上 げ てい るが,雇 用

効果 の単 純 な予測 は困難 で あ る。 雇 用 へ の影 響 は 徐 々 に現 われ てい くこ とか

ら,経 済 全体 で計 画 的 に調 整 し うる余地 は十 分残 され てい る。

・社会 的 影響 と しては ,自 動 化 へ の移 行,新 しい職 務 の 出 現,通 信 に よ る商談,
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デ ー タ処 理 の 集 中 化 か ら分 散 化 へ の 移 向 と こ れ に よる産 業 配 置 へ の 影 響,ビ

ュ ー デ ー タ の 普 及,情 報 処 理 ・記 憶 の 急 激 な コ ス ト低 下 等 に よ り個 人 と国 家

の 関 係 が 変 化 す る 可 能 性 が あ る。

② バ ロ ン ・レ ポ ー ト ー イ ギ リス 産 業 省

「情 報産 業 の未 来 」と題 す る非 公 開 の 報 告 書 。 サ セ ッ ク ス 大 学 ウ ェ ス トフ ィー

ル ドカレ ッジの教 授 な ど で 構 成 さ れ る委 員 会 で 作 成 。

・コ ン ピ ュ ー タ の 導 入 に よb ,1990年 代 初 頭 イ ギ リス の 失 業 者 数 は200'～

350万 人 に 増 大 す る。

・失 業 が 増 大 す る 職 種 と して は,組 立 工,修 理 工,保 安 要 員,単 純 事 務 職 が あ

る。

・最 悪 の 場 合,10～15%の 失 業 率 が あbう る。 ・

③AppEXレ ポ ー ト ー イ ギ リス のAssociationofP「ofessionalExe-

cutive,ClericalandCOmputerStaff(専 門 職,管 理 職,事 務 職,コ ン ピ ュ

ータス タ ッフ協 会)(1979年3月)

・1983年 ま で に ,ワ ー ドプ ロセ ッサ を 中 心 とす る コ ン ピ ュ ー タ 内 蔵 機 器 に よ

b,イ ギ リス の 事 務 系 労 働 者 の25万 人 分 の 仕 事 減 が 生 じ る。

④ 「オ フ ィ ス1990年 」 一 酉 ドイ ツ シ ー メ ン ス 社

・大 企 業 の 事 務 職 の30%が 標 準 化 可 能 で あ り ,テ キ ス ト編 集 及 び デ ー タ処 理 の

25%が ワ ー ドプ ロセ ッ サ に よ リオ ー トメ化 可 能

・中 小 企 業 で は
,事 務 職 の45%が 標 準化 可 能 で あ り,25%が オ ー トメ化 さ れ

得 る。

・行 政 機 関 で は72%が 標 準 化 され
,38%が オ ー トメ化 さ れ 得 る。

・上 記 ホ ワ イ トカ ラ ー 部 門 全 体 と し て は
,42%が 標 準 化 可 能 で あb,オ ー ト

メ 化 の 度 合 は25～35%で あ る。(西 ドイ ソ で は 約200万 人 減 と な る)

⑤rTheStrategicエmpactOflnteユ ユigθntEユ θctronicsUSand

Wes七emEurOp91977～1987」 一 米ADL社(1979年3月)
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マ イ ク ロエ レク トロニ ク ス の 発 展 に よ り,今 後10年 間 に欧 米 で 約100万 人

の新規 雇 用機会 の創 出 が 予 想 さ れ る とい う内 容 の プ ラ ス 面 を探 究 し た マ ル チ ク ラ

イ エ ン ト調査 報 告書 で概 要 が ニ ュ ー ズ レ タ ー に 紹 介 さ れ た。 主 な 内 容 は 次 の と お

り。

・新 エ レク トロニ ク ス 技 術 が 自動 車 ,オ フ ィス 機 器,工 業 制 御,消 費 財 の4っ

の 主 要 産 業 部 門 に 与 え る影 響 予 想 は,1987年 ま で に,米 菓 独 仏 の4カ 国 で,

300～350億 ドル(1977年 価 格)の 収 入 増 を もた ら し,1人 当 た り生

産 高 は,4万 ドル 増 加 し,80万 人 分 の 仕 事 増 と なb,子 会 社 分 も含 め る と

,'100万 人 分 以 上 の 増 加 と な る。 雇 用 増 加 分 の うち60%は 米 国 で あ る。

・消 費 財 部 門 で は ,家 電 製 品 に,マ イ ク ロ プ ロセ ッ サ を組 み こ む こ とが 活 発 化

し,西 欧 で は1977.年 の'130万 個 か ら1987年 に は,1億2800万 個

に需 要 増 大 し,ア プ リケ ー シ ョン と し ては,ホ ー ム コ ン ピ ュ ー タ か ら イ ン

テ リ ジ ェ ン ス ・テ レ ビ,テ レ ビ ゲ ー ム,一 連 の 家 電 製 品 ま で 広 く応 用 さ れ る。

・オ フ ィス 部 門 で は,ワ ー ドプ ロ セ ッサ は ,4カ 国 で1977年 の15億 ドル か

ら30億 ドル に倍 増 し,オ フ ィ ス 機 器 全 体 で は,90億 ドル か ら230億 ド

ル ま で成 長 す る可 能 性 が あ る と し て い る 。

・工 業 部 門 で は,数 値 制 御 シ ス テ ム ,ロ ボ ッ ト及 び 自動 原 材 料 ハ ン ド リ ン グ シ

ス テ ム が 発 達 し,米 国 の1987年 の 需 要 は187億 ドル に達 す る 。 ま た 電 子

式 テ ス ト装 置 の 需 要 が 急 増 す る。

・自動 車 部 門 で は,1982年 ま で に,ほ とん どの 新 車 が,イ ン テ リ ジ ェ ン ト電

子 エ ン ジ ン コ ン ト ロー ル 付 き に なb,1987年 ま で に は,米 国 の 自動 軍 用 マ

イ ク ロ プ ロ セ ッサ は 年 間50億 ドル を超 え る。

⑥ ノ ラ ・レ ポ ー ト ー 仏 シ モ ン ・ノ ラ&ア ラ ン ・ ミ ン ク(1978年1月)

大 統 領 の 「社会 の情 報化 」に 関 す る諮 問 を 受 け て ま と め られ,大 ベ ス トセ ラ ー

とな り,フ ラ ンスにおけ る情 報 問 題 の 議 論 を 呼 び お こ した レ ポ ー トで あ る が ・ こ

の 中 で マ イク ロエ レク ト ロニ ク ス 応 用 機 器 に よ っ て銀 行 及 び保 険 業 で は 現 状 の 仕
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事 の30%が オー トメー シ ョン化 され る と指 摘 してい る。

⑦ 「国 際的 規模 にお け る新 技 術 と雇 用 問題 」 一 工MF(国 際 金属 労 連)世 界

電 機 ・電子産業会議用 レポ ー ト;ジ ョー ジ ・ハチ ェ ンスAFL-Cエ ○-CLO

(1978年10月)

・過 去35年 間 の ア メ リカの 電機 ,電 子産 業 の 歩 み に触 れ,ヨ ー ロ ッパ 及 び 日

本 の経 済 再 建 を援 助 す る た めの 資本 及 び製 品 輸 出 が,技 術 輸 出へ と推 移 す る

中 で電機,電 子 産 業 の 国際 構造 が基 本的 に変 化 した。技術 移 転 に よるい わ ゆ

る ブー メ ラン効果 に よ り,今 や 同産業 は"世 界産 業"化 に向かいア メリカは輸

入国 に なっ た。 そ の結 果 技 術 占有 国 で あっ たア メ リカが得 た もの は電 子 部 門

での 著 しい雇用 の 低 下 で あ る と指摘,電 子 部 門 の技 術輸 出が もた らす新 た な

脅 威 を訴 え てい る。

・生 産設 備 を含 む高性 能 の ア メ リカ製 資 本財 を効 率 的 に稼働 させ るた め ,ア メ

リカ以 外 の各 国 で 大 規 模 な生 産 体 制 が 確 立 され た結 果,そ の生 産 物 は低 価

格 で ア メ リカに流入 しは じめ た。 この ため ア メ リカ国 内業 者 は レ イオ フ に追

い込 まれ,多 くの職 が失 われ てい る と述 べ てい る。

1976年 ～1978年

民生 用 電 子部 門 従業 員 数31%減

商 業 ・産 業 ・通 信 機器 部門 生産 労 働 者22%減

・更 に雇 用 創 出 に必 要 な国 内 資源(技 術!を 輸 出 す る にあた っ ては ,国 内 労働

者 に十 分 な職 及 び職 務機 会 が 与 え られ なけ れ ば な らず,ま た輸 入 増 加 を認 め

る場 合 に は国 内労 働 者 がそ れ に よっ て職 を失 わ ない こ とが示 され るべ きで あ

る と提 案 して い る。

以 下,内 容 は省略 し,タ イ トル の み を紹 介 す る。

⑧ 「マ イク ロプ ロセ ンサ の応 用:ケ ース と観 察 」 一 米 国MエTプ ール 教授

⑨ 「マ イ ク ロエ レク トロニ クス に よる技 術 革新 と雇 用 の新 局 面 」ロー マク ラ ブ

総会 の準備会合提出 レポー ト ー 西独 ギ ュン ター ・フ リー ドリヒ
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⑩ 「コン ビ=一 夕の 雇用 に及 ぼ す影 響 」OECD/エCCPの マ イ クロエ レク トロ

ニクス ・ア ドホ ック会 合 に提 出 され た レポ ー ト ー 米 国 コ ロン ビア大 ギル ヒ リス

ト教 授(1979年1月)

⑪ 「マ イ ク ロプ ロセ ッサ が社 会 に与 え る影 響 」 一 米 国連 邦議会TA室

⑫ 「NewSocioEconomicCon七ex七 」-OECD/OSTPの レポー ト

⑬ マ イク ロエ レク トロニク ス:産 業 へ の サ ポー トプ ログ ラム ー イ ギ リス産業

省(1978年7月)

⑭ 「マイクロエレク トロニ ク ス:挑 戦 と反 応 」 一 イ ギ リス産業 省

以上 に紹 介 した レポー トに み るか ぎ り,マ イ ク ロエ レク トロニクス の影響 はそ

れ を応 用 した業 務 用機 器 あ るい は設備 の ユ ーザ ー側 へ の イ ンパ ク トと して強 く訴

え られ てい るが,こ の こ とは エ レク トロニク ス関連 産業 の振 興 強 化の 必 要性(バ

ロン レ ポー ト,ノ ラ レポー ト)や,将 来起 こ り うる大量 失 業 を未 然 に防 ぐた めの

行政 施 策 の確立 の要 請(APEXレ ポー ト)へ と結びつ く ものである。また,シ ー メンス

レポー トにみ るオ フ ィスオ ー トメー シ ョンに よる省 力効 果 の 推定 結果 は これ ま で

"事 務 部 門 は技 術 革 新 に よる生産 性 向上 に は寄 与 しない 〃と考 え てい た人 々 に大

きな シ ョ ック を与 え,多 くの 国際 会議 で引 用 さ れ 反 響 を よん だ。270万 種 に

お よぶ 事 務作 業 の 分析 結 果 か ら得 られ た数 値 は雇 用 不安 をまね くに十 分 で あっ た

が,反 面,事 務 や管理部 門 に生 産 性 向上 の 余 地 が残 され てい る こ との裏 付 け に もつ

なが っ た。

さ て,マ イ ク ロエ レク トロニ クス と雇用 問題 を刺 激 す る も う一 つ の要 素 は,新

技 術 応 用 機器 導 入 に よる作 業の 簡 便化 により,賃 金の安 い,よ り少 ない非 熟 練 労働

力 で より高 い生 産性 を確 保 す る ことが可能 とな る点 で ある。 この こ とは国 内 では

熟練 労働 力 か ら非 熟 練 労 働 力 に雇 用 の対 象 が変 化 し,対 外的 には技 術水 準 が相 対

的 に低 い開 発 途上 国へ の工 場進 出 に よって 自国 の雇 用 力 が低 下 す る とい った要 因

と もなる 。 エMFレ ポー トに 指摘 され る よ うに技 術移 転 が き っかけ とな って起 こる

ブー メ ラ ン現 象 は技 術 開 発国 ア メ リカの新 しい苦 脳 と もな って い る。
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2.2.4日 本 へ の関心

米 国,西 独 と並 ん で エ レ ク トロニ クス関連 の 最 先端 技 術 開発 国 とみ なされ る わ

が国 へ の関心 は,半 導体LSI,マ イ ク ロコ ン ピュー タ 及 び そ の 応 用 製 品 の 開 発

普 及 に伴 なっ て急速 に高 まっ てい る。 一面 では わが国 の 科学 技 術 の進 歩 に対 す る

期待感 の表 われ と も言 え るが,他 の 局 面 ではそ の技 術 革 新 の速 さ と普 及 の速 さ に

対 する警 戒心 の 表 われ で も ある こ とは否 定 で きない。 これ を実 証 す るい くつかの

現 象 はすでに起 こっている。 広 く知 られ てい る半 導体 産 業 分野 にお け る 日米 貿 易摩

擦 の発 生 や,電 子 デ ジ タル 時 計の 大量 普及 に よるス イス 時計 産業 の 一 時的 では あ

るが大 きな後 退(ハ ー マ ン ・レ ブハ ン エMF書 記 長),米 国 のは か り業 界 に起 こ

った 日本 製 電子 は かb旋 風(某 紙),ECR(電 子 式金 銭 登録機)の 米 国 市場 参 入

に よる既 存企 業 の大 幅 な シ ェア の低 下(ウ ォ ール ・ス トリー ト・ジ ャーナル),電

卓 の 世界制 覇 等 々,自 動 車,家 電 製 品 に紡 ぐ世 界市 場 での摩 擦要 因 は あ とを絶 た

ない。 消費材 に限 らず事 務機 を中心 と した業務 用機 器 で も日本 は十 分 な輸 出競 争

力 を持 つ に至b(ADLレ ポ ー ト),ま た生 産財 部 門 で も米 国 に肩 を並 べ る技術

水準 に到 達 してい る(ジ ョー ジ・ハチ ェンズAFL-Cエ0)と 言 われ てい る。 マ イ

ク ロ コ ンピ ュー タ応 用 技 術 の進 歩 は製 品性 能 と価 格 低 下 に よって更 に 日本 製 品 の

国際 競争 力 を高 め る こ とに なろ うが,こ の こ とは世 界 市 場 の ここ か しこで 発生 し

てい る大小 の摩 擦 を更 に増 強拡 大 す るこ とに もつ なが る可 能性 が あ る。

例 え ば,産 業 用 ロボ ッ トへの マ イク ロコ ンピ ュー タ利 用技 術 の進 歩は 現在最 も

端的 な雇 用 不安 発生 の原 因 の一 つ とされ て いる。"日 本 にお い ては す で に産 業用

ロボ ッ トの メー カー が100社 あ るが世 界 の他 の地 域 では わ ずか20社 にす ぎな

い"(ハ ーマン ・レブハ ンIMF書 記長)と の指 摘 や産 業 用 ロボ ッ トの輸 出は失業

の 輸出 に つ なが る可 能 性 が あ る(某 紙)と の批判 が あ る中 で,近 い将 来 達成 され

る であ ろ う知 能 ロボ ッ トの 出現 は 多 くの 面 で雇 用 不安 を まね くお そ れ が あ る こ と

は見 の がせ ない。 しか し産 業 用 ロボ ッ トがわ が国 が 開発 中の マ イ ク ロコ ン ピ ュー

タ応 用 の一 製 品例 に す ぎな い こ とを考 え 合 わせ る と世 界 の関 心 が わ が国 の技 術動

一23一



向 に集 まる として も好 意 的 な賞 賛 が得 られ る可 能性 は少 ない。 最後 に半 導 体 の オ

リジナル技術 開 発国 で あ った イギ リス の 現 代 の ジ レ ン マ を レポ ー トか ら引用 す

るo

「我 々が マ イク ロプ ロセ ッ サ技 術 の 使 用 に お け る 国際 競争 に耐 え ない な らば,

我 々は世界 貿 易 とい う点 で より一 層 競合 力 を弱 め る こ とに なろ う。 だ が も し我 々

が この技術 革新 を熱 心 にわ が国 経済 の あ らゆ る分 野 に採 用'し,産 業 戦略 の礎石 と

なす な ら,我 々は ま た この技 術 革新 の成 功 を通 じ,労 働 力の 転換(離 職)の 規 模

を 加速 させ る危険 をお かす こ とに もな る。 」(サ セ ック ス大 学 社会 政 策研 究所 長

ク リス トファ ・フ リー マ ン教 授)
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皿 わが 国 の 技術 革新 と雇 用環 境

5.1技 術 革 新 の 経 緯

5.1.1知 識 集約 化 へ の歩 み

経 済 審 議会 技 術 進歩 研 究 委員 会 が昭 和45年(1970年)に 著 わ した 「情 報化

時 代 の 技術 戦 略 」に よれ ば"1国 の 技 術 の パ ター ン とそ の変 化 の方 向 は そ の 国 に

お け るニ ー ズの構 造 と技 術 開 発 力 に よ っ て 規 定 さ れ る 〃と してい る。 そ の ニ ー

ズ の 構造 は大 き く政 治,経 済,社 会 ・公 共 福祉 ニ ーズ で 構 成 さ れ ,技 術 革 新 誘

発 力 の大 きさは各 国 の 事情(政 治),所 得 水準 の上 昇 と生 産要 素 の不 足(経 済) ,

生 活水 準,社 会 システ ム最 適化 へ の 要求 水 準(社 会 ・公共 福 祉)に よっ て異 な る

もの とさ れ てい る。

昭和45年 までのわが国 の産 業 は労働 集 約 型産 業 と設備 投 資集 約 型 産業 に よっ て

支 え られ 高度 な成 長 を為 しとげ て きた。 しか し人 件 費 の高 騰,エ ネル ギー や資 源

の 有 限 性 の表 面 化,開 発 途 上国 の追 い上 げ,先 進 国 の 輸入規 制 の発生 等 の外 部環

境 の 急激 な変 化 に よ り産 業 構 造 の 大規 模 な変革 を求 め られ るに至 った が,そ の 変

化 の 構造 が"工 業 化 社会 か ら情 報 化社 会 へ の 移行"で あ り,"機 械 産 業 等 の 知 識

集 約型 への 転換"で あっ た。 産 業 界 は必 然 的 に転 換 の た め の 技 術 革 新 を 迫 られ

る こと とな った が,貿 易立 国 で あ るわ が国 に とって当時 の ニ ー ズは まさ に所 得 の

上 昇 と生 産 要 素 の不足 に よる国 際 競争 力低 下 を防 がん とす る経 済 的 ニ ー ズ が優 先

した もの と考 え られ る。 そ れ以 来,エ レク ト・ニ クス技術 は盛 ん な技 術 指 導 に よ

って 内部 に蓄 積 され,わ ず か5年 間 に先進 国 の技術 水準 に追 い つ くレベ ル に ま で

達 した。 またそ の応 用技 術 は機 械 産業 等 の知 識集 約 化 の ため の有 力 な手 段 と して

生 産 財,消 費 財 の あ らゆる 分野 に浸 透 しは じめた。 所得 水 準 の上 昇 は 消費 財 分 野

で の技 術進 歩 を促 が し,生 産 要 素 の不 足 は生産 財 の技 術 進 歩 を誘 発 した。 そ して

次 の5年 間 に,わ が国 は前 項 で述 べ て い た よ うな エ レク ト・ニク ス技 術 先 進 国 に

ま で成長 した 。
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こ うした構造 変 革 の きっ か け とな った の は知識 集 約型 へ の産 業構 造 の 転 換 を 目

指 して提 唱 され た通 産 省 産業 構 造審 議 会 の 「昭和60年 代 の産業 構造 ビ ジ ョン 」

で あ る。 産業 構造 審 議会 は この 中 で機 械 産 業 を展 望 して"労 働 集約 型 か ら知 識 集

約型 へ の 転換 な くしては,日 本 の機械 産 業 の 生 き残 る道 は ない"と し,そ の具 体

策 の柱 と してエ レク トロニクス 技術 の 導入 を示 唆 した。 以来 製 品 の 高付 加 価値 化

の た め 生産 コス トの 削減 と製 品の 高性 能 化 を 目標 とす る機 電一 体 の 技術 革 新 が行

わ れ,一 方 で情 報 技 術 と超LS工 技 術 の 開 発投 資 が続 け られ た。

こうした産業構造の変革は官民一体 とな った国家 事業 で あ り,国 際競 争 力 維持 と変

貌す る将 来 に向け ての 完全 雇 用 の確保 を 目指 した ものであったため,技 術 革新 に よ

っ て発 生 す る雇 用 困難 に関 す る諸 問題 の 大 部 分(ほ とん どす べ て)は 産 業側 に お

い て解 決 す る こ とが 前 提 で あ っだ。 もと よ りこの た めに 多 くの努 力 が払 われ た こ

とは言 うま で もない。 開発 力の強 化 と,既 存 労働 力 の質 の転 換 が最 も大 きな課題

で あっ た が,実 に10余 年 の長 きに わた っ て徐 々 に転換 が行 われ て きた た めに,

エ レク トロニ クス化 に よる雇用 困難 は これ ま でつ い に発 生 あるい は表 面化 す る こ

とが なか っ た。 む しろ,わ が国 産業 界の 関心 は,い か に早 く自主 技 術 開発 力 を身

に つ け,製 品 を高度 化 して付加 価 値 を高 め,情 報処理 をこなし,市 場 の 拡 大 を はか

り,ソ フ トウ ェア を充 実 さ せ,雇 用 を確 保 す るか に向 け られ てい たの で あ る。 こ

の 間の 努 力 を 日本 経済 新 聞社 発 行の 「メカ トロニ ク ス 」では 次の よ うに述 べ てい

る。

「こ うした 方 向転 換 を実現 す るた め,政 府 は通 産 省 の重 工業 局 な ど一 部 の部 局

を機械 情 報産 業 局 な ど構 造転 換 に合 わせ て名 称 変 更 す る と同 時 に,各 種 の助成 措

置 を とっ てい る。 この 最 大 の もの は,超LS工 技 術 に対 す る補 助金 で,大 手 電機

メー カー5社 で設 立 した超 エル ・エ ス ・ア イ技 術 研究 組 合 に対 し300億 円 の助

成 金 を 出 して い る。 この研究 組 合 は51年 に設 立 され,4カ 年 計画 で約700

億 円 を投 入 し,1～0.5マ イクロメー トル技 術,ド ライ エ ッチ ング,高 精 度 転写 装

置 の 開発 な どを完 成 させ る こ とに して い る。
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この ほ か,中 小 企業 の精 密 工業 助 成策 や技 術 向上 の た めの各種 補 助 金,特 別 融

資 制度 な ど もあ り.機 械 工 業 の メ カ トロニ クス化 は 官民 あげ て急 ピ ッチ で進 も う

と して い る。 」

図3-1メ カ ト ロ ニ ク ス 発 展 年 表

エレクトロニクス 資 本 財 耐 久 消 費 財

技 術 工 莫 用 事務 ・商業用 運輸 ・通信用 乗 用 車 精密・機 器 民 生用電 機 その他
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資料:「 メカ トロニクス」B本 経済新 聞社

5.1.2技 術 論へ の新 たな 視 点

前述 の よ うなエ レク トロニ クス 化へ の 技 術革 新 の 背 景 か ら,わ が国 で は"エ レ

ク トロニ ク苓 関連 技 術 の 発展,あ るいは 技 術革 新 が雇 用 に及 ぼ す影 響"を 直 接 的

テ ー マ に した研 究 はほ とん ど皆 無 で あっ た。 エ レク トロニ クス技 術論 の 多 くは欧

米先 進 国 との 技術 格 差 の解 消 を は か るた めの研 究投 資 の 必要 性 と人 材 開発 要 請 を

訴 え た ものの,生 産 技 術形 態 の 変 化 と労 働 力体 系 を結 びつけ て考 察 す る とい っ た

視 点 は欠 け てい た と言 え よ う。 しか しな が ら,マ イク ロコン ピュー タが現 実 に普

及 しは じめ,そ の応 用 製 品 が大 きな市場 を形成 す る よ うにな る と,そ れ まで関 連

業 界 の共 同研 究 と して行 わ れ て い た マ イク ロ コ ンピ ュー タの 技 術 動向 や,応 用 動

向,市 場 動 向 の 把握 とい った調 査 研 究(⇔ 日本 電子 工 業振興 協会)と は別 に官

学 民 一体 とな った委 員 会組 織 の も とに 「マ イ 、ク ロコ ン ピ ュ一 夕に 関 す るテ ク ノ ロ

ジー ア セス メ ン ト」(通 産 省工 業 技 術 院委 託:⑰ 日本情 報 開 発 協会)が 実 施 さ
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れたo昭 和50年 の ことである。 マ イ ク ロコ ン ピュー タが テ ク ノ ロジー ア セス メ ン

トの 対 象 と して取 り上 げ た の は わ が 国 が 最 初 で は な い か と思 われ るが(米 国連

邦 議 会 テクノ・ジーアセスメント室 は1979年(昭 和54年)に プ・ジェク トを発足 させている),

マ イ ク ロコ ン ピュ ー タの雇 用 面へ の影 響 につ い ては具 体 的 なア セス メン トま では

至 らなか っ た。

雇 用 に与 え るネ ガテ ィブ な イ ンパ ク トも含 め社 会 経済 上 の諸 問 題 とマ イ ク ロコ

ン ピ ュー タ との 関 連 を取 り上げ たの は 「マ イク ロコ ン ピュー タの 将来 動 向 とそ の

影響 についての研究報告書 」((財)産 業 研 究 所委 託:⇔ 日本能 率 協 会総 合 研 究所

昭和53年3月)が 最 初 であ ろ う。 しか しなが らこ こで も技 術振 興 の た めの大 きな

課 題 の 影 に か くれ,「 下 請 依 存度 低 下 に よる中小 企 業 の倒 産 」や 「熟練 労 働 者 の

失 業 」とい った発 生 可能 性 の 大 きい 雇 用 問 題へ の 提 言 は特定 され てい ない。

以 上 の こ とが マ イ ク ロコ ン ピ ュー タ と雇用 問 題 へ の わ が国 の 関心 を示 す尺 度 の

す べ て で は ないが,一 応 の傾 向 を表 わ してい る と言 え よ う。 い ず れ に して も新技

術 と雇 用 を直接 関 連 させ た ア セス メ ン トは 国 際的 に も これ までの技術論に対す る新

しい視 点 と呼 べ る もの で ある。 わ が国 に お い て も今 後 もっ と活 発 に議 論 され るべ

き で あろ う。

以 下 に上 記 に あげた3つ の レポー トの 概 要 を紹介 す る。

① 日本 電子 工 業 振 興協 会 レポー ト

「マ イク ロ コン ピ ュー タに 関す る調 査 報 告書 」

昭和50年3月 ～54年3月 継 続

基 礎調 査 編 マ イ ク ロ ・コン ピ ュー タの開 発状 況 と将来

(50年3月)

動 向調 査 編 マ イ ク ロ ・コ ン ピュー タの開 発及 び利 用状 況 と将来

(51年3月)

応 用 動 向 編 マ イ コ ン多様 化 へ の 展 望 を追 求 す る。

(54年3月)
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② 工 業 技 術 院 レポー ト(肋 日本 情 報 開発 協会

「マ イ ク ロ コン ピ ュー タに 関す る テ ク ノ ロ ジー ア セス メ ン ト」

昭和51年3月

調査 目的

マ イ ク ロ コン ピュー タの 普 及 段 階 に おけ る産 業 経 済 な らび 国民 生 活 に

及 ぼ す影響 を定 性,定 量的 に分析,検 討 し,そ の対策 につ い て研 究 す る。

概 要 第1部 マイ ク ロ コ ンピ ュー タの特 質 と応 用 分解 の考 察

第2部 マ イ ク ロ コ ンピ ュー タ産 業

第3部 マイ ク ロコ ンピ ュー タと 日本 の 国民 生 活の 変 化

第4部 マ イク ロコ ンピ ュー タの イ ンパ ク ト分析

第5部 問題 点 の検 討

③ 産業 研 究所 レポー ト ㊨ 日本 能率 協会総 合 研 究所

「マ イク ロ コ ンピ ュー タの将来 動 向 とそ の影 響 につ い て研究 」

昭和53年3月

調 査 目的

わ が国 の主 要 産業 の1つ に成長 しつつ ある マ イク ロ コン ピ ュー タの普 及,

定着 に 伴 う産 業 界 及 び社会 へ の影 響 を把握 す る。

概 要1.マ イク ロ コ ンピ ュー タの発 展 経緯

2.マ イク ロ コ ン ピュー タの応用 動 向

3.マ イク ロコ ン ピュー タの需 要動 向

4.産 業,社 会 へ の イ ンパ ク ト

5.提 案
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5.2経 済 環 境 の 変 化

5.2.1安 定 成長 経 済

わが 国 の経 済 は昭和48年 秋 の石 油 危 機 を契 機 として成 長 率 が急 激 に 低 下 し、

そ の後 徐 々に回 復 した もの の内 外 の経 済 環 境 は厳 し く回 復 の テ ン ポは非 常 に緩や

か な もの で あっ た。 昭和 ・・年 へ 向 か って の経 済 の見 通 しを 「産 業 構 造 の 長期 ビ

ジ ョン 」(昭 和53年 度 版 、 産業 構 造 審 議 会報 告)よ り概観 す れ ば 、 今後 も低成

長傾 向が 続 くもの と予 想 さ れ てお り、"… …国 民生 活 の安 定 と充 実 を 目指 してい

くた め1とは 、い わ ゆ る6%強 程度 の安 定 成長 路 線 を定 着 させ る こ とが 必要 である"

と して昭 和50年 か ら60年 末 で の実 質 国 民総 支 出 の成 長率 を61/4%と 設 定 して

いるo

この成長率は次のよ うな点を総合的に考慮 した ものである。

① 労働力人口の伸びか ら考えて、雇 用機会 の確保 に最低限必要 な成長率である

こと。

② 住宅資本や社会 資本の充実 などの旺盛 な潜在需要を充足し、人 口構成の高齢

化の進む 中で福祉社会を実現 し得 ること。

③ 望ましい産業構造へ の円滑な転換が進め られ ること。

④ 相互依存関係の強 まる国際経済の中にあ って、輸 入拡大や経済協力を進めて

い く上で必要な成長が実現 され ること。

⑤ 資源 、エネルギーの供給や立地、環境上 の問題などが成長制約要因 とはな ら

ないよ うにすることが可能な こと。

一方向報告書では 、わが国の経済 の今後の成長を制約す る要因を5つ の点 に集

約 し、これらのマイナス要因を排 除 して年伸び率6%強 を達 成す るためには更に

5つ の経済運営課題を克服す る必要があるとしてい る。

〈経済成長 の制約要因 〉

① 国内 と海外 との技術格差が縮少 し、海外技術取 り入れによる生 産性向上が期

待で きない。
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表3-1実 質 国 民 総 支 出(昭 和50年 価 格)

金 額(兆 円) 年平均伸び率(%)

年 度
需要項目

昭 和
45年 度

50年 度 52年 度 60年 度 50/45 60/50 60/52

国 民 総 支 出 114.0 147.7 164 268 53 61/4 61/4

個 人 消 費 支 出 6L4 83.6 90.0 1401/2 63 51/4 53/4

政 府 経 常 購 入 1L8 164 17.6 243/4 6.8 41/4 41/4

民 間 住 宅 建 設 8.0 11.0 11.5 22】/4 6.6 71/4 81/2

民 間 設 備 投 資 20.7 20.6 21.9 383/4 △0.1 61/2 71/2

政 府 固定 資本 形 成 9.6 139 16.2 333/4 7.6 91/4 91/2

在 庫 純 増 4.7 1.9 3.0 51/2 一 一 一

輸 出 等 12.4 20.9 26.6 38 1LO 61/4 41/2

(控 除)輸 入 等 14.7 20.4 22.4 351/4 6.8 51/2 53/4

② 若 年労 働 者 の不 足 が深 刻化 す る。 そ の結 果 、賃金 の上 昇 、労働 時間 の短 縮を

まね く。

③ 社会 保 障 と社 会 資本 が拡 大 す る とと もに 、民間 設備 投 資の ウエ イ トが低 下 し

て 成長 の牽 引 力が 弱 ま る。

④ 新興 国 の追 い 上 げ は、 自主 技 術 開発 の必 要 、公害対 策 の経 費増 大 に よ り、生

産 コス トが 増 し、物 価 の持続 的 上 昇 もあ って 、輸 出競 争 力が 弱 くな る。

⑤ 資源 供給 の不安 定 性 と国際 的 圧 力 を まぬ がれ るこ とはで きな い 。

〈主 要 な経 営運 営 課題 〉

① 生 産性 向 上 のた め の 自主技 術 の 開発 と普 及。

② 高学 歴 化 社会 にお け る工場 現 場 にお け る、 ホ ワイ トカ ラー化 に対 応 した労 働

の質 的 向上 、快 適 労働 、環 境整 備 と それ に よ る ホ ワイ トカ ラーの工 場 現場 に お

け る雇 用機 会 の増大

③ 高 齢 化社 会 にお け る高 齢 者 向 きの労働 環 境 の整備 と雇 用機 会 の増 大

④ 輸 出競 争 力 を強 化 す るた め生 産 性 の向上 、就 中、 わが 国 の経 済 基盤 を支 え て
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い る中小 企業 の構 造 改善 、発 展 途上 国 の追 い上 げ を うけ や す い 労働 集 約型 産業

か ら近代 化 へ の転 換

⑤ 省 資 源 、省 エ ネル ギ ー と新 エ ネル ギ ーの 開 発。

5.2.2国 際 経 済 の 中 の 日本 の 立 場

わが国の経済は過去数年間の国際的経済不況 の中で も徐 々に国際競争力を高め

つ つ、 危険 を 切 り抜 け て きた。 しか し、人 件 費、 物 価 の高 騰 、 欧 米先 進 国 に対 比

した わが 国 の生 産 性 の低位 性 や優 れた 海外 技 術導 入 が次 第 に 困難 に なって い る こ

とな どか らみ て、 わが 国 の国 際 競争 力の優 位 性 の 持続 は 予 断 を許 さ ない もの が あ

る、 との見 方 が 強 ま ってい る。

一 方 、発展 途 上 国 は先 進 国 か らの技 術 や 資本 の導 入を は か り、工 業化 社会 を 目

指 した 経済 発 展を 続 け てい る。 これ ら発 展途上 国 の経 済 に と って は輸 出市場 の拡

大 は必 須 条件 で あ り 、'特定 分 野 の工 業製 品 、 プ ラン トに関 して は輸 出競 争 力を 高

めつ つ 、先 進 国を 追 い あ げて い る。

こ う した環境 の 中で わ が 国は 種 々の国 際的 軋礫 を 回 避 しつ つ経 済 の安 定 的成長

を図 らな けれ ば な らず 、 そ の た めに は急 激 な輸 出拡 大 に つ なが る経 済体 質 か ら貿

易変動 を 内需 で吸 収 で きる経 済 体質 へ と転換 をはか る必要 が ある。

また 、輸 出商 品 は大 量 生 産型 商 品 中心 か ら高 次 の技 術 を要 す る商 品 、高付 加価

値 商品 あ るい は技 術 そ の ものへ と転換 す る と予 想 され る。一 方 、輸 入は 原材 料 中

心 か ら機 械 、消 費 財 等 の商 品へ と多様 化 す る もの と思 われ る。

こ う した貿 易 構造 の転 換 に よ って 、発 展 途上 国 の経 済 成長 が促 進 され 、先 進 諸

国 との 軋礫 が 緩 和 され る こ と とな るであ ろ う。

この よ うな世 界経 済 の拡 大 、発 展 の 中で 資 源 の大 部 分を 海外 に依 存 し加工 貿 易

に よ り経 済 を 支 え て い るわ が 国 に とっ ては 、経 済 の安定 成 長 、 それ に よ る雇 用機

会 の増 × の ため に は 、 国際競争力の強化 と,世 界 に も例 の ない 高学 歴 の労 働 力 を軸

とした技 術 集 約 的 製 品 開発 と、生 産 シス テ ムの実 現 を 図 るこ とが 緊急 の課 題 とな
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っ て い る 。

表3-2生 産 性 日 米 比 較

(単 位:千 円/人)

年 国
粗付加価値労働生産性 資本装備率(取 得原価)

額 %(米 国100) 額 %(米 国100)

昭和49年
日 本

米 国

4,663

6,540

71.3

100.0

10,188

7,735

131.7

100.0

昭和50年
日 本

米 国

4,929

7,896

62.4

100.0

12,161

8,810

138.0

100.0

資料:通 産省「世界の企業の経営分析 」昭和52年 版

粗付加価値額注
:粗付加価値労働生産性=() 期首

・期末平均総人員数

5.ろ 雇 用 構 造 の 変 化

5.5.1最 近 の雇 用動 向

厳 しい経 済 情勢 の下 で労働 市場 にお い て は労働 力需 要 が労 働 力人 口の伸 び に 及

ば ず 、 昭和50年 か ら53年 にか けて は労 働 力 人 口209万 人 の増 加 に対 して 就

業 者 は185万 人 の増 加 に留 ま った。 この ため 、失 業 者 は 昭和53年 に対 して24

万 人増 加 し 、失 業率 は1.9%か ら2.2%に 上 昇 して い る。

また そ の間 に造 船 業 の構 造不 況 業種 を は じめ製 造 業 就 業者 が 減 少 し、代 わ って

第3次 産 業 就 業 者 の顕 著 な増 加が み られ る な ど就 業構 造 の変 化 が 進ん だ が 、中 高

年 齢 者 の雇 用問題 は深 刻化 した 。

製造 業 の就 業 者 は昭 和50年 か ら53年 にか けて20万 人 減 少 し、1,326万 人

とな った が 、一方 こ の間 の サ ー ビス 業はll5万 人 増 加 して1,356万 人 とな り、

全体 の雇 用 に 占め る比 重 も向上 し製 造 業 を上 まわ る規 模 とな って い る。

雇 用 の拡 大 に は経 済 の適正 な成 長が 必 要 な こ とは言 うまで も ない 。 しか しなが

ら、 今後 は 資 源 、 エ ネ ル ギー問 題 、国 際経 済 環 境 の変 化 、物 価 問題 に加 え 、急速
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表3-3労 働 力 関係 主要 指 標

(万 人、%)

① ② ③ ④ ⑤ 労働力 雇用者

15歳 以 上

人 口

労働力

人 口
就業者 雇用者

完 全

失業者

率

②/①

比 率

④/③

失業率

⑤/②

昭和45年 7,885 5,153 5,094 3,306 59 65.4 64.9 1.1

48 8,238 5,326 5,259 3,615 68 647 68.7 1.3

49 8β41 5,310 5,237 3,637 73 63.7 69.4 L4

50 8,443 5,323 5,223 3,646 100 63.0 69.8 L9

51 8,540 5,378 5,271 3,712 108 63.0 70.4 2.0

52 8,631 5,452 5,342 3,769 110 63.2 70.6 2.0

53 8,726 5,532 5,408 3,799 124
ψ

63.4 70.2 2.2

資料:総 理府統計局 「労働力調査 」

表3-4産 業別 就 業者 の推 移

(万 人、%)

構 成 比
昭和45年 50年 53年

45年 50年

金 産 業 5,094 5,223 5,408 100.0 100.0

農 林 水 産 業 886 661 633 17.4 12.7

(第2次 産業) (1,791) (1,841) (1,861) (35.2) (352)

鉱 業 20 16 15 0.4 0.3

製 造 業 1,377 1,346 1,326 27.0 25.8

建 設 業 394 479 520 7.7 9.2

(第3次 産 業) (2,408) (2,710) (2,904) (47.3) (51.9)

電 気 ・ガス ・水道 業 29 32 32 0.6 0.6

商 業 840 938 994 16.5 18.0

金融 ・保険 ・不動産業 132 170 180 2.6 3.3

運 輸 ・ 通 信 業 324 331 342 6.4 63

,サ ー ビ ス 業 1,084 1,241 1,356 2L3 23.8

資料:総 理府統計局 「労働力調査 」

注:サ ー ビス業は飲食店、公務 を含む。
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な テ ン ポで の人 口の高 齢 化 の進 展 が 見込 まれ るな どわ が国経 済 に と って の内外 の

制約 か ら雇 用情 勢 に つ いて は必 ず しも楽 観 視で きない 状況 に あ る。

5.2.2今 後 の雇 用 動 向

第4次 「雇 用対 策 基 本計 画 」(昭 和54年8月 労 働 省)に よれば 昭和50年 か

ら60年 まで の10年 間 に就 業者 は497万 人 増加 す る と見 込 まれて お り、 昭和

60年 時 点 で の失 業 率 はL7%と 現在 の失 業率 よ り改 善 され る見通 し とな ってい

る。

表3-5産 業別 就 業者 の見 通 し

(万 人、%)

構 成 比

50年 60年 50年 60年

全 産 業 5,223 5,720 100.0 100.0

農 林 水 産 業 661 510 12.7 8.9

(第2次 産業) (1,841) (2,023) (35.2) (35.3)

鉱 業 16 13 0.3 0.2

製 造 業 1,346 1,420 25.8 24.8

建 設 業 479 590 9.2 10.3

(第3次 産 業) (2,710) (3,187) (51.9) (55,7)

電 気 ・ガス ・水道 業 32 38 0.6 07

商 業 938 1,036 18.0 18.1

金融 ・保険 ・不動産業 170 197 3.3 34

運 輸 ・ 通 信 業 331 362 6.3 6.3

サ ー ビ ス 業 1,241 1,554
.

23.8 27.2

資料:総 理府統計局 「労働力調査 」

60年 は雇用政策調査研究会推計

注'サ ービス業は飲食店、公務を含む。
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表3-6労 働 力関 連 指標(推 移 と見通 し)

実 績 値 予 測 値

50年 53年 60年

労 働 力 人 口(万 人)

就 業 者(万 人)

失 業 者(万 人)

失 業 率(%)

5,323

5,223

100

1.9

5,532

5,408

124

2.2

5,816

5,720

96

1.7

資料:総 理府統計局「労働力調査 」

60年 は雇用対策調査研究会推計

産業別 には農 林 水 産業 の割 合 は引 き続 き低 下 し、第2次 産 業 で は全体 と して 就

業 者 の伸 びは低 くほ ぼ横 ば い に推 移 す る もの とみ られ る。他 方 サ ー ビス需要 の増

大か ら 、第3次 産業 の就 業 者 は一 層 増 加 す る もの と見 込 まれ てい るo

以.上 のよ うな 産業 構造 の転 換 に加 え、 労働 力の供 給面 に も変化 が起 こ ると予想

され て い るが、特 徴 的 な点 を あげ れ ば以 下 の ようで ある。

① 高 齢 化 の一層 の進 展

② 女 子 労働 力 の増 加

③ 技能 労 働 者 の不 足

④ 高学 歴 化 の進 展
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表3-715歳 以 上 人 口の見 通 し

(万 人、%)

昭和50年 60年 70年
増 減 数(率)

50～60年 60～70年

15歳 以 上計 8,468 9,432 10,392 964(1,1) 960(LO)

15～19歳 795 893 929 98(12) 36(0,4)

20～29 1,987 1,608 1,877 △379(△2.1) 269(1.6)

30～49 3,325 3,715 3,541 390(1,1) △174(△0.5)

50～54 578 793 884 215(3.2) 91(U)

55～59 467 697 781 230(4.1) 84(1.1)

60～64 428 535 729 107(2,3) 194(3.1)

65歳 以 上 887 1,191 1,650 304(3.0) 459(3.3)

資料

注:(

厚 生 省入 口問題研究所 「日本の将来推計人口 」(51年11月)、50年 は

総理府統計局 「国勢調査 」

)は 年平均の増減率 であ る。

表3-8労 働 力人 口の推 移 と見 通 し

(万 人 、%)

昭和40年 50年 53年 60年
増 減 数(率)

40～50年 50～60年

男 女 計 4,787 5,323 5,532 5,816 536(1.1) 493(0.9)

男 計 2,884 3,336 3,406 3,622 452(1.5) 286(0.8)

15～19歳

20～29

30～54

55～64

65歳 以 上

201

795

1,430

306

153

83

872

1,868

344

169

74

795

2,010

353

175

77

688

2,192

493

172

△118(△8.5)

77(0.9)

438(2,7)

38(1.2)

16(0.9)

△6(△0.7)

△184(△2.3)

324(1.6)

149(3.7)

3(0.2)

女 計 1,903 1,987 2,125 2,194 84(0.4) 207(LO)

15～19歳

20～29

30～54

55～64

65歳 以 上

191

529

937

172

75

85

527

1,085

215

76

79

515

1,202

239

89

82

440

1,266

297

109

△106(△7.8)

△2(△0.0)

148(1.5)

43(2.2)

1(0.1)

△3(△0.4)

△87(△1.8)

181(L6)

82(3.3)

33(3.7)

資料

注:(

総理府統計局「労働力調査 」

60年 は雇用政策調査研究会推計

)内 は年平均の増減率である。
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図3-2新 規 労働 力 の学歴 別 シ ェア

昭和30年

昭和40年

昭和49年

昭 和51年

昭和60年

(見 通 し)

資料:通 産省 「産業構造 の長期 ビジ 。ン 」昭和52年 版
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ろ.4雇 用 特 性

過去 の技 術 革 新 に おけ る省 力効 果 は労働 力不 足経 済 の も とで比 較的 高 い経 済 成

長 率 に よ って 全 体 と して 償 われ 、 また石 油危機 以 降 の急 激 な経 済 成長 率 の低 下に

もか か わ らず 徐 々に景 気 は回復 に向 か って い る。 この 間 に構 造不 況 業種 を 中 心 と

して雇 用問題 が深 刻 化 したが 、それ で も世 界 先 進 国 の中 では 最 も早 い立 ち直 りで

あ っ た。

こ うした 回 復 の速 さや 、危 機 を乗 り越 え る時 の エネ ル ギー の源 を 、わ が国 の 雇

用特 性 に あ るとす る 見方 は広 く内外 に 広 ま って お り、 あ る時 は羨 望 され 、また あ

る時 には批 判 の的 と もな ってい る。 エ ズ ラF.ヴ ォー ゲ ル著 「 ジャパ ン アズ

ナ ンバ ー ワン 」に よれ ば 、 日本 の 雇 用制 度 は わが 国 が工 業 化社 会 に 移行 す る さい

雇 用制 度 の 近代 化 を は か る過 程 で生 まれ た もの で 、ま だ60年 も た っ て お らず 、
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米 国 の雇 用制 度 に比べ れ ば 新 しい制 度 で あ る と して 、そ れ が高度 成 長 を為 しとげ

たば か りで は な く世 界経 済 が 危機 に 直 面 してい る今 日、ど の国 よ りも危機 回避 に

柔 軟 な 対 応 が で き た 理 由 で あ る と 指 摘 し て い る。1国 の 特 徴 を な す 雇 用 慣

行 が そ の 運 用 に お い て 国 内 の ど の 企 業 に も あ て は ま る わ け で は な い が 、

マ イ ク ロ コン ピュー タと雇 用問題 を 考 え るに あ た って 、 今後 わが 国 の雇 用制 度 が

どん な役 割 を果 た し、 また どの よ うな影 響 を 受 け て変化 して い くの か を考察 す る

上 で の参 考 と して 、一 応 レ ビュー して み る必要 が あ ろ う。 もと よ り雇 用特 性 とい

って も画一 的 な もので は な く、すで に種 々 の問題 に直面 して変 化 してい るが 、以

下は 一般 に指 摘 され て い る4つ の特 性 す なわ ち 「終 身 雇 用制 度 」「年 功 序列 制度 」

「福利 厚 生 制度 」「企 業 内 訓練制 度 」の概 要 で あ る。

5.4.1終 身雇 用 制 度

終 身雇 用制 度 は 一度 雇 用 され る と定 年 に達 す る まで 同 一 の組織 内 で仕 事 を続 け

る とい う非 常 に安 定 した雇 用制 度 で あ る。 この制度 は大 正末 期か ら昭和 初期 にか

け て顕 在 化 した熟 練 工 の不 足 や 労 働 運 動 な ど に 対 応 す る必要 か ら生 じた もので 、

それ が 定 着 した のは 第二 次 大 戦後 で あ る。 戦 後 の 日本 の 高 度 経 済 成 長 がそれ を

組織 内 に定 着 させ る こ とに よ って 慣 行化 され た とみ られ て い るが 、 日本 の組織 に

不変 的 に採 用 され て きた制 度 と考 え るこ とはで きない 。

終 身雇 用 制度 の対 象 は大 企 業 常 用男子 従 業 員が 中心 で あ り、 多 くの 中小企 業 は

必ず しも終 身 雇 用を 保 障 す るほ ど安 定 的経 済 基盤 を 有 してい ない のが実 状 で あ る。

終 身雇 用 の対 象 は 、労 働 入 口の約40%を しめ してい るにす ぎ ない ともい われ て

い る。

この終 身雇 用 制度 が比 較的 短 期 間 の う ちに 、 これ ほ ど までに 浸透 した背 景 に は

日本人 の集 団 志 向性 が あ る ことは 否 定 で き な い 。 つ ま り、集 団 を 自分 の属性 と

して取 り こみ そ の 規範 を 受 け 入れ 、無 限 定 的 な関係 を集 団 と結 ぶ とい う 日本 人 の

特 性 か らみれ ば終 身 雇 用制度 は も っと も理 想的 な制度 で あ った といえ る。
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5L4.2年 功序 列制 度

近 年 、 業績 主 義 、能 率給 、職種 別 賃 金 あ るい は 自己 の業績 に応 じた昇 進 等 が強

く望 まれ て い る一 方 、集 団志 向性 を重 視 す る組 織 に おい て は 、経 験 や 年 齢 に応 じ

て賃 金 や 昇 進 の評価 を す る こ とが 多い 。年 功 序列 制 では 、 どれ 程長 く組 織 の規 範

の もとで働 いた か 、 どれ ほど 長 く組 織 内 部 で経 験 ・訓 練 を積 ん だ か とい う年功 に

よ って 組 織 に対 す る個 人 の貢 献 が評 価 され る方式 とな って い る。

年功 賃 金 と な らんで 年功 昇 進 制 度 が あ るが 勤続 年数 の長 さは 、組 織 内で よ り多

くの経 験 ・訓 練 を積 ん だ 証 しで あ り、 それ によ って よ り高 い地位 が保 障 され る。

そ の結 果 、 日本 に は欧 米 にみ られ な い複 雑 な職位 、 及び 身分 資格 制度 の よ うな も

のが存 在 して い る。 また こ うした 制 度 に よ って大 企 業 の常 用男 子 従 業 員 に対 して

定 期的 な職 務 の配 置換 え が完 全 に実 施 され る こ とに な りこれ が 組 織 の硬 直 化 を 防

止 し、他 の職種 へ の転 換 を容 易 に して い る と言 え る。

5.4.5福 利 厚生 制 度

終 身雇 用制 度 の成 立 は、集 団志 向 性 に よ り容 易 とな り、 また制 度 成立 後 は逆 に

集 団志 向性 を強 化す る機 能 を果 た した と言 わ れ る。 これ と同様 な もの に各 種 福 利

厚 生制 度 が あ る。

福 利 厚 生 制度 の成立 の要 因 と して は 国民 の福 祉 に関 す る国 家政 策 が 比較 的 貧 し

か った とい う社会 的条 件 が あげ られ る。 しか も、低賃 金 時代 に は 自力厚 生 力 も乏

し く、 これ を補 うため 企 業 は従 業 員 に対 し て各種 の福 利 厚 生 サ ー ビスを提 供 し、

これ が 定 着 した もので あ る。

ここで い う福利 厚 生 制度 とは 、社 宅提 供 、医療 費 補助 、子 弟教 育費 補助 、慶 弔

金、出産費補助、会社内任 意 団体 活 動 や社 内 旅行 、住 宅 ・宅 地購 入 の補 助 あ るい は

家 族手 当 、 住宅手 当 など が含 まれ る。本 来 これ らの補 助対 象 は個 人 の私 的 生活 の

部 類 に属 し、組織 が 公 式 に援 助 す る必要 が ない もの と も考 え られ る。 しか しな が

ら 日本 人 の集 団志 向 性 が こ うした福 利 厚 生 制度 を実 質 的 に支 えて お り、む しろ 、
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これ ら制 度 を利 用す る こ とが組 織 と の一体 感 を保 ち 、働 きが い を分 か ち合 う重 要

な要 素 に な って い る と言 え る。

5.4.4企 業 内訓 練 制 度

業 績主 義 に重 点 を おか な い 日本 人 の価 値 意 識 は 、仕 事 に必 要 な テ ク ニ カル ・ス

キル とか専 門的 知 識 の習 得 にお い て も特 殊 な シス テ ムを生 み 出 してい る 。大量 の

新 卒 者 を採 用 し長期 にわ た る企 業 内訓 練 を 行 うシ ステ ムは 日本独 特 の も ので あ る

と されて い る。

もち ろ ん 一 般 企 業 で 行 われ てい る企 業 内訓 練 は 、新卒 者 に対 す る も のだ け で

は な く中級管 理 者 や技 術 者 に及 ん で い る。 この方式 は 企業 が 目的 と した 方 向 に従

業 員を 導 い て い くこ とが 可能 で あ り、技 術 革 新 に対 す る対応 も個 人 に よ る対 応 よ

り、組 織 に よ る対 応 が強 く企 業 戦 略 と 直結 しや すい形 態 を持 って い る といえ る。
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IVマ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ の 普 及 動 向

4.1マ イ ク ロ コ ンピ ュ ー タ の 特 性

半 導体 集 積 回路(エc)技 術 の飛 躍 的 な 進 展 に支 え られ て 開発 され た マ イク ロ

コン ピ ュー タは 、 そ の優 れ た特 性 か ら産 業 経済 社 会 生活 の各 分 野 に新 しい イ ンテ

リジ ェン ス機器 を 提供 す る有 力 な手 段 として 大 き く期 待 され て い る。 マ イク ロコ

ン ピュー タの応 用 は 、 あ らゆ る分野 で の 知能 化 に重 要 な 役割 を 果 た し、急速 に普

及 しつ つ あ る。

また 、 マ イ ク ロ コン ピュー タそ の ものは 装置 化 され た製 造 工 程 で生 産 され るが 、

その ソ フ トウ ェア はLSエ の設 計(論 理 設 計 を含 む)に お け る仕様 決 定 とマ イ ク

ロプ ログ ラ ム及 び ア プ リケ ー シ ョン プ ログ ラ ムに 広範 な 関連 を有 し、 これを 取 り

入れ る産 業 を知 識 集 約 化 して い く要 素 を もって い て新 しい 産 業 を形 成 しつ つ あ る。

半導体

図4-1

半導体素子

集積回路

半 導 体 の 構 成

ダ イ オ ー ド

ト ラ ン ジ ス タ

サ ー ミス タ

サ イ リス タ

フ ォ トダ イ オ ー ド

半導体集積回路(エc)

リ ニ ア

デジタルー[蕊 ラ

混 成集 積 回 路(ハ イ ブ リ ッ ド)
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4.1.1マ イ ク ロ コ ン ピュ ー タ の 基 本 構 成

マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タは 、 基 本 的 に は 従 来 の コ ン ピ ュ ー タ と 同 じ原 理 で 、 よ り

それ らを小 型化 してLargeScaユeエn七egrated(LSI)と 呼 ば れ る 大 規 模 集

積 回 路 数 個 に お さ め た も の で あ る。 マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ の 基 本 構 成 を 大 ざ っ ぱ

に示 す と 、 中 心 と な るCPU(CentraユProcessingUnit)、 プ ロ グ ラ ムや

デ ー タ等 を 記 憶 す る メ モ リ、 入 出 力 の た め の1/O(エnput/Output)の 各LSエ

チ ッ プ よ り構 成 さ れ て い る 。

図4-2マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タの 基 本 構 成

メ モ リ ・チ ップ

閨
エ/6チ ップ(入 出力チップ)

CPUチ ッ プ は 、マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ(マ イ ク ロ プ ロ セ ッサ)の 最 も シ ン プ

ルな形 で あ り 、制 御 部 と演算 部 友 び い くっ か の レ ジス タか ら成 って い る。 演 算 部

は算術 演 算や 論 理 演 算 の部 分で 、 制御 部 は プ ログ ラ ムの命 令 を解 読 して各 チ ップ

の信号 のや り と りな ど の全体 の制御 を行 う部分 で あ る。 レジス タはcPu内 に あ

る メモ リと もいえ る もの で 、高 速 で簡 単 に読 み 書 きで き、 メモ リチ ップとcIPu
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チ ッ プ と の デ ー タ の や り と りや 演 算 に 使 わ れ る。 レ ジ ス タ の 数 が 多 い と メ モ リを

参 照 す る 回 数 が 少 な くて す み 、 性 能 が 上 が る 。

メ モ リチ ッ プ に は ほ と ん ど エCメ モ リが 使 わ れ て お り種 類 と してROM(Read

On]yMem・ry)、PROM(Pr・grammabユeROM)、RAM(Randa血Acce-

ssMemory)な ど が あ る 。ROM、PROMに は 、 プ ロ グ ラ ム や 固 定 デ ー タ な ど

い っ た ん 決 ま る と変 更 す る 必 要 の な い も の が 記 憶 さ れ 、RAMは デ ー タ の 一 時 的

な 記 憶 場 所 と し て 、 ま た 時 に は 可 変 的 な プ ・ グ ラム の 記 憶 に 用 い られ る 。

マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タの 基 本 動 作 を 示 す と つ ぎ の よ う に な る 。

図4-3マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タの 基 本 機 能 と動 作

メ モ リ

あらか じめ きめ

られた処理手順

を記憶させてエ・〈

① プ・グラムの命 令 と
データを メモリに

読 み 込む

プ ログ ラム と

デー タを受 け

つ け る

主としてデータ
の記憶に使 う読
み書 き可 能 な
メモ リ

④ メモ リの内容を
出力する

②命令を解読演 算 部
して指示する、

(ALU)

、

全体 を調.馨し

管理する
演算を行 う

マ イ ク ロコ ン ピ ュー タは 、性 能 を 表 わす ひ とつ の尺度 と して 並列 処 理 ビ ッ ト数

で 分 け られ 、4s8、12、16の 各 ビッ トが あ る。'4ビ ッ トは 電 卓 な どの安 価

な も ので 、単 機 能的 な も のに使 用 され 、家電 製 品 等 の簡 単 な 制御 に 用 い られ る。

8ビ ッ トは文 字 処理 を必 要 とす る もの に使 用 され 、通 信 計 測制 御 、 コ ン ピ ュー タ
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端 末 等 に 用 い ら れ る 。12及 び16ビ ッ トは 、 ミニ コ ン ピ ュ ー タ の 機 能 を も た せ

た も の に使 わ れ て い る 。 現 在 で は 、ROM、RAMを ワ ン チ ッ プに 取 り込 ん だ ワ ン

チ ッ プ ・マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タか ら ミニ コ ン ピ ュ ー タ に せ ま る機 能 を 持 つ 高 級 機

種 ま で 発 表 さ れ 、 ま す ま す 多 様 化 の 方 向 を 示 し て い る が 、 基 本的 に は 、1チ ッ プ

化 の 方 向 と16ビ ッ ト ・ マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ に よ る 高 機 能 化 の 方 向 に 分 け る こ

と が で き る 。

な お 、1チ ップ・マイクロhン ピュ一夕の 先 駆 け と な っ た の は 、TI社 のTMS-1000

が 発 表 され て か ら で あ る 。 これ らは 、 マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ そ の も の を1チ ッ プ

化 した も の で 、CPU、ROM、RAM、1/Oポ ー ト、 発 振 器 な ど を パ ッ ケ ー ジ化

し たLSエ を さ して い る。 従 来 の マ イ ク ロ コ ン ビ=一 夕 で は 高 性 能 す ぎ 、 し か も

経 済 的 に 合 わ な い 小 規 模 シ ス テ ム に 多 く用 い ら れ て い る 。 し か も1チ ッ プ ・マ イ

ク ロ コ ン ピ ュ ー タ に 含 ま れ る プ ロ グ ラ ムは 、 マ ス クROMと して半 導 体 メー カ ー の

出 荷 時 に そ の パ タ ー ン が 製 作 され る 。 そ の 応 用 分 野 は 家 電 製 品 や 自動 車 、 複 写 機 、

教 育 用 機 器 等 で あ る 。

1チ ッ プ ・マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ も ま た
、4ビ ッ ト、,8ピ ッ ト、16ビ ッ ト

に 分 け られ る が 、最 も 多 く生 産 され て い る の は4ビ ッ トの も の で あ る 。

4.1.2技 術 的 特 性

マイク ロコンピュー タの 技術 的 特 性 を 「マイクロコンピュータに関 す る テクノロジーアセスメ

ン ト報 告 書 」(工 業 技術 院 、昭 和51年3月:(財)日 本情 報 開 発 協 会)よb概 観 す れ ば

表4-1の とtebで あ る。 同 報 告 書 で は 「マイク ロコンピュー タの 特 質 分 析 に 関 す る

工SM法 の 実 験 」 と題 し、 マ イ ク ロ コン ピ ュー タの もつ 特 質 を ブ レー ン ス トー ミ ン

グ的 に 抽 出 し36の エ レ メ ン トに 整 理 した 結果 を紹 介 し て い る 。

これ ら特 質 と 「 マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タの 将 来 動 向 と そ の 影 響 に つ い て の 研 究 報

告 書 」((財)産 業 研 究 所 、 昭 和53年3月:(社)日 本 能 率 協 会)の 中 で 指 摘 され

て い る マ イ ク ・ コ ン ピ ュ ー タ の 技 術 的 特 徴 と関 連 させ 、 双 方 に 取 り あ げ られ て い
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表4-1マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ の 特 質

1.ン リ コ ー ン エ ー ジ の 製 品 19.小 型 ・軽 量

2.装 置 産業の製品 20.信 頼性がある

3供 給される品値が安定的 21.プ ロ グ ラ ム ・メ モ リ(PROM)を 使 用

4.LSエ メ ー カ ニ に イ ン セ ン テ ィ ブ 22.消 費 電力が少 ない

5.LSI論 理 設計 に自由度 23,実 装 の 自由度 が大

6.製 造 における総合技術の結晶 24.ミ ニ コ ン と 等 価

7.周 辺LSIデ バ イ ス と一 体 化 25。 イ ン タ ー フ ェー ス が 単 純

8.部 品 の1つ 26.ソ フ トと ハ ー ドが 一 体 化

9.材 料 、 部 品 、 回 路 が 一 体 化 27.ン ステム設計 ・製作が容易

10,海 外 との技術交流が大 28.専 用 の 目的に適合

11.ラ イ フ サ イ ク ル が 短 い 29.シ ステムメーカーの社内標準化を促進

12電 卓製造の技術的延長 30.ラ ン ダ ム ロ ジ ッ クの 置 換

13知 識集約的な部品 31.グ ロ ー バ ル な 技 術 共 通 性

14.制 御機能の分散化に貢献大 32.情 報産業の多様化

15.ラ ボ オ ー トメ ー ン ヨ ンに 貢 献 33。 民 生 ・産業の両面性

16.規 格 、標準化の要求大 34.オ ー トメ時 代 に拍 車

17.安 価 35.消 費 財 の よ うな コ ン ピ ュ ー タ

18.柔 軟 性が大 36.ゴ ン ピ ュ 一 夕 リゼ ー ン ヨ ン

資料:工 業技術院 「マイクロコンピュータに関す るテ クノロジーアセスメン ト」(51年3月

(財)日 本情報開発協会)

る基本 的事 柄 を 整理 す れ ば そ の特 性 は大 む ね 下記 の よ うで あ る。

ω マイ ク ロ コン ピュー タは価格 低 下 の極 め て激 しい製 品 で あ る。

わ が国 に は じめ て マ イ ク ロ コン ピュー タが 輸 入 され た 昭和47年4月 に は 、 イ

ンテル のi-8008が1個85,000円 の価 格 で あ った 。 それ が 現在 で は 、 ロ ッ ト

が ま と まれ ば1個 当 り1,000円 に近 い価 格 で取 引 され てい る と言 われ て い る。

これ は マ イ ク ロコ ン ピ ュー タの 開発 に極 めて 大 きな資 金 を 必要 と し、他 方 製造
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工 程 は装 置 化 され て い る ため生 産 量 に よ って 価格 が 大 き く変動 して くるた め で あ

る。

また 、大量 生 産す る ことに よ り、設備 の稼 動 率 も上 が り、製 品 の歩 止 ま りも向

上 し 、大 きな 価格 低 下 が期 待 で きる商 品 とな って い る。

(2}マ イク ロコ ン ピ ュー タは 応 用製 品 中心 の知 識 集約 的 機能部 品 で あ る。

マ イ ク ロ コン ピュー タは デ ー タ処 理 に 用 い られ るよ り、 コン トロー ラと して使

用 され る ことが 多 い。 つ ま り、 ス タン ドア ロ ンと して 使 用 され る よ り各 種機 械や

家 電 製 品 に組 み込 まれ て使 用 され る形 態が 中心 で あ る。 この ことは マ イ ク ロコ ン

ピュ ー タを付 加 す る こ とに よ り、各 種機 械 や 家 電製 品 な どが付 加 価値 をつ け やす

くな る と い うこ とを意 味す る。 さら に言 えば マ イ ク ロ コン ピュー タそ の もの の技

術 も さ る ことな が ら、 そ の利 用を工 夫 す るこ とに よ り極 めて 高付 加価 値 の製 品 を

生 み 出す ことが 可能 とな る。

(3)マ イ ク ロコ ン ピ ュー タは現在 もな お技 術 革 新 が続 い てい る極 め て新 しい 製 品

で あ る。

マ イ ク ロ コン ピ ュー タは昭 和46年 に ア メ リカで 開発 されて以 来急 速 に進 歩 発

展 して きた技 術 で あ る。 しか し、わ が 国で 一 般 の人 々の 目にふ れ る(新 聞 記事 と

して)よ うに な ったの は 、昭 和48年 以 降で あ り、具 体 的な イ メー ジを持 つ よ う

にな った のは 昭 和50年 以 降で あ る。 さ らにそ の応 用に つい て も、 昭 和50年 ご

ろ まで は各 種 工 作機械 、POSシ ス テ ム、 オ フィ ス コ ン ピ ュ ー タ、 イ ンテ リジ

ェ ン トタ ー ミナ ルなど が 中心 で あ って 、家電 製 品 な ど一 般消 費財 に応 用 され 始 め

た の は 、 昭和51年 以 降 で あ る。 そ の技 術革 新 は現 在 もな お急 速 に 進 め られ て お

り、 マ イク ロコ ン ピュー タの新製 品発 表 も昭和48年 ご ろか ら、減 少 す るこ とな

く続 い て い る。

ω ラ イ フサ イ クルの 短 い 商 品 であ る。

マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タは 技術 革 新 が速 い と同 時 に セ カ ン ド・ソー ス ・メー カ

ーの存 在 か ら、 極 め て ライ フサ イク ルが短 い 商 品 とな って い る。 マ イ ク ロコン ビ

一47一



.ユ一 夕の場 合 、新 製品 の発 売 は次 の よ うな形 態 が と られ る ことが 多い 。 まず 、 マ

イク ロコ ン ピ ュー タ メー カー は 、新 しい 開発 商 品 の ス ペ ックを発 表 して 、 ユ ーザ

ーに 希 望 購入 価格 の提 示 を求 め る。 そ して製 品 が 完成 す る とサ ン プル出荷 と称 し

て 実 質 的 な販 売 が 開 始 され る。 本 格的 販 売が 始 ま ると、 セカ ン ド ・ソー ス ・メ

ー カー が続 出 し、価 格 は下落 を 続 け 、 オ リジナ ル ・メー カーに とって の商 品 の ラ

イ フサ イク ルが終 わ る。

この よ うに マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タは 、2つ の側面 か ら ラ イ フ サ イ ク ル の 短

い 商 品 と言 え る。1つ は 、技 術 革 新 の速 さか ら 、 も う1つ は 、セ カン ド・ソー ス

・ンー カー の存 在 か らで あ る。 マ イ ク ロコ ン ピ ュー タは 、 このよ うな特 殊 な市場

形 態 を 有 す る商 品 で あ る と も言 え る。

㈲ マ イ ク ロ コン ピュー タは 国際 商 品 で あ る。

マ イ ク ロコ ン ピュー タは生 産量 の増 大 に よ り大 きな価 格 低 下を期 待 で きる商 品

で あ るか ら、当 然 国 内市場 だ け では な く、 海外 市場 も求 め る方 が 有利 で あ る。

また 、 マ イ ク ロコ ン ピ ュー タの今 後 の応 用分 野 と して 自動車 、及 び 家電 製 品 が

期待 され て い るが 、 この両 産 業 はわ が 国 の主 要 な輸 出 産業 で もあ る。 この意 味か

らも 、 マ イ ク ・コン ピュー タは 、国 際 的性 格 を持 つ 商 品 であ る と特 徴 づ け られ る。

4.2マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ の 利 用 状 況

4.2.1マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ の 生 産 数 量

㈲ 日本 電 子 工 業 振 興 協 会 の 「 マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ に 関 す る調 査 報 告 書 」

(昭 和54年3月)に よ る と 、 マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ(マ イ ク ロ プ ロセ ッサ と そ

の 関 連 メモ リ/周 辺LSI)の 国 内 生 産 額 は,昭 和54年 に1,000億 円 を 超 え

る見 通 し と な って い る 。 同 協 会 で は マ イク ロ コ ンピ ュー タの 市 場 動 向 を 、 例 年 、 メ

ー カ ー に 対 す る ア ン ケ ー ト調 査 に よ っ て 調 べ て い る
。 今 年 調 査 で は 、 国 内 メ ー カ

ー10社 か ら 回 答 を 得 て い る 。
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図4-4マ イ ク ロプ ロセ ッサk・ よび メ モ リ年別 販 売金 額

1ρ00
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0

円

-

億

/
146.6

197419751976197719781979

国 産CPU+メ モ リ

ー一_一△_国 産CPU

"・・ 輸 入CPU+メ モ リ

O－ 輸 入CPU

→ 一 輸 出(推 定)

注1)国 産CPU+メ モ リは 、 国 内 メー カ ー10社 の合計生産金額。今回のアンケー ト調査

による。国産CPUに つ いても同じ。

注2)輸 入CPU+メ モ リに つい ては、 ア ンケー ト回答ではな く、推定値。 ただ し、1975、

76年 の数値は昭和52年 度 調査報告の数字を使 っているため、今回調査による推定値と

整合性 はない。輸入CPUに つ いても同 じ。

注3)輸 出 も推定値。

注4)実 際 の国 内需 要(国 内生産一輸出+輸 入)は1977年409億 円 、78年598億 円、ま

た1979年 は 約960億 円 になる見込み

資料(社)日 本電子工業振興協会
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これ をみ る と国 産 マ イ ク ロ コン ピュ ー タの生 産は着 実 に増 加 して お り、昭和50

年度 を基 準年 と した と きの各 年度 の 生 産金 額倍 率 は つ ぎ の とお りで あ る。

表4-2国 産 メ ー カ ー の マ イ コ ン生 産 高

(単 位:億 円)

年 度 49 50 51 52 53 54(推 定)

マ イ ク ロ プ ロ セ ッサ 3 11 24 46 114 147

メモ リ素子及び

1/O用 イ ンタフェイス素子
33 93 193 317 516 914

マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ計 36 104 217 363 630 1,061

生産額伸び率(50年=1,00)
倍

0.35

倍
100

倍
2.09

倍
3.49

倍
6.06

倍
10.20

生 産 金 額 の 内 訳(54年 に つ い て)は 、CPU生 産 が146億5,600万 円 、 メ

モ リが866億1,300万 円 、 入 出 力 用LSIが48億2,800万 円 で あ る。

CPUチ ッ プ の54年 の 国 内 生 産 は 、53年 に 比 べ 数 量 で2倍 強 、 金 額 で80

%増 に な るが 、 依 然 と し て4ビ ッ トCPUが 数 量 ・金 額 と も 大 き な ウ エ イ トを 占

め て い る 。
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図4-5マ イ ク ロコ ン ピ ュー タの 種 類 別 販 売 金 額 と数 量
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資料:日 経エ レク トロニ クス

注:数 値は国産 メーカー10社 の合計(輸 出を含む)

4.2.2マ イ ク ロコ ン ピュ ー タの 利 用状 況

マ イ ク ロ コン ピュー タは あ らゆ る産 業 分野 にお い て応 用機 器 の開 発 及 び 導入 が

行 わ れ て お り、前 掲 の 報告 書 に よれ ば 、 ア ンケー ト結 果(488件)の 合 計で み る

応 用機 器 出荷台 数(輸 出を 含 む)は 、昭和52年 約28万 台 、53年 約110万 台 、

54年 約247万 台 と報告 され て い る。(図4-6)

業種 分 野別 では 図4-7に 示 す よ うに 、民生 、家電 製 品 分 野 に おけ る利 用が急

激 に進 んで い る。他 の分 野 も絶対 数 は 増 え続 けて い るが 、応 用製 品 全 体 に対 す る

比 率 は家 電製 品 に押 され て 低 下 が 目立 ってい る。
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資 料:(社)日 本 電 子 工 業 振 興 協 会
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図4-7応 用製品の業種別出荷台数比率 の推移
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資料:(社)日 本電子工業振興協会

4.2.5マ イ ク ロ コン ピュ ー タの 応 用分 野

マ イ ク ロ コン ピュー タの応 用分 野 は きわ めて 広 くま た数量 が ま とまれ ば低 価格

で 購 入 で きるた め急速 に 拡大 してい る。 応 用 製 品 の例 に つ いて網 羅 的 に整 理 す る

こ とは困 難 で あ るが 、 前 掲報 告書 よ り現 在 知 られ てい る主 な応 用 製 品 を示 せ ば表

4-3の とお りで ある。 ま た、 分野 別 の応 用動 向 を概 観 すれ ば下 記 の よ うで ある。
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〔1)民 生 ・家 電

この分 野へ のマイクロコンピュータ採 用 が 開始 され たの は 昭和51年 ごろであるが、

最近 では あ らゆ る製 品 に導 入が 検 討 され て い る。使 わ れて い る のは4ビ ッ トの1

チ ップ ・マ イ ク ロコ ン ピ ュー タが圧 倒 的 に 多い 。 昭和53年 の例 で は この分野 の

メー カーが 購 入す るCPUは4ビ ッ トが全体の96%を 占めていた。 ただ し、53年

に飛 躍 的 に伸 び た テ ー ブル型 の テ レ ビゲー ムは8ビ ッ トが 主 力で あ る。

② 事 務 ・商 業

応 用機 器 出荷 数量 と して は家 電 ・民生 機 器 分 野 に押 され てい るが 、 この分野 は

依 然最 も大 量 のマイクロコンピュータを 購 入 して い る。購 入CPUの90%以 上 は4

ビ ッ トCPUで あ る。

〔3)工 業

主 な応 用例 は生 産機 械 、 自動組 み立 て 機械 、数 値 制御 、 プ ロセ ス制 御 、 シー ケ

ンス ・コン トロー ラ、総 合計 装 シ ス テ ムな どで あ る。 購 入CPUは 数 量 的 に は

4ビ ッ トが69.5%と 多 いが 、8ビ ッ ト、12、16ビ ッ ト、 それ に ビ ッ ト ・ス

ライ ス もそ れ ぞれ に使 わ れて い る。

〔4)交 通 ・輸 送(自 動 車 を含 まず)

ア ン ケー ト回 答10件 の使 用マイクロコンピュータは総計 で1729個(53年)

で 、他 分 野 に 比べ 利 用数 が 少 ない 。 使 用CPUは いずれ も8ビ ッ トで あ る。

(5)計 測 ・試 験 ・監 視

マイクロコンピュータ導 入 に積極 的 な分 野 で あ り、各種 の測 定 器 か ら監 視 シス テ ム

に至 る まで 、広 範 囲 に応 用製 品 が 開発 され て い る。購 入CPUは4ビ ッ トがや は

り61、7%と 多 くなって い る。8ビ ッ トは31.2%、16ビ ッ トが3.7%、 ビ ッ ト・

ス ライ スが3.1%で あ るo

(6)通 信

この分 野 は従 来8ビ ッ トCPUを 主 に使 って い た(昭 和52年 は全 購 入数 の84

%)が 、最 近4ビ ッ トCPUの 使 用 が急 増 して い る。54年 に は逆に 全 購入 量 の

一54一



94%を4ビ ッ トが 占 め る よ うに な る 。 これ は オ ー トダ ィ ア ラ 、 留 守 番 電 話 へ の

マ イ ク ・ コ ン ピ ュ ー タ 導 入 が 主 な 理 由 と 、 同 調 査 報 告 は 指 摘 し て い る 。

(7)デ ー タ処 理 ～

8ビ ッ トお よ び16ビ ッ トCPUの 使 用 が 多 い 分 野 だ が 、 こ こ1～2年 は や は

り4ビ ッ トCPUの 利 用 が 増 え る傾 向 に あ る 。4ビ ッ トCPUの 購 入 数 量 比 率 は

52年21 .5%だ っ た が53年 は33%に な り54年 は49.3%に な る 見 込 み

で あ る 。 こ れ は 、 周 辺 端 末 機 器 用 の 簡 単 な コ ン トロ ー ラ な ど の マ イ ク ロ コ ン ピ ュ

ー タ化 が 進 ん で い る た め と い う
。

表4-3マ イ ク ロコ ンビL-一 夕の 具 体 的 用 途 また は 応 用 製 品

応 用 分 野 用 途 具 体的 用途 また は応 用 製 品 名

A民 生 ・家電 1.自 動 車

2.家 電

3.電 卓

4.玩 具

5.教 育(個 人 的)

6.そ の 他

自動 軍 用 コ ン ピ ュ ー タ

TV、 電 子 レ ン ジ、 編 機 、 テ ー プ レ コー ダ 、 洗 濯

機 、 ガ ス 機 具 、 タ イ マ ー 、 ホ ー ム オ ー トメ ー ン ヨ

ン コ ン ピ ュー タ、 ホ ー ム コ ン ピ ュ ー タ、 厨 房 器 具

等

高 級 計 算

テ レ ビゲ ー ム 、 オ セ ロゲ ー ム

教 育 用

8晒 映 写 機 、 券 売 機

B事 務 ・商業 1.事 務 計 算

2.販 売 、 在 庫 管 理

3.ワ ー ド処 理

4.小 売 会 計

5.金 融 ・端 末

6.事 務 機 、 そ の 他

事 務 処 理 機 、 デ ー タ収 集 機 、 伝 票 処 理 、 窓 口 会 計

在 庫 管 理 機

タ イ プ ラ イ タ ー、 ワ ー ドプ ロ セ ッ サ

POS、ECR

端 末 、 イ ン テ リジ ェ ン トCRTデ ィス プレイ 、金 融

端 末 、 チ ェ ッ ク イ ン端 末

複 写 機 、 オ フ ィ ス コ ン ピ ュ ー タ 、 デ ー タ エ ン ト リ

ー
、 マ イ ク ロ フ ィル ム エR
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応 用 分 野 用 途 具 体 的 用途 また は応 用製 品 名

c工 業 1.生 産機械装置

2.機 械制御

3.プ ロセス制御

.

4.デ 一 夕 ロ ガ

5.生 産 管 理

6.そ の他

数値制御、プログラマブルマシンセンター、溶接機、

組立機、生産機械 の自動 プログラ ミング、工作機

械 の自動化

自動挿入機、コイン挿入機、パチ ンココン トo一

ラ、シーケンス制御、 自動計量包装装置、 自動仕訳

搬送 ンステム、 自動梱包機の制御、適応制御、時

計生産機械、農業機械、 ロボ ッ ト、 エアコン制御、

ワイヤ ー ボ ンダ、写真機、ク レーン制御、PDC、

工 業用 ミシン搬送装置、塗布装置

プロセス制御、原料混合 ンステム、ケ ミカルプラ

ン ト制御、炉過池制御、精錬炉制御、電気炉熱処

理、水耕栽培、ガス流動制御、PID制 御 、発電

所制御 システム

デ一夕ロガ、高速多チャン ネル デ ジ タル レコー

ダ、電力用 デー タ ロガ、 マ ル チチ ャンネ ル デ

一夕マルチプレクサー
、試験 データ管理

稼動 モニ タ、生産管理、伝票処理、工程 自動化

非常用電源 ンステム、業務用冷蔵庫、農機具 コン

トローラ

D交 通 ・輸送 1.信 号 制 御

2.運 行 制 御

3.駅 務 自動 化

4.海 運 ・航 空

5.そ の他

信号制御機、信号制御中央機器

運行制御、交通 自動車道監視 システム、交通情報、

移動機集中監視 自動 システム、電車のモニ タリン

グシステム

料金徴収装置、自動券売機、領収書発行機

航法機器、船舶用衛星航法装置、オ メガ航法 シス

テム

車上故障情報処理装置、 クレー ン制御、 自動運転

装置、交通量 シュミレーシ ョン

E計 測

試験

監視

1.測 定 器 画像解析機、寸法形状測定機、キ ャパ シタンスブ

リッジ、 レーザ ドップ ラ流速計、気象データ集録

装置、多点温度集録装置、デジタルインチグレ一

夕、座標解析 システム、陽子加速モニタシステム、
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応 用 分 野 用 途 具 体 的 用途 または応 用 製 品名

光波干渉測定器、 レーザ波長補正器、 自記分光度

計、 自動流体計量装置、 エンジンモニタ

2.分 析 器 血液分析デー タ処理、化学反応実験計測制御装置、

振動解析、赤外 分光分析機、騒音解析 システム、

池中ガス自動分析装置、 ガス クロマ トグラフィー

3.試 験 検査機 論理 カー ド自動試験器、時計部品検査 システム、

電子回路検査 システム、電子回路検査器、油圧モ

一夕試験 システム
、 トランジスタ特性測定 システ

ム、発電機試験 システム、ICマ ス タ欠 陥検査装

置、 メモリテスター、ガス機器機能検査装置、 自動

検針 シス テム、半導体自動検査

4.監 視 睡眠 モニ タシステム、警報監視 システム、防 災監

視 シス テ ム 、 ガ ス 検 知 シス テ ム 、 ダ ム ・デ 一 夕 ロ

ガ、 放射 線 監 視設 備、列車ダイヤ記録装置、電

力会社用遠方監視、生産監視 シス テム、電子炉監

視装置、信号監視装置、上下水道監視装置

5.医 用電子 人工腎臓 システム、体力診断 システム、医用分析

器、X線 装置、自動肺機能検査装置、X線 回析装

置、医専 シス テム

6.そ の他 保 護 継 電 器 、 磁 気 バ ブル メ モ リ ・ コ ン トロー ル 、

マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ用 ハ ー ドウ ェア モ ニ タ、 自

動運転装置、電波偏波計

F通 信 1.有 線通信 電子交換、課金装置、電子化PBX

2,デ ー タ通 信 デ ジタル電話、端末用通信制御装置、 テレメータ、

銀行 オンライン用端末、道路気象情報収集、 メッ

セージ伝送

3.画 像 通信 漢 字 デ ィス プ レイ 、 グ ラフ ィ ックデ ィス プ レイ 、 株

価 表 示 装 置 、 フ ァ ク シ ミ リ、 画 像 通 信 、 ス ポ ー ツ

コ ー ダ

4.無 線通信 誘導通信制御、遠方監視制御無線装置、内航舶電

話、衛生通信移動局、同調装置

5.放 送 エ レ ク トロ ズ ー マ ー 、 ス タ ジ オ 伝 送 シ ス テ ム 、

TVカ メ ラ 自 動 セ ッ ト、 ア ップ シ ス テ ム、VTR
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応 用 分 野 用 途 具 体的 用途 または応 用 製品 名

編 集 シ ス テ ム 、 エ コ ー キ ャセ ラ、VTR自 動 ア ド

レス変換装置、番組 自動送出装置

6.そ の 他 地 図 索 引 装 置 、 コ ミュニ ケー シ 冒ン コ ン トロー ラ 、

風力発電制御、音声のCODE化 、DECODE、

ボ コ ー ダ

Gデ ー タ処理 1.汎 用 コ ン ビ ュ ー パ ー ソ ナ ル コ ン ピ ュ ー タ 、 プ ロ グ ラ ム 開 発 シ ス テ

タ ム 、 デ ー タ処 理 、 マ ル チ マ イ ク ロプ ロセ ッサ 、 汎

用 ミニ コ ン 下 位 機 種 マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ開 発 シ

ス テ ム

2.周 辺 端末機器 イ ン テ リジ ェ ン ト入 力 端 末 、 モデ ム ・イン ター フ ェ

一 ス
、1/0コ ン トロ ー ラ、 座 標 入 力 装 置 、 フ ロ

ッ ピ ー デ ィス ク コ ン トロ ー ラ、 プ リ ン タ 制 御 、 フ

オ ー マ ッ タ 、 カ ー ト リ ッ ジ テ ー プ コ ン ト ロ ー ラ 、

OCR認 識 プ ロ セ ッサ 、 集 信 装 置 、 デ ー タ タ ー ミ

ナ ル 、 漢 字 デ 一 夕ス テ ー シ 。ン 、 高 精 度 ビデ オ シ

ス テ ム

3.科 学 技術計算 科 学 技 術 計 算 、IBM1070リ プ レ ー ス

4.そ の 他 デジタル フィル タ実験装置

Hそ の他 1.ビ ル 管 理 ビル管理 システム

2.ホ テ ル シ ス テ ム ホテル

3,シ ス テ ム 管 理 防災綜合監視制御システム、教育 システム、省電

力監視システム、防犯システム

4,そ の 他 レー ザ トラ ッ カ、 エ レベ ー タ群 管 理 、 気 象 デ ー タ

処理装置

資料(社)日 本電子工業振興協会
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4.2.4応 用上 の メ リッ ト

マ イ ク ロ コン ピ ュー タは現 在 の と こ ろ ス タン ドア ロン的使 用 よ り応 用製 品 に組

み 込 まれて 使 用 され る形 態 が 主 流 ごあ り、将 来 とも応 用製品 中 心 の技 術 で あ る と

考 え られ る。

以 下 は マ イ ク ロ コン ピ ュー タを製 品 に組 み込 む こと によ り、 ど の よ うな メ リッ

トが生 まれ る のか を整 理 した もの であ る(「 マ イク ロ コン ピュー タの将 来 動向 と

そ の影 響に つい て の 研 究報告 書 」よ り)。

川 自動 化 ・無 人化

機 械 制御 ・計測 ・分 析 分 野で の応 用ぽ ほ とん どが これ に該 当 し よ う。 各 種 の

NC装 置 、産 業 用 ロボ ッ ト、連続 計 測 装置 など は 、 自動 化 、無 人 化 を 目的 と した

もの と言 え る。 また 産 業 用 に限 らず 駅務 の無 人化 な い しは 自動 化 、 自動 販 売機 の

群 管理 な ど も含め て 考 え る こ とが で きる。

② 低 価 格 化

これ は主 に 、 ミニ コ ン ピュー タが受 け 持 って い た仕 事を 、 マ イク ロコ ン ピュ ー

タに置 き替 え る こと に よ り実 現 で きる こ とで あ る。 た とえばNC装 置 な ど従 来 は

ミニ コン ピュー タを 利 用 してい た ものを マ イク ロコ ン ピュー タに置 き替 え る こ と

に よ り、低 価格 化 を 実 現 で きる よ うに な る。そ して 、高 価で あ るた め に普 及 しな

か った 製 品 の低 価 格 化 が実 現 され 、普 及 の 可能 性 が 生 まれ る こ とに な る。

(3)!]、 型イヒ

マ イ ク ロ コン ピ ュ一 夕を トラン ジス タで実現 しよ う とすれ ば 、た たみ1枚 分以

上 の 面積 を 必要 とす る と言 わ れ て い る。 これ が 指先 に乗 る程 度 の大 き さと な って

い る ことは 、必 然 的 に製 品の小 型 、軽量 化 に結 び つ く。 小型 軽量 化 の特 徴 は 、飛

行 機 、 自動車 など の 乗 り物 に搭 載 され る ときに生 か され る。 ア メ リカで はす で に

実現 され て い る マ イ ク ロ コン ピュー タが燃 料噴 射 装置 や 自動変 速 機 、 ブ レー キの

ア ンチ ス キ ッ ド装 置 など を コ ン トロールす る 自動車 な ど を例 と して あげ る こ とが

で きる。
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{4)多 機 能 化

マイ ク ロ コン ピュー タを組 み込 む こ とに よ り、単 一機 能 製 品 を 多機 能 化 す る こ

とがで き るよ うに な る。 今 の と ころ この う まい応 用例 は 見 あた らな いが 、 た とえ

ば時 計 に もな る計 算機 な どが 市 販 され て い る。

今後 多機 能 化 され る製 品 と して は 、 テ レ ビが あげ られ る。す で に マイ ク ロコ ン

ピュー タ組 み込 み の テ レ ビが 発 売 され て い るが 、 これ は 主 に チ ャ ンネルの リモー

トコ ン トロール 用に 使 わ れ て い る 。 この他 に テ レ ビゲ ー ムが楽 しめ た り、 さ ら

には タ イ プ ライ ターを付 加 して 家 庭 内 の情 報処 理 も行 なえ るよ うな テ レ ビも考 え

られ よ う。

同 省 エ ネ ル ギ ー

マイ ク ロ コン ピュー タ組 み込 み に よ る省 エ ネル ギ ーが期 待 され る製 品 は少 な く

な い。 た と えば 自動 車 の エ ン ジ ンを マ イ ク ロ コン ピュ ー タ制 御 に す るこ とに よ り、

1割 程度 の燃 費 向上 が 、期 待 で き ると言 われ る。 また エ ア コ ンデ ィシ ョナーを室

温 に合 わ せ て 、 きめ 細 か くコン トロー ルす る ことに よ る省 エ ネル ギ ー効 果 も期待

で きよ う。

マ イク ロコ ン ピュ ー タ利 用 に よ る省 エ ネ ル ギー効果 は 、資 源小 国 のわが 国 に と

って は重 要 な メ リ ッ トで あ ろ う。

㈲ 操 作 の単純 化

た とえ ば 、 マ イ ク ロ コン ピュー タ付 の電 子 ミシ ンが例 と して あ げ られ る。 今 ま

で の ジグ ザ グ ミシ ンは 、縫 い 方 を変 え ると きは カ ムの組 み 合せ を 変 えた り複雑 な

レバ ー操 作 な どを必要 としたが、 これ を マ イ ク ロコ ン ピュー タに置 き替 え るこ とに

よ り簡 単 な ボ タ ン操 作 で 縫 い 方 を変 え る ことが で き る よ うに な り、 また縫 って

い る途 中 で縫 い 方 を変 え る こ と も可能 とな っ た。 現段 階 で は マ イク ロコ ン ピュー

タ応 用製 品 はす べ て操 作 が容 易 に な って い る とは言 い 難 い が 、 一般 には マ イ ク ロ

コ ン ピュー タを利 用 す る こと に よ り複 雑 な操 作か ら解 放 され る と言 え よ う。
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(7)保 守 の容 易 化

同 じ ミシ ンの例 で言 えば 今 ま で の ジ グザ グ ミシ ンで は 、長 年 の使用 に よ り、 ど

う して も カ ムが減 った りして故 障 の原 因 と な った 。 またそ の調 整 に は 、極 め て 高

度 な技 術 を 必 要 と し保 守 も困難 で あ った 。 これ が マ イ ク ・コン ピュ ー タ化 され る

こと に よ り機 械 部分 が減 少 し、 また保 守 も電 気 的 調 整 で済む こ とが 多 くな り容 易

に な った と言 われ て い る。 この よ うに マ イク ロ コン ピュー タ応 用製 品 は 、保 守 も

電 気 的 調 整 や チ ップの交 換 な どで 済む よ うに な り容 易 にな る。

4.5将 来 展 望

4.5.1最 近 の技 術 動 向

昭和46年 末に米 国で初めてマイク・コンピュータが発表 されて以来、性能、経済性お よ

び操 作 性 に 大 きな質 的 変 化 と進 歩 が見 られ 、今 日ま でにそ の応 用 分 野 は 著 し く

拡大 した 。応 用は 初 期 の頃 は デ ジ タ ル 情 報 処 理 、 計 測 ・制御 など の分野 に限 ら

れ て い たが 、 その 後 次 第に広 が り、 現在 で は民 生 分 野 、教 育分 野 、 医療 分 野 、事

務 ・サ ー ビス産 業 分 野 、工 業 分野 、 さ らに は農 業 分 野 など多岐 にわ た ってい る 。

マ イ ク ロ コン ピュー タは 、半 導体 メモ リ(RAM、ROM、PROMの3種 類 に

大 別 され る)お よび 入 出力 インター フェイスと組 合 わ せ て単 独 の コ ン ピュー タ と し

て使 用 され る他 に 、小 型 、軽 量 、廉価 、 それ に 柔 軟性 、適 応性 の高 さとい う特 性

を活 か して 、 開部 品llと して 用い られ る こ とが 極 め て 多い。

これ に よ り、製 品 に新 しい機 能 が付 加 され 、 また 全 く新 しい 応 用製 品 が現 わ れ

た りす る。 このtt機 能 部 品nと して の特 徴 が 、 マ イ ク ・コン ビ=・一一タを 応 用製 品

の知識 集 約化 技 術 の 中枢 に据 え てい るゆ えん で あ る と言 え よ う。 こ こで マ イ ク ロ

コ ン ピ ュー タに関 す る最 近 の動 向 を概 観 す れ ば以 下 の とお りで あ る。

川 ハ ー ドウ ェア の 動 向

第1に 機 能 の向 上 、第2に 機 種 の 多様 化 、 第3に 入 出力 イ ン タ ー フ ェ イ ス の

LSI化 が あげ られ る。 性 能 は 、 回路 技 術 の 進 歩 、 チ ップサ イズ の増 大 、集 積 密
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度 の 上 昇 の3要 素 に よ り年 々確 実 に 向 上 し、 また 、 パ タ ン設計 技 術 の 向上 、 マス

ク製 作技 術 の 向上 、清 浄度 の 向上 、 ウエ ハ径 の大 型 化 、 ハ ー ドウ ェア量 産化 の効

果 に よ り 、価 格 低 減 を 可能 と してい る 。

多 様 化 す る髄 は ・ ・ ビ ・ ト・8ビ ・ ト・12ビ ・ ト・'6ビ ・
、門 よび ビ ・

ト・ス ラ イスに分 か れ4ビ ッ ト機 は ワ ンチ ッ プ、 ロー コス ト、準 専 用 の動 向を た

ど り、8ビ ット機 では ワンチップ、・一コストの低位機種 と高位機種への分化 の傾 向が 見 ら

れ る。 また16ビ ッ ト機 や ビッ ト・スライス機 で は 、 ミニ コン ピュー タとの ソフ ト

互 換 性 を 目指 した 高性 能 化 が特 徴 で あ る。 更 に基 本 的 な ア ー キテ クチ ュアが同一

の いわ ゆ る フ ァ ミ リー機 種 の 内部 に おい て も、応 用 目的 に応 じて メモ リ種別 、 メ

モ リ容 量 、命 令数 、入 出 力機 能 な どを 変 え て 多様 化を はか って い る。

またCPU、 メモ リと比べLSI化 の遅 れ てい た 入 出力 イ ン ター フェ イス に も

LS王 化 の努 力 が払 われ 、 汎 用 入 出力 イ ン タ ー フェ イスLSエ 、 専 用入 出力機 器

イ ン ター フェ イスLSエ 、 シス テ ム ・サ ポー トLSエ な ど の開発 が盛 ん で あ る。

② ソ フ トウ ェアの動 向

マ イク ロ コン ピ ュー タの応 用 の拡 大 に伴 って 、 ソフ トウェア の比 重 が高 ま り、

その生 産 技 術 と生 産性 の向上 が 重 要 な課 題 とな って きた 。す な わ ち ア セ ン ブ ラ、

エ デ ィ タ、 ロー ダな ど の基本 ソ フ トウェ アの 他 に 、入 出 力周 辺機 器 の増 加 に 伴 っ

て オ ペ レ ーテ ィン グ ・シ ス テ ム(OS)の 整 備や 、PL/M、 フ ォー トランのよ

うな高 級言 語 の利 用が 必須 の条件 と な り、事 実 徐 々に実 用化 され つつ あ る。特 に

高級 言 語 の 利 用 に よ って ソ フ トウェ アの 品質 お よび生 産 性 が 向上 す る とい う メ リ

ッ トは 、 メモ リ価 格 の低廉 化 の傾 向 と相 まって 、将 来 ます ます浮 か び上 って くる

と予 想 され る。

〔3)応 用 の動 向

マ イ ク ロコ ン ピ ュー タを 機能 部 品 と して 利 用 した場 合 に期 待 され る メ リ ッ トは

次 の よ うに集 約 で き る。

① ハ ー ドウ ェア の共通 化
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・ 設 計 費 用 、 設計 期 間 の 節 減 、短縮

・ 設計 変 更 に 対 す る 自 由度 の増大

・ 設計 結 果 の質 の向上

② 機能 の 向上

・ よ り高 度 な 機 能 の実 現

・ よ り複雑 な機 能 の実 現

③ 信 頼 性 の 向上

・LSエ の信 頼 性

・ 保 守 の容 易化

● ア フター サ ー ビスの 費 用 削減

④ 材 料 費 、製 造 費 用 、 管理 費 用の 削減

・LSエ の高 い経 済 性 に よ る材 料 費 の低 減

・ 部 品点 数 の減 少 に よ る組 立 費 の低減

・ 部 品点 数 の減 少 に よ る発 注 、納 入 、在 庫 な ど の費 用低 減

⑤ 小型 、低 消 費 電 力

これ らの メ リッ トは性 能 、経 済性 につ な が る ものが 多 く、 今後 数 年 間 も特 に 変

わ る こ とは ない と推 定 され る。
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4.5.2注 目す べ き 応用 分野

今後 の応 用 で注 目され る もの は 、 自動車 、工 業 、医療 用 、健 康機 器 及 び コン ピ

ュー タの各 分野 で あ る。

(1)自 動 車 へ の応 用

本格 的 な 採 用は1980年 以 降 と言 われ てい る。

① エ ンジ ンな どの コ ン トロー ル

② 診 断 シス テ ム

図4-8主 な カ ー エ レ ク ト ロ ニ ク ス 品 と主 要 国 内 メ ー カ ー

r、 〈
エ ンジン関係 〉 〈 メー カー〉

電子制御燃料噴射装置'日 本電装

電子制御気化器 日本電子機器

点火制御装置 東京芝浦電気

㌧EGR(排 ガス再循環装置)一 日立製作所 など

' 、

〈計装関係〉
計器類'関 東精器'

電子時 計 ジ ェコー

間欠 ワイパ ー 日本電 装

照明自動制御 小糸製作所
エアコ ン パ イオ ニア、

カーステ レオ ・ラジオ 三洋 電機 など

圏 部分に・レ…
ニクス化 が進む

クラ リオ ン

〈走 行 ・安全 関係 〉

電子制 御式 アンチス キ ッ ド

故障診断 装置

自動変 速機

シー トペ ル トインター ロ プク

〈電子部 品〉

マ イコン

エo、

LEDな ど

日立製作所、東京芝浦電気、

日本電気、三菱電気、

日本電装 など

資料 「メカトロニクス 」日本経済新聞社

(2)工 業 分 野 へ の 応 用

各 種 ロ ボ ッ ト、 マ テ ハ ン シ ス テ ム 、 自 動 シ ス テ ム 診 断 機 器 、 ビ ル オ ー トメ
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一 シ ョン等

(3)医 療 ・健 康機 器

各種 の診 断機 器(例 え ば コンピュー タ トモグラフィ)、 各種 の 分析 機 器 、個

人 用 の血圧 計 など検 査 機器 や ランニ ン グ メー ターなど健 康増 進機 器

(4)コ ン ピュー タへ の応 用

∵ 二二:二∴ ∴ ⌒ 用く已 写;1藁(。、,化)

・ コス トダ ウ ン
、 小 型 軽 量 化 、 フ レ キ シ ビ リテ ィ(マ イ ク ロ プ ロ グ ラ ム に

よ り)、 高 信 頼 性 に 大 き く寄 与 。

・ エ ミュ レ ー ト方 式 も 、LSI化 方 式 も い ず れ も 既存 の ソ フ ト ウ ェ ア が 利

用 で き る の が 有 利 。

②

・

●

■

・

③

・

周辺 ・端 末機 器 へ の応 用

メカ ニ カルな部 分 を お きか え る こ とに よ る メ リッ ト。

部 品点 数 、重 量 、 消費電 力が大 幅 に減 少 。

イン テ リジェ ンスが 付加 で きるか ら機 能 は大 幅 に向上 。

高 信頼 性 によ り メンテ ナ ンスの 簡 易 化 。

パ ー ソナ ル コン ピ ュー タと しての応 用

コン ピュー タの価 格 低 下 によ り利 用範 囲 が拡 大 する
。

機 能 に よ り数 十万 円 よ り数百 万 円 まで あ る。価 格は ほぼ 横 這 い の ま ま パ

フ ォ ー マ ン ス は 年 毎 に 上 っ て ゆ く
。 特 に メ モ リ容 量 の 増 大 。

・ プ ロ グ ラ ム次 第 で 用 途 は 無 限 に あ る
。

・ ソ フ ト ウ ェ ア の 開 発 ・供 給 ・標 準 化 が 今 後 の 問 題
。

・3～5年 後 に は 応 用 プ ロ グ ラ ム が 流 通 し よ う
。
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・ ビ ジ ネ ス 用→ パ ー ソ ナ ル 用 → ホ ー ム 用 の 順 に な ろ う。

・ 通 信 回 線 と の 接 続 が 盛 ん に な ろ う。

4.ろ.5マ イ ク ロ コン ピュ ー タの 将 来 的 意義

マ イク ロコ ン ピュー タの将来 につ い て は 、過去 の技 術 進歩 の延 長 線 上 で考 え る

の では な く、現 在 あ るマ イク ロ コン ピュ ー タの拡 大 の可 能性 か ら将 来 を 展望 す る

必 要 が あ る。以 下 は 「マ イク ロコ ン ピ ュー タの意 義 」と題 す る筑 波 大学 森 亮 一

教 授 の論 文 よりの抜粋 で あ るo

・'マ イ ク ロコン ピュー タの普 及 に よ って 我 々の文 明 が機 械 的色 彩 を強 め るであ

ろ うと言 う考 え は 誤 りで あ る。 む しろ逆 の認 識 が ひ ろ まるで あ ろ う。 す なわ ち 、

マ イク ロコ ン ピュー タの進歩 と普 及 は 限 りな く続 き 、そ して正 に そ の こ とによ っ

て人 間 に くらべて 、 計算 機 を含 む 従 来 の 産 業諸 製 品 がどれ ほど幼稚であったか が 明

らか に な って行 くで あ ろ う。現 在 まで に機 械 が人 間 に比 肩 し、 また 陵駕 し得 るか

の よ うに考 え られ た所 は 、実 は ぎわ めて 限 られ た分 野 な ので あ る。

・ 機 械 は 人間 の 肉体 労働 の必 要性 を 減 じ たが 、人 間 の価 値 を減 じは しなか った。

同様 に 、 マ イ ク ロコ ン ピュー タは 人 間 の単 純 な計 算 ・暗 記 ・制御 の能 力 の必要 を

減 じ るが 、 人間 の価 値 を 減 じは しな い 。人 間 の高度 な機 能 の多 くは 、少 な くとも

歴 史的 な長 さにわ た っ て 、機 械 に卓越 す るこ とが広 く認 識 され るよ うにな るだ ろ

う。

・ マ イク ロコ ン ピュ ー タの応 用 は 、人 間 の持 つ この最 も高度 な機 能 に向かって、

無 限 の進 歩 を続 け るだ ろ う。 この最 も高 度 な機 能 と して は、 知 ・情 ・意 の うちで 、

従 来工 業 にか か わ る こ との少 な か った 、 よ り後 のもの の 重 み が増 す だ ろ う。す な

わ ち、 今後 の マ イ ク ロコ ン ピュー タ応 用 に おい て 、従 来 に比 して よ り留意 す べ き

所 は 、 まず 人間 の情 、す な わ ち、 情 感 ・嗜 好 ・趣 味 の よ うな高 度 に総 合 的 に機 能

にか か る こ とにな るだ ろ う。

・ 前 項 に つ いて 更 に具 体 的 な例 が必 要 な らば 、音 響 と調理 を あげ よ う。現 時 点
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で は多 くの人 が 奇異 に思 うか もしれ な い 。 しか し、次 のよ うに考 えれ ば 、調 理 は

1つ の 当然 の帰 結 で あ る。(1)産 業 の重要 な分 野 に な り得 るもので あ る こ と。{2)多

くの人 が80%満 足 で き る算法(ア ル ゴ リズ ム)が 存 在 す る見 込み が あ る こと。

13に の 算法 が工 業 と して まだ行 わ れ てい ない こ と。(4)こ の算法 が マ イク ・コン ピ

ュー タで実 行 す るのに 適 して い る こ と。調 理 は 正に これ にあて は ま るか ら、 マ イ

ク ロコ ン ピュ ー タが わ れ われ の ため に うまい 朝 食を つ くって くれ るよ うに な る こ

とは確 か で あ ろ う。

・ 技 術 革 新 が停 滞 してい るとい われ る こ とが あ る。 そ うでは な い こ とは上 の論

旨か ら明 らかで あ ろ う。技術 革 新 は停滞 した ので は な く、方向 を変 え は じめ た の

で あ る。 タ ン カーの大 き さは倍増 しな い か も知 れ な い が 、心 を打 つ 音響諸 製 品 が

生み 出 され る方向へ 、喜 びを 与 え る食 事 を調 理 す る精 妙 な装 置が 生 み 出 され る方

向へ 、 革新 が続 く。 マ イク ロ コン ピュー タの意 義 は 、 ここに 、 た しか に あ る。

以 上 の 推測 は 大胆 す ぎ る様 に見 え るか も知 れ な い ので 、推測 の 根拠 を 述 べ て お

こ う。枝 葉 を 切捨 て 、根 幹 の みを 見れ ば こ うな る ので あ る。数 年前 、 マ イ ク ロ コ

ン ピュー タの評価 が まだ入 に よ って定 ま って い なか った時 に 、マ イク ロコ ン ピ ュ

ー タが現 在 の様 に重 要 に な る ことは
、 あ る人 々には 自明 に思 われ た。 最 重要 な 根

幹 の みを 把 握 すれ ば 、それ以 外 の結論 は あ り得 なか った ので あ る。 そ の時 の根 幹

は 次 の2つ で あ った。

〔1}集 積 回路 技 術 の 進歩 は継 続 し、年 間2倍 近 くの 集 積度 の向上 と 、30%程 度

の価 格 の 低 下 が持 続 す るこ とが期待 され た 。

② 大型 計 算 機 の側 で は 、全 費 用 の内 の ソ フ トウェ ア費 用の比率 は 上 昇 を続 け 、

た とえ ば1978年 に お いて それ が80%を こえ る こ と、そして 、充 分 短 い期 間 に

一は 、 ソフ トウェ アの性 能 価格 比 が劇 的 に 向上 す る可能 性 がな い ことが 明 らか で あ

った 。

この2つ を 根 幹 と して 把握 すれ ば 、大 型 計 算機 と マ イク ロコン ピュー タとの 間

の差 異 が そ の時 点 で如 何 に大 きか った にせ よ、 現在 の様 な状態 が お きる ことは そ
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の 時点 で 既 に明 らか で あ った の で あ る。

さて 、 それ で は 、 マ イク ロコ ン ピュー タの 今後 を 占 うた め の根幹 は 何 で あ ろ う

か 。 それ は 、次 の2つ で あ ろ う。

川 従 来 の産 業製 品の論 理 機 能 は 、 多 くは機 械 的 に実 現 され 、そ の ため 、ほ とん

ど 不 可欠 の物 だ けに限 られ て 、単 純 な物 だ け で あ った 。 これ に対 して 、生体 、特

に 人 間 の論 理機 能 は高 く、 まだ解 明 され 尽 してい な い 。そ して この両 者 の間 には

天 文学 的 な空 隙 が あ って 、 こ の空 隙 は今 まで 満 た され た こ とがな か った 。

② マ イ ク ロ コン ピ ュー タは この 空 隙を 埋 め 、 その応 用は 多様 化 す るで あ ろ う。

こ の多様 化 の なか で 、長 期 的 に見 て重 要 な根 本的 に 新 しい 分 野 は何 で あ ろ う。そ

れ は 明 らか に 、従 来 の低 い論 理機 能 で は 、最 低 の形 で の実 用化 さえ 不可 能 で あ っ

た分 野 で あ る筈 で あ る。

上 の2つ を把 握 すれ ば 、次 の結論 は ほ と んど 自動 的 に 出て 来 る様 に思 われ る。

われ わ れ の工 業 は 、理 や知 にか か わ る水準 にお いて は精 緻 の域 に達 しは じめ た 。

それ と同 時 に 、 まだ幼 い けれ ど も 、 よ り高 い水 準 、す な わ ち、主 と して 情や 感 の

よ うな 高 度 に 総合 的 な機能 に かか る製 品 までを 生み 出 し得 る高 さに まで 、 われ わ

れ の工 業 は 、は じめ て達 した の で あ ろ う と思 われ る。高 い感 性 が 多 くの 工学 者 に

と って 必 要 な時 代 が 来 るだ ろ う。 こ の高 い 感性 は また 、広 く総 合的 な シス テム的

把 握 力 と換 言 す る こ ともで き る。

マ イク ロコ ン ピュー タの この空 隙 へ の浸透 は急 で あ るが 、空 隙 が あ ま りに大 き

い ため に 、そ して 現 在 の マ イ ク ロ コ ン ピュ ー タお よ び よ り大 きい計 算 機 の論 理機

能 が 人 間 のそれ に比 して あ ま りに低 い た め に 、 この急 激 な浸 透 は歴 史的 な長 さに

'わ た
って 続 くで あろ う。

1台 の 計算 機 は、 ブn'グ ラムを実 行 す る とい う点 で1つ の遺 伝子 に比 較 で き る

か も しれ な い 。1個 の細 胞 は 、1個 の遺 伝子 の何倍 複雑 かを 考 え て み よ う。 そ し

て 、わ れ われ の1人1人 は 兆 を数 え る細 胞 を持 つ高 度 な多細 胞 系 で あ る こ とを 想

起 しよ う。 今後 の 進歩 の手 本 も、 ま た進 歩 の余 地 も、無 限 に残 され てい る。 われ
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わ れ は 、 マ イク ロコン ピュー タに関 して 、 素晴 らしい 山が ある ことにや っ と気付

い た所 で あ って 、 山 に登 るの は これ か らで あ る。

表4-4半 導 体 技術 革新 の歴 史(参 考)

基本ハードウエア

(電子計算機の

世代)

真 空 管

(第1世 代)

トラ ン ジ ス タ

(第2世 代)

IC

(第3世 代)

LS工

(第3.5世 代)

超LSエ

(第4世 代)

時 代 明治39～ 昭 和35～ 昭和40～ 昭 和45～ 昭和55～

複 雑 さ

(素 子の数)
1個 1個 30～50個

1,000～

1ぴ000個
数百万個

能 力

(メ モ リ換算)
1ピ ッ ト以 下 1ビ ッ ト以 下 10ビ ッ ト

4,000

ピ ッ ト
数百万 ビット

与える

インパク ト
ラ ジ オ

トラ ン ジス タ

ラ ジ オ
人工衛星

マ イ ク ロ

コ ン ピ ュー タ

FS

コ ン ピ ュ ー タ

100埆 の立法体

に入る数

(部 品換算)

4～5 ～150 500万 1億
数十億
～ 百億

エBM機 種 701 7090 360
370

303X
FS
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Vマ イ ク ロコ ン ピュー タ産 業 の 現 状

昭和46年 米 国 イ ンテ ル社 よ り"MCS-4004"が 発 表 され て以 来 、 マ イク

ロコ ン ピ ュー タは驚 異 的 な発 展 を遂 げ て きた。

わ が国 では 昭和48年 に 日本電 気㈱ と東 京芝 浦 電 気㈱ が 国産 マ イ ク ロ コン ピ ュ

ー タを発 表 して、 本格 的 な マ イ ク ロ コ ン ピ ュータ時代 の幕 開 け とな った。 マ イ ク

ロ コン ピ ュー タ メー カー は昭 和54年10月 現 在 国 内 で約10社 、 米 国 では、 イ

ンテ ル社 、 モ ト・一 ラ社 、T工 社 、R工 社 、NS社 、 モス テ 。ク社、FC社 な どを

は じめ30社 余 あ る とい われ 、競 争 の度 合 は きび しさ を増 して い る。

さ て、 わが 国 の コ ン ピ ュー タ産 業全 体 が そ うで ある よ うに、 マ イ ク ロ コン ピ ュ

ー タ業 界 もまた独 立 した産 業 形体 を とって お らず 、生 産 部 門 、流 通 部 門、 需要 部

門 に至 る まで 、 いわ ゆる"兼 業"で あ る。 従 って、 業 界構 成 を 知 る上 で必 要 な企

業数 、 売 上げ 規模 、 従 業 員数 等 の把 握 は 困難 で あ り、 コ ン ピュー タ産 業 の枠 の中

で 業界 の 様子 をか い間 み る しか な い。 各種 文 献 、 資料 を もとに、業 界 の概要 を示

せ ば以 下 の とお りで あ る。

5.1マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ メ ー カ ー

5.1.1現 状

わ が 国 の マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ メ ー カ ー は 、 「半 導 体 メ ー カ ー」 「エCメ ー カ

ー」 「LSエ メ ー カ ー 」 「チ ッ プ メ ー カ ー」 と も呼 ば れ 、 そ の 名 称 は 一 様 で は な

い 。 マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ の実 像 と も言 え るLSエ やICを 生 産 し て い る部 門 は

総 合 エ レ ク トロ ニ ク ス メ ー カー の 一 部 門 で あ り、 ま た エ レ ク トロ ニ ク ス 部 門 自体

が 電 子 ・電 機 メ ー カ ー の 一 部 門 に 位 置 づ け られ て い る。

した が っ て 、 マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タの 製 造 装 置 材 料 か ら 、 マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー

タの 応 用 に 至 る ま で 多 段 階 の 「業 界 」 に 一 企 業 が 関 与 し て い る とい っ た ケ ー ス が

多 く み られ 、 ま た 、 需 要 部 門 に 属 す る 企 業 の 中 に は マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ を独 自
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図5-11C・ 半 導体 関 連業界 構成

(1£'半 §体) )毬 衰齢)⇒(1 鷲 当体)⇒(IC・ 半導体応用製品)

1 1 1 1

(シ リコン な ど)
A

(薄膜生成)一
際電気 日酸素

帝酸素 オルガノ

栗田工 スクリーン

東 芝 松 下

日電気 など

(IC組 み立 て)
A

(回路パターン作成)
A

(最 終

製品)一
日電気

東 芝

三菱電

東三洋
.

シャーフ

サンケン

東 光

日 立

松 下

富士通

ソニー

沖電気

新 寛元

など

(電 算機用)

主要ICメ ー カー
A

'L

信越化 三菱金

大チタ 小 松

日立金 住友鉱

菱化成 住友電

際電気 など

、

東芝機 日電子

保谷硝 大日印

凸 板 キャノン
ダイキン 小西六

安藤電 日光学

横河電 東 芝

など

、

,、

内田洋行 日警備

(産業機器向け)(民 生機向け)
`一'、

主要ICメ ー カー 主要ICメ ーカー

リコー 松下通 カシオ シチズン

板硝子 キャノン 服 部 任天堂

小西六 日無線 キャノン 日光学

北辰電 安立電 オリンノ恒 日電装

ファナック 大隈鉄 クラリオッ ビクター

など な ど

'

旭ダイヤ 住友鉱

シャープ 日 立

日電気 など

住友電

京セラ

資料:日 本経済新聞社

に 開 発 す る と こ ろ も あ り新 規 参 入 が は げ しい 分 野 で も あ るo初 期 の マ イ ク ロ コ ン

ピ ュー タ メー カ ー は 、 そ の 製 造 技 術 を 米 国 の 技 術 に あ お ぎ、 イ ン テ ル 系 、 モ トロ

ー ラ系 等 の セカ ン ド・ソー ス ・メ ー カー と し て マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タの 生 産 に あ た

っ たo

イ ン テ ル 系:日 本 電 気 、 三 菱 電 機 、 沖 電 気 、 東 京 芝 浦 電 気 等

[モ トロー ラ系:日 立 製作 所 、 富士 通 等

そ の後 電 卓 用 をは じめ 多 くの大 量 需要 に支 え られて 、生産技 術 、特 に量 産技 術

の飛躍 的 向上 を み、 オ リ ジ ナ ル ソ ー ス ・メー カー と して も、 品質 と もに世 界的

に高 い評 価 を得 るに至 っ てい る。 わが国 の大 手 コン ピ ュー タ メー カーが こぞ って

マ イ ク ロ コ ンピ ュー タ生 産 に着 手 して い る 理 由 と して 、 次 の よ うな利 点 が 指摘

され て い る。(「 マイクロコンピュー タに関 す るテクノロジーアセス メン ト」よ り)

(1)電 子 装 置 の 部品 点 数 が著 し く減 り、 した が って基 板数、 製 造 工 数 も減 少 す
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る ので装 置 の製 造 原 価 を低 減 す る こ とが で きる。

(2)ハ ー ドウ ェアの標 準 化 が可 能 で あ り、 装置 開発 の 期間 を短 縮 で き る と同時

に開 発 費 用 が少 な くて す む。

(3)装 置 の信 頼 度 が 上 り保 守経 費が減 少 す る。

(4)装 置 の 小型 、軽 量 、低 消費電 力が可 能 で あ る。

製造 原 価 や 開 発費 用 の低 減 は、 電子 装置 全体 の コス トの低 減 につ な が るた め、

製 造 業者 は より高 い適 切 な マー ジ ンを得 る こ とが で き、 また使 用者 は低 価格 の 電

子 装 置 を 購入 で きる。 価 格 の低 減 は 、そ れ を使 用 す る もの に経済 的 メ リ ッ トと し

て 受 け入 れ られ る と同時 に需要 を喚 起 し、装置 メーカー も部品メーカー も大量生 産 に

よる メ リ ッ トを受 け る こ とが で きる。更 に また従 来技 術 的 には製 造 可能 とされ な

が ら も経済 的 な制 約(コ ス ト高)に よ り実 用化 され なか っ た応 用分 野(特 に民 生

用機 械)へ の電 子 装 置 の利 用 も可 能 と なる。

5.1.2構 造 の 変 化

従来半導体 メーカーは、そ れぞ れ 目的 とす る電子 装 置 を一 品料理 的 に作 り上 げ て

いた電子装置 メー カー(エc・ 半 導体 応 用製 品 メー カー)に 、基 本機 能 部 品 と して

の トラ ン ジス タ、集 積 回 路等 を納入 すれ ば よ く、 ソ フ ト ウ ェアや シ ステ ム分野 に

立 ち入 る必 要 性 が なか った。 しか しなが ら マイ ク ロコン ピュー タは そ の特徴 か ら

ソ フ トウ ェア指 向 の製品で あり、 メーカー 自身 の構 造 変化 を止 む な くされ る ように

なって きた。

この ため、 ソフ トウ ェア の要求 に ど う応 え るか が メー カーの 重要 課題 とな り、

今 日な お、 多 くの問 題 を残 してい る。 マイ ク ロ コ ン ピ ュー タ メー カーの構 造 変化

を促 が す ソフ トウ ェア面か らの 要求 は 次 の よ うな もの で ある。

(1)特 定 ユー ザ ー よ り開発 依 頼 を受 け てLS工 開発 を行 う場 合(カ ス トマ ー ドL

sエ)

この 場合 は シ ステ ム、 ソ フ トウ ェアの開発 は 通常 開発 依頼 をす る ユ ーザ側
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が行 うの で、 そ の 内容 を理 解 しハ ー ドウ ェア に適切 に翻 訳 で きる程 度 の シス

テ ム、 ソ フ トウェア技 術者 を麗 してい れ ば 良 く、 大 きな構 造 変化 は ない。 し

か し一般 に カ ス トマ ー ドLSIは 汎 用性 が な いの で、LSI製 造 の量産 効 果

か らは 相 当量 の 購 入裏 付 け が ない か ぎり高価 となっ て しま い、 マイ ク ロ コ ン

ピュー タ用LSエ を製 造 し使 用 す る メ リッ トが損 わ れて しま う。

(2)不 特 性 ユーザーに提 供 するために 自主的 にLSIの 開発 を行 う場 合(汎 用L

Sエ)

この 場合 、 既 存 のLSエ と同一 また は類 似 の製 品 を作 るセカン ド・ソース と

しての 開発 と、 全 く新規 の]』SI開 発 とで は 開発 費 用の 点 で大 きな相 異 が あ

るが、 マ イ ク ロ コン ピュー タの特 徴 の一 つ が ハ ー ドヴ ェアの汎 用性 に あ る点

を考 え れ ば不 特 定 ユーザーに受け入 れ られ る汎 用LSエ を手 が け ざる を得 ない。

また 量産 効 果 に よ リハ ー ドウ ェア 、 ソフ トウ ェア共 に価 格 低減 を もた らす よ

うな開発 体 制 が 必 要 と され る。更 に、従 来 ハ ー ド ウ ェア指 向 で あった メー カ

ー は ソ フ トウ ェア のた め に新 た に数十 人 の シス テ ム
,ソ フ トウ ェア技 術 者 を

必要 とす る こ とに な る。

以 上 の よ うな構 造 変 化要 因 をか かえ なが ら もマ イク ロ コン ピュー タ メー カーが

汎 用LS工 開発 に取 り くむ背 景 には先 に述 べた コス ト低 減理 由の みで は な く、 今

後 の電子 応 用機 器 市 場 が デ ジタル機 器 市場 に吸収 され て い く過 程 で、 この新 分野

へ のLSI供 給 を断 念 す る こ とは電子 機 器 市場 か らの 撤 退 を意 味 す る こ とにつ な

が るため と言 われ て い る。

5.1.3現 状の 問題 点

以上 の よ うな状 況 の 中 で、 マ イク ・コ ン ピュー タの安 定的 供 給基 盤 を確 立 す る

条件 と して次 の よ うな諸 点 が 指摘 され てい る(「 わ が国 に おけ る マ イク ・コ ン ピ

ュー タ産 業 」((財)日 本情 報 処理 開 発協 会 よ り)。

(1)LSIの ス ケ ール メ リッ トを生 か す ため の 需要 の拡大 。
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LSエ な どを製 造 す る半 導体 産 業 は 量産 す る こ とを 前提 と した極 めて ス ケ

ー ル メ リ ッ トの大 きい産 業 で ある
。 す なわ ち、 大量 生 産 す る こ とに よりは じ

め て低 価格 が 実 現 され る し、 品質 や 信頼 性 の確 保 もで きる。特 に コス トは ス

ケ ー ルが 大 き く効 き、 生 産 量 を2倍 に す れば コス トは25%下 る とも言 わ れ

て い る程 で ある。 メー カーがマーケ ットシェアを大 きな問 題 にす るの も、 実 は

この様 な こ とが大 きな理 由の1つ に な ってい る。 そ れ に はま ず生 産 され る製

品 に対 す る大 量 の消費 市場 が ある こ とが 前提 とな る。 マ イク ロコン ピュー タ

は トラン ジス タや エcに 比 べ同 じ半 導体 製 品 で も機能 は か なb複 雑 な もの で

あ る こ とか ら、 当 初 は そ の用 途 や数 量 的需 要 につい て疑 問 視 す る向 き も ない

で は なか った。 しか し応 用範 囲 の拡 大 す るに つれ てや は り部 品 と して使 われ

る こ とが 多 くの分 野 に広 が り、大 きな需要 は疑 い の ない ものに なった。 現 在

の ところ1チ ップを 中心 とす る比 較 的低 機 能 の4ビ ットや8ビ ッ ト・マイク ロ

コ ン ピ ュー タに比 べ 、 セ パ レー トチ ップの16ビ ッ トや ビット・ス ライス な ど

高 機 能 の もの は まだ十 分 な需 要 が あ る とは 言 え な い 。 ま た周辺 機 器の コ ン

トロー ラーの一 部 な ど も数 量 的 に 少 ない た め メ リッ トの 生 か しきれ ない もの

もあ る。 民 生、 家 電 、事 務 機 の一 部 な どは大 量生 産 的 であるが、工業制御、計

測 分析 、 医 用 な どは 中量 ま たは 少量 の需 要 の ものが 多 い 。

② ソフ ト ウ ェア の要求 へ の 対処

マ イ ク ロコ ン ピ ュー タの応 用 は、 量 産性 の 度 合 いが 比較 的 大 きい もの か ら

始 まb普 及 して 来 た 。ECRな どはそ の典 型 で ある。 非 常 に量 産性 の 大 き

い もの は価格 との関係 で マ イク ロコン ピ ュー タ化 は遅 れ た が 、価格 低 下 と共

に家 電 製品 や民 生 用機 器 な どへ続 々 と応 用 が進 み 始 め てい る。

一 方、 非量 産 製 品(1機 種 当 りの数 量 の少 ない もの)は 、2つ の 大 き な理

由 に より普 及 が一歩 遅 れ て い る。

①1チ ップ ・マ イ ク ロ コ ンピ ュー タの様 な経 済性 が得 られ ない。

② 数量 は少 な くて も多 くて もほぼ 同 じ程 度 の設 計費 が かか るので 、 コ ス ト
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上 の有 利性 が それ 程期 待 で きない。

こ こで 設計 費 につ い て考 え て 見る と大 き くハ ー ド ウェア と ソ フ トウエ ア に

分 け る こ とが で き、 通 常両者 は 同等 また は ソフ ト ウ ェア の方 が大 きい場 合 が

多 い。場 合 に よって はgo%ま で が ソフ トウ ェア と言 うこ とす らあ る程 で あ

る。 そ の最 も代 表的 な例 と しては、 マ イク ロ コン ピュー タの 発展 に より俄 か

に注 目され、 普及 し よ う と してい るパ ー ソナル コン ピュー タが あ る。 これ を

個人 が持 って 各 人各 様 のた めの機 能 や 」OBを 実 現 しよ うとすれ ば千 差万 別

の ソフ トウ ェア が必 要 に な り、既 製 品 では間 に合 わ な くなる のは想 像 に難 く

な い。

(3)生 産 方 式 と数 量 の 問題

経 済 的 に効 果 の大 きい1チ ップ ・マイクロコンピ ュー タに つい て は、現 在 の

ほ とん どの もの は マス クROMで プ ログ ラムす る力 式 を とっ て い る。 そ の た

め製 作数 量 が 少 ない場 合 は価 格 的 に不利 とな り、 数 十個以 内 では事 実 上 実現

しか ね る こと もあ る し、極 め て不経 済 にな る とい う問題 も大 きい。

これ に対 して は、不 揮 発 性 のRAMを チ ップ内 に もっ ような1チ ップ ・マ イ

ク ロ コン ピュー タが で きれ ば、技 術 的 には 解決 す るが、現 在 の とこ ろ、 性 能 、

経 済 性 、信 頼 性 か ら見 て十 分 に実 用 に耐 え る もの が得 られ て い ない6

も と も と半 導 体 の 製造 シ ステ ムは 少 品 種 大 量 生 産 用 に で きてい る傾 向 が

ある が、現 状 では 、 可能 な限 り多品種 を効 率 的 に 製 造す る こ とが で きる よ う

に改 善 を加え て ゆ くこ とが 必要 とされ てい る。

(4)新 規 開発 需 要 へ の対 処

応 用 分野 、 需 要 が拡 大 す る中で の問題 点 と して 同 種 な もの に専 門技術 者 の

不 足 が ある。

マ イク ロコ ン ピュー タはLSエ の集 積度 の年 々 の向 上の 結 果、1チ ップ化

され て更 に経 済 性 を高 めた。 そ して これか らは、 応 用分野 に よ り適 した1チ

ップ ・マイクロコンピュー タが現 われ 、 多様化 して ゆ く もの と考 え られ る。
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しか し、 こ こで 問題 に な るの は、LSエ の 開発 、設 計 に多 大 の技術 工 数 を

必 要 とす る様 に なっ た こ とで あ る。 集 積度 の増 大 は2.5年 で 約2倍 の ピ ッチ

で進 ん で い るのだ か ら、 設 計 工数 の ア ップ も当然 とい った と ころで あ る。 更

に 多品種 化 の傾 向が 強 ま り、LSエ メーカ一側 としての必要 技 術工 数 は急激 に

増 してい る。

技 術工 数 の増 大 に対 して は、単 に人 員 をふ やす だけ で は本 質 的 な解決 法 と

は言 い難 い。 む しろ、そ れ らに対 して は、OAD、CAMな どの手 法 を 積極

的 に利 用 し、合理 化 を高 め る こ とが不 可 欠 な もの と な って来 よ う。

また 一方 、応 用 分野 の拡 大 と共 に、 従 来 エ レ ク トロニ クス や コン ピュ ー タ

とは無 縁 で あった 産 業 や機 器製 造 業 に まで応 用 分野 が 広 が っ でい る。 これ ら

の新 しい応 用 分野 で は製 品の 機 能 や付 加価 値 を高 め よ うと して も技 術 者 が い

ない、経 験 もな い とい う場 合 が 多 く、 設計 、 開発 を チ ップメーカーに依頼す る

こ と もしば しば で あ る。

チ 。プメーヵ一が これ らの 注 文 に応 じ る こ とは、 市場 の動 向 把握 か らは望 ま

しい ことでは あるが 、件 数 が 多 けれ ば とて も応 じ きれ ず 、 ま た応 用 には そ れ

ぞ れ の分野 の専 門知識 もか な り必要 で あっ て、 十 分 には応 じ きれ てい な いの

が現 状 で ある。
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5.2マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ 応 用 機 器 メ ー カ ー

こ こ で い うマ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ 応 用 機 器 メ ー カ ー(以 下 単 に 「応 用 メ ー カー」

と呼 ぶ)と は 「マ イ ク ・ コ ン ピ ュ ー タ を 自 社 の 製 品 に 機 能 部 品 と し て利 用 し製 品

価 値 を 高 め る か,あ る い は 生 産 活 動 の 効 率 化 を は か る た め マ イ ク ロ コ ン ピュ ー タ

を 利 用 した 生 産 機 能 を 開 発 生 産 す る メ ー カ ー 」 で あ り,マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ メ

ー カ ー か ら見 れ ば 直 接 的 ユ ー ザ ー に あ た る
。OEMと も 呼 ば れ て い る。

5.2.1応 用領 域 の 拡 大 経緯

トラ ン ジス タか らス ター トした半 導 体 産業 は,電 卓 とい う大 市 場 を背景 と して,

そ の集 積 技 術 を高 め,LS工 の域 にま で到 達 した が,こ のLSエ は大 量 消費 を前

提 と した一 部の 応用 メ ー カーが 使 え る論理 回路 素 子 として 採 用 さ れ る だ け に 過

ぎな か っ た。 この素 子 は集 積 度 が大 きい ことか ら汎 用性 が な く特 注 的 な もの にな

らざ る を得 なか っ た ため で あ る。 このLS工 を一 部 の 市場 だ け では な く,更 に大

き く拡 げ るため に は,汎 用論 理 回路 素 子 をLSエ の ス ケ ール で 開 発す る必要 が あ

った。 こ うして産 み 出 され た の が マ イ ク ロコ ン ピュ ー タで あ る。 この マイ クロ コ

ン ピュー タを,他 の 産 業 に先 がけ て採 用 したの は,コ ン ピュ ー タ シス テ ムの重 要

な役割 を持 つ専 用 端 末 機 の メーカーであった。コ ン ピュー タシス テ ムが 中央 の コン

ピュー タ中 心 の運 用 システ ムで あ る集 中型 に行 き詰 り,低 価 格 で機 能 が高 い マ イ

クロ コ ン ピュ ー タを利 用 した イ ンテ リジェ ン ト端 末 機 を採 用 す る こ とに よ り,分

散 型 シス テ ムへ の ス ム ーズ な移行 に成 功 した。 この 業界 の特徴 で あ る多品 種少 量

生産,多 発す るモ デ ル チ ェ ン ジに対 して,ハ ー ドウ ェア を標 準化 し,ソ フ トウェ

ア(プ ログ ラ ミング)に よっ ての み対 応 で きる上 に,分 散型 シス テ ムは コス トア

ップにつ なが る とい う欠 点 を,コ ス トの低 い マ イク ロコ ン ピュー タを採 用 す る こ

とに よっ て補 えた こと が,そ の大 きな要 因 で あっ た とい え る。
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図5-3応 用製 品 の 出現 頻 度

記

20

件
10

数

//i≦4

富 篇2篇2篇 魏 、,後 ㌍ 蜘

資料:「 マイクロコンピュー タの将来動 向とそ の影響についての研究報告書」より

(社)日 本能率協会

そ の後,マ イ ク ロコ ン ピュ ー タを中 心 と した ハー ドウ ェア構 成 の 方 式は,事 務

機 器分 野 の モ デ ル チ ェ ン ジが頻 発す る電卓 や キ ャ ッ シ ュ レジス タな どに,こ ぞ っ

て採 用 され る よ うに なっ た。

集 積 技 術 の 向上 と と もに,高 機 能型 の 開発 が 進 む と,そ の対 象が マ イク ロコ ン

ピュー タの コ ン ピュー テ ィ ン グ機 能 を主 機 能 と した 機 器 にま で及 び,超 小型 コン

ピュー タの 中枢 を担 う論 理 回 路 の素子 と して利 用 され るに至 った。

昭 和48年 頃 ま で の対 象応 用 分野 は 事務 系 の合 理 化機 械が 主 流 を 占め てい たが,

これ は マ イク ロ コ ン ピュー タへ の入 出力形 態 が,過 去 の コン ピュー タ シス テ ムの

入 出力 装 置 を その ま ま借 用 し移行 で きた た め と言 え る。 また,事 務 系機 器 で は 入

出 力 と も入 間 との対 話 で あ る こ とが,シ ス テ ム を構 成 す る上 で寛 容性 が認 め られ

た か ら と も言 え るo
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更 に ミニ コ ン ピュー タの コス トパ フォー マ ンス に行 詰 りを生 じてい た 「制 御」

を 中心 と した生 産 分 野へ の 進 出が 始 ま り,局 部 的 な単 機 能 の 自動 化 機 械 か ら,

自動生 産 シ ス テ ムの端末 制御 装 置 にま で利 用 され,投 資効率 の 改 善 に役 立 つ よ う

に な った。 エC・LSエ な どの ハ ウ ジング工 程 に おけ る 自動 ボンダは 初期 の成功例の

一 つ で あ ろ う。

そ の後の応 用領 域 の拡 大 に つ いて新 聞 記事 紹 介 をもとに製 品分野別 に概 観す ると以

下 の とお りで あ る。(「 マ イ ク ロ コ ン ピュー タの将 来 動 向 とそ の影 響 につ い ての

研 究 報 告 書 」よ り)

(1)工 業 制 御

工業 制 御 の カテ ゴ リーに属 す る最 も初 期 の もの は,昭 和48年11月 に 日本電

気 が マ イク ・ コン ビ=・一 夕制御 に よるLS工 用 自動 ボ ンダの開 発 に成 功 した 例 で

あ る。

昭和49年 に な る と.NCプ ロ グ ラムさん 孔機,受 材 自動 化 シス テ ム,多 種 少

量 生 産 ・ポ ッ ト,受 材 自動 化 シス テ ムへ の マ イ ク ・ コ ン ピュー タ利 用 が見 られ る。

この年 の10月 には,安 川 電 機 が マ イク ロプ ロセ ッサ を内 蔵 した 工作 機 械 の 開発

に成 功 した。 これ を きっか け と して,昭 和50年 に な る と工作 機 械 制御 を 目的 と

したCNC装 置 に マ イ ク ロ ブ ・セ ッサ を利 用 した 製 品開 発 が さか ん とな っ た。

具 体 的 には 日立,安 川 電 機 の 「YASNACシ リー ズ 」,東 芝 の 「TOSNUC300,

420」,沖 電 気の 「OKエPATH-660L」 な どで あ る。ま た,昭 和50年 は マイ

ク ロコ ン ピュー タ制 御 に よる総 合 デ ジ タル 計装 シス テ ムが,横 河 電 機製 作 所,東

芝,日 立 製 作所 の3社 か ら相 つ い で 発表 され た時期 で もあ る。

昭 和51年 に なる と,前 年 に引 き続 き,マ イク ロ ブ ・セ ッサ を利 用 したCNC装

置 や 総 合 計 装 シ ス テ ムの開 発 お よび発 売 が続 くが,そ の 中 で マ イ ク ロプ ロセ ッ

サ を利用 した小 型NC旋 盤 の 開 発 が紹 介 さ れ てい る。 さ ら に,こ の 昭 和51年 以

降 には,ね じ加工 機,自 動配 線 機,電 子 ビー ム溶 接 機へ の マ イ ク ・プ ロセ ッサ の

利 用 記事 な どが 見 られ,こ の ころ か ら,マ イ ク ・ コン ピュ ー タの利 用 分 野 の 多様
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化 が急 速 に進 展 して い っ た。・

(2)計 測 分析

計 測 分 析の カテ ゴ リー に属す る製 品紹 介 が 目立 っ て 増 え て い る の は 昭 和50

年 には い って か らで あ り,テ レ メー タ,電 力量監視 シス テ ム,多 点 温 度 デ ー タ収

録 装 置,ガ ス ク ・マ トグ ラ フデ 一 夕処理 装 置,騒 音 測 定装 置 な ど,多 数 の製 品へ

の マ イ ク ロプ ロセ ッサ の応 用製 品 が紹 介 され て い る。

なお,ビ ル管理 シス テ ム な ど監 視 シス テ ム も この カテ ゴ リーに含 め て い るが,

昭 和50年 には,日 本 電気,松 下電 工 で ビルの 防災 シス テ ムに マイ ク ロ ブ ・セ ッ

サ を応 用 してい る例 が 紹介 され て い る。

(3)民 生 ・家電

民 生 ・家 電 の カ テ ゴ リ ー に 属 す る製 品 紹 介 は,他 の応 用 分 野の カテ ゴ リー

に比 較 して 少 ない。 昭 和51年2月 に キ ャノ ンが 開発 した 自動 制御一 眼 レ フ カメ

ラが始 めて で ある ように,ご く最 近 に なってか ら出現 してい る こと も特徴 とい え

る。

以 下,民 生 ・家 電製 品へ の マ イ ク ロ プ ロ セ ブサ の応 用例 と しては,電 子 オ ル

コ

ガ ン(松 下 電 器:昭 和51年5月),電 子 式 ジ グ ザ グ ミ シ ン(シ ン ガ ー:昭 和52

年1月),電 子 レ ン ジ(シ ャ ー プ,三 菱 電 機,松 下 電 器:昭 和52年4月,5月,

6月),テ レ ビ ・ コ ン ピ ュ ー タ ゲ ー ム(日 立 製 作 所:昭 和52年5月)な どがみ られ

る。

(4}事 務

事 務 機 器 へ の マ イ ク ロ プ ロ セ ッ サ の 応 用 紹 介 が あ らわ れ た の は,昭 和48年8

月 で,内 田 洋 行 が ビ リ ン グ マ シ ン に マ イ ク ・ プ ロ セ ッ サ を利 用 した め が 始 め て

で あ る 。 さ らに,10月 に 松 下 電 工 が マ イ ク ・ プ ・セ ッサ を 用 い たPOSを 発 表

し て い る。'・ へ

これ らの よ うに,オ フ ィ ス ・ コ ン ピュ ー タ的 な 使 わ れ 方 と コ ン ビざ 一 夕の 端 末

機 の よ うな 使 わ れ 方 は,そ の 後,事 務 分 野 の マ イ ク ロ プ ロ セ ッサ 応 用 め 主 流 と な
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る もの で あ り,初 期 に この2つ が 登 場 して い る の は 興 味 深 い 。

昭 和49年 に は い る と,マ イ ク ロ プ ロ セ ッサ を 用 い たPOSは も と よ り,金 融

機 関 の 窓 口 専 用 機,小 売 店 用 の 携 帯 用 小 型 端 末 機,電 子 台 張,在 庫 管 理 機 な どの

新 製 品 が 相 つ い で 紹 介 さ れ て お り,金 融 機 関 あ る い は,小 売 店 向 け な ど用 途 を か

な り しぼ っ た もの か ら広 く一 般 事 務 に 用 い られ る も の ま で 含 ま れ て い る。

昭 和50年 に お い ては,販 売 ・在 庫 管 理 用 の デ ー タ処 理 装 置 に マ イ ク ロ プ ロセ ッ

サ を 用 い た も の や,マ イ ク ロ プ ロ セ ッサ を 内 蔵 した オ フ ィ ス ・コ ン ピ ュ ー タ と,

マ イ ク ロ フ ィ ル ム 検 索 装 置 の 紹 介 が あ る。 昭 和51年 に は,マ イ ク ・ プ ・ セ ッサ

を 用 い た オ フ ィス ・ コ ン ピ ュー タの 紹 介 が 更 に ふ え て い る。

昭和52年 に は,POSタ ー ミ ナ ル,金 融 機 関 向 け 窓 口用 端 末 機:オ フ ィ ス ・ コ

ン ピ ュ ー タ の 新 製 品 が あ らわ れ て い る他,マ イ ク ロ プ ロセ ッサ 内 蔵 の 電 子 レ ジ ス

タ ー(昭 和48年 に 始 め て 発 表 さ れ て い る が 紹 介 さ れ て い な い)の 新 製 品 開 発 が

現 わ れ て い る。 そ の 他 シ ャ ー プ が マ イ ク ・ ブ ・ セ ッ サ を 用 い た 複 写 機 を 発 売 して

い る の が こ の 時 期 で あ る。 事 務 分 野 で の マ イ ク ロ プ ロ セ 。サ の 応 用 は,デ ー タ処

理 用 と し て 用 い られ て い る こ と が 多 か っ た が,こ こ に き て,事 務 製 品 の 中 で も制

御 用 に マ イ ク ロ プ ロ セ ッサ を用 い た 製 品 が 始 め て 登 場 して い る。

㈲ コ ン ピ ュ ー タ ・通 信

こ の 分 野 に 始 め て,マ イ ク ロ プ ロ セ ッサ 内 蔵 の 新 製 品 が 紹 介 さ れ た の は,昭 和

48年10月 の こ と で あ る。 イ ンテ リジェ ン ト・ター ミナル 開 発 が 最 初 で あ っ た 。

昭 和49z年 に な っ て か らは,有 線 通 信 お よ び,入 出 力 の 制 御 用 に マ イ ク ロ プ ロ

セ ッサ を 使 用 して い る 記 事 が あ らわ れ て い る。 前 者 に お い て は,ボ タン 電 話 と電

話 交 換 機 へ の 応 用 が そ れ で あ り,後 者 に お い て は,カ セ ッ ト磁 気 テ ー プ 用 接 続 制

御 装 置 と デ ィ ス プ レ ー 型 イ ン テ リ ジ ェ ン ト ・ タ ー ミナ ル が 該 当 す る。

そ の 他,昭 和50年 に お い て は,マ イ ク ロ コ ン ビ=一 夕の ア プ リ ケ ー シ ョ ン プ

ロ グ ラ ム 開 発 用 の 装 置(マ イ ク ロブ ロ セ ッナ 内 蔵)の 紹 介 が み られ る。

一82一



昭 和51年 以 降 の 製 品 紹 介 で 最 も多 い の は,マ イ ク ・ ブ ・ セ ッサ 内 蔵 の イ ンテ

リジ ェ ン ト・ ター ミナ ル と マ ー ク リ ー ダ ー で あ る。 前 者 に お い て は,後 に な る

ほ ど高 性 能 の もの が 発 表 さ れ て お り,コ ン ピ ュ ー タ ネ ッ トワー ク シ ス テ ム に お け

る機 能 分 散 化 傾 向 の 一 端 が うか が え る。

一 方
,マ ー ク リー ダ ー に お い て は,リ コ ー 電 子 が,い ま ま で の 光 学 式 に か わ っ

て電 流 ブ ラ シを利 用 した 新 方 式製 品 を 発表 して お り,従 来 の もの の%と か な り

低 価 格 で あ る。 マ イ ク ロ プ ロ セ ッ サ 利 用 に よ る周 辺 装 置 の低 価 格 化 傾 向 の 一 環 と

して 注 目 さ れ る 。

(6)医 用 ・教 育 用 お よ び そ の 他 応 用 製 品

この 分 野 で は,昭 和48年1月 に 始 め て デ ー タ処 理 用 に マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ

を 用 い た 呼 吸 機 能 検 査 シ ス テ ムの 完 成 と販 売 が 報 じ られ て お り,こ の 分 野 に お・け

る マ イ ク ロ プ ロ セ ッサ 利 用 が 比 較 的 早 い 時 期 か ら行 な わ れ て い る こ と を 示 し て い

る。

昭 和49年 に は,教 育 用 マ イ ク ・ コ ン ピ ュ ー タの 完 成,販 売 が 報 じ られ,教 育

用 と し て は 始 め て .の紹 介 と な っ た 。

昭 和50年 に なる と,医 用 と して は,ミ ニ ガ ン マ カ ウ ン ター,診 断 用X線 自動

制 御 装 置,病 院 窓 口 専 用 タ ー ミナ ル の 完 成,発 表 記 事 が み られ る。 教 育 用 で は,

マ イ ク ロ プ ロ セ ッ サ を 用 い た 個 別 教 育 シ ス テ ムの 開 発 が 報 じ られ て い る
。

昭 和51年 以 降 は,主 に学 習 用 マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ の キ ッ ト発 売 の 記 事 が 多

くな っ て い る。 発 売 メ ー カ ー は,富 士 通,日 立,東 芝,パ ナ フ ァ コ ム,米 イ ン ダ

ー シ ル 社 で あ る
。 医 用 で は,マ イ ク ・ プ ・ セ ッサ 内 蔵 の 尿 自動 分 析 シ ス テ ム,マ

イ ク ロ プ ロ セ ッ サ 制 御 の 電 動 式 義 手 の 紹 介 が み られ る。

5.2.2機 械産 業 に おけ る応 用,

機 械 工業へ の エ レク トロニ クスの 応 用 を 「機電一 体 化」 あ るいは 「メ カ トロニ

クス 化」.と 呼 ん でい るが,そ の形 態 は大 む ね下記 の4つ に分類 され て い る。
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① 高度 の メ カニズ ム製 品 に エ レク ト・ニクス を応 用 し,高 度 の制 御機 能 を付

加 して高 性 能 ・多機 能 化 の機 械装 置 と して ま とめ られ た もの。NC工 作機 械

産 業 用 ・ポ ッ ト,電 子 制 御 エ ンジ ン,ア ンチ ス キ ッ ド,ブ レーキ な どが代表

的 な製 品 で あ る。

② メ カニ ズ ムで構 成 さ れ てい た制 御 機械 が エ レク ト・ニ クス技 術 で一 部置 き

換 え られ た結 果,メ カ ニズ ム とエ レク トロニ クスが 共存 して いる もの。 電 子

ミシ ンが典型 的 な例 で ある。

③ 主 と して情 報 を扱 っ てい た メ カニ ズ ムが 完 全 に エ レク ト・ニクス に置 き換

え られ た もの 。 デ ジ タル時計,電 卓,プ ッシ ュホ ンな どがそ の例 で ある。

④ エ レク ト・ニ クス主 導型 の 機器 で あ るが メ カニ ズ ムも共存 し,有 機 的 な結

合 が 見 られ る もの。 各種 情 報機 器,末 端 装置 や複 写 機 な どが含 まれ る。

上記 パ ター ン製 品 の い ずれ もが,マ イク ロコ ン ピュ ー タの応 用 に よっ て一 段 と

高 い知 識 ・集約 化 へ と移 行 しつ つ あ るが,こ れ に伴 い,機 械 工 業の体 質 や,製 品

市 場 の様 想 は これ ま で とは大 き く違 っ て くる と予想 され て い る。 そ の特 徴 を整 理

す る と以 下 の とお りで あ る。

① 多 くつ くれ ば つ くるほ どコス トが安 くな る。 つ ま り,量 産効果 が 大 きい製

品 とな・る。

② 技術 の激 しい 変化 を受 け る よ うに な る6従 っ て,製 品 の陳 腐化 もそれ だけ

速 くな る。

③ 企 業 間の技 術 格 差 が平 準化 す る よ うに な る。 エ レク ト・ニクス技 術 は機 械

技 術 に比 べ,ユ ニバ ーサ ル な性 格 が 強 い。

④ 製 品 に 占め る電子 部 品 の点 数 が増 え るた め,そ れ だ け部 品の 社外 調 達率 が

高 くな る。 この こ とは,機 械 メー カー の付 加 価値 が電 子 部品 メー カー に奪 わ

・ れ る こと を意 味 す る。'

⑤ 量 産 効 果 が働 くため,常 に"つ くり=過ぎ"の 圧 力 が存 在す る ようにな る。

これ は低 価格 競 争 を招 きやす い。
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⑥ 価格 の低 下 傾 向が 強 ま る ことに よ り,製 品 にそ れだ け潜 在 市場 を掘 り起 こ

す 力 が生 まれ る。 つ ま り,価 格 の 需要 弾 力性 が 非 常 に大 きい商品 となる。

⑦ 低 価 格 が 販 売競 争 の 主流 とな るた め,流 通 業 者 の マ ー ジ ンは従 来 の機 械製

品 に 比 べ低 くな る傾 向 が 強 ま る。

こ う した製 品 の変 化,特 性 に影響 され,機 械 メー カ ーの内 部で は マ イ ク ロコ ン

ピュ ー タの 内製 化 が起 こ る一 方,外 部 か らは電 子 メ ー カーの機械 市場 分 野へ の 参

入 や機 械 メー カー 同志 の シ ェア競 争 の激 化,市 場 か らの撤 退 な どが発 生 して ら る。

ま た,経 験 や熟 練 とい った 技 術の 障壁 が 取 り除 かれ る ため,発 展途 上 国 の追 い 上

げ な ど も一 層強 ま る可能 性 が ある。

表5-1応 用 機 器 の マ イ コ ン 導 入 例

応用機器

機
器
の
価
格

価
格
の
変
化

企 変

業

数

の化

機
能
の
変
化

7

;
比

ビ

ッ

ト

数

マ 機

4
ン

の能

導入 メリット

L小 型化

2低 コスト化

3機 能向上

4.製造コスト
ダウン他

製
品

区

分

ECR C 4
＼

＼ 機能
祉 大 4 計 算 1,aa4 準

生産財

ミ シ ン C / → な し 小 4 制 御 2, 消費財

電 子 レ ン ジ c ノ → 機能
付加 中

4 制 御 3, 消費財

複 写 機 B z
＼
→ 機能

付加
中→大 4.8 制 御 1,3, 準

生産財

ロ ボ ッ ト A 『 → な し

(必須)
大 8.1乙16 制 御 1,3, 生産財

秤(商 業用) C,B 4
＼

＼ 機能
付加
中 4 計 算 1,23.4 準

生産財

秤(工 業用) A → → な し 中 8 計+制 3.4 生産財

ゲ ー ム ・ マ シ ン B 一 / 新機器 大 8 計+制 1,3,
準
生産財

資料:(社)日 本電子 工業振興協会 「マイク・コンピュータに関する調査報告書 」(54年3月)

注:価 格A－ 数百万円か ら数千万円

B－ 数十万円

C－ 十万円位
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5.2.5現 状 の 問 題 点

現在,最 も注 目され て い る点 は 急速 に で た マ イク ロ コ ンピ ュー タ人 気 に よる応

用 メー カー の飛 躍的 拡 大 であ る。 この こ とに よって ク ロー ズ ア ップさ れた 問題 点

は,従 来 エ レク ト・ニ クス とは無 縁 で あ った 分野 に ま で応用 が拡 大 した結 果,こ

れ らの応 用 メ ー カーは マ イク ロ コン ピ ュー タの本 質 か ら応 用 の具 体 的 方 法 に到 る

まで の認識 と知 識 に徹 底 を欠 い て い る とい うこ とで あ る。 この こ とは 次 の2点 に

集 約 さ れ よ う。

① マ イク ロコ ン ピュ ー タの機 能 の生 か し方 が不 健 全(目 的 と手法 の逆 転)

② 応用 に あた って 方 法 ・手順 に精 通 して い ない場 合 が 多 い

前者 に よる もの と して,マ イク ・コン ピュー タの効果 的 な利 用価 値 を得 る こ と

が で きず,こ れ を使 用 して い る とい う宣伝 に利 用 した と しか 思 え な い もの が 見受

け られ る。 ま た,マ イク ロコ ン ピュー タ技 術 に 精 通 してい ない た め,利 用 価 値

を得 る こ とは 期待 で きるが,そ の結 果 の 具 体的 な 機能 や商 品性 の評 価 に戸 惑い,

開発 着手 に時間 を要 した り,開 発 に着 手 したの ちで も,期 間 の 長期 化,開 発 費の

増 加 な ど思 いが け ない 障 害 に遭 遇 し,商 機 を逸す る例 も多 い。

さ らに,応 用 メー カ ーの拡 大 とマ イク ロコ ン ピュー タ機 能 の 向上 に よっ て もた

らされ た 問題 と して,次 の2点 が 付 け加 え られ る。

③ マ イ ク ロコ ン ピュー タの 機 能 と周辺 技 術の ア ンバ ラ ンス

④ 応 用 開発 方法 が難解 で複 雑 で あ る こ とに よる開発 費の 増 大

マ イ ク ロ コン ピュー タの機 能 の 向 上 に よ り,応 用対 象 が 多 方面 に拡 大 され る と,

そ の周 辺技 術 も多岐 の 分 野 に ま た が るの は 自然 の成 りゆ きで ある。 しか し,ま だ

マ イ ク ロ コン ピ ュー タそ の もの の コス トに見 合っ た周 辺機 器 や周 辺素 子 が 少 な く,

シス テ ム と しての コス トパ フ ォー マ ンス では,マ イク ロ コ ン ピュ ー タ採 用 の 効果

が 減殺 され てい る ことは 衆知 の ことで ある。 マ イク ロコ ン ピュ ー タの 機能 を利 用

す れ ば実 現 で きる低 価 格 で複雑 な コ ン ト・一 ル シス テ ム も,そ れ に必 要 な 情報 入

一86一



力 系 や 出力 系 の開 発 が不 充 分 なた め,実 用化 が遅 れ て い る もの も多い。 マ イ ク ロ

コ ン ピュー タを効 果 的 に利 用 す るた め には,こ れ 自身 の利 用法 の熟 達 よ り もむ し

ろ利 用 対 象の マ イク ロ コン ピュー タ周辺 部 の 開 発 に注 力 しなけれ ば な らな い。 こ

の た めマ イク ・コ ン ピュ ー タ応 用 技術 者 の 人 口拡 大 には手が 及 ば ない の が現 状 で

あ る。

この ような応用 メーカーの事情の もとでは,万 難 を排 して応用技 術 の充実 を意図 した

と して も,応 用技 術 が難 解 で複雑 な ため,急 に は人 材が 育 たず長 期 的 な計画 と先

行 投 資 が必 要 と な って くる。

つ ぎに,低 機能 型の マ イ ク ロ コン ピ ュー タの コス トダ ウンを 目的 と して開 発 さ

れ た1チ ップ型 の 出現 に よb,マ イ ク ・コ ン ピ ュー タの市場 は さ らに 拡 大さ れ た

が,前 述 の ように,現 在 では ご く一部の大量生 産型の応用メー カーが 対 象 とな って

い るに過 ぎな い。 この型 の応 用対 象 を大 量生 産 者だけ に と どめ て お くこ とは 片手

落 ちで あ る。 多品 種少量 生 産 者 も利 用 で きる余地 が あっ て もよい 筈 で あ る。 マ イ

ク ロ コ ン ピュー タ メー カ ー側 の 受注 体 制 の整 備 が望 まれ る。

マ イク ・ コン ピュー タ利 用上 の最 も大 きい悩 み は,マ イク ・コ ン ピュ ー タ利 用

技 術 を新 たに 習得 し,自 社 内 に広 く深 く浸透 させ,既 存 の技術 と結合 し,独 自の

技 術 を確立 す る こ とが応 用 メー カー と して重 要 な課題 で あ るに も拘 らず,マ イク

ロ コン ピュー タ利用技 術が従 来 か ら携 っ て きた技 術 と異質 で ある た め,こ の技 術

の 自社 内 の普及 とそ の応 用成 果 が遅 々 と して 進 ま ない こ とで あ る。

今 後機 械 工 業 を中心 とす る マ イ ク ロコ ン ピュ ー タ応 用 機器 メー カーが,マ イ ク

・ コ ンピ ュー タの機 能 を有効 利 用 して い くた めに は 次 の よ うな課 題 の解 決 が急 が

れ るo

① マ イ ク ・コン ピュ ー タ応 用 技術 者の 人 口拡 大 の た めの教 育 に関 す る諸問 題

の解 決

② マ イ ク ・ コン ピュー タの本 質 につ い て の一 般 大 衆 に対 す る普 及 徹 底

③ マ イク ・ コン ピュー タの 機 能 ・コス トを十 二 分 に活 用で きる応 用 分 野毎 の
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周 辺機 器 ・周 辺 素子 の充 実

④ マ イク ・コ ン ピュー タを利用 し易 くす るた め の諸 問題 の 解決

⑤ 言 語 体 系 の整 備 と高度 化

⑤ シス テ ム設 計 を簡 易 化 で きる アー キテ クチ ャーの 工夫

◎ 入 出力 イ ン ター フ ェイ スの標 準 化

⑤ メ モ リの 改 良

⑥ROM・RAM部 の統 合

◎ 大容量 メモ リの開発

◎ 不揮 発 生RAMの 実 用化

⑥LSエ 生 産 過程 に お け る異種 プ ・セス の複 合化

⑦LSエ の信 頼性 確 保 の ため の 手 段 と評価 基 準 の設 定

5.5シ ス テ ム ハ ウ ス

5.3.1動 向

(1)シ ス テ ム ハ ウス の 誕 生

シ ス テ ム ハ ウス とは,ミ ニ コ ン ピュ ー タが 自動 化,省 力 化 の エ ース と し て,あ

ら ゆ る方 面 で 盛 ん に 使 わ れ 始 め た 時 期 に,ミ ニ コ ンピュー タ ・メー カー や そ のOEM

メ ー カー の下 で ミニ コ ンピ ュー タ 応 用 シス テ ムの イ ン ター フ ェ イ ス の 設 計,製 作 や ア

プ リケ ー シ ョ ン ・プ ロ グ ラ ム の 委 託 開 発 な どを 行 い,こ れ が 企 業 化 した も の と解

さ れ る 。 マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タの 登 場 は,ミ ニ コ ンピ ュー タ ・メー カー やOEMメ ー

カ ー の 副 次 的 な 存 在 で あ っ た シ ス テ ム ハ ウス に も,さ ほ どの 資 金 的 負 担 を 蒙 る こ

と な く,独 自性 の あ る ブ ラ ン ド商 品 を 製 作,販 売 す る こ と を 可 能 と し,事 実,シ

ス テ ム ハ ウ ス は 企 業 規 模 は 小 さ い な が ら も,マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タの 応 用 製 品 の

設 計,製 作,販 売 を 手 が け て 独 自性 の あ る 企 業 展 開 を し て い る と こ ろ も多 くな っ

た。

マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ の 市 場 規 模 の 大 きさ と,多 様 な 事 業 機 会 が 容 易 に 創 り 出
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せ る こ とか らこ こ2～3年 の 間 に我 が 国 に システ ム ハ ウス と目され る企業 が 多 く

発 生 した。

現在 そ の 数 は優 に100社 を超 え て い る とい われ,個 人 企業 や他業 種 との兼 業

組 を入 れれ ば 相 当の数 に な る もの と思 われ る。 新 規参 入 も益 々増 加 の 傾 向 にあ る

た めそ の数 を正確 に把 え る ところ迄 には至 っ てい ない のが 現状 で あ る。

いず れ にせ よ,ミ ニ コ ン ピュー タ時 代 には ほ んの 数 社を数 え る程 で あっ た シス

テ ム ハ ウスが マ イク ロコ ン ピュー タの 登場 に よって,100社 を優 に 超 え る程群 生

した こ とは マ イク ロ コン ピュー タ を応 用 した製 品開発 が ス モー ル ・ ビジネス で も

で きる とい う ことで あ り,特 筆す べ きこ とに違 い ない。

図5-4シ ス テ ム ハ ウス の 位 置 づ け

ターユ

器

一

ピ

機

カ

ン

辺

一

コ

周

メ

マ イ コ ンチ ンプの

応 用

シ ス テ ム

ハ ウ ス

コ ン ピ ュ ー タ

メ ー カ ー

(2)シ ス テ ム ハ ウス の 形 態

前 述 の 通 り,現 在 我 が 国 に は100社 以 上 の システ ム ハ ウス が あ り,生 い 立 ち,
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形 態,そ の 志 向す る と ころ も様 々な もの とな っ てい る。

生 い立 ち と して は,ミ ニ コ ン ピュー タの普 及 とと もに輩 出 した グル ー プ とマ イ

ク ロ コン ピュー タの普 及 に ともな って 輩 出 した グル ー プに よって特徴 づ け られ る

違 い もあ るが,こ こでは シス テ ム ハ ウス の形 態 について触 れ てみ る。

シス テ ム ハ ウス は若 い 企業 で あ り,t'老 舗"と い われ る と ころで も社歴 が10

年 そ こそ こで,形 態 も内部 要 因,外 部要 因 の影 響 を受 け 現状 では 流動 的 に な って

い るが,各 シス テ ムハ ウス にほ ぼ 共通 す る業務 上 の コ ァ とな る ものが ある とい え

る。

① シス テ ム'・ウス の基 本 業務

今 日シス テ ム ハ ウス と称 され る企 業 は,何 らかの 形 で マ イク ロコ ン ピュー タ

の 応 用 システ ムの 開 発 に携 わっ て お り,そ れ に付 帯 す る業 務 として 下記 の 仕事.

が多 か れ 少 なか れ 基本 的 な もの と なっ てい る。

(Dソ フ トウェア開 発

(iDハ ー ドウエア開 発

(の シス テ ム製造,販 売

(iv)コ ンサ ル テ ィ ング

(V)ユ ー ザ ー教 育

(vi)シ ス テ ムサ ポー ト

(viD情 報 提 供

⑭ 関連 製 品の販 売

② 組 織 構成 上 の形 態

シス テ ム ハ ウスが 企 業 と しての 組織 を構 成す る場合,そ の生 い立 ちや 志向す

る分野 に よって様 々 な形 態 が と られ て い るが,主 流 となる ものは既 存 の企 業 の

研 究 部門,技 術 部 門 の エ ン ジニアが ス ピン ・オ フ した グル ー プで あ り,逆 にい

っ て,こ の グル ー プの 前歴 をみ れ ば,そ の シ ステ ム ハ ウス の得 意 とす る分野 が

分 か る とい う もの で あ るo
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最 近 の傾 向 と して,い わ ゆる構 造不 況 業種 のEDP部 門や,中 小 の電 機 メー

カー などが方 向転換 して システムハ ウス 業 に参入 す る ケ ースが 目立 って きた。

組 織構 成 上 の形 態 を 集 約す る と以 下 の よ うで あ る。

(川 既 存 の 企業 や,研 究 機 関 よ りス ピン ・オ フ した グルー プに よ り企業化

した もの。

(ii)既 存 の企 業 の傍 系,あ るい は子 会 社 と して設 立 された もの。

㈲ ソ フ トウェ ア ・・ウス や計 算 セ ン ター が シス テ ム ハウス部 門 を新 設 した

もの。

(iv)大 手 企業 の下 請 会 社 が シス テ ム ハ ウス と して独 立色 を強 く した もの。

図5-5シ ス テ ム ハ ウ ス の参 入 パ タ ー ン

イ 制 御装置,計 測器 メー カー

。 ㈱ 古河電 機

。 ミナ トエ レク ト・ニ クス㈱

ロ 産業機器製造

。 藤沢電子㈱

ハ 電子 機器 部品 メー カー

。 三 和 エ レク トロニクス㈱

o国 際 デー タ機 器㈱

。 ア ンペ ール㈱

シス テ ム

ウ

電子機器 部品 の代理店,特 約店

㈱ ア ス ター イ ンターナ シ ョナ ル

ア イダ ックス㈱

技術 コンサル タン ト

森技術 研究所

シス テムハ ウス と して発 足

ソー ド電算機 シス テ ム㈱

コアデ ジタル㈱

日本 ア ピオ トロニ クス㈱

ノ ックス デー タ㈱

ロシ ックシステ ム

イン ター ナ シ ・ナル㈱

日本 シス テ ムハ ウス㈱

㈱ ソーシャルサイエンスリサーチ

㈱ 計測 技術 研究所

日立 電子 エンジニア リング

アント㌔ルシステムサボー ト㈱

ユニコムオー トメーシ・ン㈱

資 料:「 情 報 シ ス テ ム リサ ー チ レポ ー ト」(昭 和53年2月)
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(v)既 存 の 企 業 が そ の ま ま シ ス テ ム ハ ウス へ 方 向 転 換 を 図 っ た もの。

(vi)個 人 あ る い は,ア マ チ ュ ア,ホ ビー ス トの グ ル ー プが 企 業 に 発 展 した

もの 。

(vi)あ く迄 も個 人 で,法 人 化 と な っ て い な い もの。

⑩ そ の 他

③ 業 務 上 の 形 態

シ ス テ ム ハ ウス の 業 務 上 の 形 態 も多 種 多様 な も の と な って い るが,大 き く分 け

る と① メー カ ー 的 な 色 彩 を 強 め て い く装 置 組 立 製 造 業 型 シ ス テ ム ハ ウ ス,② 高

度 の シ ス テ ム 化 技 術 を バ ッ ク にOEMメ ー カー と タイア ップ し シス テ ム サ ポ ー ト

を 専 業 と す る 開 発 請 負 型 シ ス テ ム ー ウ ス,③ パ ー ソ ナ ル コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ 的

DエY製 品 の 販 売 に よ っ て 主 に ホ ビース ト市 場 を対 象 に,ソ フ トウ ェ ア お よ び ハ

ー ドウ ェ ア ・ パ ッ ケ ー ジ 等 を 販 売 す る商 社 型 シ ス テ ム ハ ウス とな る が ,細 か く

み る と下 記 の よ う に な る。

(D大 手 メ ー カ ー の 下 請 け レベ ル で シス テ ム開 発 を 請 負 う も の。

(iD下 請 け を 一 部 行 な い な が ら,蓄 積 した 技 術 で 一 般 の ユ ー ザ ー か ら も開

発 の 委 託 を行 な う も の 。

(lii)一 般 ユー ザー(OEM)を 対 象 と し,シ ステ ムの 開 発 を共 同 で行 な う もの。

(iv)医 療,土 木,計 装 な ど の 特 定 の 分 野 に 特 化 した 技 術 提 供 を行 な う もの 。

(V)委 託 開 発 を行 な う と と も に,自 社 ブ ラ ン ドの シス テ ム開 発 を 行 な いO

EMに 販 売 す る も の 。

(Vl)メ ー カー指 向 を 強 め 自社 ブ ラ ン ドの製 品 をエ ン ドユ ー ザー に販 売 す る もの。

(viD海 外 の ソ フ トウ ェ ア ・ プ ロ ダ ク トやOEM機 器 を シ ス テ ム に ま とめ 国

内 販 売 を 行 な う も の。

⑩ 技 術 提 供,教 育,コ ン サ ル テ ィ ン グ 等 を 専 門 的 に 行 な う もの 。

(ix)自 社 内 の 開 発 セ ン タ を ユ ー ザ ー に 開 放 し,ユ ー ザ ー と一 体 と な っ て シ

ス テ ム 開 発 を共 同 で 行 な う もの 。
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(×)ホ ビー,ア マ チ ュ ア用のD工Y製 品 を開 発 し,パ ー ソナル コ ン ピュー

テ ィ ング市場 を狙 うもの。

(3)シ ス テ ム ハ ウス の規 模

シス テ ムハ ウス一社 の従 業 員 の数 は,小 さい と ころ では4～5名,大 きい と こ

ろ では,400～500名 の と ころ もあ る が,20～30名 の ところ が大 半 を 占め て

い る。

資本 金 でみ る と500～1,000万 円位 が 多い。 従 業 員20～30名,資 本 金500

～1,000万 円程度 の シス テ ム ハ ウス で は生 産 設備 を十 分備 え た工場 を有 す る もの

では な く,板 金,塗 装,モ ジ ュー ル製作,組 立 て,配 線 な どの 生産 工程 の 大部 分

を外 注 に頼 って お り,設 計 だ け を 自社 で行 ない,製 造 面 は一 切外 部 に依 頼 して い

る と ころ も現状 では 多い。

シス テ ム ハ ウスの生 産形 態 は,計 画 生 産 に よる コス トダ ウン本 位 の量 産 品 よ り

も,人 的 構成,生 産設備,販 売 網,資 金 力な どの制約 に よって受 注生 産 本 位の 特

注 品 に ウ ェー トを置 か ざる を得 ない の は現 状 か ら して い た しか た な い ところ で あ

ろ う。

ω シス テ ムハ ウスの成 長 性

各 シス テ ム ハ ウス が決 算 書 を公開 して い る わけ で は ないの で,詳 しい と ころは

分 か らない が・ 前年度 対比 で み た システ ムハ ウスの 売上高 ベ ー スの成 長 率 は平 均

35%以 上 とか な り高 い もの とな ってい る。

特 に新 し く参入 し,比 較 的 小 人 数の シス テ ムハ ウス の売上 高 は あ る程度 古株 と

なった シス テ ム ハ ウス よ り も伸 び率 が 高 く,新 規 参入 の シス テ ム ハ ウス で も短 期

間 の うちに経 営 を軌 道 に乗 せ て い る ことは,シ ス テ ムハ ウス業 の 実情 は さ て置 き,

マ イ ク ロ コン ピュー タ業界 の成 長 と相 まっ て ,シ ス テ ム ハウスの 成長 性 も一般 論

的 には高 い こ とを思 わせ る。 企 業 間格 差 が広 が る情 勢 下 で,や は りシス テ ムハ ウ

ス 各 社 の先 見 性,技 術 力,営 業 力 ,資 金 力な どに よっ て格差 がつ い て くる もの と

思 わ れ る。
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㈲ 振 興,補 助 事業

マ イク ロ コン ピュー タの普及 促 進 と関係 業 界 の振 興 を図 る 目的 で通 商産 業 省は

直轄 の 公益 機 関 で あ る財 団法 人 日本 情 報 処 理 開発 協 会 内に マ イク ロコ ン ピュー タ

振 興 セ ン ター(MCC)を,社 団 法 人 日本 電子 工業 振興 協 会 内 にマ イク ロコ ン ピュー

タ委 託 開発 委 員 会 を昭 和53年4月 よ り発 足 させ,事 業 の一環 と して シス テ ム ハ

ウス を主対 象 と した振 興 助成 の た め の事業 委 託 制度 を実 施 して い る。

具 体 的 に シス テ ム ・・ウス あ るい は マ イク ロ コ ン ピュー タ関連 産 業 に於 け る新 技

術 開発 の た め の補 助 事 業 が緒 に つい た こ とは,補 助事業 そ の もの の拡 大,充 実 を

期 待 す る と と もに,マ イク ・コン ピュー タ産 業,特 に 資金 的負担 力 の弱 い シス テ

ム ハ ウスの新 技 術 開 発 の た め に寄 与 す る と ころ 大 な る ものが あ る と思 わ れ る。

(6)シ ステ ム ハ ウス の実 態

前述 の通 り,シ ス テ ム ハ ウス の形 態 は様 々な もの とな っ てお り,そ の実態 を示

す 核 とな る もの を把 握 す る こ とは難 しい 。

シス テ ムー ウス 自身 も,不 確 定 性 時 代 の産 業 構造 の変 化 のなか で,変 貌 を遂 げ

ね ば な らない状 態 に置 か れ流動 的 な もの とな って い る が,確 か に従来 産 業 構造 の

知 識 集 約化 を推 し進 め る上 で あ る意 味 では カナ メ的 な存 在 となっ てお り,そ の実

態 が末 だ定 か で ない と して も,従 来 の企 業 カテ ゴ リーの なか に当 て はめ られ な い

新 しい意 義 も持 っ た企 業体 で あ る とい うこ とが で き よう。

① シス テ ム ハ ウス の定義

あ らゆ る もの が 多様 化 す る今 日,シ ス テ ム ハ ウス も企 業形 態,営 業戦 略,活

動 す る フ ィー ル ドな どが 多様 な もの とな って お り,そ の実 態把 握 が 困難 で あ る

こ とか ら,シ ス テ ムハ ウス とは こ うい う もの で あ る と明確 に定義 を下 す ことが

で きに くい。

現状 では,大 方 の シス テ ムハ ウスは,大 手 メーカーの下 請 け的 な仕 事 を請 負 う

こ と も多い が,単 に個別 的 な 部品 や ユ ニ ッ トな どの 部 分的生 産 や 組立 作 業の み

を行 な うの では な く,マ イ ク ロコ ン ピュー タの ア プ リケー シ ョン技術,と りわ
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け ソフ トウェアの 開発 力 に よって,完 成 度 の高 い製 品 の製 作 を担 当 して お り,

従 来型 の 部分 請 負だけ の範 囲 をでない大手メーカーの下 請 け企 業 とは大 分質 的 な

違 い が認 め られ る。

一般 的 にい っ てわ が 国 の システ ムハ ウスは マ イ クロ コ ン ピュ ー タの応用技 術

を もとに大手 メーカーとの 競合 が避 け られ る,マ ス プ ロ メ リッ トが十 分活 かせ な

い,あ るい は研 究 開発 型技 術集 約 的 な 中小 企 業 であ る とい え る。

5.3.2現 状 の 問題 点

シス テ ム ハ ウス の成長 速 度 は,我 が 国に於 け る産業 構 造 の特 殊 性 とキ ャ ピタル

・ソー スの 手薄 さ に よって マ イク ロコ ン ピュー タ産 業 の急 速 な成 長 の割 には ペ ー

スが一 致 してい る とはい え ない。

確 か に シス テ ム ハ ウス は,マ イク ロ コン ピュ ー タの普 及 とそ の応 用 の 多様 性 に

伴 い,応 用 シス テ ム 開 発 技 術 や シス テ ム化 技術 の専 門 企業 と して修 得 し,LSエ

メー カ ー とOEMメ7カ ーの仲 立 ちとなってマ イク ロ コン ピュー タ応 用製 品の開 発 を

手 がけ,そ れ らの実 用化 と普 及 に大 きな戦 力 とな って い るが,比 較 的 小 資本 で会

社 を設立 で きる こ とか ら,シ ス テ ムハ ウスの規 模 の大 小 の差 は 他 に は余 り例 の な

い 程,は なは だ しい もの とな っ てい る。

シス テ ム・・ウスの活 躍 の は な ぱ な しさ の割 に は,資 金,人 材,生 産 設 備,販 売

網 な ど全般 的 にみ て未 だ経 営 基 盤 が 弱 く,経 営基 盤の 弱 さか ら諸 々の 問題 を抱 え

て い る,と い うよ りも抱 え ざ る を得 ない とい った 方 が適 切 なの が 実情 で ある。

これ らの 問題 の うち主 な と ころ を列 挙 す る と下 記 の とお りで あ る。

(1)財 務 強化 の 問 題

我 が 国 では研 究 開発 の ノ ウ ハ ウに対 す る金 融上 の慣 習 が な く,あ く迄 も担 保 を

原 則 と した 融 資 制度 で あ り,担 保 力,信 用 力の浅 い シス テ ム ー ウスの 資金 調達 能

力 は オーナーである個人の 担保 能 力に大 きく依 存す るの も止 む を得 ない と ころ で あ

る。
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財務 力 を強化 す る た めに,シ ステ ム ー ウスは利 益 の 外部 流 出 を極 力避 け るあ ら

ゆる手 段 を構 じて お り,場 合 に よっ て は,大 手企 業 の 資本参 加 な どを得 て,間 接

的 に信用 力 をつけ る政 策 を とっ て い る と ころ もあ る。

(2)営 業 力強 化 の問 題

システ ムハ ウスは も と もと技術 者 集 団的 な企 業 で あ り,営 業 力 より も技 術 力重

視の企業 展開 に流 れ や す い。

しか し独 自の商 品 を企 画,開 発,販 売 を試 み る とす る な らば,独 自の 販売 方 式,

ル ー ト,市 場 調 査 な どの 営 業 力 を 強 化 す る 必 要 が あ る。営 業 力強 化 のた め の固

定的 な管 理費 増 か ら コス トア ップが生 ず るが,こ れ をい か に吸 収 し,競 争 力 を維

持 す るか,こ の辺 が大 き な問 題 で ある。

㈲ 生 産設 備 の問 題

財務 的 な問 題 か らシス テ ムー ウス は,大 企業 の よ うな 自動 化,省 力化 を徹底 的

に させ た 生産 設 備 を保 有 す る訳 には い かず,自 社 工場 で シス テ ム を一 貫生 産 す る

こ と もで きず,プ ロダ ク トリダ ク シ ョンに よる生産 方 式 が とれ ない た め コス トダ

ウン とい う面 で 力不 足 で ある。

そ こで,画 期的 な製 品 を 開発 して も価 格 的 に魅 力の あ る商品 化 へ の 道 が閉 ざさ

れ る こともあり,特 にメーカー 志 向 す る シス テ ム ハ ウス に は,(2)の 営 業 力強 化 の問

題 に加え,生 産 設備 の充 実 は不 可 欠 な もので ある。 設 備投 資 とい う大 きな資 金 負

担 とそ の償 却 をい か に成 算 あ る もの に す るか 問題 となる と ころ で あ る。

ω 技 術革 新 追 従 の問 題

LS工 技 術 の進 歩 す る速 度 は著 し く,し か も技術 革 新 の先 端 を行 く もの で,L

S工 技術 をパ ック にす る関連 技 術 の発 展 も際 立 って い る。 この ように高度 化 す る

技 術 を修 得 し,常 に 第一 線 級 の技 術 レベル を維 持 す る ことは並 大抵 な ことで は な

いo

シス テ ムハ ウス が便 利 屋,あ るい は 助 っ人 業 か ら脱 して技 術 トラ ンス フ ァの尖

兵 と して活躍 す る上 で,最 新技 術 の 修得 こそ最 優 先事 で あ るが,人 材 の高 齢化,
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わ が 国 の因 習的 身分 保証 制度 が ネ ック に な って 有能 なスペ シャ リス トが育 ちに く

い土 壌 で は,果 た して この技 術 革 新 の ス ピー ドに 常 に キ ャッチ ア ップ で きるか ど

うか 問 題 と して 残 る。

(5)競 合 の問題

マ イ ク ロコ ン ピュー タ応 用製 品 の 開発 は 企 業 の戦 略 に よって な され るケ ース が

多 く,そ こに採 用す るLSエ チ ップ も戦 略 的 に 選択 され,い きk・いLSエ メーカー

の熾 烈 な競 争につながっている。そこでLSIメ ー カーとしては特定の システ ムハ ウxと

密 着性 を強 め る結果,他 のLSIメ ー カーとその システムハ ウス の間 に は一 種 の 競

合 関 係 が生 まれ て くる。

そ の他 メーカー色 を強める シス テ ムハ ウス の製 品は,既 存の メーカーの製 品 と競合

す る こ とも稀 で は な く,現 在 の 力関 係 か らみ て,シ ス テ ムハ ウス と他 の 既存 メー

カー との競合は システムハ ウス には 不 利 な材 料 で あ り,い かに これ らの競 合 を 回避

し独 自の ジ ャ ンル を築 くか,シ ス テ ム ハ ウスの 今 後 の盛 衰 を太 き.〈左 右 す る 問題

だ け に 重要 で あ る。

(6)そ の他 の問題

そ の他 の 問題 と して,① 機 密 の保 持,② 人材 の定着,③ 業界 の確 立 とLSエ メ

ーカー,OEMメ ー カー等 の問題調整,④ 法 規 制 の 問題,⑤ 法 的保 護 の 問題,⑥ 特 化

技 術 確 立 の 問題,⑦ 業 界 モ ラル,商 慣 習の 問題,⑧ 登録,認 定 制 度 の問 題 な どが

山積 して い る。

5.3.3展 望

マ イ ク ・ コン ピュー タの応 用は ソフ トウェ ア,ハ ー ドウェアの両 面 にわたって 高

度 の技 術 を身 につ けた 専 門エ ン ジニ ア を必要 とす るた め,企 業 規模 の大 小 よ り も

技 術 力 の優 劣 に よっ て評価 され る こ とに な り,大 企業 優 先の先 入 観 は未 だ拭 い さ

れ な い もの が あ る。 しか しなが ら,大 企業 に集 中 しが ちだっ た新技 術 を シス テ ム

ハ ウス に よっ て あ らゆる業 界 に拡 散 で きる よ うに な った ことが,マ イク ロコ ン ビ
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ユー タの普 及 に貢献 した シス テ ム ハ ウスの 功績 の一 つで あ る とい って も よい。

(Dシ ス テ ムハ ウス の分 極化 傾 向

大 多数 の シス テ ム ハ ウスは,大 手 企 業 との 資本 的 な繋が りや,生 産上特定 の仕 事

を恒 常 的 に下 請 けす る とい う役 割 りは 帯 び て お らず,そ の意 味 で い た って 自由性

の高 い企 業 であ り,小 回 りの効 くこ とを活 か して,ど の よ うに も方 向 転換 が で き

る段 階 に あ る といえ る。

シ ス テ ム ハ ウスの数 も多 くな り,他 との競 争上 ユ ニー ク性 を打 ち出す べ く現在

シス テ ム ハ ウスは そ れ ぞれ の 道 を模 索 中 とみ られ る が,ご く大 まか で あ るが下 記

の よ うな方 向に な って い る よ うで あ る。

①

②

③

④

⑤

イ ンダス トリアル志 向 型 とパ ー ソナル分 野 志 向型

技術 分野 志 向 と事務 分野志 向

独立 メ ー カー志 向 とユ ー ザー タ イア ップ志 向

輸入 商社 型 と海外 市場 進 出型

ハ ー ドウェア重 点型 と ソ フ トウ ェア重 点型

どの よ うな志 向 に ウェー トを置 くか は シス テ ム ・・ウス各 社 の裁 量 の 問題 で ある

が,各 シス テ ム ー ウス とも多 か れ 少 なか れ 現状 で は 種 々な志 向 が入 り混 じって お

り,そ れ ぞれ の 志 向 に特 化す る には未 だ時 間 がか か る もの と思 われ る。

い ず れ に せ よ,マ イ ク ロコ ン ピュー タ産 業 の市 場 性 は高 く,新 規 参 入 が今後 も

引 き続 き増 加 す る こ とが推 測 さ れ,事 業 展 開 次第 では淘汰 され てい くもの も当然

の こ とな が ら考 え られ るが,様 々な志 向 を背 景 に シス テ ム ・・ウス に下 記 の よ うな

分 極 傾向 が最 近 目立 っ て きた。

① マ イク ロコ ン ピュー タの シス テ ムメ ー カー に な るo

自社 開発 の 自社 ブ ラン ド・シス テ ムを 製 作 し,販 売 形 態は,商 社や 代 理店 の

力 に大 き く依 存 している ものの メー カー色 を強 くだ してい る シス テ ム ・・ウス グル

ー プが一 つ の極 であ る。

② シス テ ムサ ポ ー トを 中心 に マ イク ・ コ ン ピュー タの エ ン ジニ ア リング会社
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に な る。

高度 の マ イ ク ロコ ン ピュ ー タ応用 技 術,ソ フ トウェア 開発技 術,周 辺 関連技 術,

生産 技術 上 のノウハ ウをユーザーに提 供 す る こ とに より,ユ ーザーと共 同 で シス テ ム

開 発 を行 な うもの で,ユ ー ザ のベ ンチ ャ ー化 を促 進す る マ イク ・コ ン ピュー タの

総合 エ ン ジ ニア リング カンパ ニー と して の シス テ ム ハウス グル ー プで あるo専 門

分野 別 エ ン ジニア リング企業,研 究 ・開発 専業 エ ン ジニア リング企業,コ ンサ ル

テ ィ ング仲 介 企 業,イ ンス トラクター専 用 企 業 な ど分 野別 に 特化 してい く もの と思

わ れ る。

(2)シ ス テ ム ハ ウスの社 会 的認 知

資源 の 乏 しい わ が 国は,資 源 消費 型 の産 業構 造 か ら知 識 集約 を中 心 に据 えた 新

しい産業 構 造 へ の 転換 が急 務 となって お り,研 究 開 発型 技 術集 約企 業 であ る シス

テ ム ハ ウス の 役割 りは知 識 集約 化を推進す る上で少 なか らず 期待 され る存在 で あ ろ

う。

しか し,シ ス テ ムハ ウスの 役割 りの重 要性 は 広 くマス コ ミな どを通 じて報 道 さ

れ てい る に も拘 らず,い ま ひ とつ シス テ ム ハ ウスの役 割,実 績 が 広 く知 られ る迄

に は至 らない の は何 故 で あ ろ うか。

一 つ に は,シ ス テ ムハ ウス 自体 の実 態 の把 握 が難 し く,し か もシス テ ムハ ウス

業 界の ま とま りが 未 だつ いてい ない ことは 前 に も述 べ た通 りで あ るが,明 日の 理

想 よ りも今 日の 現実 の た め に シス テ ム ハ ウス の仕 事 が 名 を捨 て実 を取 る こ とに あ

るか らで あ る といえ る。

言 い換 え れ ば,シ ス テ ムハ ウスは縁 の下 の 力持 ち的 な 存在 で あ り,業 界紙 な ど

に毎 日の よ うに発 表 され る マ イク ロコ ン ピュー タ応 用 製 品 の開発 に は,シ ス テ ム

ハ ウスに よっ て完 成 され た ものが 少 な くな い に も拘 らず
,シ ス テ ム ハ ウスの 名 は

明 らか に され ない場 合 が 多い。

わ が 国 で は,知 的生 産 物 や情 報 に対 し,未 だ素 直に 対 価 を支払 うとい うこ とに

少 なか らず抵 抗 感 が あ る よ うで,名 を捨 て実 を取 らざれ ば やっ て行 け ない とい う
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考 え 方が 支 配 的 に な って い る。

知 識 集 約産 業 は,こ の よ うな悪 習 を断 ち切 っ て こそ 成 り立 つ もので ある以上,

シス テ ム ー ウスの社 会 的認 知 は ある 意味 で知 識集 約産 業 の 進展 度 を計 るバ ・メー

タに なる もの で ある。 ・

5.3.4シ ステ ムハ ウス の課 題

システ ムハ ウスが研 究 開 発型 技 術 集 約 的 な 中小企業 とす るな ら,単 純 な意 味 で

の物 財(製 品)生 産 型 の 企業 へ の 道 を本 道 とせ ず,常 に 固有 の技 術 を もっ てス モ

ー ん ビ ジネス で あ る こと を逆 に活 か し,小 回 りの き く便 益 提供 型 の 新 しい企業 形

態 と して マ イク ロコ ン ピュ ー タ産 業 の なか に定着 させ る努 力が い の一 番 に 必要 な

ことで は なか ろ うか。

シス テ ムハ ウスの課 題 は この一 点 に集 約 され る とい っ て もあ なが ち過 言 で は な

いo

先 発 の シス テ ム ・・ウス あ るい は ベ ンチ ャ ー ビジネス が 自社 の技 術 で開 発 した製

品 を もっ て マ ー ケ ッ トに乗 りだ し,そ の製 品の 市場 で の成 長 とともに大成 したかに

み え た 矢先 に,大 手企業 の進 出に よっ て過 当競 争 の結果,消 え て い った と ころ も

少 な くない。

今 日で は市 場 での製 品 の ラ イ フサ イ クル は 短 く,新 製 品 もす ぐ色挺 せ,次 々

と新 しい 製 品 を送 りだ さね ば な らず,市 場 で の製 品の ライ フが 尽 きる前 に戦 略 的

に撤 退 し次 の製 品 に よって市 場 の維 持 を 図 らね ば な らない。 財務 体 質 の 弱 い シス

テ ム'ハウス に とっ て物 財 的 量 産 品 に頼 る市 場戦 略 は ネ ー ムバ リュー か らい って も

大 企 業 に 太 刀打 ちで きる もの で もな く,シ ス テ ム ハ ウスの 目指 す ところ は 自ず と

特 異 な技 術 をペ ース に した効 用 本 位 の製 品 を開 発 し,新 しい マ ー ケ ッ トを創造 す

る以 外 に は な い。

この 場 合,シ ステ ムハ ウス が どこ もか し こ も同 じよ うな こ とをや って お れば,

シス テ ム ハ ウス ど う しの 過 当 競争 に よっ て 共倒 れ とい うこ とに もな りかね ず,シ
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ス テ ムハ ウスそ れぞ れ が特 化 した セグ メンテ ー シ ョンを図 るべ きで あ り,シ ス テ

ム ハ ウス業 全 体 と してみ た場 合,マ イ ク ロ コン ピュー タ応 用 シス テ ム開発 の あ ら

ゆ る ジャ ンルを包 含 す る企 業群 となる こ とが要 請 される 所以 で あ る。

いずれ にせ よ若 い 企業 で ある シス テ ム ハ ウス に とって一 社の一 挙 手一 投 足 に よ

っ て全体 が計 られ る こ とに な りが ちで あ り,シ ス テ ムハ ウス存立 の 基盤 確 立 の う

えか ら も一 社一 社 の 自重 あ る行 動 と強い 結 束 が 望 まれ る次第 で あ る。

一101一



Mマ イ ク ロコ ン ピュー タの応 用 に よ る影響(事 例 研 究)

6.1は じめ に

6.1.1.事 例研 究 の 目的 と範 囲

本 研 究 は,マ イ ク ロコン ピ ュー タ応 用 製 品 の生産,販 売,利 用 の各 段階 に お

け る雇 用 面 へ の影 響 の具 体 例 を把 握す る ことを 目的 と した もの で ある。

対 象 と した製 品 分 野 は マ イク ロ コン ピ ュー タの 応 用に より,そ の製 品 の供 給

側及 び利 用側 に雇 用 上 の変 化 が発 生 して い る と思 われ る次 の分野 で あ る。

工 業用製品

事務用製品

民生用機器

[

製 造 自動 化機 器

分 析,計 測,検 査 機器

プ ロセス制御 機器

一 般事 務 用機 器

[
商業事務用機器

駅務 自動化機器

[

時計

電卓

ヘ ト
ミ ソ ン

6.1.2事 例研 究 の方 法

本 研究 は,応 用 機器 メー カーへ の個別 企 業 訪 問 に よ り実 施 した。 なお,研 究

課 題 の性 格上,応 用 技 術革 新 の著 しい企 業 を選 び,直 接 実 務 を担当 す る企 業幹

部 の協 力 を求 め たが,結 果的 に20社 よbの 協 力 を得 た(付 録 工参 照)。

本 調 査研 究結 果 は これ らの人 の深 い理 解 と誠 意 に基 づ くもので あ る。

訪 問実 施 期 間 は,昭 和54年8月21～9月10日 の間 で あ る。
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6.2工 業 用 製 品 へ の 応 用

工業 分野 の生 産 性 向 上,品 質 向 上,生 産 の省 力化 といっ た経 営 上 の ニーズ に

より,工 業 機器 全 般 にわ た って 従来 か らコ ン ピュー タ シス テ ム型式 の エ レク ト

ロニ クス使 用 は一 般 化 してい た。 マ イク ロ コン ピ ュー タの応 用 は ,こ れ ら機 器

を知能 化 し・ 性 能 ・ 信 頼性 ・ フ レキ シ ビ リテ ィ等 の向上 に よ り・ 能 力 の点 で高

度 化 したが,そ れ ば か りでは な く,形 状,重 量,操 作 性 を改善 し,か つ機 器の

製 造 コス トの低 減 に より販 売価 格 低 下 を実 現 させ る こ とに もなっ たo

なお,製 造 コス トの低 減 は,マ イク ロ コン ピ ュー タの特 性(汎 用性,多 機能

性,低 価格 性,形 状 等)を 活用 した機 器 の生産 性 向一」二に 由来 す る もの で あ り,

コス ト面 で最 も大 きな貢献 要 素は部 品集 約 化 の実 現 と機 器 の 小型 化 で あ る とさ

れ て い るo

以 上 の よ うな変 化 は,メ ー カーをは じめ とす る工業 機 器 関 連業 界並 び にユー

ザー の人的 側 面(職 種,ス キ ル)に 少 なか らぬ影響 を及 ぼ しは じめ て い る。

6.2.1全 体 動 向

(1)製 造 自動 化 機 器(NC工 作機 、 産業 用 ・ポ ッ ト)

・NO工 作機 へ の マ イ ク・コンピュータの応 用 は ,昭 和50年 前後 か ら活 発化 し,

機 器 の低 価 格 化,小 型 ・軽 量 化,多 機能 化,操 作 の単 純 化,保 守 の容 易 化 な

どが実現 した。

・工 作 機 メー カー に とって の メ リッ トは ,部 品点 数 の大 幅 削減,工 期 短縮,信

頼 性 向上,小 型化 に よる コス ト低 下 に加 え,ハ ー ドワ イヤ ー ド制御 のNC工

作 機 で は実 現 しに くか っ たNC機 の内製 化 が可能 に な った こ とで ある。

・工 作機 全体 の需 要 は,53年 に13.7万 台 で,前 年 比4.5%の 伸 び で あ った が,

NC工 作 機 は前 年 比 で35%の 伸 び を示 し,工 作 機 全体 に 占 め る割合 も年 々

高 くなっ て い るo

・今 後 は ,低 価格 のNC工 作機 を主 力機 種 と して,中 小企 業 等 の新 市 場 に浸 透 .

してい くもの と期 待 され てい る。
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表6-1NC(数 値 制御)工 作 機械 の生 産 推移

台 数 金額(億 円) NC化 率(%

45年 L451 243 7.8

46年 1,379 252 9.5

47年 1,350 247 12.0

48年 2,765 475 15.6

49年 3,040 585 16.3

50年 2,188 399 17.3

51年 3,312 513 22.4

52年 5,436 806 25.7

53年 7,342 1,076 29.4

資料:日 本工作機械工業会

(注)NC化 率は工作機械の生産額に占めるNC工 作機械の生産額

・産 業 用 ・ポ ッ ト(オ ー ト ロー ダ)へ の マ イ ク ロコ ンピ ュー タ導 入 も昭 和50年

頃 か ら盛 ん に な り,製 造 工 程 の 完 全 自動 化 の 可 能 性 が 高 ま っ た。

・マ イ ク ・ コ ン ピ ュ ー タ導 入 に よ る ロ ボ ッ ト機 能 の 向 上 は.

イ)各 種 機 構 部 の コ ン パ ク ト化

ロ)高 度 な パ ター ン認 識

ハ)記 憶 容 量 の 高 度 化

二)制 御 機 能 の 高 度 化

ホ)信 頼 性 の 向 上

な ど で あ り,小 型 ・軽 量,多 目的 利 用 の可 能 性 に よ り,製 造 業 の み な らず,

よ り広 い産 業 分 野 へ の 普 及 が 期 待 さ れ て い る。

・産 業 用 ロ ボ ッ トの 稼 働 台 数 は,国 内 累 積 約3万 台(昭 和52年)に 達 して い

る。 メー カ ー 数 は 約120社 で 世 界 の ・ ポ ッ ト メ ー カ ー(200社)の6割 を 占

め,稼 働 ロ ボ ッ ト台 数 で は8割 を 占 め る(日 本 産 業 用 ロ ボ ソ ト工 業 会)。

・産 業 用 ロ ボ ッ トの 需 要 は,自 動 車 産 業 が 最 も高 く(51年,31%),溶 接,プ
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レス,部 品 組 立,熱 処 理 な どの作 業分野 で主 と して利用 され て い る。
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0

図6-1産 業 川 ロ ボ ソ トの 生 産 金額

61,9

0ユ19

4344454647484950515253年

資 料:日 本 産 業 用 ロ ボ ッ ト工 業 会

(2)プ ロセス制 御 機器

・工業 分 野 の 中 で も,石 油,化 学,セ メ ン ト,紙 パ ル プな どの連 続 プ ロセス 工

業 では,従 来 か ら工 業計 器 に よるプ ・セス計 装 を基 礎 に,ミ ニ コ ン,制 御 用

計 算機 を含 め た総合 計 装 シス テ ムが利 用 され てい る。 しか し,制 御 の集 中化

は ダ ウ ン時 の影 響範 囲 を拡 大 す る こ とに な り,問 題 視 され てい た。 プ ロセス

制 御 分野 にお け る マ イク ロコ ンピ ュー タに よる制 御 の分散 化 は,こ の点 を解

決 す る と同時 に操 作性 を高 め,管 理 の集 中化 をや り易 く した こ とに特 徴 が あ

るo

・分 散型 計装 システ ムは,昭 和50年 以 降 マ イク ロプ ロセ ッサ の実 用 化 に伴 い

計 装 ・制 御装 置 メーカーによって 相 次いで発表 された。これ らは.従 来 アナ ロ グ

個 別 計 装 と制 御 用 コ ン ピ ュー タに よるDDC計 装 を マ イク ロコ ンピ ュー タ

を導 入 す る こ とに よっ て総 体 的 に見 直 し,統 合す る ことに よっ て複雑 多様 化
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した 計装 シス テ ム を単純 化 した もの で,鉄 鋼,化 学,石 油,非 鉄 金 属 をは じ

め とす る プ ロ セス産 業 や,電 力,上 下 水道,試 験 ・研 究所 な ど広 範 囲 に 導入

さ れて い るo

・分 散 型計 装 システ ムは ,マ イク ロコ ンピ ュー タ の応 用 に よ り,従 来 の シス テ

ム要 素 を機 能 的 に モ ジュ ー ル化 しか つ イ ンテ リジェ ン ト化 した た め,モ ジュ

ー ルの組 合 せ に より応 用 分野 に もっ と も適 した シス テ ム構 成 す る こ とが で き

る よ うに な っ た。 さ らに イ ンテ リジ ェンスの低 価 格 に より,小 規 模 シス テ ム

の コ ンピ ュー タ化 もまた 実現 可 能 と なった 。

・・一 方 コス トの点 で従 来 集 中処 理 がなされていた ものが,低 価 格 化 に よ り分散 処

理 が 可能 に な った。 そ して分 散 さ れた各 コ ン トロー ル間 は,通 信 技 術 に よっ

て結 合 され,オ ペ レー タ ・コ ン ソール や上 位 計算 機 と も接 続 され分 散 制 御,

集 中操 作 の実 現 を見 た。

・これ ら分散 型 計装 シス テ ムの新 しい考 え方 は ,マ イク ロコ ン ピュー タ に よる

分散 化,複 合 化,デ ジタル化の3点 であb,マ イクロコンピュー タの役 割 は,制 御,

監 視 ・操 作,計 装 の3部 門 に分 け る ことが で き る。

・分 散 型総 合計 装 シス テ ムは ,省 力 効 果 が大 きい割 に,す で に ミニ コ ン制 御 シ

ス テ ムを導 入 して い る企業 が対 象 で あ るた め ,買 換 え 需要 が主 で あ り,普 及

は 全体 に ゆ るい ペ ー スで進 む と予 想 され て い る。

・電 機 メー カー の市場 へ の参 入が 起 こっ て い るが ,市 場 は限定 的 で あ り,か つ

最 終製 品 が 受注 生 産型 で あ る上 に ユー ザ ーの保 守 性 も手 伝 っ て大 き な変 化 は

起 こ らな い と予 想 され て い る。

(3)分 析,計 測,検 査 機 器

・分 析 ,計 測,検 査 分 野 の 機 器 は,エC化 時 代 の ア ナ ・ グ 機 器 か ら,マ イ ク ・

コ ン ピ ュー タ時 代 の デ ジ タ ル 機 器 に移 行 し,現 在,全 製 品 分 野 で マ イ ク ・ コ

ン ピ ュ ー タ化 が 進 め られ て い る 。 ま た,マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ普 及 に よ り,

LSエ テ ス タ,ロ ジ ック ア ナ ラ イ ザ な ど,従 来 な か っ た 製 品 が 登 場 し,新 製

品 開 発 も盛 ん に行 わ れ て い る。
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・分 析 計 測機 器 全体 の伸 び率は昭 和47年 ～53年 間 で年 平均18%程 度 で あ
っ た

が,LSエ テ ズ タ な ど の新 製 品 は,発 売 以 来 メー カ ー ベ ー ス で 年50%以 上 の

成 長 を 見 せ て い る と言 わ れ て い る。 マ イ コ ン普 及 に よ り,需 要 面 で最 も大 き

な 影 響 の あ っ た 機 器 と し て着 目 さ れ て い る。

・機 器 ユ ー ザ ー に とっ て の デ ジ タ ル 機 器 の メ"
ッ トは,機 器 の 知 能 化 に よ る分

析,計 測,検 査 作 業 の 自動 化,高 精 密,高 信 頼 性,フ レ キ シ ビ リテ ィ
,作 業

の 単 純 化 な どで あ る。

・機 器 メ ー カー は
,従 来 か ら,知 能 化,シ ス テ ム の 自由 度 向 上,操 作 の 簡 便 化

を 目指 して き た が,マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ に よ りそ れ が 可 能 と な っ た
。 ま た

製 造 コ ス トが 実 質 低 減 す る メ リ ッ ト も あ る 。

6.2.2機 器 メ ーカ ーへ の イ ンパ ク ト

(1)開 発 ・設計 部 門

・工 作 機 メー カーで は ,NC機 の 内製 化 が 起 こって お り,技 術導 入 が 盛 ん で

ある。 これ に伴 い電子 系 人材 が増加 して い る。 但 し,NG部 分 以外 の工作

機本 体 は,高 度 な機械 技術 を要 す るた め,NCの 内製 化 に よる機械 系 技術

者 へ の直接 的 インパ ク トは発 生 してい な い。

・産 業 用 ロ ボ ッ トで は ,マ イク ロ コン ピ ュー タ機能 を発 揮 し,判 断機 能 を備

え た知 能 ロボ ッ トの本 格 化 は,昭 和55年 以 降 と予 想 されてい る。現 段 階 で

は 実用 化 試行 中 で あ り,ま た開 発当 初 か ら人材 確 保 が 行 われ て い た こ と も

あ って メー カー内 部 で の人的 変 化 は発生 してい な い。 ・ポ ッ トの適 用業務

に よ リマー ケ ッ トは限定 的 で あ るが,同 一 分野 で開 発競 争 が激 化 し,普 及

時 期 を迎 えれ ば,競 合 の発 生 に よ り人員 増 加 の可能 性 は高 い。

・プ ロセ ス制 御機 器 分 野 で は開発 人 員 の強 化 と と もに
,特 に デ ジタル技 術 を

ベ ー ス と した ソ フ トウ ェア技 術 者 が要 求 され るた め
,企 業 内で は技 術 者再

教 育 が 盛 ん で ある。

・ア ナ ログ計 装 技 術者 は,デ ジ タル化 へ の転 換 を はか っ て お り,ハ ー ドエ ン

ジニ アは ソフ トエ ンジニ ア に転 向 して い る。
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・従来 の シス テ ム技 術 の基 礎 が あ るた め,技 術 者 の転 換,再 教 育 は さほ ど難

し くは な く,自 己学 習 に よる技 術 習得 者 が 少 な くない。

・分析 ,計 測機 器で は マ イ ク ロコ ン ピ ュー タ導 入以 来,新 製 品 開発 が相 次 い

でお り,同 業他 社 との開発 競争 が激 化 してい る。 新 製 品開 発 には デ ジ タル

回 路 設計者,ソ フ トウェ ア技 術 者 等新 しい 人材 が 必要 で あ り,新 規 採 用が

活 発 で あ る。

・従 来 の ア ナ ロ グ回路 設 計 者 は,新 製 品 開発 に際 して デ ジタル技 術 を ふ まえ

た より高度 な設 計技 術 を要求 され 技 術再 教 育 叉 は 自己学 習 に よ り技 術 向上

あ るいは転 換 をは か っ て い る。

(2)製 造部 門

・工 作 機分 野 では ,NC工 作 機 出現 時 に,部 品 点数 の大 幅 削減 に よ り製 造 部

門 の省 力化 が達成 さ れ た。NC機 へ の マ イク ・ コン ピュー タ導 入 に よって,

更 に工 程 は短 縮 され るが,工 作機 本 体 が機 械技 術 を要 す る とい う特 性 に よ

り,こ の部 門 で の製 造 技 術者(技 能 工)の 確 保 は,つ ね に必要 とされ る。

・プ ロセス制 御 分野 で は 機械 の技 能 工 を必要 と しな くな って お り,工 期 の短

縮,部 品数 の 削減 に より人 員は減 少 の傾 向 に あ る。 余 剰 人 員 は ローテ ー シ

ョン で対処 して い る。

・工 程 作業 者(従 来 の技 能 工)へ の再 教 育 も行 われ てい るが,社 内 の開発 技

術 ス タ ッフが そ の任 に あた って い る。

・分 析 ,計 測 機器 分 野 の工 程 作業 者 は技 術再 教 育 を受 け,デ ジタル機 器製 造

に対 処 してい るた め,マ イク ロコ ン ピュー タ導入 に よる人 員 の増 減 は起 こ

っ て い ないo需 要 増 と相 ま って,1人 当 り生 産性 は非 常 に高 くなっ てい るo

㈲ 販 売 ・メ ンテ ナ ンス部 門

・工作 機 ,ロ ボ ッ ト,プ ロセ ス制 御機 器 はい ず れ も基 本 的 に は 利 用 側 の要

求 に対応 した シス テ ム を供 給 す る とい う意 味 で 受注 型 産 業 で あるた め,大

手 ユー ザ ー を対 象 と して い る現段 階 では 販売 体制 に変化 は み られ ない。

・販 売 担当 者 の技 術 的 知識 の習 得 は開 発 ス タ ッフの指 導 に よっ て い る。
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・メ ンテ ナ ンスは 簡素 化 され るが,ユ ー ザー との接触 を続 け る必 要 が あ るた

め,点 検 サ イ ク ルは従 来 どお りで あ る。需 要 が拡 大 すれ ば,対 策 の必要 が

あ る(子 会 社 が 分担 す る ケー ス が 多 い)。

・分析 ,計 測 機器 分野 では 新 カテ ゴ リーの製 品 販売 が増 加 し,販 売 員 に対 す

る技 術教 育 が 必要 に な って い る。 販 売 量 が増 加 して も1台 当 りの メ ン テナ

ンス回数 が 大 幅 に減 少 す るた め,保 守 要員 の増 加 は な い。

6.2.5関 連 業者 への イ ンパ ク ト

・工 作 機分 野 では機 械 部 品 の外 注 先 に影 響 が 出 る と思 われ るが ,工 作 機全 体 で

のNC化 率 は,未 だ30%程 度 で あ り,NCマ イク ロコン ピ ュー タ化 に よる部

品 メー カーへ の影 響 は今 後 の問題 で あ る。

・プ ロセ ス制 御 機器 で は金 物 部 品 ,フ レー ムの大幅 削 減(小 型 化 に よる)に よ

り,外 注先 の仕事 量 は 減 少 して い る。 外注 先 も電 子技術 の導 入 が 必 要 に な っ

て きて い る。

・分析 ,計 測 機器 の部 品 メー カー,組 立 メー カー では,機 器 の デ ジ タル化 に よ

り,エ ン ジニ ア リング の大 変 革 が起 こっ てい る。 ここで も技 術 者 の再教 育 が

行 われ て い るが,機 器 メー カー の指 導 に よる場 合 が 多 い。

・仕 事量 の増 加 には新 規 設 備投 資 で対 処 して お り
,人 員増 加 は発 生 して い な い。

、6.2.4ユ ーザ ー企 業 へ の イ ンパ ク ト

・ユ ー ザー に おけ る製 造 ,自 動 化 機 器 導 入 の第1の 目的は,省 力化 で あ る。 製

造 業 の知 識 集 約 化傾 向 とと もに,積 極 的 に生 産 ライ ンの 自動 化,無 人 化が 進

め られ て い る。 そ の背景 に は,熟 練 労 働者 の不足 が あ る。 マ イ コ ン導 入 機 器

は,工 程 作業 者 を少人 数 の非 熟練 労 働 力 に置 きか え る こ とが で き る。

・マ イ コンに よる省 力効 果 は 判 明 しな いが
,NC工 作 機導 入 時 で,人 海戦 術 時

の÷ の 順 で済 む と言 われ て 鋤,実 質 的 には ・ス トダ ウンにつ ながって いる。

・ユ ーザ ーが 中小 企 業 の場 合 は
,従 来 よ り熟練 労働 力不足 に悩 ん でお り,高 機

能,低 価格,操 作 性 の高 い工 作 機 が導 入 され れば 労働 力不 足 問題 は解 決 され
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る こ とに なろ う。 潜 在 的 に熟練 労働 力不 足 をか かえ て い る中 小企 業 では,機

器 導入 に よっ て生 産性 が 向上 すれ ば,人 を増 や さず に対 処 で き る よ うにな り

雇用 面 での影 響 は ほ とん どない。 但 し,工 程 改 善 技術 や コ ン ピュー タ技 術 の

不足 に よ り供 給 側 あ るい は第三 者 の技 術 指導 が必 要 と な る。

・プ ロセ ス制 御 の場 合 も自動 化 は ユ ー ザ ーの 目標 で もあ る。 作 業 員 を過 酷 な作

業 環 境 か ら解放 で き,制 御 の質 を高 め る ことが で きれ ば,機 器 の代 替 は歓 迎

され る と ころ で あ る。 しか しなが ら,コ ン ピ ュー タ システ ムに より総 合計 装

シス テ ムが普 及 し,ユ ーザ ー に専 門要 員 が 多 い こと もあ り,簡 単 に代 替 は行

わ れ な い。 ま た,価 格 より も信頼 性 が重 視 され ・新 機種 の設 置 に数 年 間 の フ

ィー ル ド・テス トを必 要 とす る こ とか ら も,急 激 な導入 は抑 制 され る。 従 っ

て,既 存 の ユ ーザ ー企 業 で の人 員変 化 は急 に は起 こ らない。

・仮 に ,代 替 され る とす れば,新 機種 の運 用 に より,一ミニ コ ン制御 に要 してい

た シス テ ム要 員 や,計 装 技 術者 は不 要 とな り,従 来 機 器 で要 して い た人 員の

÷程度 でプ ・セス制緬 可 能 となる・

・・分析 ,計 測 機器 分野 では在 来 コン ピ ュー タ型 計 測 機器 等 が,デ ジ タル機 器 に

代替 さ れ るのは 時 間 の問題 と言 われ る。

・従 来 は ,分 析 ・計 測 ・検 査 作業 はす べ て機 器 を用 い て人間(技 術 者)が 行 い,

そ の読 取 り結 果 を,次 の コン ト・一ル機 器 に伝達 す る仕組 み で あっ たが,デ

ジ タル機 器 は,こ れ らの作 業 を機 器 自体 が や って しま う。 このた め,在 来 ミ

ニ コ ン ・コ ン トロー ラ操 作 員 も実質 的 には 不要 とな る。 仮 に,分 析,計 測,

検 査 が 自動 化 され る とす れ ば,人 員 は ミニ ・ ン ・ン ト・一 ・レの さ いの十 で済

む(集 中 管理)と 言 わ れ るほ どで あ る。

・一 貫 した作業 シス テ ムの運 用 に は,最 低 運 用 人 員 が 必要 で あるが,こ の ため

の熟 練 は特 に必要 と しない。 従 っ て,パ ー トも し くは非 熟練 労 働 力 で運 用が

可能 とな り,こ の面 で の コス トダ ウ ン も期待 で きる。 但 し,シ ス テ ム変 更時

や点 検 の た めの技 術 要員 の確 保 はユ ー ザ ー側 に期 待 され る と ころ で あ る。

・分 析,計 測,検 査 の 自動 化 は ユ ー ザー 企業 の課題 で もあ り,機 器 の普 及 は急

速 に進 む と思 わ れ る。 この場 合,在 来 技 能者 の処遇 が問 題 となる。
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表6-2工 業 用 製 品 へ の 応 用 に よ る 影 響(1)

分 野 製 造 自 動 化 機 器 プ ロ セ ス 制 御 機 器 分 析 ・計 測 ・検 査 機 器
－Auto【nated －AnalyticalInstrument ま と め

Manufacturing一 －ProcessControls一
TestEqulpmen七 一

NC工 作 機 、 ・ ポ ッ ト 分散型総合計装システム ・オシロスコープ ◆LSIテ ス タ '工 業 用製 品分野で は、 コン ビュー

応 用 製 品
自動 マテ リアル、 ハ ン ドリング機器 プ ラ ン トコ ン ト ロー ラ

シ ー ケ ン ス コ ン トロ ー ラ

・殉 トラムアナライザー ・ROMプ ログラマ

.デ ジタル ・マルチ・メータ ・ロジックアナライザ
タ ・シス テム型式 の機器は一 般化

してお り、 今後は あ らゆ る製 品に
・各種 カウンタ マ イ ク ロ ・ コ ン ピュ ー タが 応 用 さ

・各種 アナライザー れ る と見 られ てい る。

昭和45年 昭和40年 工C利 用のNC工 作機 登場 計 測器 のデ ジタル化(コ ン ピュー タ

開
以前 計測)進 行S40～45年

発 46年 一 ミニ コンを利 用 した システ ム制御 ・計測器Ic化 ・50年 後半 か ら51年 にかけて応

●
47年

48年

ONC開 発(世 界 初)一 ミニコン利 用 (ア ナ ログ計 装)か ら、 マ イコ ン利

用の 分散型制 御(デ ジタル計装)へ

・LSIテ ス トシステム開発(国 産 初)

・マ イコン導 入機器 開発本格 化
用 がさかん とな る。

発 49年 多種少 量生産 ロボッ ト開 発 の移行 一 ・各種LSI化 機器 の発 売本格 化

売 50年 ONC工 作機にマイコン導入、知能ロボット登場 ・分散型 総合計 装 システ ム開発(y社)

経
51年 工作機 への マイ コン応 用 多様化 ・プラン ト・コントローラ発売(m社) ・LSIテ ス ト

、 シス テ ム発 売(t社)
52年 無 人 フ 牙 一 ク リ フ ト ・機能拡大機種発売(y社)自 動計装

緯 53年 シス テ ム ・ロジックアナライザー発売(t社)

54年 ・デ ジ タル ・スペ ク トラム ・ア ナ ライザ

一発売(t社 、a社)

ロボ ッ ト ①工期 短 縮(1年 →2～3ケ 月) ①機器の知能化→自動測定可能 ① ユー ザーサ イ ドで独 自の シス テ ム
①小型化、分散化 ②小型 化→金 物 コストダウン(10%位) ②高精密、高度化 構成が可能→開発 製造コスト実
②判別機能向上、制御機能向上 ③制御機能の分散化→安全性向上、経 ③高信頼性 質低減
③信頼性向上→保守、点検向上 済的 ④ フ レキシ ブル→ ユ ーザ ー側 で 自由 ②操作の簡便性
④ 開発促 進← マ イコ ン入手 容 易 ④アナログ計装との協調容易 に計 画 シス テムを変 更で き るo ③高信頼性
NC工 作機 ⑤制御方式変更、容易 ⑤測定、検査の単純化→誰れでもで

応 用 メ リ ジ ト ①部品点数大巾削減 ⑥計装工事簡便化、工事費用の節減 きる

②工期短縮 ⑦オプション最少化r機 種の共選幽
③小型化 ⑧自己診断機能→プロセス運転障害の
④保守簡素化 最少化

⑤ 低 コス ト化 ⑨信頼性向上

⑩環境条件、緩和

① ロボッ トー溶接 、 プ レス、 部品 組立 ① 工業 用製 品の 中では コジ ビュー タの ① マイ コン化 に先 立 ってデ ジタ ル計 ・ユ ー ザ ー は エ ン ジ ニ ア リ ン グ ・サ

市 熱処理工 程に利 用(自 動車、 電機 、 応用面で最 も成熟した市場(石 油、 測 、 コ ン ピ ュ ー タ シ ス テ ム は 市 場 ポ ー ト、 シ ス テ ムの 信 頼 性 、 メ一

塁 ・雛 性
樹脂成型が主)

②NC一

鉄 鋼)'

② ミニ コ ン、 コ ン トロ ー ル に よ る制 御

成 熟度大o(電 機、通 信 が主)

② マ イコン応用 に よる機 能 向上で 大

カー の評判、 ア フターサー ビスに

重 きをお き、概 して新製 品に対 し
システ ムが 普及 してい るo きな変化 保 守的 と言 われ る。

向 シ

③ 世 界市場 の40%はHP社 占有

〈 ヒア リング結果 〉
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表6-2 工 業 用 製 品 へ の 応 用 に よ る 影 響(2)

分 野 製 造 自 動 化 機 器 プ ロ セ ス 制 御 機 器 分 析 ・計 測 ・検 査 機 器
－Automated －Arlaly七lcalInstrument ま と め

Manufacもu口ng一 －ProcessConもrols一 Tes七EPUlp【nent一

S53年 工作 機台 数7,342台 ①全体に買換需要が主 ①a社 の場合
生産 額約1,000億 円 一数年 間の フ ィール ドテス トが必 要 一計測器全体伸び率

NC化 率 約30% 一石油、鉄鋼関連で新規需要は少 18%/年(過 去5年 平 均)
市 需要動向 マイ コン化 率約25% 一 コ ン ピ

ュ ー タ ・シ ス テ ム に よ り総 最高40%/年

(傾 向) 合計装 システ ムが 普及 し、 ユーザ －LSIテ ス タ80%/年(52年 一53年)

場 一 に専 門家 が 多いo→ 簡 単に代替 全世界40%/年(〃)

動
で きないo ② 国内電 機、 通信機器 メー カーの発

② 新製 品開発は ゆ るいベー スで進む。 展と国産機購入意欲に期待

向
① ロボ ッ トは55年 以降本 格化 、S60 ①電 機 メー カーの参入 が起 ってい るo ①10年 後一 現状 の5倍 に成長 見通

年400億 円見込 み ②市場が限定され、かっ受注生産型製 し(国 内 ユーザー の需要 動向 いか

今後の動向 品で あるため、 国内 では劇 的変化は ん).

起 こ らないo ② マ イコ ン普及 に よる新製 品開 発続

く

①NGの 内製 化が起 こって お り、技術

一

①デジタル思考型の技術を数多く必要 ①デジタル回路設計者を必要とする ①開発人員の強化
導入がさかん→人員増加 とす るo ②人員的に不足、新規採用を続けて ② ソフ ト人員 増加

② ハー ドエ ンジ ニア→ ソフ トエ ンジニア に い るo ③新機種開発競争激化

供
開発部門

転換

③ アナ ログ的技術 を要 しな くな ったo

③ アナ ログ技術 者は 自己学 習又 は再

教 育に よリデ ジタル技 術者 へ の転

給
換 をはか ってい る。

側
④ デザインオー トメーションが進行 中

に ① マイ コンNC化 率 が高 ま るにつれ、 ① 機械 の技 能工 を要 しな くな って きて ①工程作業者は再教育で対処 ①技術再教育がさかん

技能工の仕事は減少するo い るo ②人員的には変化なし ② マイコ ン導入 に よる人 員的減 少は
お

②機械部品点数が大巾に減少o ②NCを こな し、 マ イ コ ン を ハ ソ ド リ ③ 職 人的 アナ ログ人間 → チー ム型 デ 微減(コ ン ピュー タ化 の時点 で転

げ 製造部門 ングで きる人が 必要。 ジ タル人 間 換された部分が多い)

る ③ ホ ワ イ トカ ラ ー と ブ ル ー カ ラ ー の 差 ④ フ レー ム関係 は外注 比率 が高い。 ③1人 当 り生産性 は高 くな って いる。

別が な くな って きた。
影

響
④ 絶対 数は徐 々に減 って ゆ く。

①受注型生産であり、販売体制に変化 ① 新 しい カテ ゴ リー の製 品 販売が ふ ① 全体的 傾向 と して、利 用者側 の シ
は ないが、電 機 メー カーの参 入に よ え、技術教育が必要 ステ ム体 系 を理解 してかか らなけ

販 売 ・メ ン り競 争は き び しくなってい るo ② マイ コン、 プ ロパ ーの知識 は特 に れば な らない ため、単 品販売 とは

テ ナンス 部 ② メ ンテ ナ ンスが 簡素化 して い く 必要 ない が、 シス テ ム全 体を理解 全 く異なる販売方法が必要

門 で き る人 間が必 要。 ② メンテナ ンスは簡 素化 の傾向 にあ

③ コ ン ピ ュ ー タ ・エ ン ジニ ア の ト レ り、保 守要員 はふ え ないo
一 二 ン グ の や り直 しo
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表6-2 工 業 用 製 品 へ の 応 用 に よ る 影 響(3)

分 野 製 造 自動 化 機 器 プ ロ セ ス 制 御 機 器 分 析 ・計 測 ・検 査 機 器
－AutOmated －AnalytlcalIrlstrumen七 ま と め

Manufacturing一 －PrOcessCOntrols一 「PestEpu1Pment 一

そ の 他 ①金 物部 品、 フ レームの大幅 節減 に よ ①外 注先 、 メ ンテ ナンス会 社 に もエ ①外注工場の技術革新進行中

関連部門

(外 注先

り、外注先の仕事減

②新技術導入を迫られているo

ンジニァ リン グの大変革 が起 こっ

て いる。

②高度知識集約型)→ 生き残る道

③高度設備集約型

供 含む) ②仕事の内容が変わる

給 ③新規設備投資が必要→人員はふえ

側
な いo

に

お

① 現状付 加価値 はNC機 メー カーの方

に増加

① ローテ ー ション と再教 育で対 処 して

いるo

② 技 術者 の方 も新技 術を受 け入れ ざ 1霧籔__
①高性能、価格低下傾向により需要

が伸びているが、売上げ高確保の

ため量産化と新機種開発が続行す
け るを得 ない 自己学習 るo

る ③システム技術の基礎があるため転換 ③開発部門は人材不足一新規採用、 ②現状では供給側での人材の絶対数

影 は さほ ど難 しくないo但 し新機種開 中途採用、企業内技術者の再教育 が不 足気味 で あるが、 人員 はで き

響
企業対応策 発には新 しい人材必要o に よ り補 うo るだ けお さえてい くo(売 上げ5

④ 新 しい需 要 を掘 りお こす必要 あ りo ④管理者も含めた本格的技術再教育 倍に対して人員2倍)

が 必要 とな って きたo(転 換は き ③技能上の再教育、配置転換は今後
わめて困難) とも続 くo

、 ⑤新機種開発には新規人材でないと

対 応で きないoそ れ も絶対 数不足

⑥技能工の処遇が問題視されている

利
① 機械式工 作機→ メー カーへ の影響 が ① ミニ コ ン制 御 に よ る コン ト ロー ラ ー ① 在来 コン ピュー タ型機 器 ① 工業 分野 では 省力化の ニーズが 高

代替される 懸念 され るo 一 計 測 器 メー カ ー は マ イ コ ン導 入
くす で に コ ン ピ ュー タ化 に よ る シ

用 機 器 等 に積極的→旧式機器製造停止 ステ ムが導入 されてい るo

側 ② 全 分野 にわた りマ イコ ン化 して し ② マ イコン機 器導 入に よ り、在来 シ

に まう→時間の問題 ス テ ムの代替が起 る。

お

け

る

①NO機 導 入に よる省 力効果 大

(1/3～1/5)

② マ イコン導入に よる効果 は判 明 しな

①数10人 の運用要員→2～3人 で済

む

②計装特殊技術不要 鞍 鑑」噺技…
① 製造 工程 の部 分 自動化は過 去10

年来 進 め られ てきてい るが、 マイ

コ ンの登場 に よ り完全 自動 化が可

影 省 力効果
)へo ③ ミニ コン時 代の専 用要 員は不要 専用要員 能 にな りつつ ある。

響
④ 絶対数← ユーザ ー も自動 化 を 目指 し ④ 絶対 数は 減少← ユーザ ー も省力化 ② メ ー カー 、 ユー ザ ー 双 方 で 省 力 化

て いるo を 目指 してい る。 を 目指 して お り、 今後更 に 自動化

⑤自動計測の場合人員1/㌔ で済む が進 む と思われ る。
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表6-2 工 業 用 製 品 へ の 応 用 に よ る 影 響(4)

分 野 製 造 自 動 化 機 器 プ ロ セ ス 制 御 機 器 分 析 ・計 測 、 検 査 機 器
－AutOlnated －AnalyticalInstrument ま と め

Maロufucturing一 －Proce8sContro] .S一 TestEquipment一

利 ①工作機操作人員2～3人/台 ① 上位 に コン ピュー タが あ る場合 ①最低減運用要員は必要 ① マイ コン導入に より熟練度 を要 し

用 受 げ入れ やすい 一2～3人 ② コン ピュー タ知識 、計測 特殊技 術 ない作業 にかわ る。
お側

けに
る

必 要 な

要 員

②利用現場が過酷な作業環境にあるた

め人員は少

を要しない→熟練不要 ②中小企業の熟練人材不足を解消す
るo

影 ③少数の人でより精密な製品製造が

響 可 能 とな るo

①NC化 、 マ イコ ン化に乗 りお くれ た ①測定、検査自動化の波は中小企業

工機 メー カーへ の影響 に も及ん でい る

(リ ー ス制 の対 象)

②中進国への輸出は活発化していな
いo賃 金 レベ ル(日 本 の40%)

そ の 他
に勝 て ないo

③ 先 進国へ の輸 出は中 級機 で伸 び、
意 見 等

高 級 機 は ビ ュ ー レ ッ ト ・パ ッ カ ー

ド社

④国産高級機は国内市場で活発化

⑤ マ イコン普及 に よる新 製 品需要 が

増大

⑥ 開発 ニーズは 当分続 く



6.5事 務 用 製 品 へ の 応 用

マ イク ロ コ ン ピ ュー タの事 務機 器 分 野 へ の応 用 は,現 在,過 速度 的 に広 が り,

成 長 しつ つ あ る。 事 務 分野 は マ イク ロコ ン ピ ュー タ の量 産性 を維持 す る上 での

最 初 の大 口需要 部 門 で あ り,電 子 式 金 銭 登録 機(ECR),卓 上計 算 機 な ど計

算 機 を 中心 と した ス タン ド・ア ロン型 機 器 が そ の役 割 をにな っ た。

ご く最 近,事 務 処 理 自動 化(オ フ ィスオ ー トメー シ ョン)の 思想 が 日本 で も

注 目され は じめ,こ ∪分 野 での応 用 技術 は,機 器 の複 合 化,シ ス テ ム化 を前 提

に進 展 して い く と予想 され て い る。 しか し現 在 ま で の ところ,マ イク ロ コ ンピ

ュー タ応 用 に よる事 務 機 器 の機 能 変 化 は,一 般 事務 用,商 業 事務 用,駅 務 用 と

もに ス タ ン ド ・ア ロン型 に顕 著 で ある。 これ らは,マ イク ロコ ン ピュー タの応

用 に よ り高 速 性,信 頼 性,操 作 性 の 向上 を達 成 し,製 品 の普 及 もは や く,需 要

が飛 躍 的 に伸 び,か つ,製 品 の低 価 格 化 を も実 現 してい る。

本 項 では,一 般 事 務 用 と して 多数 の機 種 の 中 か ら従来 は 機械 技 術 が主体 だ っ

た複 写機,フ ァク シ ミ リを と りあげ,商 業 用 と して店頭 事務 機 で あるECR,

POSタ ー ミナ ル を,特 殊 用 途 と して駅 務 自動 化 機 器 を と り あげ た。 機器 の効

用,影 響 はそ れぞ れ に異 な っ てい る。

6.3.1全 体 動 向

(1)一 般 事 務 用 機 器

・一 般 事 務 用 機 器 へ の マ イク ロコ ン ピュー タの応 用 は ,機 器 の性能,信 頼 性,

操 作 性 の 向 上 を もた ら し,低 価格 化 と ともに急 激 な需要 の拡 大 を もた ら した。

PPC複 写 機,フ ァク シ ミ リの マ イク ロコ ン ピ ュー タ応 用製 品は,発 売以 来

メー カー ベ ー ス で年 率30%～50%の 成 長 を示 した と伝え られ てい る。

・現 在 ,機 器 メー カーは,ス タン ド・プ ロン型 機 器 を中心 に,激 しい市場 競 争

を展 開 して い る。 複 写 機,フ ァ ク シ ミ リの新 機種 開発頻度 は1社 年間平均1.5

～2機 種 と言 わ れ る。 今後 も新 しい能 力 を もっ た製 品が 次 々に登場 しメー カ

ー ・ユ ー ザ ー双 方 に影 響 を及 ぼ す と予 想 され る
。

一115一



表6-3複 写 機 価 格 帯

普 及 型 中 速 機 高 速 機 超 高 速 機

コ ピース ピー ド(毎 分) 10枚 前後 15枚 ～30枚 30枚 ～50枚 60枚 以 上

本 体 価 格 50万 円前後
50万 円 ～

100万 円

100万 円 ～

150万 円
200万 円以上

コ ピ ー 量/月 3,000枚 以 下 3,000枚 ～1万 枚 5,000枚 ～3万 枚 3万 円以上

備 考

マイコン化不要 4ビ ッ トで2K

バ イ ト程 度

4ビ ッ ト,8ビ

ット,八 一 ドロジ

・ク一 体 の も の

4Kバ イ ト以 上

4ビ ッ ト,8ビ

ッ トの 組 合 せ

資料:(社)日 本電子工業振興協会

図6-2
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の ノノ116
371108ノ

・'r25117/

1(B989774

89 田60

静電 式)

9101716

404142434445464748495051525354

年 予測

実 績

表6-4フ ァク シ ミリ・搬送装置 ・通信機器用部品の生 産推移

(単 位 億円)

年 度
45 46 47 48 49 50 51 52

予 測

53 54 55

ファク シ ミリ

搬 送 装 置

通信機器用部品

45

627

557

38

649

547

50

828

666

70

951

873

123

898

544

122

1,040

524

234

1,087

587

323

1,155

549

430

1,300

518

550

1,390

495

715

1,490

475

資料:通 産省「生産動態統計調査 」

「通信機器需要予測」
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(2)商 業用'罫務 機

・商業 用 事務 機 では ,EORと 計量 販 売 に用 す るttは か り"が これ ま での 主要

製 品 で あっ た。 マ イク ロコ ン ピュー タ応 用 に よ り性能 向 上,低 価格 化 が 相 次

い でお り,開 発競 争 が 従来 以 上 に激 しくなっ てい る。

・はか り,ECRの 国 内需 要 は一 巡 した感 が あ り,今 後 は多機能 化 に よっ て,

これ か らの 商業事 務 機 の主 流 と 目され るPOSシ ス テ ムに移行 す る と見 られ

て い る。POSシ ス テ ムは商 業 事務 の 自働化 を可能 とさせ る シス テ ムで あ り,

マ イク ロコン ピュー タ応 用 に よ リ ター ミナ ル ,ス キ ャ ナー と もに完成 度 を高

めて い る。 普及 が 本格 化 す れ ば ユ ー ザ ー企業 に大 き な変 革 が 予想 され る。

表6-5ECR市 場 統 計(単 位:百 万円)

＼ 生 産

台 数/金 額

出 荷

台数/金 額
輸 出

台数/金 額
内 需

台数/金 額

46年 ※4,0002,400 ※2,0001,300 00 ※2,0001,300

47年 ※7,0003,600 ※7,0004.000 ※1,500700 ※5,5003.300

48年 ※21,00010,500 ※20,00011,400 ※4,0002,000 ※16,0009,400

49年 ※38,00020,500 ※33,00018,300 ※13,0006,000 ※20,00012,300

50年 56,96121,535 57,32121,545 ※27,3218,545 ※30,00013,000

51年 249,30048,869 238,21846,676 175,23231,718 62,98614,958

52年 547,68469,379 540,26468,578 428,19051,459 . 112,07417,119

53年 680,04070,987 665,41769,095 493,89845,047 171,51924,048

資料:日 本事務機工業会

※は推定。

(百億円)図6-3

10

0

POSシ ス テ ム需 要 予 測

5253545556

資 料:(社)日 本 電 子 工 業 振 興 協 会
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(3)駅 務 自動 化機 器

・駅 務 用 機器 は ,機 械制 御 に よる 自動 券 売 機 の登場 に始 まb(1965～75),

自動 改 札 機 の登 場 で駅 務 自動fヒ に近 づ い た。 マ イク ロ コン ピ ュー タに よる効

用 は,運 賃改 正 時 の作業 効率 向上,耐 久 性 の 向 上,シ ス テ ム変 更 の容 易 化 な

どで あるが,券 売機 の印字 シス テ ム改 善 等 に より利 用 者へ の サ ー ビス ・レベ

ルの 向上 に もつ なが って い る。 需 要 面 か らみれ ば券 売 機 は買換 え需要 が 主 で

ある。

6.3.2機 器 メ ー カ ーへ の イ ンパ ク ト

(1)開 発 ・設 計部 門

・新 機種 開 発 の活 発 化 に より,一 般 事 務機,商 業 事 務機 分野 では,電 子 系技 術

者,ソ フ トウェ ア技 術 者 の人 員が増 加 して い る。 機 械 系人 員 の増 減 は ない。

・一 般 事務 機 の場 合,メ ー カー間 で短 期 開 発競 争 が展 開 され てお り,開 発 力強

化 の ため シス テ ム ・エ ンジニ ア とプ ログ ラマー の新 規 採 用 が盛 ん で あ る。 複

写 機,フ ァク シ ミ リは光 学,化 学,機 械 技術 等 に依存 す る部 分 が 多 く,在 来

技 術者 の減 少 は な い。 た だ し,新 規採 用者 へ の製 品技 術 教 育 に約2年 を要 す

る ため,開 発 必 要 人 員 を確保 す る上 で在 来 技 術者 へ の ソ フ ト技 術再 教 育 が積

極 的 に行 われ て い る。

・商 業 事務 機 の市 場競 争 は数年 来続 き,低 価 格,量 販 に よ リメー カー の上位 集

中化 が 定着 して い る。

・あ る上 位 メー カー では、"5年 前 に 比較 して 開発 ・設計 人 員 は約2倍 に増 加

し,新 しい人材 は すべ て電 子 系技 術 者 で あっ た。"と 報 告 して い る。 特 に シ

ス テ ム ・エ ン ジニ ア とプ ログ ラマーが 必要 とされ た。

・機 械 系技 術 者 は,現 在 開 発部 門全 体 の2割 位 に な って い るが,過 去5年 間 で

の増 減 は な か っ た と言 われ る。

・POSシ ス テ ムへ の移行 過程 で更 に 人員増 が 予想 され て い るが,開 発競 争が

続 くか ぎ り,ソ フ トウェア技 術 者 の採 用 は続 くと見 られ て い る。
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・人 材 不足 に備 え ,回 路 設計,回 路組 立人 員 を ソ フ トウェア技術 者 に転 換 した

り,シ ス テ ム ・エ ン ジニ ア リング部 門 を新 設 し,企 業内及 び 関連 業者へ の技

術 教 育 を実施 す る な どの対応 策 が講 じ られて い る。

・駅 務 自動 化機 器 の場合,需 要 が 安定 的 で ある 上に ,メ ー カー,ユ ー ザ ー と も

に 限 られ て い る ため,劇 的 な変 化 は起 こって い な いo

・マ イク ロコ ン ピ ュー タ応用 に あた って は社 内 の電 子 技術 者 を再 教 育 し
,ソ フ

トウ ェア技 術 者 に転 換 させ たが,外 部 か らの人 材採 用 は行 っ てい ない。

(2)製 造部 門

・部 品 の集 約 化 に よリ工程 短 縮 ,工 数減 が 発生 し,ま た検 査工 程 が簡 略 化 され

た。 これ に よ り製 造 部 門 の人 員 に若干 の増 減 が見 られ るが,機 器 の種 類,需

要 との関 係 に大 き く左 右 され てい る。

・一般 事 務 機 で は需 要増 に もか かわ らず ,工 程 の短 縮,設 備 集 約 化 に よ リ工程

作業 人 員 は 多 少減 少 して い る。検 査 工程 で は検 査 は簡略 化 したが,化 学,光

学,機 械 等 在 来 技 術分 野 に人 を要 す るた め人 員減 は ない。 仕 事量 の増 加 に 耐

え られ る生 産 体 制 が と られ てい る。

・商業 事務 機 は ,複 写 機 や フ ァク シ ミ リに比 べ よ り電 子 的 で あ り,工 程 での単

純 作 業 の大 幅 削 減 と と もに,自 動 化 が進 め られ てい る。 工程 作 業者 は非 熟練

労 働 者 に とっ てか わ り,パ ー トタ イム労 働 者 で対 応 で きる よ うに なっ た。 従

来 の作業 者 は,配 置 転換 に よ り他 の生産 ライ ンに移 るか,新 しい職務 につ い

て い る。 な お検 査工 程 は簡 略 化 され たが 人 員 の変 動 は な い。

・駅 務 自動 化 機 器 は ,在 来 の生産 ラ インで工 数 減が 発 生 して い るが,同 時 に ソ

フ トウェア技 術者 を要 した ため,人 員数 には変 化 は な い。 現場 レベ ル では従

来 の ブル ー カ ラー とホ ワ イ トカ ラーの区 別 が な くなっ て きて い る。

(3)販 売 ・メン テ ナ ンス部 門

・将 来 の事 務 シス テ ム 化 傾 向 に備 え ,単 品 販 売 か ら,シ ステ ム志 向販 売へ と

意識 の転 換 が は か られ て い る。 これ に よ り,ユ ーザ ー業 務 の知 識 とマ イ ク ロ

コ ン ピ ュー タ応用 機 器 の知 識 の必 要性 が 高 ま り,エ ン ジニア リン グ教 育 が盛
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ん にな って い る。 需 要増 に よ り全 般 に人員 は増 加 して い る。

・一般 事 務 機 の場 合 ,販 売 競 争 が激 化 して お り,販 売 員 の強 化,質 の向上 が急

務 とされ て い る。 製 品 の流通 は,自 社 系列 の販 売代理 店経 由が 多 く,代 理 店

へ の教 育 も活 発 に行 われ て い る。

・メンテ ナ ンス回 数 は大 幅 に減 少 してtoり ,か わ っ て メ ンテ ナ ンス要 員1人 当

リサ ー ビス台 数 が急 増 して い る。 メンテ ナ ンス そ の ものは 簡略 化 され て いる

が,サ ー ビス ・レベ ル を低 下 させ ない た め シス テ ム教 育 が 必要 とされ る。

・商 業事 務 機 は新 市場 開 拓 時期 で あ り,販 売 人 員 は増 加 して い る。 少 量単 品販

売 か ら大 量 シス テ ム販 売 に移 行 す る中 で技 術 力 を もっ た人 材 が 必要 とされ る。

・駅 務 自動 化機 器 では ,市 場 が限 定 され て お り,販 売 方式,メ ンテ ナ ンス方式

と も従来 どお りで ある。

6.5.5関 連 業 者 へ のイ ンパ ク ト

・大 手事 務 機 メー カー と電 機 メー カー の市場 占有率 が高 ま っ てお り既 存業 者

(メ ー カー)に 少 なか らぬ影 響 を与 え てい る。

・一般 事 務 機 は現 在 が競 争 時代 で あ り,他 業 種 か らの市場 参 入,撤 退 が 目立 っ

て い る。 但 し既 存業 界 に マ イ ナス影 響 が発 生 す る には至 っ てい ない。

・商 業事 務 機 の場 合 ,は か り,ECRは す で に上位 集 中 化が 定 着 し,既 存 のは

か り業 界 やECR開 発 の遅 れ た企 業 の経 営 悪 化 を もた らしてい る。

・POSシ ステ ム機器 は新製 品 で あ り,異 業 種 間 の開 発競 争 が 展 開 され て い る

段階 で あ る。 参 入企 業 は,電 機 メ「 カ ー,通 信機 器 メー カーが主 で あ る。

・従来 の機械 部 品 供給 メー カー や ,修 理 費 に依 存 してい た販 売 店 な どの仕事 量

が減 少 して お り,特 には か り業 界 で影 響 が大 きい。

・応用 機 器 メー カーの販 売 代理 店 で エ ン ジ ニア リング の変 革 が 起 こっ てお り,

また需 要増 に伴 い,代 理 店 で も人 員 増 加 傾 向 に ある。 なお,こ の分 野 での エ

ン ジニ ア リング教 育 は メー カー負 担 で 行 わ れ てい る。
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6.5.4ユ ーザ ー企 業 へ の イ ンパ ク ト

・旧式事 務 機 は価 格 面 ,性 能 面,維 持 費 の面 で新 機種 に代 替 され る余 地 は 十 分

ある。 しか し,新 機 種 に よる人員 面 での 省 力化 効果 は,目 標 値 でみ て もさほ

ど高 くは な い。

・一 般 事 務 機 器 の場 合 ,新 機 種 利 用 に よ り作 業 時間 の短 縮,専 任 オ ペ レー ター

の不 要 化 が期 待 され るが,通 常 の オ フ ィス業 務 では作業 の分 化 はそ れ ほ ど明

確 では な く,生 産性 はは か りが た いo

・商業 事 務 機 では ,POS導 入 の場 合,大 型 量 販 店,百 貨 店 等 多数 の キ ャ ッ

シ ャー をか か え てい る企 業 での生 産 性 は ,ECRに 比 べ約20%向 上 と言 われ

て い る。 但 し,小 型 小 売 店 あ るいは チ ェー ン店 での導入 の場合 ,店 頭 におけ

る作業 の人 員 面 で の省 力 効果 は ほ とん どない。

表6-7チ ェ ック ・ア ウ トの 生 産 性 比 較

洪 手 打 レ ジ ス タ ー

(ECR)

スキャンニング ・レジスター

(POS) 比 率

登 録

精 算

1個 当 たり241秒

1個 あた り1.802秒

1個 当 た り1.83秒

1個 当 た り2.13秒

75.9%

11&2%

合 計

修正値

4.212秒 396秒

(3632秒)

94.0%

(86.2%)

資 料:デ ー タ新 聞54.7.16

・一 般 事 務 機 商 業 事務 機 と も
,ス タ ン ド ・ア ・ン方 式 での導 入 で は運 用 要員

を必 要 と しな いが,ト ー タル ・シス テ ム を構成 す る場 合 には ,ホ ス ト ・コ ン

ピュ ー タ部 分 に要 員 が 必 要 で ある。

・駅 務 自動 化機 器 の ユ ーザ ー部 門 にお け る影 響 は
,改 札機 の普 及 に よ り顕 在 化

す る と思 わ れ る が,現 状 で は改 札人 員 の人 手 不足 が顕 著 な私鉄 企 業 で の導 入

が主 で あ り,こ れ ま で の と ころ 人員 減 には至 っ てい ない。
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表6-8 事 務 用 製 品 へ の 応 用 に よ る 影 響(1)

分 野
一 般 事 務 用 機 器 商 業 事 務 用 機 器 駅 務 自 動 化 機 器

－CommerclalBusiness －AutomatedStatlon ま と め
－BusinessMachlnes一 Machlnes一 Machlnes一

●乾式普 通紙複 写機(PPC) ・電 子料金 はか り ・自動 券 売機

応 用 製 品
・フ ァ ク シ ミ リ

・オ フ ィス ・コ ン ピュ ー タ

・電 子 レ ジス タ ー

.POSタ ー ミナ ル

(自 動改札機)

(ワ ー ド ・プ ロ セ ッサ ー)

昭和45年 ・は か り
、 レ ジ ス ター のIC化 は ほ ぼ ・メ カ ・自動券 売機 導入 さか ん

開 以前 完了

発 46年 (ECR時 代 に入 る)
・ 47

発 48 ・LSI使 用 フ ァ ク シ ミ リ開 発 ・はか りに マイコ ン導 入

士 49
瓦

経
50

51

・フ ァ ク シ ミ リに マ イ コ ン導 入 開 始

・オ フ コ ン に マ イ コ ン使 用

・ECRに マ イ コ ン 導 入

・マ イ コ ン導 入 機 開 発 ス タ ー ト

緯 52 .マ イコン複 写 機 、 マイコンファクシミリ ・分類集計器付はかり発売

53 発売 ・ロー ドセル方 式はか り発売 ・マ イコ ン導入 券売 機発売 開始

54
・POS開 発活 発化

複写機 はか り 券売機
一 自動 プレ ヒー ト方式→ 待 ち時間短 一単価 プ リセ ッ ト 一運賃改正作業の効率アップ

① ハー ドコス ト削減

縮 一表示停止機能 一耐久性 向上(特 に印刷 シス テ ム ②高性能化
一割 り込 み、連 続、 くりか え しコ ピ

一重量 の プ ログラム処理 部分) ③低価格化、小型化
一機能 ECR 一駅間移動可能→経済的 ④操作性アップ

応 用 メ リ ッ ト

一高信頼性 、低 価格化

ファ クシ ミ リ

一小型 化
、操 作性 向上、低 価格化

一商業 事務処理(レ シー ト発行、期

一印刷 、鮮 明度変 わ らず
一価格 はやS上 昇(20%ア ップ)

⑤新需要増加

一 エラー補正機 能 間集計) 改札機
一互換性向上 一 処 理 ス ピー ドア ッ プ 一改札 の 自動 化、但 し現 状 では、

'

一高速化 一開発期間の短縮 メ リッ ト評 価 で きないo
一低価格化 POS

一単品管理可能

WPを 除 き、国 際市場 で競争 激化 ・小売、 飲食、 サー ビス業対 象 ・鉄道運輸業 ・駅 務 を省 き、生 産性 向上 、省 力化

市
FAXは ユー ザーが 限定的 ・はか り、ECR→POSに 移行 傾向 一貫換需要が主 は今後の課題

場 〈加速度的成長〉 はか り(全 国)、 大手3社 で80%シ ェア
一駅務省力化はメカ式自動券売機導 ・はか りECRは 国 内→ 海外

動 需要動向 複写機52年 ～54年 で台数25倍
－S50年 以 降年4万 台 で横 ばい

入時(S40年 代)に ほぼ 完了 ・複写機 ファクシミリは国内 と海外で伸び

向 (傾 向) 年50%ア ップ)
一約50%輸 出 一今後は買換需要のみ ・POSは 今 後普及 の見通 し

(輸 出60%)

ファクシミリ 年30%ア ップ

(52年 一54年)

ECR
－マイコン導 入後年35%ア ップ

ー約60%輸 出

POSの 需要は これか ら(現状普及率10%)

・WPは 見通 し立たず

・オフコンは、・もソカロンピゴ タに移行?

〈 ヒア リング結果 〉
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表6-8 事 務 用 製 品 へ の 応 用 に よ る影 響(2)

分 野 一 般 事 務 用 機 器
商 業 事 務 用 機 器 駅 務 自 動 化 機 器

－CommerclalBuslness －AutomatedStatlon
ま と め

－BuSユneSsMachines一
Machlnes一 Machines一

市 ・新製品開発競争、低価格化競争の激 ・はか り、ECRの 国 内市場は ほ う和 ・徐 々に需要 増加 ・国 際競争 の中に あ り、 日本製 品 の
場
動
今後の傾向

化 が予想 され る。 (go%)
・POSに 力 を 入 れ る。

・新機種 の耐久 性 との 関係

マ イコ ン導 入機に よる大 きな変 化
競争力評価

向 は起 こ らないo

開 発部 門

① 年1.5～20台 の割 で新 職種 開発

② ソフ トウエア コス ト負担 は高 くな っ
てい るo

③ 複写機、FAXは メカ式機能 部分 が多
い こと もあ り、 人員 的 には増加

④ 現状 約50～60%が 電子 系

⑤1機 種 開発(約10人)

①需要増加、新機種開発により過去5
年間で人員約2倍(電 子系)
②SEと 大量のプログラマが必要
③開発は1人 専任→チーム分業型に移
行
④短期開発による人員増
⑤POS化 の過程で要員不足

①電子技術者を再教育→ソフト技術
者

②人員増はない。

① 新製 品開発 競争が おさ まれ ば コス
トダ ウン可 能→ 人員 固定

② 競争 が続 くか ぎり、人 員増力』
売上 げ伸 び率 に比例 しない。

(5:2)

③ 機 械 系の増 加は ないo

供

製 造部 門

① 作業時間短 縮→ 人員微 減

②検 査、調 整は楽 にな ったが、 人は 減
らない。 メカ部 分が残 ってい る。

① はか り一需 要 との関係 で人員増 加
②ECR－ 単純 作業 の大 巾削減

一量産 化

一パ ー ト化

①工数減
②ソフト技術者プラス

→人員数変化なし

① メカ機能の残る機種では人員増
②マイコン機能中心機器では質的転
換、自動化傾向

給
③専 用POS－ ライ ン自動化→人 員は

新しい仕事に
側 ④検査人員一定

に

澄

け

る

販 売 ・
メンテナンス

部 門

① 需要増 に よ り増 加

② ア フター ・サー ビス回数 減少
←刈 人当 リサー ビス台数増 加

③ 人員 的に変化 な し

④ サー ビス ・システ ム教 育 が必要
⑤ 販売競争激 化

①新市場、開拓のため人員強化
②技術力をもった販売人材が必要
③マイコン機器は特有のマーケティン
グが必要
④少量単品販売→大量システム販売

①販 売方 式、 メンテ ナ ンス とも従 来
と変 わ らずo

① 需要 増に よる人員増

② 単 品販売→ システ ム販売

③ 少量 販売→ 大量販売
④ メンテナ ンス→ フ リー メンテナ ン
ス化

⑤ 市場競 争激化→ 人員増

①販売代理店にも技術教育実施 ①海外進出さかん
影 そ の 他 単 品販 売→ システ ム販 売 ② 既存 の はか り業 界、 レジス ター業 界

響
関連部 門 ②電 機 メー カー か らの 市場参 入 さかん で電 子化、 マイ コン化 に遅 れた企業

の経営悪化

企業対応策

①開発人員強化

(新 人採用訓練(2年 位技術者再教育)

②製造は集約化
③配置転換は徐々に進めるo

① 回路 設計、 組立 人員 を ソフ ト技 術者
に転換(開 発部 門)

② システ ムエ ンジニ ア リン グ部 門を新
設企業 内及 び関連 業務 の技術教 育に

力 を入れ るo

③製 造部 門省 力化 一設備集 約化

① 置換 需要 分には、 これ まで の20
%減 の人 員で対処

② マ イ コン化率 は今 後拡大 す るが依
然 と して メ カ方 式機 能 が重要 な部

分 を占め るo

①技術教育は新入、中途採用を含め
すべて企業内で行なっているo
◇→外部にソフト技術者を養成する

機関がない
②開発部門のソフト技術者増加
③製造部門人員微減

④機械系要員の再教育 ④販売人員微増
⑤SE、 プ ログラマは量 的に拡大 す る。

企業内 で教育 す る しか ない。
⑤ メ ンテ ナ ンス人 員一変わ らず
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表6-8 事 務 用 製 品へ の 応 用 に よ る 影 響(3)

分 野 一 般 事 務 用 機 器 商 業 事 務 用 機 器 駅 務 自 動 化 機 器
－Co皿merclalBUSlness －Auto皿atedStation ま と め

－BuslnessMachlnes一 Machlnes一 Machlnes一

複写機 は か り 特 にな し ①旧式事務機は、価格面、性能面で
一 青 焼 き コ ピー マ シ ン 一ア ナ ログ式 バ ネは か り 新機種に代替される余地十分
一1日 式PPC EOR ② 一般 事務部 門で は シス テム化は、
フ ァ ク シ ミ リ 一 メ カ式 レ ジ ス タ ー これから単品で代替

代替される 一 テ レ ッ ク ス 一1日式ECR(価 格、 性能 面で格 段 ③商業部門はシステムで代替

機 器 一社 内便 の差)
利 一在来 ファク シ ミリ POS

用
－EGR

一旧式POSチ ェ ックア ウ ト装置

側 一在来伝票発行機

に
①作業時間短縮 は か り、EOR ①私鉄系では過去の導入時には人手 ①性能面が強調され省力効果は判明

お ②伝達時間短縮 一1人 当 り、販 売高 向上 不 足、券 売機 導入 に よ り乗 り切 るo しないo

け ③コピー専用職員不要
一処理時間短縮 一余 剰 人員は他 事業 に まわ した。 ② しか し、操 作の簡便性 、事 務処理

④ タイプ修正短 縮 一タ イ ピス ト減 一メ カ式 に比べ1/5の 人 員 ②電子式券売機では省力効果ははっ の合 理化 に よリシステ ム導 入に よ

る
省 力効果

⑤ テ レ ックス オペ レー タ減 POS

－ チ ェ ック ア ウ ト生 産 性10%ア ッ
き り出ないo
・料 金改 正時、 徹夜 作業 の削除

る効 果は20%～30%と 言われ

るo
影 プ(EORに 比較 して) (月1回)

響
一事務処理効率大 ・駅務事務の能率向上
－POS新 規 導入の場 合

(売 上 げデ ー タの集 計、 公報 業

人員30%減 務)

複写機 はか り、ECR ① 駅務 は3交 代制 にな って お り運 用、①システム化の場合運用要員が必要
一利 用形態 の変化→ パー ソナ ル化 一パー ト化 可能 管理 上、最 低3人 は必 要、 管理 上 ②一 般 事務部 門の場合 コン ピュー タ
フ ァ ク シ ミ リ POS 引 きつ ぎが楽 にな ってい るo 要員が社内にいるため特に問題に

必要な要員 一 システ ム化 の場 合は要 員必要 一シス テム導入 の場合 はス トア ・コ な らないo
一 ス タン ドア ロン型 では不 要 ン トロールに要 員必要 ③商業部門も同様

一ス タン ド・ア ロン型 の場合 不要

一パー ト導入可能

①印刷業務の減少により軽印刷業者へ ① アナ ログ式はか り問屋 の撤退
の影響が予想される ② 修理 費依存 型の メンテ ナ ンス部門の

収益減少
そ の 他 意 見 ③輸出急増に伴う海外からの規制強化



6.4民 生 用 製 品 へ の 応 用

民生 用 分野 では,家 電 製 品 をは じめ,電 卓,時 計,ミ シ ン,玩 具 な どあ り と

あ らゆ る製 品 が マ イ ク ・ コ ン ピュー タの応 用領 域 となっ てお り,機 器 の性 能 向

上,機 能 の複雑 ・多様 化 が そ の操 作 性 を損 うこ とな く実 現 して い る。

本項 では,メ カ トロニ クス(機 械 の電 子 化)の 原点 と言 わ れ る腕 時 計,マ イ

ク ロコン ピ ュー タ機 能 そ の もの の製 品化 とい わ ゆ る カー ド式 電 卓 ,並 び に マ イ

ク ロコン ピ ュー タが機 能 部 品 と して利 用 され始 め た ミシンを取 りあげたが ,マ イ

ク ・コン ピュー タの応 用 に よる影 響 が異 なった形 で ,最 も顕 著 に現 わ れ て い る

ため で あるo

6.4.1全 体 動 向

(1)時 計

・腕 時 計 の電 子 化(エC化)は
,昭 和44年 の アナ ・グクォー ツ時 計 の登場 に は

じま る。 価格 が 高 く,普 及 は ゆ ったりしたペースで進 ん だ が,昭 和50年 ,低

価格,高 性能 の デ ジ タ ル クォ ー ツ登場 以 来,普 及 の速度 は急 速 に早 ま っ た。

マ イク ・コ ン ピュ ー タ応 用 に よるデ ジタノレク ォー ツは精 度 向 上
,操 作 の簡 便

性,低 価 格 化,多 機 能 化 を実 現 したが,時 計 メー カ ーに とっ て は部 品点 数 の

大 幅 削減 に よる工 数 減,設 備集 約化 が達 成 され た。

図6-3日 本 の腕時計の機種別生産 推移

剛 冒蓼翻 一
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一
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(2)電 卓

・カー ド式 電卓 は ,業 務 用 か ら民 生 用 に移行 しパ ー ソナ ル ユー ズ と して,今 や

生 活 必需 品 化 して い る。 マ イク ロコ ンピ ュー タの応 用 は,昭 和52年 で あ り,

そ れ に よ リ メ モ リの 大 容 量 化,演 算 機 能 の多様 化,制 御 機 構 の充 実,多 機

能 化 に加 え,低 価 格 化 が 一層 進 ん だ。昭和50年 に,電 子 回 路 フィルムの開 発

に成 功 し,生 産 ラ イ ンを 自動 化 したが,マ イ コンチ ップの採 用 に より,設 計

か ら,生 産,検 査 ま で一 貫 自動生 産 が可 能 とな っ た。 これ ま で に電 卓 の需 要

は一 巡 し,今 後 は 安定 的 に推 移 す る もの と予想 され てい る。

図6-4電 卓主力商品 の価格,重 量 の推移

(万円)
60

ンヤープ「CS-10A」
トランジスタ式(35kg)

カシオ 「001」

トランジスタ方式(17kの

カ シ オ「AL-1000」

IC採 用(Skg)

シャー プ「CS-16A」

工C採 用(13kg)

シ ャー プ 「GT-8DＬ

LSI採 用(4kg)

39年

カ シ オ 「 ミご 」

LS工

41 43

カ シオ 「AS-AＬ

LS工 採 用(1.7kg)

45

)
952

」

(

ー

ズ

ー

イ

8

サ
ー
ト

M

－

「

力沈
カ

マ

シ ャ ー プ 「EL-8130」

タ ッチ キー方 式(60g)

シャー プ 「EL-805」

液 晶表 示板 採用(200g)

47 49 51 53

資料:日 本経済新 聞社 「メカトロニクス 」
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(3)ミ シ ン

・ミシ ンの電 子 化 は ,比 較 的遅 く,昭 和50年 で あ リマイク ロコンピ ュ一 夕の応

用は昭和54年 である。 カム駆 動 装 置 が マ イク ロコ ン ピ ュー タに置 き換 え られ

た こ とに よ り,信 頼 性,耐 久性,消 音 化,模 様縫 い の多様 化 を実現 した。 価

格 はや や上 昇 気 味 で あ り,需 要 の伸 び は ま だ未 知数 で あ る。

図6-5家 庭用 ミシンの国 内向け 出荷 台数推移

(万台)
160

140

120

100

60

40

20

4647

6.4.2.機 器 メ ーカ ーへ の イ ンパ ク ト

(1)開 発 ・設 計 部 門

・機械 製 品 と電子 系製 品 の両 方 を生産 して い る時 計 ,ミ シ ンメー カーで は開

発 設計 人 員 も混合 構 成 で あるが,新 機 種 開 発 は電 子 系技 術 者 が主 体 となっ

て い るo

・時計 のデ ジ タル化 に さい し,機 械,精 密 系人 材 の再教 育 を行 い,一 方 では,

情 報 処 理 技術 者 の採 用 をふや した。 マ イク ロ コ ン ピュー タ部 品 を内製 化 し

た こ とに よ り,あ る メー カー で は 現 在,電 子 及 び 情 報 処 理 技 術者 は,技
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術 部 門 人材 の7割 を 占 め る と言 わ れ る。 また,"ア ナ ログ思考 の人 間 をデ

ジ タル思考 に変 え るのは,き わ めて 困難 で あ り,技 術 再 教 育 に も限度 が あ

る"と 報告 され て い る。

・電 卓 では ,設 計部 分 に も自動 化 の波 が 押 し寄 せ てお り,人 員増 は ない。 技

術 者 は,新 規製 品開 発 に取 り くん で い る。

・ミシンの場 合 は,機 械 機 能 部 分 が大 部 分 で あ り,機 械 技 術者 と電子 技 術者

に よる開発 チー ムを結成 し,新 機 種 開 発 に あたっ て い る。 人員 は や や増 加

している 。昭和45年 頃 か ら電子 化時 代 を 目指 して相 当 の電子 系 技術 者 を採

用 して きてお り,す で に10年 を経 て い るが,マ イク ロコ ン ピュー タ採 用

時 に開発 技 術者,管 理 者 を対 象 に デ ジ タル技 術教 育 を行 っ た。

(2)製 造 部 門

・時 計,電 卓 の生 産 ライ ンは大 幅 に集 約 化 され た。 ミシ ンは ,現 状 で は従 前

と変 わ っ てい な いo

・時 計部 品 は ,デ ジタル化 に よっ て吉 に削減 され,生 産 ライ ンの人員 は大幅

に減 少 した。 メー カー で は,製 品 の多 角化 を進 め る ことに よ り配 置 転 換 を

行 い,雇 用 を維 持 して い る。

・電 卓 の ラ インは ,完 全 自動 化 され,製 品検 査 工程 を含 め人 的 介在 は な い。

従 来 の作業 者 は,新 機 器 ライ ンに配置 転 換 され た。

・ミシ ンの場 合 ,未 だ量 産 体 制 に はい っ て い ない た め,在 来 電子 ミシ ン と併

行 生 産 して い る。 需 要 が増 加 して も,人 員 を増 や さず設 備 集 約 化 に よって

対処 す る計 画 と言 われ る。

(3)販 売 ・メ ンテ ナ ンス部 門

・時計,電 卓 は大量 生 産,大 量 販 売製 品 と化 した。

・時 計 は 従来 高 額商 品 で あ り,貴 金 属店 ・専 門店 経 路 で販 売 して い たが,デ

ジ タル時計 に よ り,販 売体 制 に大 き な変 化 が起 こって い る。 ま た,電 機 メ

ー カーの参 入 に より価 格競 争 が激 化 し,販 売 方法 そ の もの の改 善 が 迫 ま ら

れ て い る。 人 員 的 に は現 在 の と ころ変 化 は ない。
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・電 卓 の場 合 も同 様 ,量 販 型 販売 方 法 に切 りかえ られた が,人 員 面 では影 響

は ない。

・ ミシ ンの場 合 は ,現 段 階 で の影 響 は ない。

6.4.5関 連業 者 へ のイ ンパ ク ト

・時計 の機械 ・精 密部 品 メー カー,時 計 専 用 の工機 ・工 具 メ ー カー に大 きな影

響 を及 ぼ し,ま た販 売 店 に も影響 が及 ん で い る。

・時 計 の需 要 は増 え たが ,部 品,工 具 メー カー の仕事 量 は 大 幅 に減 少 した。 こ

れ に対 し,メ ー カー系 列 の業 者 は,メ ー カーの製 品 多 角 化 に協 力 し,協 力関

系 を保 っ てい る。

・時 計 の低 価格 化 に より販 売 マ ー ジ ンが下 が り
,小 売 店 の収 益 が低 下 して いる。

従来,修 理 代 に よる収 益 もあ った が,デ ジ タル時計 で はそ れ も発 生 しない た

め 時計専 門店 では,経 営 悪 化 の おそ れ が ある。

・電 卓 では低 価格 競 争 の激 化 に よ り,メ ー カー の上位 集 中化 が お こっ た。 この

た め,数 多 くあっ た電卓 メー カー も,大 部 分が市 場 か らの撤 退 を よぎな くさ

れ てい るo

・ミ シンの場 合 ,部 品 の外 注 率 が 高 く現 在以 上 に電 子 化 が進 み マ イ コ ン ミ シン

の ウエイ トが高 まっ た 場 合,部 品 メー カー に与 え る影 響 が懸 念 さ れ る。
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表6-9 民 生 用 製 品 へ の 応 用 に よ る影 響(1)

分 野 時 計 電 卓 ミ シ ン

応 用 製 品 デ ジ タ ル ・ク オ ー ツ カー ド式電卓 マ イ コ ン 応 用 ミ シ ン

昭和45年 S40年 クォー ツ時計 開発 S44年 までにLS工 電 卓普 及

開 以前 S44年 クオー ソ時計発 表

発
・

46年

47
発 48

・cOM化 電 卓

売 49

経 50

51
:1鶏 鍾 量(電子回路フ借 用)

・電 子 ミシ ン発売

緯
52

・マイコン導入5糀 仇 カー ド電 卓登 場

53

54
・マ イ コ ン ミシ ン発 売

①精度向上
・メモ リーの 大容量化 カム駆動装 置 をマ イ コンチ ップに置 き

②操作の簡便性 ・演算機能の多様化 換えた

③低価格化、多機能化 ・制御機 構 ・故 障が 少な い

応 用 メ リ ッ ト
④工数減少 ・多 機 能 化 一 時 計

、 カ レ ン ダ ー、 ア ラ
ー ム
、 タ イ マ ー 付 な ど

・摩 も うしない
・音 が静 か

・低価格 化 ・模様の多様化

・チ ップ導入 に よ って生産 の 自動化 が ・価 格は やや 上昇(20%ア ップ)

進んだ

市場特性
・腕時計 の40%以 上が電 子化

そ の うちデ ジ タル式1/2

・業務用から民生用に移行 した機種 ・マイ コン ・ミシンは まだ市場動 向 を

見 てい る段階

① 全世 界 年 間約 ⑤500万 台(53年) ・ミシン普 及率85%(国 内)

うち4,000万 台(60%)を 日本 で ・54年 出 荷 量 の 内、 マ イ コ ン ミ シ ン

市 供給(53年) 10%

② 国 内生産S53年4200万 台
S54年4500万 台

場 ③需要は安定型に移行すると見られる。

動

需 要動 向

向

・電 卓需 要は 一巡 した感 があ る ・ミシンの需要 は停滞

今後の動向 ・安定的推移 ・マ イゴン ミシ ンが どれ だけ需要 を喚

起するかは不明

〈 ヒア リング結果 〉
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表6-9 民生用製品への応用に よる影響 ②

分 野
時 計 電 卓 ミ シ ン

① マ イコ ン部 品の内製 化 に より雇 用維 ①設計部分も自動化が進んでいる。 ① 電子 系4割 、機械 系6割 の構 成

開 発部 門
持

②設計者は不足気味

② 電 子 ミシ ン開発 チー ムで マイ コン ミ
シン開発 を進 めて る。

③ 機 械 ・精 密系8割 →3～4割 に減 ③ メカ機 能 が 多い た め人員は 変化 な し

供 ①部品点数1/10 ①生産ラインは完全自動化 ① 需要増 加 に よ り人 員は 変わ らず。

給 製造部 門 ②検査工程短縮 (4秒/個 の割で生産) ②電 子 ミシ ンと併行 で生 産

側
③工程は大巾に省力化

に ① 低 価格化 に よ り販 売代理店 、小 売店、 ①必需品化しており大量販売 ① メンテ ナ ンス を要 しないた め マイコ

お 販 売 ・ に影響 ② マ イコ ンに よ る影響 はない。 ン ミシンが普及 すれ ば変わ るか もし

メンテナンス ② メンテ ナ ンス不要 ③ 低価格競 争が 続い てい る。 れ な い○
け 部 門 ③ 電 機 メー カー参入 に より競 争激化
る ④小売販売方法の変化

影
① ケース、 組立 は海外 で行 うた め国 内 ① 現状 では マ イコ ン化 の影響は でてい

響
そ の 他
関 連部 門

雇用減

②機械精密部品メーカーの仕事減

③収入の大半を修理代に頼っていた中

ないo

小商店の経営圧迫

① デ ジタル化移行 時点 で機械 ・精密 系 ①電 卓生産 の 自動 化 に より、技術 者 は ①S35年 頃か ら電 子化 時代 を 目指 し
人材 の再教 育 を行 ったo 新機種生 産に取 りくんでい る。 て、相 当の電 子 エンジニア を採 用 し

②電子系及び情報処理技術の採用を続 ② マ イコ ン化の進 む製 品の生 産は 自動 て きてい るoす でに10年 位 の キャ

け現在技術系人材の7割 を占めるo 化 が や りやす い。 リアo

企 業 対 応 策 ③ アナ ログ型 志 向の人 間 をデ ジタル志 ③量産 ・量販製品であり今や販売が強 ② マイ コン採 用時 に開発 エ ンジニ ア、
意 見 等 向に変 え るの は 、 極 め て 困 難 な こ

とo

化 され る時期。 管理 エ ン ジニ アの再教 育 を行 ったo

④従来の部品外注、組立外注先には、

多角化に協力してもらい関係を維持
してい るo



6.5ま と め

以 ⊥ の ケース か らマ イク ロ コン ピ ュー タの応 用 が 雇 用上 に与 え る影響 につ い

て,全 体 的 結 論 を導 き出す の は早計 で は あ るが ,メ ー カー及 び ユ ーザ ー に及ぼ

す 影響 を人 員 の増 減 で表 わ し,増 加 を プ ラス,減 少 をマ イナス と して整理 して

み る と下 記 の よ うで あ る。

メ ー カ ー ユ ー ザ ー

開 発
設 計 製 造

販 売

メンテナンス

部 品

メ ー カ ー

製 品 分 野
技術者

熟 練
作業者
単 純
作業者

○ 十 ○ △ 分析 ・計測機器 一 △ 一

十 △ 十 △ プロセス制御機器 △ △ 一

○ △ 十 十 製造自動化機器 一 △ △

○ △ ○ 十 一 般 事務機器 一 × ×

○ △ ○ △ 商業 事務機器
○(
pos) △ ×

十 . △ 十 十 駅務 自動化機器 一 一 ×

○ △ 十 △ 時 計 一 一 一

△ △ 十 一 電 卓 　 一 『'

○ × × × ミ シ ン 一 一 一

(注:lil驚㌶;㌫ ここ91量
× 未知数
一 該当せず

く メー カー〉

・マ イ ク ロ コ ン ピュー タ応 用 に よる影 響 は現 在 の と ころ機器 メー カー に顕 著

で あ る。 ケ ー ス ・ス タデ ィの限 られ た範 囲 で み れ ば開 発 ・設計 部 門 で技 術

転 換 と雇用 増 が 発 生 し,製 造 部 門 は総 じて人 員減,販 売 部 門は製 品需要 増

に よ り人員 増 加 の傾 向 に ある。 部 品供 給 メー カ ーで は,応 用機器 メー カー

の部 品集 約 化 に よ り仕 事 減 が発 生 して い る。

・開発 部 門 の プ ラスの傾 向 は,新 機 種 需要 に支 え られ て お り,内 部 的 には

・在来 技 術 者 の再 教 育,あ るいは 自己学 習 に よる新 技 術へ の転 向

{ ・新規 採 用
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に よる対応 が全 ケー ス にみ られ る。 新規 に必要 とされ る技 術 は,デ ジ タル

技 術 をベ ー ス と した情 報 処理 技 術(ソ フ トウ ェア技 術)で あ り,求 め られ

る人材 は デ ジ タル思 考 の システ ム ・エ ンジ ニア と大 量 の プ ログ ラマ ー とさ

れ て い る。 一企業 内技 術 教 育は 多 くは,外 部 に適 切 な ソ フ トウェア実 務 家養

成 機 関 が な い こ とに由来 す る。 開発 部門 の技 術者 は,自 社 内 の製 造,販 売

部 門 あ るい は販 売代 理 店,メ ンテ ナ ンス子 会社 あ るいは ユ ーザ ー な どへ の

技 術 教 育 を もに なっ て い る場 合 が 多 い。

・在来 技 術 者 は ,理 論 的 に は不要 とな るが,新 技 術 習得成 果 に対す る昇 進昇

格等の インセンテ ィブを配慮 してい るケースが多 く,一 般 に新技術の習得に意 欲

的で ある。 このため技術転換 が円滑に行われ,実 質的 な雇用減につ なが らない。

'製 造 部 門 では ・一 テ ー シ ・ンが さカ・ん で ある。 需 要靴 よる人 員糸織 も見

られ るが 長期 的 には 部 品集 約化,設 備 集約 化 に よ り,減 少 が明 白 で あ る。

現場 の ・一 テー シ ョンは 常時行 われ て い るが ,こ こで も作 業者 の再 教 育 が

行 わ れ,場 合 に よっ ては企 業 内職 種転 換 が はか られ る。

t販 売 部 門 の強 化 は;新 機 種 開発,需 要 増 に支 え られ た もの で あ り,企 業 の

戦 略 的要 因が 強 く働 い てい る。

・部 品 メー カーへ の影 響 は応 用 機器 の電子 化 レベ ル に左右 され るが
,い ず れ

にせ よ部 品集 約化 に よる何 らか の影響 は まぬが れ られ な い
。 多 くは技術 転

換 に よ り対処 す る しか な く,応 用 機器 メー カーの技 術 指導 をあお い でい る
。

〈 ユ ー ザー 〉

・全般 に ユ ーザ ーへ の影 響 は人 員減 で あ る
。 限 られ た分野,例 えば,測 定,

計 測,分 析,計 装 技術 者 へ の影 響 が比 較 的顕 著 に表 われ る可能 性 が あ るが
,

ユ ー ザー企 業 の省 力 化努 力 は
,将 来 の人員 増 を抑 え る方 向 に働 き現 状 人員

の減 少 を もた らす もの では な い。 人 員 はほ ぼ 自然趨 勢 で減 少推移 す る と予

想 され てい る。

・事 務 機 ユ ー ザ ーへ の 影響 は今 の と ころ未 知数 で あ るが
,機 器 の導 入 は将来

の人 員増 を抑 え る方 向 に働 くもの と思 われ る。
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Wマ イク ロコンピュータの応 用 に よる雇用変化の想定

は じ め に

本 章 は,事 例 調 査 結果 で得 られ た個 別 企業 の雇用 上 の変 化 の傾 向 を参 考 と し,

また応 用機 器 の機 能 向上,省 力効果 等 の情 報 を もとに,マ イ ク ロコ ン ピ ュー タ

の雇 用 へ の影響 の職 種別 将 来 展 望 を試 み た もので あるo

マ イク ロ コン ピ ュー タの応 用 が 本格 化 した機 器 が 少 な く,ま た,本 格 化 して

いて もまだ2～3年 の経 緯 で あ る ため,対 象 と した 職種 はサ ン プル の範 囲 で あ

り,ま た全体 に憶 測 の域 を出 て い ない。 この結 果 に よ り,雇 用へ の影 響 を総合

的 に見 る こ とは で きな いが,個 々の ケー ス の仮説 に よ り応 用 機器 の開 発 ・普及

が急速 に進ん だ場 合 に起 こ り うる変 化 に つ いて検 討 す る上 で参考 とな ろ う。

なお,雇 用上 の変 化(具 体 的 に は増減)が 生 じない と判 断 され る機 器 につい

ては,そ の利 用環 境 を分 析 し,考 察 を試 み てい る。

7.1情 報 処 理 技 術 者 の 推 移

(1)予 測 の前提

a)情 報処理技術者 の範囲 を次の とお りとす る。

・シス ァ ム エ ン シ ニ ア

・シス テ ム ア ナ リス ト

・プ ロ グ ラ マ ー

b)情 報 処 理 技 術 者 を 次 の2つ の カ テ ゴ リー に 分 類 す る。

・開 発 技 術 者(ア プ リケー シ ョン ・ソ フ トウ ェア ・エ ンジ ニア:ASE)

・利 用 技 術 者(ユ テ ラィゼ ー シ ョン ・ソフ トウェア.エ ンジニ ア:USE)

c)汎 用 コ ン ピ ュー タ等 の 需 要 拡 大 に 伴 う利 用 技 術 者(従 来 の 情 報 処 理 技 術

者)は,昭 和47年 度 よ り昭 和60年 度 末 ま で 年 平 均 伸 び 率12.0%で 推 移

す る と予 測 さ れ い る(昭 和51年7月,産 業 構 造 審 議 会 情 報 産 業 部 会 の 予
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測 に よる)。 本 予測 におけ る汎 用 コン ピュー タ等 利 用拡 大 に よる利 用技 術

者 の増 加 は,こ の 指標 に よる もの とす る。

〈 仮 説〉'㌧ ・

・情 報 処理 技術 者 総数(全 業種)80 ,310人(昭 和50年 国勢 調 査 ベー ス)

・昭和50年 時点 情 報処 理 技 術者 の 内訳 を次の とお りとす る。

㌣㌔)者{嶽 竃:㍍ ㌫:
・昭和60年 時点 まで のそ れ ぞ れ の年平 均伸 び率 を次の とお りとす る。

開発技術者

利用技術者

(2)予 測 結 果

ケ ー ス(1)年 平 均 伸 び 率15%(最 小)

ケ ー ス(2)〃25%(中 間)

ケ ー ス(3)〃35%(最 大)

llliトー

上記 仮 説 に よる昭 和60年 時 点 ま での情 報処理 技 術者 の推 移 は 下記 の とお 玄)

で あ る((社)日 本能 率 協 会 総 合研 究 所 推 計)。

表7-1 情 報 処理 技 術者 の推移(推 定)

(単位:1,000人)

50年

実 績

60年 予 測 値

ケ ー ス(1) ケ ース ② ケ ー ス(3)

開 発 技 術 者 321 131.7 29&8 645.7

利 用 技 術 者 48.2 1499 149.9 1499

合 計 803 281.6 448.7 795.6

参考資料 ① 「国勢調査報告 」 総理府統計局

② 「昭和60年 度にお・ける我が国の情報化及び情報産業の

計量予測」 産業構造審議会
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図7-1情 報処 理 技術 者 の 推移(推 定)

(単 位:1,000人)
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}利曙

開 発 技 術 者

ケ ー ス(1)131.7

ケ ー ス(2)298.8

ケ ー ス(3)645.7

50年 60年

金 業種 を含 めた情 報 処理 技 術者 総 数 は,昭 和60年 時点 で最 大795.6千 入,

最 小281.6千 人 と推 定 さ れ る。 昭和50年 時点(80.3千 人)に 対 して最高715.3

千 人増 で あ り,総 数 に 占め る マ イク ロコン ピ ュー タ応 用 技 術 拡 大 に ょ る 開 発

技 術 者 は645.7千 人 と推定 され る。 最小 で見積 っ た場 合 で も昭和50年 時 点 に

対 して201.3千 人 の増 加 で あ り,開 発 技術 告 は総数 の うち131.7千 人 と推定 さ

れ るo

7.2工 程 作 業 者 の 推 移

(1)予 測 の前 提

a)工 程 作業 者 が 影響 を受 け る応 用機 器 メー カー の範 囲 を次 の と拾 り とす る。

・一般 機 械 器 具製 造 業

・電 気機 械 器 具製 造 業

・精密 機械 器 具 製 造 業
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b)工 程 作業 者 数 は,下 記2つ の条 件 で変 化 す る もの とす る。

イ)マ イ ク ロ コ ン ピュー タ応 用 範1用の広 が り(tt工 程適 用 率"と 呼ぶ)

ロ)部 品集 約 化 に よる生 産性 向⊥("生 産 性 向 上率"と 呼 ぶ)

〈仮 説〉

・3分 野 の工 程 作 業者 総 数1 ,884千 人(昭 和50年 国勢 調査 ベー ス)

・3分 野 の 昭和60年 まで の労働 力需 要 年 平 均伸 び率2 .6%

(産 業構 造 の長期 ビ ジ ョン)

・昭和60年 時 点工 程 適 用率

・被影響分野 の生産性 向上率

一般機械器具製造工程作業者

電気機械器具製造工程作業者

精密機械器具製造工程作業者

予 測 結 果

ケー ス(1)30%(最 小)

ケ ー ス(2)50%(中 間)

ケ ー ス ③70%(最 大)

20%

30%

50%

(2)

上 記 仮説 に よる昭和60年 時点 ま での工 程 作業 者 の推 移は 下 記 の とbbで あ

る((社)日 本 能 率協 会総 合 研究 所 推 計)。

表7-2工 程 作 業 者 の 推 移(推 定)

(単 位:1,000人)

実 績 値 60年 予 測 値

45年 50年
労 働 力

需 要

工 程 適 用 率

ケ ース(1)

30%

ケ ー ス(2)

50%

ケ ー ス(3)

70%

工程作業者総数 2,061 1,884 2,430 2,223 2,087 1,948

一般機械作業者 796 739 953 896 859 830

電気機械作業者 1,056 929 1,198 1,096 1,018 946

精密機械作業者 209 216 279 273 210 182

参考資料 ① 「国勢調査報告 」 総理府統計局

② 「産業構造 の長期 ビジ ・ン 」(昭 和53年 度版)

産 業構造審議会
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図7-2工 程 作 業 者 の 推 移(推 定)
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(実績)
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頃紡,。"L/

60年

マ イク ロコ ン ピュー タ

応 用 に よ る 雇 用 減

ケ ー ス(1)21

ケ ー ス ②

ケ ー ス(3)48

実 質 雇 用 増 対50年

7万 人

昭和60年 時 点 で の応 用 機 器 メー カーvatsけ る製造 工程 作 業 者 は,労 働 力需

要 に よる 自然 増 加 で243万 人 に達 す る と推定 され るが,製 品 へ の マ イ ク ロ コン

ピ ュー タ応 用分 野 の拡 大 に よ り工 程 適 用 率 が最大 の場合 で48万 人(ケ ース(3)),

最 小 に見 積 って も21万 人(ケ ー ス(1))分 の(名 目)雇 用 減 少 を もた らす と予

想 され る。 昭 和60年 時 点 作 業者 数 は工 程 適 用率 が最大 の場 合 で約195万 人 で

あ り,昭 和50年 時 点 作業 者 数 に対 して7万 人(3.7%)の 増 加 とな るが,過 去 、

の 推移 を考 慮 し,か つ設 備 集 約 化 の動 向 を加 味 す るな らば 実質 的 な雇 用 は減 少

傾 向 を た ど る もの と思 わ れ る。

7.5販 売 業 務 就 業 者 の 推 移

(1)予 測 の前提

通 産省 の流通 近 代 化計 画 に よれ ば,昭 和60年 時点 でPOSは 普及 期 を過 ぎ,

発 展 期 に か か る と予 想 され て い る。 ここで は昭和60年 時点 を発 展期 と仮 定 し,

次 の仮 説 に基 づ き影 響 を予 測 す る。

〈仮 説 〉

・pos普 及 分野 百 貨 店(総 合 ス ー パ ー を含 む)
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・販 売業 務就 業 者 数260,000人(昭 和50年 国勢 調 査 ベ ー ス)

・昭和60年POS普 及 率 最 大50%最 小30%

・昭和65年POS普 及率 最 大100%最 小50%

・労働 力 需 要 年 平 均o .9%(産 業構 造 の長期 ビジ ョン)

・被影 響 分 野 の職 業 とPOSに よる生 産性 向上率

一 般 事務 員25%

会 計 事務 員20%

販 売 店 員10%

(2)予 測 結 果

上 記仮 説 に よる昭和60年 、65年 時 点 ま で の販 売 業 務 就業 者 の推移 は 下記 の

とお りで ある((社)日 本 能率 協 会総 合 研究 所 推 計)。

表7-3百 貨店 販 売業務 就 業 者 の推移(推 定)

(単 位:LOOO人)

実 績 値 60年 予 測 値 65年 予 測 値

45年 50年
労働力

需 要

普及率

30%

普 及率

50%

労働力

需 要

普及率

50%

普及 率

100%

A百 貨 店就業者計 244 315 343 332 326 359 340 320

B販 売業務就業者計 194 260 283 272 266 296 277 257

一 般 事 務 員

会 計 事 務 員

販 売 店 員

28

19

147

36

30

194

39

33

211

36

31

205

35

30

201

41

34

221

36

31

210

31

27

199

販売業務就業者比率晒 79.5 825 825 8L9 81.6 825 8L7 8α6

参考資料:前 掲による。

百 貨 店 販 売業 務vak・ け るPOS普 及 に伴 う販 売業 務 就業 者 の雇 用 は,今 後 の

要員 需 要 を加味 した場合,昭 和65年 時 点 で,最 大 で39,000人 の減 少(省 力

効果),最 小 で19,000人 の減 少 となる。

昭和50年 時 点 との比較 に よる実 質的 な減 少 は,昭 和65年 時 点 普及 率 を

100%と 見積 っ た場 合3,000入(△1.2%)で あ り,普 及 率 を50%と す れば 純
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17,000人(7%)の 増 加 が 見 込 ま れ る。 昭 和60年 時 点 の 予 測 値 で は,普 及 率

50%の 場 合 で6,000人 増 加,約2.3%増,普 及 率30%で は12,000人 で4・6%

千 人

290

280

270

260

250

240

230

220

210

200

190

!/　=
励

蹴 臥
マイ,増 及

による雇用減

最大39,000人
最小19,000人

「㌫ ＼
＼ 実質雇用減

㌦ 頬総

百貨店販売業務就業者の推移(推 定)

45年50年55年

の 人 員 増 加 が 見 込 ま れ る こ と に な る。

60年 65年

7.4検 針 要 員 の 推 移

(1)予 測 の前提

三公共事業 のメーター数

53㌫[繋i 約4,000万 メ ー タ ー

約2,500万 メ ー タ ー(簡 易 ガ ス も 含 む)

約3,500万 メ ー タ ー
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表7-4各 事業の検 針 回 数 と検 針 要 員数 の推 定

＼ 検針回数/年 検針員1人 当 り

(主 メーター)検 針数/日
稼動日数/月

電気事業

ガス事業

水道事業

12回250

6回200

6回120

22日

22日

16日

電気事業検針員

ガス事業検針員

水道事業検針員

(4,000万 ×12回)÷(250メ ー ター×22日 ×12ヵ 月)=

(2500万 ×6回)÷(200メ ー ター×22日 ×12ヵ 月)=

(3,500万 ×6回)÷(120メ ー ター×16日 ×12ヵ 月)=

727b人

2840人

9110人

計 =19 ,220入

〈仮 説 〉

・メー ター数 の増 加 華 年 平均3 .o%

・稼 動 日数 減 少予 想 電 気 ・ガス22日 →20日

・1985年 のテ レ メー ター普 及率 最 大30%最 小10%

・1990年 のテ レ メー ター普 及率 最 大60%最 小30%

(2)予 測 結 果

上 記 仮説 に よる昭 和60年,65年 時 点 まで の検 針要 員 の推 移 は下 記 の とteり

で ある((財)電 気 通 信総 合 研究 所 推 計)。 一

表7-5検 針 要 員 の 推 移(推 定)

60年 65年

現 在雇用者数19,220人 25,240人 29,260人

テ レメーター普及後(最 大のケース) 17,660人 11,700人

テ レメーター普及後(最 小のケース) 227ユ0人 20,480人
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人

30,000

25.000

20,000

15.OOO

10,000

5,000

2.9千 人

54年

＼
＼
＼1,2千 人

＼

検針要員 の推移(推 定)

60年 65年

マ イコン普及に伴な う雇用減

(最 大17S60人 最 小8,780人)

実質 雇用減

(最 大7520人 最 小△1,260人)

三 公益 事 業 に お け る マ イク ロコ ン ピュー タ普 及 に伴 う検 針 員 の雇 用 減 は今後

の需要 増 加 を加味 した場 合 最 大17,560人,最 小8,780人 で あ る。 実 質 的 な減

少 は,普 及 率 を最 大 と見積 もっ た場 合(マ イク ロコ ンピ ュー タの コス ト低 下 が

極 めて 大 きい場 合),現 状 の約40%で 人 員 に して7,500人 とな る。 普 及率 を最

小 と した場 合 実 質 的 には 現状 の約7%程 度,人 員 に して1,260人 程 度 の増 加 が

見込 まれ る。

Z5オ フ ィ ス ・ ワ ー カ ー の 雇 用 変 化 の 考 察

(1)考 察 の 対 象

本 項 で は 事 務 機 械 を経 由 して の マ イ ク ・ エ レ ク ト・ ニ ク ス の 雇 用 に対 す る 影

響 を考 察 す る(㈱ 旭 リサ ー チ セ ン タ ー 考 察)。'

・普 及 が 飽 和 に 近 い もの … … 複 写 機,マ イ ク ロ フ ィ ル ム

・普 及 しつ つ あ る もの … … … フ ァ ク シ ミ リ,オ フ ィス コ ン ピ ュ ー タ

・今 後 普 及 す る もの ワ ー ドプ ロ セ ッ・サ

(2)事 務 機 械 の 利 用 動 向

1985年 に お け る 事 務 所 の 機 械 化 に つ い て 日本 の ユ ー ザ ー は,下 図 の よ うに
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み て い る(JエPDEC「 情 報処 理 動 向調 査 」 よ り)。

3

(o.6)

⑤ ま っ た く予 想 で き な い 。

①事業の省力化はほぼ限界
に来ており、今後とも間

口答者数

489入

(%)

(o.4)

④ ほ とんどの事務が自宅で端末機 で

行えるようになり、現在の形のオ
フィスは姿 を消す。

341

(69.7)

② 事 業量の増 大と

事務の機械化が

ほぼ見合 う形で

進展 し間接人員
はほぼ現状のま

ま推移す る。

図7-5オ フ ィ ス の 将 来 の 変 化

この結 果 に よれば,事 務所 要 員数 の減 員に機 械 化 が影響 す る とみ て い る もの

は回答の÷ である。勘 の÷ は,現 状 の鰭 推移す る ものと考 えている。

こ こで注 意 す べ きは,減 員 に影響 す る もの は 「新 しい分 野 の機 械 化 」 に よる

もの とされ てい る こ とで あ るoつ ま り,既 存 の商 品 の普及 に よる もの では な いo

(3)各
△
冊
一言
口

本 項 の冒 頭 に示 した商品 につ いて検 討 す る。

① 複 写 機

現 在,複 写 機 の 利 用 形 態 は,専 用 オ ペ レー タ ー が な く,し た が っ て,か り

に機 械 の性能 が 向上 して も,こ れ に よっ て浮 く事務職 員 の時 間 は,他 の業 務

に振 りか え られ る ことに なる。
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② マ イク ロフイル ム機器

マ イク ロ機 器 は,物 理的 効 率(占 有空 間)は 高め るが人 間的 効率(撮 影,検

索)に は 貢 献 しない。この欠 点 を除 去 し うる 技 術 的 改 良 を行 うこ とは困難 で あ

るo

③ フ ァク シ ミ リ

フ ァク シ ミ リの利 用は,

(イ)電 話,郵 便 の代 替

(ロ)テ レ ック ス,テ レタ イプの代 替

と して行 わ れ る場 合 が多 い。・

テ レ ック ス,テ レ タイ プで 送 られ る情 報 は,

(イ)一 般通信 文

(・)伝 票類

で あ る。 しか しこれ らが フ ァク シ ミ リへ と移 行 した場合,省 力の効 果 が表 面化

す る可能 性 は低 い。 なぜ な らば,(イ)は 省 力の 可 能性 は あ る が,そ の 量 は少 な く,

㈲ は省 力 の可 能性 がな い た めで あ る。 伝 票類 は最 終 的 には コン ピ ュー タに入 力

され るわ け で あ り,か りに端末 側 が省 力 され て もそ の負担 が コ ン ピ ュー タセ ン

ター に移 行 す るの みで あ る。

(社)日 本 電子 工業 振 興協 会 の調 査 に よっ て も,フ ァ ク シ ミ リ導 入 効果 を要 員

削減 に求 め た ものは 少 ない。 これ を次図 に示 す。
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図7-6フ ァ ク シ ミ リ導 入 効 果

1.経 済 性 の 向 上

2.迅 速 性

3.確 実 性

4.省 力 化

5.事 務 能率 の向 上

原 稿 をナ マの ま6
. ま送 れ る忠 実性

7.そ の 他

52

106

103

79

75

一2

137

④ オ フ ィス コ ンピ ュー タ

オ フ ィス コ ン ピュー タを導 入 す る事 業 所 は,規 模 が小 さ く従 業 員の 職 務 は

大 企 業 ほ ど分 化 し て な い 。 した が っ て,オ フ ィ ス コ ン ピ ュ ー タ の 導 入 は

か な らず し も要 員 削 減 を と もな う もの で は な い。

⑤ ワー ドプ ロセ ッサ

ワー ドプ ロセ ッサは,新 しい 分野 の 機 器 で あ る。 しか し,ワ ー ドプ ロセ ッサ

の需 要予 測は,過 去 の実績 値 が ない だけ に困 難 で あ る。 わず か にJIPDECが

ユ ーザ ーに対 して1985年 の状 況 にっ い て ア ンケー トを試み た ものが あ る。 こ

れ を次 図 に示 す。

これに よれ ば,ワ ー ドプ ロセ ッサが普 及 す る とい う見通 しを もつ もの は 回答

者 の20%に す ぎない。

こ こでは,大 多数 の 回 答者 の 意 見 に従 って ワー ドプ ロセ ッサの普 及 は ない と し

て お く。
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図7-7日 本 語 ワ ー ドプ ロ セ ッ サ の 普 及 度

5①

(L1)事 務 机のほ とんどが事実上の ワー ドプロセッサになる。

14②

(3.0)各 企 業のほ とん どの部 署に設置される。

76

(16.1)

③ 各 企業のほ と
ん どの事業所

に設置される

281

(59.7)

④ あ るていどは伸びるが普及す るまでは至

らない。

54

(11.4)

⑤ ほ とん ど期

待 で き

ない

つ
想

い

)

ま
予

な

41

87

〈

き

(

⑥

た

で

102030405060708090100

〔回答者数471〕

(4)ま とめ

☆ 複 写機

・現在 ,普 及 は飽 和 状 態

・今 後は 買換 需要 が主

・した が って ,事 務職 員 に影 響な し。

☆ マ イク ロ フイ ル ム機器

・現在,将 来 と もに普 及 は低 調(技 術 的 改 良 に よる普 及増 も望 み薄)

・導入 し,有 効 利 用 をす る ためには 増 員 が必 要。しか し増 員 を行 うほ どの

魅 力 な し。

・導入 に よる減 員 の可 能 性 な し。

☆ ファク シ ミ リ

・急 速 な成 長 が期 待 され る。

・増 大 分 の一 部 は テ レ ック ス,テ レ タ イプ よ り移行 す る。

・た だ し,テ レ ック ス,テ レタ イプの 要 員 の省 力は あって も,専 任 オ ペ

レー ター は少 ない の でそ れ が表 面化 す る こ とは ない。 .

☆ オ フ ィス コ ン ピュー タ

・急 速 な成 長 が期 待 され るo

・導 入 企業 は,小 規 模 で あ り,事 務職 員 の機 能 分化 は ない。 そ う した環

境 に お いて は 省 力は 期 待 で きない。
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☆ ワー ドプ ロセ ッサ

・当分 は普 及 しない。

・した が って,省 力表面 化 せず。

以 上の ように一 般 事務 機 器 利用 面においてはオフィス ・ワーカーに特記 すべ き増

員,減 員 は認 め られず、 近 い将来 に おい て省 力効 果 が表面 化 す るこ とは ない

で あ ろ うo
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Wマ イク ロ コン ピュ ー タの応 用 に よる雇用問題への対応

8.1労 働 雇 用 面 に お け る 問 題 の 考 察

8.1.1影 響 の概 要

現 段階 で 明 らか に され た わが 国 に おけ るマ イ ク ロコン ピ ュー タが 雇用 に与 え

る影 響の 概要 を列挙 す れ ば 大 む ね次 の とお りで ある(業 種 別,製 品別 に相異 は

あ るが,そ れ につ いて は 第N,V,Vl章 を参 照 され たい)。

① 新規 需 要 の拡 大

〔 イク ロコ ン ピュ一 夕の 急速 な性 能 向上 と価 格 低減 に 伴 い,そ の需要 は急 速

に増 大 してお り,社 会 経 済 活 動 の あ らゆる分 野 に浸透 しつつ ある。 わが 国の マ

イ ク ・コ ン ピュー タ技 術 は 半 導 体技 術 と ともに世 界水 準 に達 して お り,産 業 と

して の規 模 も増 大 しつ つ あ る。 応 用機 器 メー カー もこれ を積極 的 に導 入 して高

付 加 価値 化 した 製 品開 発 あ る いは新 製 品 の 開発 を行 ってい るo

② 新規 産業 の 発生

マ イク ・コ ン ピュー タの普 及 に伴 って,高 い 技術 水 準 を持 った新 しい タイ プ

の 中小 企業す な わ ち 「シス テ ムハ ウス」 が 登場 して,年 と ともに複 雑 高度 化 す

る ア プ リケ ー シ ョン システ ムの 開発 に 当 って い る。 今 後 ます ます 増 強 され る利

用技 術 の高 度化,多 様イヒ,個 別 指 向性 の強 化等 に より,強 力 な ソ フ トウ ェア技

術,シ ス テ ム技 術 を有す る シス テ ムハ ウス に とって広 大 な 市場が 生 じつ つ あ る。

③ 開 発技 術 者 の需要 増 大

開発面 で は シス テ ム ・ソフ トウ ェア開発 人 員 の増 強が 推 進 され て お り,特 に

新 製 品開発 に 不可 欠 な電子 デ ジ タル技 術 思 考 を有 す る技 術 者 な らびに システ ム

の トー タル デザ イ ン能 力 と シス テムの オ ー ガ ナ イズ能 力 を有 す る技 術 者 の需 要

が高 まっ てい る。 長期 的 にみ れ ば応 用製 品開発 需 要並 びに それ に伴 う ソフ トウ

ェア需要 の急速 な増 大 に対 し,こ の面 で の人 材払 底 が懸 念 さ れ る。

④ 開発技 術 者 の技 術 転換

既存 製 品 の マ イ ク ロコ ン ピュー タ応 用製 品へ の 開発 移行 に伴 って,従 来 の 製
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品設 計 生産 技術 開発 に たず さ わ る技術 者 の 技術 転換 が 急速 に推 進 され てい る
。

マ イ ク ロ コン ピ ュー タの応 用 形 態 に よ りそ の 対応 には ちが いが あ るが
,い か な

る技 術 分 野 で あ って もマ イク ロコ ン ピ ュー タ技 術 の習得 な しに は新 製 品 開発 へ

の 対応 力 を欠 くこ とに な り,従 来 以 上 に高 度 な技 術 開発思 考 が求 め られてい る
。

⑤ 生産 性 向上 と工程 作 業者 の転 換

製 造 面 では,工 程 の技術 革 新 に よっ て1人 当 た りの生 産性 は著 し く向上 して

い る。 一 方 製 品需 要 の増 大 と多角 的事 業 展 開 に より,現 在 の ところ人 員数 は ほ

とん ど変 わ らず 推移 して い る。 長期 的 に み れ ば工程 作業者 の減 少 とマ イ ク ロ コ

ン ピ ュー タを扱 え る人材 の不 足 とが懸念 され るが
,既 存 の熟練 労 働者 に 対す る

技 術 再教 育 がさかんに行 われ てお り,こ の傾 向 は 今後 も続 け られ る方 向 に あ る。

⑥ 販売 部 門 の技 術 力強 化

高度 化 した製 品 の 開発期 間 の短縮 と類 似製 品の 販売競 争下 に あっ て ,販 売 力

強 化 の た めの人 員増 が見 られ る。 ま た この部 門 へ の システ ム エ ン ジニ ア リング

教 育 が さかん に行 われ てい る。

⑦ 販 売 ル ー トの変 更

製 品 の質 的変 化(低 価格 化,量 産 量 販 品 化)に よ り,新 規 販 売 ル ー トの 整備

が急 がれ て い る。 す でに時 計,電 卓 ,カ メ ラな どでは量 販 ル ー トが主 流 に な り

つ つ あ るが,こ れ に より既 存 販売 ル ー トに介 在 す る業 者 へ の影響 が 少 なか らず

表 われ て い る。

⑧ エ ン ドユ ーザー の質 的転 換

そ の機 器 が もつ省 力化,自 動 化 効果 のた め,既 存 労働 者 の職場 に 少 なか らぬ

影 響 が及 ぶ と予 想 され る。 そ の典 型的 な例 は"作 業 か ら操作 へ"の 労 働 の質 的

転 換 で あ る。 わ が国 にお い ては 企業 内教 育,訓 練 制度 が 発達 して い る こ と ,職

能 別 組 合 形態 とは なって い ない こ と,労 働 者 自身 が新技術 の導入 に積極 的 で あ

る こと等 か ら,仕 事 の質 的転 換 や労 働 者 の組織 内移動 が 比較的 ス ム ーズ に行 い

うる状況 に あ り,こ の ことが 直 ちに 失業 問題 に つ なが る傾 向 は見 られ ない 。

⑨ エ ン ドユ ー ザ ーで の人材 育成

利 用 側 に あ っ て今後 求 め られ る人材 と して は,直 接的 には シス テ ム変 更 及 び

メ ンテ ナ ンス に対応 で きる ソ フ トウ ェア技 術 者 であ るが ,応 用機 器 の 有効 な活
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用 のた め には 多様 な テ ク ノ ロジ ーを理 解 し使 い こなせ る管 理 者 と して の人材 が

求 め られ る傾 向に あ る。

8.1.2雇 用 イ ン パ ク トの考 察

以 上 の よ うな種 々の影 響 を総括 す れ ば マ イク ロコ ン ピュー タが雇用 面 に与 え

てい る影 響 の現段 階 で の評価 は,少 な くと も失 業 の発 生 をみ て い ない とい う点,

新 規採 用 が発 生 して い る点 で量 的 には プ ラス とい っ て もよいで あ ろ う。 企業 内

で の技術 転 換 が比 較的 ス ムー ズに行 わ れ て い る こ とを考慮 して質 的 な評 価 を加

味すれば,マ イク ロコンピュータの役割 は 産業 構造 変 革期 における知識 集 約 型産 業

への 移行 の 中で貴 重 なエレメン トになっていると言 える。しか しなが らこうした質量

ともに"良 い方 向に向かっている"と いった現 象が,今 日のように厳 しい 国 際間 で の

技 術 競 争下 に あ って長 く続 くで あろ う とす る確証 は今 の と ころ何 もない。

そ こで今 後 予想 され る雇用 面 へ の影 響 を洗 い 出 し,対 応 策検 討 に資す るた め,

次 の3つ の視 点 か ら現 象 を見直 し,問 題 点 を整 理 してteき た い。

① 雇 用増 加 を もた ら して い る要 因 は何 か

② 雇 用減 少 を もた らす要 因 は何 か

③ 雇 用へ の マ イ ナス影 響 を吸収 して い る要 因 は何 か

(1)雇 用増 加 要 因

マ イク ロ コ ンピ ュー タの応 用 が雇用 を刺激 し増 加 を もた らす 要因 と して相 互

に関連 し合 う以 下 の4つ の ポ イ ン トが指 摘 で きる。

① マ イ ク ・ コ ンピ ュー タそ の ものの 需 要拡 大

旺 盛 な応 用 製 品 ・シス テ ム開発 ニ ー ズに支 え られ て マ イ ク ロコ ンピ ュー タ

そ の もの の需 要 が 拡 大 し,LSIメ ーカー,材 料 メー カーに おけ る技 術 レベ ル

と生 産 効 率 は飛 躍 的 に 向上 した。 この ため2～3年 前 には技 術最 優 位 の立場

に あ った ア メ リカ と今 日では 肩 を並 べ る まで に至 って い る。 日進 月歩 の技 術

進 歩,開 発 力強 化 の た め,ハ ー ドウ ェア製造 技 術 及 び ソ フ トウ ェア関 連技 術

に携 さわ る人 員が 増 加 し,ま た多様 化 し高 度 化す る シス テ ム開発 ニー ズに応

え る た め販 売人 員が 強 化 され て い る。 製 造 工程 そ の ものは 装置 化 さ れ てい る

た め人 員増 に は むす び つ か ない が,開 発 技術 の国 際 競争 下 に あって今 後 も開

発人 員は 増 強 さ れ てい くと予 想 され る。
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需 要 の 飛 躍的拡 大 の背 景 に は わが国 のLS1メ ー カーが総 合 エ レク トnニ

クス メー カーの 一部 門 と して発 達 して きて お り,開 発成 果 の波 及 が他 の エ レ

ク トロニ クス 分野 に急 速 に反 映 す る とい う利 点 も ある。

マ イ ク ロ コ ン ピュ ータ応用 ニ ーズの高 い異 業種 メー カー でのLSIの 内 製

化 の動 き も この 部 門 での新 規 雇 用機 会 を発 生 させ てい る。

② 応 用製 品 開発 ニ ー ズの増 大

開発 ニ ー ズの増 大 は新 規 雇 用機会 を創 出 させ て い る最 も基 本 的 な要 因 で あ

り,端 的 に3つ の方 向 に分 け られ る。 第1は 応 用製 品 メー カーで の開 発 部門

の増 強 で あ り,第2はLSエ メーカー と応 用製 品 メー カー の 間 に あって,高 度

なア プ リケー シ ョン ・シス テ ム技 術 を提 供 す る こ とに よっ て製 品 や シス テ ム

の開 発 を行 う"シ ス テ ムハ ウス"で の雇 用 増大 で あ る。 第3は これ も シス テ

ムハ ウ スの業 務領 域 に属 す るが,大 企業 では 手 に負 え ない あるい は 対応 で き

ない 個別 指 向性 の高 い製 品 や,こ れ ま で全 く市 場 に なか った製 品 の 開発 に よ

る雇 用 の増 加 で あ る。

③ 応 用製 品の 市場(需 要)の 拡 大

上 記 開発 ニ ーズ と異 な り,製 品 市場 の 拡 大は 開 発,製 造,販 売,メ ンテナ

ンスあるいは販 売 チャネル,技 術 チ ャネ ル,部 品供 給 メー カーのす べ て にわ た

って 雇 用 増 加 の 要因 となる。製 造 部 門 では在 来製 品 の工程は簡 素化 されるが新

製 品の 多 様 化 に よって人 員 数は 維 持 又は 補強 され る。 製 品 の 質的 な 変化 と販

売競 争 に よって販 売 チ ャネル の強 化 がは か られ,ま た,業 務 用 機器 分野 にみ

る よ うに 中小 企業 や,事 務 部 門,流 通 部 門 な どを対 象 と した技 術 チ ャネルの

強 化 な ど も人 員 補 強 と ともに重 要性 をま してい る。

④ 応 用製 品活 用 ニー ズの増 大

上 記の3つ の ポ イ ン トは いずれ もマ イ ク ロコ ン ピ ュー タ供 給 関連 におけ る

雇 用増 茄 要 因 で あるが,生 産 財 分野 におけ る応 用製 品 活 用 ニ ーズが ユー ザ ー

側 の 雇 用 を増 加 させ る可 能 性 もない わ け では ない。

特 に事 務,流 通 部 門 では,マ イ ク ロ コン ピュー タ応用 製 品 に よっ て生産 効
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率 を高 め よ うと して お り,従 来 自社 内 に シ ステ ム部 門 を有 して い なか った 企

業 では機 器 の 有効 活 用の た め新 しい人 材 を求 め る傾 向 にあ る。

ただ し,こ の要 因 で の 雇用 増 加 は あ ま り大 き くは ない。

(2)雇 用 減 少要 因

ま た雇 用 を減 少 させ る要 因 と して は 次の3つ の ポイ ン トが指 摘 さ れ る。

① 既 存製 品の 市 場規 模 縮 小

同一 用途 の製 品 で既存 製 品 と新 製 品の 開 発 メー カーが異 な る場 合,既 存 製

品 メー カーの市 場 シ ェアが 縮 小 し,収 益 低 下 あ るい は 市 場 か ら の 撤 退 を余

儀 な くされ る場 合 が あ る。

マ イク ロコ ン ピュー タ応 用 の場 合,従 来 の機 械技 術 依存 型 製 品 分野 へ の電

機 メー カーの市 場 参 入 が激 し く,既 存 製 品 メー カー に とって は マイ ク ロコ ン

ピュー タの 応 用 い かんが 企業 存続 に とって 死活 問 題 にな りつ つ あ る。

また,部 品 の エ レ ク トロニ クス 化 に よ り,従 来 の機 械部 品 メ ー カーや工 具

メー カー の仕事 量 が 減 少 し,技 術 転換 能 力 の低 い メー カー に影 響が 及 ぶ おそ

れ が あ るo

② 応 用製 品利 用 に よる生 産 効 率 の向 上

マ イ ク ロコ ン ピュー タ導 入 に よる生 産 プ ・セスへ の 影 響は 省 力化 ,高 付 加

価 値 化,省 エ ネル ギー の要 求 の も とに大 き く拡大 され る。そ の 一 つ は,マ イ

ク ロコン ピュー タ応 用製 品(生 産 財)を 製造 設備 機 械 と して利 用す る場合 で

あ り,他 は 自社 製 品 の マ イ ク ロ コ ン ピュー タ応 用 に よって 生 じる部 品 集 約化

に よる工 程 の短 縮 で あ る。 現 在 この2つ の効 率化 が 同時 に進 行 してteり,雇

用 問題 へ の最 も大 きな イ ンパ ク トとな ってい る。

③ 応 用 製 品 ・シス テ ムの 活 用

事 務 あ るい は 流通 部 門 の ように製 造 分 野以 外 での 生産 効 率 向上 の動 きは 従

来 あま りみ られ な か った が,オ フ ィス オ ー トメー シ ョンやPOSシ ス テ ムへ

の期 待 にみ られ る よ うに 肥 大 化 した 組織 の活性 化 あ るいは 情 報化 を 目指 して

新 技 術,新 シス テ ムを導 入 し よ う とす る傾 向 は近 年 とみ に強 ま って い る。
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これ に よって 雇用 が減 少 す る とは 考 え に くい が,労 働 力需 要 ,雇 用増 加 を

抑 え る可 能 性 は十 分 あ る。

④ 応用 製 品 システ ム流通 の チ ャ ネ ルの変 化

応 用製 品 が従来 製 品 の販 売 チ ャネル を流 通 しな くな る原因 は2つ あ る。 一

つは デ ジタ ル時 計 の ケ ー スに 見 られ る よ うに ,従 来 の 高級 イメー ジの商 品 が
ロ

大 量,低 価 格,メ ンテ ナ ンス フ リー商 品 と して生 まれ変 わ る場 合 で あ り,こ

れ に よ り,小 売店 にお け る粗 利益 率 の低 下,修 理 費収 入 の減 少 を もた らす
。

商業 用重 要 はか りに お い て も同様 の こ とが言 え る。 も う一つ は従来 の単 体 販

売商 品 が シス テ ム商 品 化す る ことに よ り,販 売面 で システ ムエ ンジニ ア リ ン

グ技術 が要 求 され る場 合 で あ る。 販 促 活 動 と技 術 流通 の効率 化 の た め販 売 チ

ャネル の統合,再 編成 が進 め られ る傾 向 に ある。 これ に よる影響 は 技 術 対 応

力の ない 販 売店 の チ ャネル か らの撤 退 の形 で表 われ る。

(3)影 響 吸収 要 因の 働 き

上 記(2)で 指 摘 した よ うに,マ イ ク ・ コ ン ピ ュー タの持 つ省 力効 果 は ,わ が 国

にお いて も例外 な く雇用減 少要 因 で あ るが,こ の こ とが 雇用困 難 に むす びつ か

なか った 主 な理 由 と して 次の2つ の要 因 が 指摘 され る。

① 産 業 界 の対応 の 迅速 さ

す で に述 べ た よ うに産 業 界 全体 が 知 識 集約 化,技 術 集 約化 の移 行 過 程 に あ

り,マ イ ク ロコ ン ピュー タはそ れ を促 進 す る主要 な エ レメン トと して と らえ

られ て いた こ と。 このた め,異 業 種 間 の共 同 開発 が活 発 にお こなわ れ 開発 競

争 が 刺激 され,少 な くとも供 給 サイ ドに おい て は暗 黙の うちに マ イ ク ロコ ン ピ

ュー タ時 代へ の コ ンセ ンサ スが で きあが ってい た と見 るこ とが で き る
。

この 点 は系 列 部品 メー カーへ の エ レク トロニ クス関 連技術 の 指 導 や製 品 多

角 化へ の参 加要 請,あ るい は 販 売代 理 店 や顧 客 への エ ンジニア リング教 育 の

提 供 とい った形 で表 われ て い る と言え る。 これ に よって既存 産業 へ の マ イ ナ

ス影 響は 最 少限 に と どま った。

② 企業 内対 応
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生産 プ ロセスへ の影 響 は 工程 作 業者 の技術 転換,企 業 内配 置 転換 に よって

吸収 さ れ てい る。 これ には わ が国 の労 働 組合 の形 態 が職 能別 に なっ てい ない

こ とと,終 身 雇用 制 度 が もた ら した企業 内教 育,訓 練 制 度 の発 達 が大 き く寄

与 して い る。 また集 団 主義 か ら発 生 す る グ ルー プ学習 とそ の効 果 も見 逃せ な

い。 これ らの点 は工 程 作業 者 に か ぎ らず,開 発 部 門 の技 術 者 に もあては ま る。

8.1.5問 題 点 の 整 理

前項 の考 察結 果 を集 約 し,今 後 の動 向 を加味 して問 題 点 を整 理す れ ば以 下 の

とお りで あ る。

(1)マ イ ク ロコ ン ビ=一 タの雇 用 に与 え る影響 は現 段 階 では質 量 と もに プ ラス

の方 向 に 向い てい る。

(2)こ の現 象はマ イクロコンピュー タその ものについては 旺盛 な国 内の応 用製 品開

発 ニーズに支え られ,ま た応用製 品については 内外 の市場 拡 大 に支 られた ものである。

(3)マ イ ク ロコ ン(L－ 夕の 雇用面 に もた らすマイナス要 素 は,産 業 界の積 極 姿

勢 と相 当 な技 術 イ ンパ ク トに も対 応 し うる企業 体 質 とわが 国の 雇 用 慣行 に よっ

て いみ じ くも吸収 され て しま って い る。

(4)需 要拡 大 とい う要 素が 働 か なけ れ ば,如 何 に企 業 内 での技 術 転換 が うま く

行 った と して も,雇 用 は減 少 に 向か った で あろ う。 ま た,柔 軟 な対 応 に よって

必要 な人 材 を確 保 しなけ れ ば,需 要 拡 大 に も対 応 しきれ なか ったで あろ う。 全

体 的 に教 育水準 が 高 い こ とが 従業 者 の 対応 を 容 易 な ら しめ てい る。

(5)し か しなが ら,今 後 国際 的規 模 で の 需要拡 大 が続 き,米 国,西 独 をは じめ

フ ランス,イ ギ リス,ス ウ ェーデ ンな どが エ レク トロニ クス産 業振 興 策の も と

で技 術 水準 を飛 躍 的 に高 め てい くこ とは 自明 で あ る。 この場 合 従来 以 上 の厳 し

い経 済 環 境下 にあ って,LSエ をは じめ わ が 国 の マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ関連

機 器 が ス ムー ズに,大 量 に 国 際市場 に浸 透 して い くとは考 え に くい。

(6)ま た,企 業 の 技術,知 識,設 備等 の集 約化 に伴 って発 生 して込 る作 業者 の

技 術 転 換 や配 置 転 換 が,就 業人 口の 高 齢化 が急 速 に進 展す る環 境下 に あ って従
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来 どお り円 滑 に行 い うる と も考 えが た い。

(7)更 に ま た,よ り知 識集 約 的就 業 人 口が 求 め られ てい るに もかか わ らず,製

品開 発 に か かわ る高度 な技 術知 識 の 教 育 は もっぱ ら企業内教 育 で まか な われ て

い る。 技 術教 育 を提供 で きる余 裕 と能 力 を 有す る企業は限 定 さ れ てお り,そ こ

か ら技 術 が普 遍 的 に伝 達 され る こ とは ない。 今後の 多様化 した需 要 拡 大 に対 応

してい く上 では 企業 内教 育,開 発 ニ ー ズに よる人材 養成 だ け では不 十 分 で あ り,

ア プ リケー シ ョンシステ ムの 開 発態 勢 に支 障 を きたすおそ れ が ある。

(8)今 後 の マ イ ク ロ コン ピュー タの 適 用 分 野 の拡大 とそれ に 伴 う利 用 者 の 態様

の 多様 化,非 熟練 化 に よリア ブ リケー シ ョ ンシス テ ム分野 に 広大 な市 場 が 広が

りつ つ あ るが,こ の ニー ズ を満 たす に十 分 な産 業基 盤は確 立 さ れ てい ない。 わ

が 国 では 利 用技 術 にか か わ る コス トは 無償 で ある とす る暗 黙 の 慣習 が あ り,従

来 か らシス テ ムエ ン ジニア リン グの 独 立 した成 長 を大 き くさま たげ て きて い る。

マ イ ク ロ コ ン ピュー タに よる この 分 野 の ニーズ は,従 来 の よ うに大 手 メ ー カ

ーか ら大手 ユ ー ザーへ の機 器 の納 入 だ け で は な く,中 小企業 や 中小 零 細 を含 む

流通 部 門 ある いは複 雑 に細 分 化 され た事 務 部 門,あ るいは ま た一般 大衆 を 対象

と した機器 開 発 等 に ある だけ に,基 盤 整備 の お くれ に よって需 要 拡 大 と技 術 思

想 の普 及 が抑 制 されて しま うおそ れが あ る。

(9)マ イ ク ロ コ ン ピュー タの技 術 思 想 は現 在 の と ころ メー カー の販 売 チ ャ ネ ル

や技 術 チ ャネ ル を通 じて しか末 端 に伝 達 さ れ てい ない。 この こ とは利 用 側 に お

け る新技 術へ の対 応 を遅 らせ るばか りでは な く,技 術の一 般 的 知識 に 関 して 持

て る者 と持 た ざ る者 との能 力格 差 を発 生 さ せ,持 た ざる者 の 技 術 転換 を困 難 に

させ る可能 性 が ある。

⑩ ほ とん ど 自立 的 に発生 した シス テ ムハ ウス を除 けば 中小 企 業 で の マ イ ク ・

コ ン ピ ュー タ導 入 は著 しく遅 れ てい る。 い わ ゆる系列化 され て い な い 企業 では

親会 社 か らの技 術 指導 を得 る とい っ た こ ともな く,独 自の技 術 改 良 を迫 ま られ

てい るが,技 術 転 換 を行 う資金 的余 裕 や 能 力 を持 た ない と ころが 多 い。
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8.2求 め ら れ る 対 応 策

以 上 の よ うな観 点 か ら今 後 求 め られ る雇 用問 題 への 対 応策 を列 挙す れ ば 次の

とお りで あ る。

(1)開 発 技 術者 の養 成

マ イ ク ・コ ン ピ ュー タ関 連 製 品の 新 機種 開発 に 関連 して ソフ トウ ェア技 術 ,

ア プ リケ ー シ ョンシス テ ム技 術,電 子 デ ジ タル技 術等 の知 識 を有 す る開 発技術

者 の需 要 が 飛 躍的 に高 ま って い る。 従来 この面 で は 企業 内の技 術 者 の 技術 転換,

新規 技 術 者 採 用後 の 企業 教 育 に よって人 材 を育 成 確保 して きた が,新 製 品開発

競争 が今 後 ますま す 激化 す る と予想 さ れ る 中で,優 秀 な技 術 者 の短期 戦 略化 は

急務 の課 題 とな りつ つ あ る。 技 術 者 の ニ ー ズは 企 業 内教 育制 度 の ない 中 堅 ある

い は 中小 企業 に も発 生 してお り,こ れ を充足する た め には公 的 機 関等 に お いて 必

要 な基 礎 技 術 を 身 につけ た 大量 の 技 術 者育 成 をは か る必要 が あ る。 ま た プ ・グ

ラマ ー の不 足 が懸 念 され るが,こ の面 で も教 育,技 術 習得 体 制 を拡 充 整備 す る

必要 が あ る。 す で に汎 用 コ ン ピュー タ等 の普 及 に伴 い,そ の 利 用活 用 面 にお け

る シス テ ム エ ン ジニアや プ ログ ラマー の養 成 につ いて は従 来 か ら相 当 の努 力 が

なされ てい るが,量 的 には絶 対 的 人 員不 足 を きた してい るo

マ イク ロコ ン ピュー タに つ いて は,技 術 が急 速 に発 達 し ,多 数 の新 分野 が生

まれつつあるため,そ の 目的にか なった情 報 処 理技 術 者の養成 を急 が なけ れ ば な ら

ず,今 後 い っそ うの 努 力が 必要 で あ る。

(2)新 しい産 業 の 育成,振 興 強 化

新 しい 雇用 機 会 を創 出 しうる分 野 と して,今 後 最 も期 待 さ れ るの は シス テ ム

ア プ リケー シ ョンを 中心機 能 とす る エ ン ジニア リン グ部 門で ある。 わが 国では

中核 的知 識 ・技 術 武装 を した高 度知 識 技 術 集 約型 の 中小 企業 が 「シス テ ムハ ウ

ス」 と して登場 し,あ る特 定 分 野 に強 力 な知 的能 力 を発 揮 して あ らた な事 業基

盤 を形 成 しつ つ あ る。 しか しなが ら,わ が 国 では コ ン ピュー タ ソフ トウ ェア に

対す る正 当 な価 値 評 価 や エ ン ジニア リン グ フ ィー に対す る正 当 な評価 基 盤 が確

立 され て お らず,こ れ らの産 業 は大 手 メー カー に依 存 した サ ポ ー ト部 隊 と して
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の枠 か らなか なか 脱 皮 で き な い 状 況 に あ る。 今 後 マイ ク・コ ン ピュー タの 発

展 に よっ てハ ー ドウ ェアの生産 面で の コス トが縮 小 し,ソ フ トウェア の部 分 が

コス ト面 で も大 きな比 率 を示 め る ように な る と,ソ フ トウェアを産 業 と して成

立 させ る こ とが 雇用 安 定へ の 解決 の 糸 口 につ なが る可能 性 は高 い。

又,単 に ハ ー ドウェ アに直結 した ソ フ トウ ェアや ア プ リケー シ ョンだ けで は

な く,マ イ ク ロコン ピ ュー タ関連 機器 システ ム導 入 の さ い の シ ス テ ム エ ン ジ

ニア リン グ部 門 もま た 独立 した産 業 と して 育 成す る こ とに よって ,高 い 雇用 力

を持 ち得 る と考 え られ る。 ま た逆 に これ らの 産業 基 盤 の確 立 な くして は,マ イ

ク ・ コン ピュー タ関 連機 器 ・シス テ ムの需 要 を末 端 ま で広 げ る こ とが で きず 雇

用 創 出 に大 きな期 待 が 持 てな い こ とに もな る。 更 に 新 技 術 に 取 り残 され る分

野 に おい て雇 用不 安 が発 生 しない と も限 らな い。

以上 の 観 点 か ら,マ イク ロ コン ピュー タの発 展 に 伴 う雇 用機会 創 出の場 と し

て 現 在は バ ラバ ラに 進行 して い る次の4つ の分 野 にお け る基盤 整備 が 強 く要請

され るo

〈1>ソ フ トウ ェア産 業 の基 盤 確立

〈2>シ ステ ムハ ウスの 振興 強 化

〈3>シ ステ ム エ ンジニア リング産 業 の振 興

〈4>メ ー カ ーにお け るテ クノ ロ ジー ・チ ャ ネルの整備

(3)技 術 者,技 能 者,管 理者 の 再教 育

わ が 国 は教 育 水 準 が高 い ことか ら もわか る よ うに技 術 革新 に伴 う企業 内技 術

者 や,生 産 部 門 の 技能 者 に対 して従来 か ら技 術 再教 育 を行 い,必 要 に応 じた技

術 転換 に か な りの成 功 をお さめ て きた。 しか しな が らマイ ク ロコ ン ピ ュ三 夕技

術 導入 に伴 う技 術 転換 は単 に知識 技術 のみな らず,例 えばデジタル 思考 へ の転 換

とい った従 来 の 思 考 感 覚を超 え た転換 を要 す る こ とか らも,か な り高 度 な再 教

育 が必 要 で あ る。

ま た再 教 育 の 必要 性 が 直接 の 開発,生 産 部 門 の範 囲 を超え て,管 理 者 や,販

売,メ ン テナ ンス部 門に 及ぶ もの で あ り,部 門 ご との 役割 に応 じた教 育が要 請
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され てい る。 この ため には まず 養 成す る者 が必要 で あ るが,固 定 した 学 問 分野

や技 術 分 野 と異 な り,体 系が 存 在 してい ないの で マ イク ロ コン ピュー タの技 術

教 育は 多様 な角度 か ら新 しい 体 系 を つ くる 試み が なさ れ るべ きで あ る。 それ を

担 当 す る機 関が 多重 な もの で あ る必 要 もあ り,単 に企 業の 教 育 に依 存 す るの で

は な く,大 学,専 門 学校,研 究 機 関,第3セ ク ター等 に よる教 育研 究 体制 の 確

立 と整 備 が急が れ る。

ま た,こ れ らの機 関が そ れ ぞ れ の機 能,目 的 に応 じて再 教 育 を 分担 す る こと

が望 ま しく,か ってコンピュー タ時代 の 幕 開 け に演 じ られ た教 育,研 修 以上 の 努

力が 必 要 で あ る。 特 に,今 後 ます ます 重 要 な課 題 とな りつ つ あ る中高 年 管理 者

層 へ の 教 育の あ り方 と して 新 技術 へ の 対 応 力 を維 持,強 化 す るた めの カ リキ ュ

ラ ムが 重要 視 され よ うo

(4)中 高 年労働 力へ の配 慮

わが 国 にお け る マ イク ロコ ン ピュー タに よる技 術革 新 は就 業 人 口の高齢 化 と

若 年 労 働 力 の減 少の 中 で起 こ ってい る。 い つ の時代 で も技 術 革 新 に よる労働 力

の変 化 は,若 年労 働 力が 新 技 術 市場 に参 入 し,既 存労働 力は 配 置 転換 等 に よっ

て働 く場 を与 え られ て きた 。 しか しなが ら今 日の よ うな 雇用 環 境 に あ って は,

企業 もこれ まで の よ うに=豊富 な若年 労 働 力に依 存 した 雇 用慣 行 を続 け る こ とは

難 し くな って い る。 ま た,労 働 力過 剰 経 済 の もとで生産 性 向 上 をはか りなが ら

これ を強要 す れ ば 当然の 帰 結 と して 多数 の 余剰 人 員 を生 む こと に もな る。

多 くの研 究結 果 に 示 され る よ うに,現 代 の 中高年 層 の能 力 は か つて の 過酷 な

労 働条 件 の も とで老 齢化 して い った人 とは 全 く異 質 な もの で あ り,貴 重 な人材

の 能 力 活 用の た め新 た な取 り組 み が必 要 で あ ろ う。

マ イ ク ロ コン ピ ュー タに よる影 響は 今 起 こ りは じめ た ばか りで あるが ,事 前

の 対 策 こそ 重 要 と考 える。 この場 合,年 齢 による能 力評価 より もむ しろ新技 術

へ の 対 応 力が 問題 とな る。 新 規 雇 用 ニ ー ズの高 い 製 品開発 分野 へ の 転 向は無 理

と して も,生 産部 門,販 売 部 門,メ ンテ ナ ンス部 門等 に おけ る能 力 活 用 には大

き な可 能性 が あ る。 中高 年 層 の技 術 転 換,配 置 転換,職 種 転 換 は 今後 ます ます
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重 要 な課 題 となる が,体 力 の維 持は もと よ り気 力,知 力な ど,新 技 術 動 向に対

応 してい くため の活 力の維 持 あ るいは 回 復 をはか る諸 対 策 を講 じる と と もに,

技術 革 新 の推 進 役 と して も積 極 的 な活 用 が はか られ る必要 が あ る。

(5)婦 人労 働 力へ の特 別の 配慮

技 術 革新 に よる雇 用 の 変 化で最 も影 響 され やす いの は 婦人労 働 力 で あ る。 か

って は生 産技 術 の向上 に よる作 業 の 簡 素化 とともに 婦人労働 者 が大 量 に労 働 市

場 に参入 したが,'今 度 は 産 業 オ ー トメー シ ョンの進 行 に よ り第 一線 現 場 か ら婦

人労 働 力が排 除 され る傾 向 に あ る。 監視 作業 増 加等 の労 働 の質 の 変 化 に よって

婦人 労働 力 の活 躍 の場 が 開 かれ る とす る見 方 もあるが,新 た な ニー ズは従 来 以

上 の知 識 を要 し,絶 対数 にお い ては あ き らか に従 来 の労働 需 要 を 下 ま わ る。 婦

人労 働 力は過 去 の経 過 を 参照 すれ ば,短 期 戦 力型 で あ り,採 用 を 停 止す る こ と

に よって 自然 減 少 して い く傾 向 に あ るた め,新 たな技 術革 新 に伴 う指導 ,育 成

もな しに労 働 予 備軍 と して(非 熟練労 働 力の ま ま)社 会 システ ムの 中 に 吸収 さ

れ て しま うの がつ ね で あ るo

しか しなが ら,婦 人 労 働 力 がす で に社 会経 済 の仕 組み の 中で 大 き な役割 を果

た し,絶 対数 に おいて わ が 国労働 力市 場 の半 数近 くを 占め るに 至 って い る こ と

を新 ため て想 起 し,技 術 革新 に伴 う婦人 労働 の活 用 を積 極的 に は か る施策 を講

じる必 要 が あ るo

婦人 労働 にか か わ る も う一 方 の問 題 は 高度 に洗 練 され た知 的 労働 力 の未 活 用

の 問題 で あ る。 多 くの デ ー タが 示 す よ うに産 業,特 に企業 活 動 の場 にお け る

婦人 の 知的 活動 分野 は あ ま りに も狭 く,大 学卒 就職 者 におい て も単純 作 業 以 外

の場 は あ ま り一与え られ てい ない。 一 方 で マ イ ク ・コン ピュー タ関連 技 術 の 普 及

に伴 う知 的 労働 力需要 が拡大 し,そ の 人材 不足 が 懸念 され てい るが,こ の 分 野

での 婦人 の 活 躍余地 は きわ め て大 きい と 言え る。 但 し,家 庭の 主 婦層 を中心 に

就 業 を希 望す る者の 増 加 が 予想 され るが,雇 用機 会 の 提供 と と もに十 分 な就 業

条 件の 整備 をは か る必 要 が あ ろ う。

一159一



(6)労 働 時 間 の短 縮

高 い生 産性 向上 が進 む 中 で,雇 用 の安 定 を確 保す る最 良 の方 法 は1人 当 り労

働 時 間の 短 縮に よ って労 働 力 を適 正 配 分す る こ とで あ る と言 わ れ る。 特 に経 済

成 長 が鈍 化 し,新 しい 雇用 機 会 が拡 大 され に くい状況 に あ って は,製 品需要 の

拡大 に依 存 し,雇 用機 会 を広 げ よ うとす るの はか な り危 険 で ある。

マイ ク ロコ ン ピ ュー タの場 合,マ イ ク ロコ ン ピ ュー タそ の ものは もと よ りそ

の関 連製 品の市 場 は 今 ま で の ところ,一 部 民 生機 器,事 務 機 を除 け ば,内 需型

で あっ た。 しか し今 後 の市 場 は海外 に あおが なけ れ ば な らず,そ の 需 要 は 国際

経 済 動 向 に大 き く左 右 さ れ る運 命 に あ る。 この た め需要 の変 動 に対 応 で きる雇

用 面で の 素地 を 十分 に固 め て お く必 要 が あ る こ とは言 うま で もない。

労 働 時 間の 短 縮は 需 要 変 動 の バ ッフ ァー 的役 割 を も有 して お り,予 見 で きな

い事 態 に 対処 す る意 味 で も重要 な施 策 と思 われ る。 今 後 多 角的 な検 討 をすす め

体制 の 整 備 を行 う必 要 が あろ う。

(7)中 小 企業 へ の 関連 知 識技 術 の普 及 促進

マイ ク ・コ ン ピュー タの 産 業 的応 用 プ ロセスの 中 で 中小 企 業 が果 た す役 割は

きわ め て大 きい と予 想 され て い る。 現在,多 くの 分 野 で構 造 改 善事 業 が進行 し

てい るが,マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タに よる構 造変 革 は 急速 で あ り,対 応 し切 れず

に市場 か らの 撤退 や む な きに 至 るケ ース も少 なか らず発 生 す るおそ れ が ある。

特 に,従 来 の機 械 部 品 メー カーや ア ッセ ンブ リの 下 請 け専 業 メー カーに とって

マ イク ロ コン ピュー タの 出現 は 企業 の 死活 にかか わ ってい る。 新技 術,知 識 の

消化 吸収 は 中小 企 業 に とって か な り至 難の わ ざで あ り,特 に 中小 企業 を対 象 と

した ソ フ トウェア関 連 知識 技 術 の普 及 促進 が 重要 な課 題 で あ る。 現 在 の ところ,

マ イ ク ・ コン ピュー タの影 響は 新 しい産 業機 械 の導 入 に よって 中 小 企業 の技能

労 働 力不 足 が解 消さ れ る とい った メ リッ トが あるが,よ り広 い 範 囲 でみ れば,

新技 術 に よる体 質 改 善 や新 製 品 との価 格 競争 に取 り残 さ れ る 企業 の 発生 が深 刻

な問題 とな ろ う。 この 面 での 産 業 振興 施 策 の早急 な確 立 が望 まれ る。
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8.5今 後 の 研 究 課 題

前 節 まで に現 段 階 で想 定 し うる マ イク ロ コン ピ ュー タの雇 用 に 与 え る影 響 に つ

いて問題 点 と考 え られ る対応 策 を検 討 して きたが ,こ の種 の問題 の波 及は これ か

らで あ り,今 後 更 に研 究 を進 め るべ き課題 は数 多 い。 そ の 中か ら雇 用創 出 ,雇 用

不安 の回避,国 際 的 経済 トラ ブルの未 然防 止 を3つ の柱 と して 当面探 索 を要 す る

と思 われ る分 野 を拾 い上 げ,項 目を列 挙 す れば 次 の とお りで ある。

〈市 場予 測 〉

(1)マ イク ロコ ンピ ュー タの応用 製 品分野 の探 索 と ,現 状 の応用 製 品,応 用 シ

ス テ ムを含 め た市 場 の 予測 に関 す る研 究

② 第 三次産 業 等 にお け る マ イク ロコ ンピ ュー タ応 用製 品 応 用 シス テ ム活 用

分 野(主 と してサ ー ビス業)の 探 索 と社会 的 ニー ズ ,市 場 の 予測 に関 す る研

究

(3)マ イク ・ コン ピ ュー タ及 びそ の応用 シス テ ムの開 発 ,利 用 に か かわ る新規

技 術 サー ビス分 野 の探 索 とそ の市場 の 予測 に関す る研 究

〈 テ ク ノロジー ・ア セス メ ン ト〉

(4)マ イク ・コ ンピ ュー タの応 用分 野拡 大 に伴 う分 野 別 テ ク ノ ・ジー ・ア セス

メ ン トの研 究(特 に 情 報化 の進 展 に及 ぼす 影響 に つ い て)

(5)マ イク ・ コ ンピ ュー タが1990年 代 の産 業 構 造 並 びに労 働 力構成 に及 ぼす

影 響 に関 す る研 究,産 業 政策 へ の反映

(6)マ イク ロコ ン ピ ュー タの生 産 財応 用(広 義 の意)に かか わ る具 体 的 影響 の

把握(特 に供給 側,利 用側 で発生 す る諸 問題 と雇 用維 持対 応 力 につ い て企業

内 テ クノ ロジー ・ア セス メ ン トの研究 推進)

(7)マ イ ク ロ コ ンピ ュー タの消 費財応 用 ,新 製 品 出現 に かか わ る国民生 活 へ の

影 響 の把 握(特 に若 年 層 を中心 と して)

〈技 術思 想 の 普及 ・教 育 〉

(8)マ イク ロコ ンピ ュ ー タ関連 の技 術思 想 の普 及 ,啓 蒙 のた め の教 育機 関,マ
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ス メデ ィアの活 用 方法 並 び に教 育 環境 整 備 に関す る研究

(9)マ イク ロ コ ンビ=一 タに よる職 種 内容 別 雇用 の過 不 足 の解 明 と,技 術 転換

の ための教 育 訓練 カ リキ ュラ ムの整 備 並 び に社会 教 育 制 度 の あ り方 につ い て

の研 究

く国 際的 規模 での問 題 解 決 〉

⑩ 製 品輸 出相手 国 を含 め た国際 的 規模 での雇 用 ア セ ス メ ン ト並 び に多元 的 な

雇 用問題 解 決 方法 に 関 す る研 究

⑪ 海外 よ りの頭脳 流 入増 加 に伴 う適 切 な教 育環境 の整 備 と社 会 的受 け 入 れ に

つ い ての研究

⑫ マ イク ・コ ン ピュー タ関 連技 術,応 用製 品,応 用 システムの開発 ・利 用 にお

け る国際 分業 の あ り方 に つ いて の研究(国 際 的 なコミュニ ケー ションギャ ップ

解 消 と多角 的 国際協 調 へ の新 しい視 点 と して)

〈省 資源 ・省 エネ ル ギー との 関 連 〉

⑬ マィン ロコ ンピ ュ一 夕の活 用 が省 資 源,省 エ ネル ギー,公 害発生防上等 に も

た らす効 果 に 関す る研 究

く シ ミュ レー シ ョンモデ ル策 定 〉

⑭ マイ ク ロコ ン ピ ュー タの雇 用 イ ンパ ク トに関す る シ ミュ レー シ ョンモデル

の開 発並 びに ケー スの策 定 に関 す る研究
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補 遺

「マ イ ク ・エ レク トロニ クス の雇 用 に与 え る影響 調査 」委 員会 に おい て は

各 界 の専 門家 か ら本 調 査 課題 に関 す る貴 重 な助言 を い ただ い た。 しか し調 査

研 究 期 間等 の制 約か らそ の視 点 の すべ て につ い て網 羅的研 究 を行 な うことは

不 可能 で あ った 。

また 、調 査研 究 を終 了 して 改 めて マ イ ク ロコン ピュー タの雇 用に与 え る影

響分 析 に 必要 な新 しい 視 点 に気 づ か され た部 分 もあ る。 そ こで 、各委 員 に本

調 査 課 題 に つい て の コ メ ン トの執 筆 を依 頼 し 、 ここに補 遺 と して示 す こと と

した。委 員各 位 の お骨折 りに対 し、深 く感 謝 の意 を表 す る次 第 で あ る。

委員長 猪 瀬 博

(財)日 本情報処理開発協会

(社)日本能率協会総合 研究所





"マ イ ク ロ コ ン ピ
ュ ー タ と雇 用 問 題"に 関 連 した

今 後 の 検 討 課 題 に つ い て

1.1980年 代 に お け る産 業 構 造 の変 化 と

マ イ ク ロコ ン ピュ ー タ普及 との 関係

壼 岐 晃 才

1980年 代 は,わ が国 の 産業 構 造 を激 化 させ る"時 代"で ある と思 われ る。 言

うま で もな く,そ の最 大 の 要 因 は 石 油 価 格 の 上 昇 で ある。80年 代 を通 じて,

OPECカ ル テル が 完 全 に解 体 す る とか,ま た,値 上 げ 志 向 を停止 す る とは想定

しが たい。 他 方,消 費国 カル テ ル結成 へ の 動 きは よ り顕 在 化 す る と して も,O

PECカ ル テル に対 し,圧 倒 的 優位 性 を確保 し,石 油価格 決定 権 を奪還 す る可能

性 は小 さい もの と思 わ れ る。 した が っ て,世 界石 油需 給 関係 の変 動 に よって,石

油価 格上 昇 の程 度 には変 化 が あ る と して も,石 油価格 の 上 昇 基 調 に は 基 本 的 変

化 は生 じな い と予 測 され る。

と ころで,石 油 価格 の 恒 常 的 上 昇 基 調 は2つ の 側 面 か ら 日 本 経 済 に 圧 力 要

因 と して働 く ことに な る。1つ は,コ ス トプ ッ シュ ・イ ンフ レー シ ョンの圧 力 で

あ る。 また,石 油価 格 の 上 昇 は,本 来,国 内購 売 力 と して支 出 され るべ き所 得 を

o?EC諸 国 へ 移転 させ る結果,内 需 を削減 し.デ フ レー シ ョン要 因 と もな る。 石

油 価 格 の 上 昇 が 持 つ こ の2つ の働 きは,日 本 経済 に恒 常 的ス タ グ フ レー シ ョン

圧 力 が作用 す る こ とを意 味 す る。

さ らに,石 油価 格 の 上 昇 は,財 相 互 間の 相 対価格 を変化 させ る ため,需 要 の シ

フ トを発生 さ せ,需 要 構 造 の変 化 を促 進 す る。 そ して,こ の こ とは 供 給 構 造= .

産 業構造 の変 化 を もた らすの で ある。

した が って,日 本 経 済 は,ス タグ フレー シ ョンの断 え ざる危 険 性 に さ らさ れつ

つ,同 時 に,急 速 な産 業 構 造 の変 化 を経験 せ ざ るを得 ない と思 わ れ る。

こ うした 状況 を想定 す る と,産 業 ・企業 に おけ る省 エ ネル ギー 省 力化 へ の欲
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求,相 対価格 の変 化 に と もな う新 規 需要 分 野 への 参 入意 欲 は,ま す ます増 大 す る

と考 え られ る。 その 場 合,マ イ ク ロコ ン ピュー タは,い か な る産業 分 野 の,ど の

よ うな ところ で,そ の市場 を発見 す る こ とに な るの で あろ うか。

また,マ イ ク ロコ ン ピュー タの持 つ 特 性 が 有 効 に 機 能 す る と考 え られ る業種

は,い か な る もの で あるの か。

さ らに また,マ イ ク ロコ ン ピュー タの 採 用 自体 が産 業 構 造 の 変化 の 態様 に影

響 を与 え る もの と思 われ る が,そ の実 相 は ど うか。

そ して,そ う した 変 化 は,最 終 的 に(例 え ば1990年 に)は,わ が 国 の労 働 力

構成 にい か な る変 化 を現 出 させ るの か。

以上 の よ うな諸 点 が解 明 され る な らば,今 後 の わ が国 の産 業 構 造 を考 え る上 で,

か な り有 効 な イン プ リケ ー シ ョンが得 られ る もの と思 われ る。

2.雇 用特 性 か らみ た 日 ・米 ・欧 の 国際

比 較 とマ イ ク ロコン ピ ュー タの影 響

マ イ ク ロコ ン ピ ュー タの雇 用 に与 え る影 響 が,日 本 にお い ては,欧 米諸 国 ほ ど

深 刻 に受 け と られ てい ない とい う事実 は,明 ら か に 雇 用 特 性 に よる もの と思 わ

れ る。 ところ で,わ が国 に おけ る,い わ ゆる 「終 身雇 用 」「年 功 序 列 」等 々の特

性 が,80年 代 を通 じて ど の よ うな変 容 をみせ るかに つ い ては,今 日必 ず し も定

説 が あ る とは 言 い難 い。 企 業 の 主観 的 期 待 と客観 的 判断 とが しば しば 混 同 さ れて

論 議 され てい る例 す ら散 見 され るの が実 際 で あ る。

戦後 の 日本 経 済 は,周 知 の よ うに,き わめ て急 激 な技 術 的変 化 の なか に置 かれ

た わけ で あ るが,そ れ に もか か わ らず,雇 用 特 性 が基 本 的 に変 化 した とは考 え ら

れ ない。 む しろ,急 速 な技 術 的 変 化 の イ ンパ ク トを 雇 用 特 性 を生 か しつ つ有 効

に吸収 す る こ とに成 功 した と も考 え られ るの であ る。

では,マ イク ロコ ン ピ ュー タ とい う「技 術革 新 」は,戦 後 日本 経 済 が経験 した

「技 術革 新 」に比 して質 的 に異 な る イ ンパ ク トを持 つ の で あ ろ うか。 す なわ ち,
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日本 の雇 用特 性 に基 本 的変 化 を もた らす もの で あるか 否か,が 検 討 され な けれ ば

な らない。

その ため には,欧 米 との雇 用特 性 の 国 際 比較 も必要 で あろ う し,ま た,欧 米諸

国 の技 術 革新 イ ンパ ク トに 対す る吸収 力 と,わ が国 の それ との比 較 も重 要 な課題

で あろ う。 それ を通 じて,マ イ ク ロコ ン ピ ュー タの影 響 の度 合 に 関す る定 性 的判

断 が可能 とな る とと もに,産 業政 策 へ の 示 唆 を与 え うる もの と考 え られ る。
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「情報 革新 」に対す る 日本 企業 の対応 力とそ の評価につ いて

小 松 崎 清 介

マ イ ク ロコン ピ ュー タの 導入 は,現 在 先進 工 業 国 が直 面 してい る 「情 報革 新 」

の一 つの 局 面 と考 え る ことが で きる。 一般 に,「 情 報 革新 」の影 響 を定 量 的 に と

らえ る こ とは,大 規 模 な調査 を実施 しない 限 り,非 常 に困難 で ある。 ど ち らか と

い え ば,過 少 評 価 され る こ とが多 く,ま た立 場 に よって は過大 評 価 され る こ とも

あ る。

「情報 革 新 」の 影響 が的確 に と らえ られ ない理 由 は,既 存 統計 上 情 報 ない し知

識 の 位 置 づけ が あ ま りに も小 さい ため で あ る。 「情 報 革新 」に よっ て実 際の 職務

内容 が質 的 に変 化 してい るに も拘 らず,統 計 上 は 変化 が ない とい う現 象 は決 して

珍 し くは ない。 ま た,わ が国 の企 業 経営 の特 質 と して,環 境 変 化 を企 業 が内蔵 し

てい るシ ョ ック ・ア ブ リーバ ー 的 な仕組 で受 け止 め るため,「 情 報 革新 」の 影響

が比 較 的 小 さ く見 え る とい う点 も重 要 で あ る。 い ず れ にせ よ,こ れ まで の ところ

では マ イ ク ロコ ン ピ ュー タが雇 用量 その もの に及 ぼ した影 響 は,軽 微 で あ った と

み る こ とが で きそ うで ある。

今 回 の調 査 にお い ては,影 響 が大 きい と考 え られ る特 定 業 種 に つい てケ ース ・

ス タデ ィが実 施 され た。 この調 査 を通 じて わが国 企 業 が マ イ ク ロ コン ピ ュー タの

導 入 に対 してい か に柔 軟 に対 処 しつ つ あ るが浮彫 りされ た こ とは興 味 深 い。

ほ とん どの 企 業 は,マ イク ロ コン ピュー タ化 に伴 う対応 を,企 業 内配 置転 換 と

再 教 育 に よっ てい る。 これ は 企業 別組 合 が 中心 で あ り,か つ従 業 員 の適応 能 力が

高 い場 合 に は 円滑 に機 能 す る。 も し,経 済 成 長 が高 く,労 働 市 場 が拡 大 しつ つ あ

る場合 に は さ らに好 都 合 で あ る。 安定 成 長 下 にお い て も,こ の よ うな 日本 的特 質

は そ れ ほ ど急 激 に変化 す る こ とは ない と考 え られ るか ら,「 情 報 革新 」に対 す る

日本 企業 の適 応 力は 今後 も比 較的 優 位 を保 つ こ とが で きる で あろ う。

一168一



日本企 業 の適 応 力 の す ぐれ てい る ことは,欧 米 諸国 にお い て も次第 に認識 され

始 め てはい る。 しか し,「 情 報 革新 」の進展 に伴 って重 要 となbつ つ あるQuaユi－

七yOfWorkingLifeの なか での 「情 」ない し 「感 」の 評価 に つ い て は,ま だ

不 十 分 では なか った か と思 われ る。

新 しい労働 環 境 に労 働 力 を適応 させ てい く場 合,欧 米 流 の合理 主 義 だ け で は摩

擦 が大 き く,矛 盾 が増 大 す る ことはす でに体 験 ずみ の こ とであ る。 と りわけ重 要

な再 訓練 に当 っ て 「情 」や 「感 」が 従業 員の 動 機 づけ に果 す大 きな役 割 につ い て

は,も っ と重 視 され るべ き で あろ う。 さ らに,こ の よ うなア プ ロー チ を可 能 に し

てい る企業 レベ ル の取 り組 み に つい て,よ りす ぐれ た方 式 の開 発 を促 進 す べ きで

あろ う。

い うま で もな く,マ イ ク ロ コン ピュー タの 雇 用 に及 ぼ す 影響 は,国 内問 題 より

も国 際問題 と して より重 大 な結 果 を もた らす もの で ある。 従 っ て,国 際 的 なコ ミ

ュニ ケ ー シ ョン ・ギ ャ ップ を埋 め る努力 をさ らに払 う とと もに,影 響 の 及 ぶ範 囲

や テ ンポを微 調整 す る配 慮 が不 可 欠 であ る と考 え られ る。

す で に欧 米諸 国 は,わ が 国 が短 時 日の うちに情報化 を な しとげ た こ とを 高 く評

価 す るに至 っ てい る。 日本 の情 報化 政 策 に学 び た い とい う動 きは定 着 しつ つ あ る。

「情 報 革新 」に対 す る 日本 企 業 の適 応 力の す ぐれ てい る点 につ い て も,同 様 な評

価 が与 え られ,か つ わが 国 の微 調整 努 力 と相 まっ て,世 界的 規模 で 「情 報革 新 」

の促 進 が図 られ る こ とを期待 したい。
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マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ と雇 用 問 題 解 決 の た め の 方 策 に つ い て

成 瀬 健 生

1.マ イ ク ロ コ ン ピュー タの雇 用 に与 え る影響 に つい ての基 本 的 認 識 は"ま え が

き"6頁,下 か ら4行 目,「 む しろ,マ イク ロ コ ンピ ュー タの発 展 に よって 創 出

され る新 しい 雇用 機 会 に 目を 向け,こ れ を充足 す るた め の施 策 に努 力 を集 中 す る

こ とが… … 」に明示 され て い る と思 われ る。

2.技 術革 新 に は,コ ス ト低 減 と人 間の活 動 分野 の 拡 大 との2つ の 面 が あ る。 こ

の 両者 の比 重 は技 術 革 新 そ れぞ れ に よって異 なる。 た とえ ば,蒸 気機 関の発 明 な

どは,後 者 の 比重 が高 く,マ イク ロコ ン ピ ュー タの 場 合 は 前者,と くに省 力化 の

面 が強 い と見 られ てい る。

3.し か し,マ イ ク ロエ レ ク トロニ クス化 に よる,新 製 品,新 市 場 の拡 大 は,イ

ンベ ーダ ー ・ゲー ムの よ うなTVゲ ー ムの 分 野 だ け で な く,す で に広汎 に見 られ

る。 た とえば 銀行 は,給 与振 込,全 国 ネ ッ トな どの新 しい サ ー ビス分野 を拓 き,

その ため,銀 行 員 の絶 対数 は増 加 してい る。 カ メ ラは,コ ン ピ ュー タに よる レン

ズ設 計 の飛 躍的 向 上 と露 光調 節 の エ レク トロニ クス化 に よる,誰 で も上 手 に写 せ

るカ メ ラの 出 現 に よ り,そ の市場 を大 き く拡 大 した。 デ ジ タル時 計,カ ー ド電卓

を は じめ この種 の 例 は枚 挙 に暇 が ない。

4.こ の よ うに,マ イク ロコ ン ピ ュー タ も当 然,GNIPの 潜 在成 長 力 を高 め る効果

を持 つ。そ して,そ の顕 在化 が可能 となれ ば,成 長 率 と,就 業 者1人 当bGNP

(国 民経 済 生産 性)と の差 が雇 用 の増 加(成 長率 の方 が高 い と して)と な る。 こ

の 場合,問 題 が2つ あ る。1つ は,潜 在成 長 力 を顕 在 化 させ るた めの条 件 で あb,
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2つ は,国 民 経 済生 産 性 の 上 昇 をGNPの 成長 よb小 さ くす るた め の方 策 で あ る
。

5.第1の 潜 在 成 長 を顕 在 化 させ る条 件 は ,企 業 に マ イク ロエ レク トロニ クス を

活用 した投 資 意欲 を起 こさせ る こと で,こ れ は,投 資 の期待 利 潤 率 に よる。 今 日,

先 進 主要 国 にお け る企業 の 期待利 潤 率 は,労 使 関係 に影 響 され る度 合 い が極 め て

大 きい。具 体 的 には,賃 上 げ 率 い かん に よるわ け で あ る。 生 産性 を 大幅 に上 回 る

賃 上 げ を行 っ て い る国 は,利 益 圧 縮 とイ ンフ レを同時 に発生 させ ,ス タグ フ レー

シ ョンに陥 っ てい る。

6.第2の,国 民経 済 生 産 性 をGNP成 長 率 以上 に あげ ない た めの 方策 は
,企 業

に省 力化 の 必要 を感 じさせ ない こ とで ある。 企 業 が省 力化 を推進 す る理 由 は賃金

水 準 の高騰 に ある。 つ ま り過 度 な賃 上 げ を避 け る こ とに よっ て ,省 力化 へ の 圧 力

は 薄れ,生 産増 に伴 う生 産性 上昇 が 中心 とな り,目 的 は達成 され る。

7.こ の よ うに,マ ク ロで見 た場 合 には ,賃 金 を過 度 に あげ す ぎない こと(生 産

性上 昇 率 程度 にす る こ と)に よっ て,マ イ ク ロコン ピ ュー タ導入 の雇 用 へ の 影響

は 防 ぎ うる。 しか し,ミ ク ロを考 え た場 合 には ,さ らに影 響 は残 るの で あ っ て,

そ の問題 の検 討 も必 要 に な る。

8.ミ ク ロの 問題 の第1は,マ イク ロコ ン ピュー タ導 入 部 門 で生 産性 が 大幅 に向

上 し,そ の部 門(産 業,企 業,職 種)に おい て,大 幅 な賃 上 げ が行 わ れ ,そ れ が

社会 的 平準 化傾 向 に よっ て,他 の 部 門 に 波及 し,イ ンフ レ→ 引締 め→ 低 成 長一 失

業 と連鎖 を形成 す る場合 で ある。 この場 合 は,労 使 が 十 分 に 話 し合 い を 行 い ,

配 転,関 連 部門 拡 大 な どを 中心 に雇 用 確 保 を第 一 義 と し,賃 上 げ は 全 体(企 業,

産業,国 民経 済)平 均 の 生 産 性 に合 わ せ る努 力 が必 要である。 わが国では企 業 レベ

ル の労 使 間の コ ミュニ ケー シ ョンの 良 さが
,こ の点 に関 し,有 効 に作 用 してい る。
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9.第2は,マ イ ク ロ コ ン ビ=L－ 夕化 され,不 要 な い し,縮 小,変 質 した従 来 部

門 の従 業 員 の 再訓練,配 置転 換 問 題 で ある。 これ に関 しては,当 該 従 業員,労 働

組 合,企 業,政 府 が そ れ ぞ れ に役 割 を負 わ なけ れ ば な らない が,特 に,当 該従 業

員,労 働 組 合 の態 度 は決 定 的 に重 要 で ある。 再 訓練,配 転 の成 否 い かん が,企 業

あ るい は,一 国経 済 の将 来 を左 右 す るか らで ある。 わ が国 の 企業 別 組 合制 度 と労

働 者 の考 え方 の柔 軟性 は,こ れ に関 し,大 変 な利点 とな っ てい る。

10.要 は,生 産性 向 上 部 門 の 賃金 を,平 均 水準 に抑 え,そ の 余裕 を雇 用構 造調 整

の源 資 に使 うことで あ り,こ の 前提 とな るの は,賃 金決 定 は社 会 的 に高位 平準 化

傾 向 を持 つ ところか ら,部 分 の生 産 性 で な く,全 体 の生 産 性 に見 合 っ た もの で な

け れ ば な らない とい う労 使 の 共通 の認 識 で あろ う。

1Lな お,マ イ ク ロコ ン ピ ュー タ導入 に よっ て,国 民 経 済生 産 性 が超 大幅 に上 昇

す る よ うな場 合 には,賃 金 上 昇 と労働 時 間短 縮 で,そ の成 果 を 分 け合 うこ とが望

ま しい。 但 し,大 幅 生産 性 上 昇 に見合 う賃上 げ を行 っ た上 で,そ れ に加 え て労 働

時 間短 縮 を行 うと,必 ず失 業 問題 が 発生 す る こ とは肝 に銘 じる必 要 が あ る。

12.企 業 はペ イ す る場 合 に人 を雇 う。 これ は 自明 で ある か ら,技 術 革新 に対 す る

雇 用対 策 は,

① ペ イす る分 野 の拡 大=新 技 術 に よる新 規 需 要 の開 拓(主 と して経営 者)

② ペ イす る賃 金 水準 へ の 自制=全 体 の 生産 性 を基 準 とす る賃 金 決 定(主 と し

て労組)

の2つ とい う ことで あ ろ う。
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マ イ ク ロ コ ン ピュ ー タ と雇 用 問 題 に 関 す る

マ ク ロ的 考 察 の 必 要 性 に つ い て

名 和 小 太 郎

マ イ ク ロエ レ ク トロニ クス の雇 用 に与 え る影 響 を検討 す るぱ あい に配 慮 す べ き

`ふ た つの点 を挙 げ てみ た い。

第 一 に,マ イ ク ロエ レク トロニ クスの 雇用 へ の影 響 は つねに副 次 的 な もの で あ

っ て主要 な もの で は ない,と い うことで あ る。 マイ ク ロエ レク トロニ クスの 発 展

は,別 の社会 経 済 的 原因 に よっ て惹起 され る雇 用変 化 をせ いぜい 加速 または 減速

しうるだ け で あ る。 た とえば,流 通 分野 に お け る量 販店 の 伸長 に よる零 細 小 売 業

へ の 圧迫 は,マ イク ロエ レク トロニ クス な しで も進 むで あ ろ うが ,マ イ ク ロエ レ

ク トロニ クス を装 備 したPosの 導 入 は,こ の 変化 を促 進 す るで あ ろ う。

第二 に,マ イ ク ロエ レク トロニ クス が雇用 に対 して影 響 を もつ の は,そ れ が単

体 と して採 用 さ れ た時 では な く,そ れ が シス テ ム と して利 用 され た時 で ある,と

い うこ と であ る。 た とえ ば,電 卓 は 事務所 内 の省 力 に何 等 の効 果 をの こさ ない が,

新 聞 の 自動 編集 シス テ ムは オ フ ィス 内の人 員 合 理 化 に大 きな寄 与 を果 してい る。

以上 の 二 点 を ま とめ てみ れ ば,マ イク ロエ レ ク トロニ クスの雇 用 に及 ぼ す 否定

的 効果 は,製 造 業 の生 産 設 備 で大 き く,一 般 大衆 用 の消 費財 で小 さい,と 言 え よ

う。(た だ し,前 者 は マ イ ク ロエ レ ク トロニ ク スの 導入 を待つ ま で もな く,す で

に 自動化 してい る。)

本 問 題 に,さ らに,今 後 の検 討 課題 を加 え る とすれば,上 述の よ うな マ ク ロ的

考 察 を,と くに,社 会 経 済的 な土 台 の上 に,実 施 す る ことで あろ う。

ノ
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マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ の 普 及 発 展 に 関 す る

現 状 認 識 と今 後 の 検 討 課 題 の一 案

平 山 勝 英

マ イ ク ロコ ン ピ ュー タに代 表 さ れ るマ イク ロエ レ ク トロニ クス の進 歩 は,す で

にい ろい ろの 分野 に大 き なイ ンパ ク トを与 えつ つ ある が,本 格 的 な普 及 は む しろ

これ か らと推定 され る。 わ が国 の場 合 には,優 秀 な しか も適応 力豊 か な人的 資 源

に恵 まれているため,こ の技術進歩に よる影響を失 業 問題 の よ うな マ イナ スの イ メー

ジ て受 け とめ る者 は 少 な く,将 来 に向 っ て も期待 を持 っ て積極 的 に導 入 を図 る企

業 が 目立 つ昨 今 で ある。 また個 人 的 な趣 味 の分 野 で も,マ イ コン ク ラブの繁 昌 で

明 らか な とお りその 愛 好者 が増 加 してい る。

おそ ら くも う しば ら くの 間は,マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ と雇用 問題 を深 刻 に結 び

つ け て,導 入 反 対 を叫 ぶ よ うな動 きは活 発 化 しない と思 われ る。 内心 困 った と思

う人 が多 くな る こ とは確 か で ある が,設 備 の近 代 化 に対 す る反 対 が 自分の 適応 力

の欠 除,無 能 力 を表 明 す る ような結果 に な る ことを恐 れ,努 力 して ロボ ッ トを使

い こ なす よ うな能 力 を 身 につ け るか,黙 っ て職 場 を離 れ るか,い ずれ か を選択 す

る に違 い ない。恐 ら く大 部 分 は前 者 の道 を歩 む の で マ イク ロエ レク トロニ クス は,

ます ます企 業 に深 く入 り こみ,企 業 の近 代 化,合 理 化 を一層 進展 させ よ う。経 済

成 長 を促進 す る よ うな技 術革 新 の 種 が少 な くなっ た と言 わ れ る今 日 にお い て,マ

イ ク ロコン ピ ュー タは,日 本 の国 際競 争 力 を支 え る原 動 力 に もな る訳 で ある。 石

油価 格 の 上 昇 な どの 国際 状勢 も,わ が 国 が生 き残 るた め に必 要 な,企 業 の この よ

うな動 きを促 進 す る。

しか しここで忘 れ て な らないの は,技 術の進 歩 は何 時 の世 にお い て もプ ラス と

思 わ れ る影 響 が大 きけ れ ば大 きい ほ ど,失 な う もの も大 きい とい う事実 で ある。

失 な うもの を どの 程度 の マ イナス イ ンパ ク トと考 え るかは状 況 に より人 に よ り異

な るが,マ イ ナス 面 に 多 くの 人 々が何 時 まで も無 関心 で あ る と,い ず れその 反 動
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が来 る ことは歴 史 が教 え る ところ で ある。 昭和40年 代 に大 きな盛 り上bを 見 せ

た公害 反 対 運動 も,高 度 成 長 時代 の 自然環 境 の 浄 化 能 力 を無 視 した無 神経 な行 動

の 積 み重 ねが もた ら した もの で あった。

マイ ク ロエ レ ク トロニクス の進 歩 は,大 気 汚 染 とか水 質 汚染 の も とに なっ た従

来 の 多 くの技 術 とは 異 な りク リー ン なイ メー ジで あ り,庶 民 には 近寄 り難 い存 在

で あっ た電子 計算 機 を電 卓 化 す る こ とに よっ て大 衆化 した ように,使 い方に よっ て

は 近代 技 術の 持 つ人 間疎 外 の イ メー ジを庶 民 的 な もの に変 え る可能 性 もある とは

い え過 度 の楽 観 は 危険 で あ る。

この 際 われ われ は,日 本 の現 状 だけ を 見 るの で な く,ヨ ー ロ ッパ にお け る マ イ

ク ロコ ン ピ ュー タの進 歩 に対 す る警 戒 観 が,失 業 問題 とい う現実 に根 ざ した もの

で ある ことに注 意 す る必 要 が あ ろ う。 日本 にお い て問題 が深 刻化 してい な い こ と

の理 由 と して,日 本人 の 国民 性 とか労働 組 合 が ヨー ロ ッパ と異 な る こ とを強 調 す

る より も,近 代工 業 化 社 会 の 成 熟度 を重 視 す る こ とが必要 で,こ の方 が外 国 入 に

も理 解 され易 い で あ ろ う。 日本 におい て も5年 か10年 あるい は もっ と近 い 将来

に失 業 問題 が深 刻 化 しない とい う保 障 は ど こに もない。 今 回 の第2次 石油 シ ョ ッ

ク を転 機 に世 界 的 大 不況 が到来 し,日 本 の製 品 が思 っ た よ うに売 れ な くな る恐 れ

は 明年 に もあ り得 る。 先達 の 心配 は,明 日の わが 身 の問題 と考 え て,国 際 的 な視

野 で問 題 発生 の軽 減 策 を検 討 し,協 力 し合 うこ とが大 切 で ある。

近 代 エ 業 社会 の 発 展段 階 の 相違 は必 然 的 に知 識 経験 の違 い を もた ら し,も のの

考 え方 に も影 響 を及 ぼ してい るの で同 じ土俵 での対 話 は困難 で あ るが,可 能 な限

り共 通 の基 盤 を見 出 す 努 力が続 け られ て よいの では ある まい か。

日本 で問題 が深 刻 化 し,多 くの 人 々が この よ うな問題 に強 い関心 を持 つ まで に

は若 干 の年 数 を要 す る と思 われ るの で,今 後 の 数 年 間 は欧 米 事情 の歴 史 的 ・客 観

的把 握 の よ うな基 礎 的課 題 を取 り上 げ て も良い と思 う。 マ イ ク ロエ レク トロニ ク
ノ

スの 進 歩 は過 去 の もの では な く今 日 あるい は明 日の 問題 の た め ,そ の 及 ぼ す影 響

の大 きさ を欧 米 事情 の 調査 を通 じて明 らか に し,そ れ を 日本 の将来 に当 て は めて
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み る よ うな ことは勿論 不 可 能 で あ るが,社 会 の 成 熟度 の相 違 に よる知 識 経験 の 不

足 を 補 ない,次 の検討 に,あ るい は また国 際的 な対 話 集会 で活 用 す る こ とが重 要

で あ る。
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国 際 労 働 運 動 の動 向 と マ イ ク ロ コ ン ピュ ー タ

雇 用 問 題 へ の 今 後 の対 応 課 題

藤 野 勝

1.「 第3次 産 業 革 命 」をめ ぐる最 近 の 国際 労働 運 動 の動 向

「マ イク ロコ ン ピュー タ と雇 用 」が国 際 労働 運 動 の主 要 テー マ と して浮 上 して

きた のは こ こ1～2年 の こ とで あ るが,と くに労働 時 間短 縮 に よる雇用 拡 大 が そ

の 運 動 の 主柱 になbつ つ あるECの 労働 組 合 に危機 意 識 は強 く,こ と しに入 っ て

この 課題 に対 す る取 組 みは一 層 加速 化 した とい え よ う。 も とも とこの課題 に着 目

した の は,わ れ われの 所属 してい る エTS(国 際 産 業別 組織)の 一 つ で あ る エM

F(国 際 金属 労連)で あっ た が,79年11月 に マ ドリッ ドで開催 され た工CFTU

(国 際 自由 労連)の 第12回 世 界大 会 にお い て も,こ の テ ーマ が とb上 げ られ た。

同 大会 の第9議 題 「就 業 権 一変 化 す る世界 と労働 組 合 の役 割 」の項 で は 「す べ て

の 労働 者 に仕 事 を与 え る とい う こ とは,産 業 革 命 の時 代 に労働 組 合 が誕 生 して以

来,提 供 した労 働 に対 す る十 分 な賃 金 と遂行 す べ き労働 に対 す る正 当 な条 件 と と

もに,労 働組 合 の主 要 な要 求 で あっ た。 こん に ち,創 出 す る よ り も多 くの 雇 用 を

消滅 させ る危 険性 を もつ マ イ ク ロプ ロセ ッサ が も た ら した 新 しい 産 業 革 命 の 前

夜 にお い て,し か もその 革 命 が,頑 強 に も高 い失 業 お よび半失 業 を もた ら してい

る時 点 に発 生 してい る とい う時 に,国 際的 な労 働組 合運 動 は,働 く意 志 の あ るす

ぺ ての労 働 者 に雇用 を提 供 し,そ れ に よっ て労働 者 が生 計 をた て得 る政 策 を要 求

してい る 」と して,「 マ イ ク ロプ ロセ ッサ の 利 用 は 多 くの 分 野 で労 働 力 に とっ

て代 わるが,と くにサー ビス部 門 につ い ては大 規 模 で相 対 的 に低 コス トで労働 力 に

とって代わる。新 技 術 は経 済 発展 に 巨大 な可能 性 を与 え るが,そ れ と同時 に雇 用 に

対 して,ま た職 務 内容 な らびに労 働 者 の健 康 に対 して大 きな脅威 と もな り得 る。

従 っ て労 働組 合 は最 初 か らそ の導 入 に関 わ り合 い を持 ちその適 用 の あ らゆ る側 面

に つ い て報 告 を うけ るべ き で ある と主張 せ ね ば な らない 」と指摘 してい る。
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鉄 鋼,造 船,自 動 車,電 機,航 空 機,工 作 機 械,時 計 な ど自由主義 諸 国 の金 属

労 働 者 の結 集 の 場 で ある エMF(国 際金 属 労連)で は す で に78年11月 の世 界

電 機 ・電子 産 業 会 議 で この 課題 を とク上 げ,「 技術 革新 と雇 用困 難 」とい うテ ー

マ で マ イ ク ロコ ン ピュー タ と雇用 の 関係 をは じめ て討 議 したが,79年10月 に ウ

ィー ン で開催 され た エMF中 央 委 員 会 は 「第三 次産 業 革命 一 マ イク ロプ ロセ ッサ

と ロ ボ ソ ト 」を 最 大 の テ ー マ と して行 われ た。 中央 委 員会 には,2名 の エ キス

パ ー ト(ト ム ・ス トニ アー英国 ブ ラッドフォー ド大 学 科学 社会 部 教授,フ ォル カー

・ハ ウ フ西独 科 学 技 術大 臣)が 招 かれ基 調講 演 の あ と各 国 報告 が行 われ,「 第 三

次 産 業革 命 につ い て 」と題 す る次 の よ うな決 議 を採 択 した。 「生 活の あ らゆ る分

野 にマ イ ク ロエ レ ク トロニ クス が無 規 制 に普 及 してい る こ とは,深 刻 な混 乱 を ひ

きお こ し,予 測 し難 い社 会 的影 響 を と もな うで あろ う。 その 影響 の規 模 は,目 下

の と ころ小規模 に しかす ぎない とは い え,go年 代 に対 す る科 学 的 な展 望 では,大

量 失 業,職 務 機 能 の大 幅 な変化,技 能 の低 下 が予 測 され てい る。 技 術革 新 に よっ

て創 出 され る雇 用 量 が,喪 失 され る雇 用量 を とり戻 す こ とは,ほ とん ど ない よ う

に思 わ れ る 」と して労働 組 合 の さま ざま な対 策 を述 べ,「 中央 委員 会 は,書 記 局

に対 し,マ イ ク ロエ レク トロニ クス お よび ロボ ッ トの 分 野 におけ る最 近 の動 向 を

監 視検 討 す るた めに,定 期的 に会合 を もつ 常設 の作 業 部 会 を創 設 す る こと,そ し

て必要 な際 には 調査 資 料 の検 討 の た め コ ンサル タ ン トを採 用 す る よ う指 示 す る 」

この ように,ECを 中 心 とす る国際 労 働運 動 の舞 台 で,ロ ボ ッ トを含 めた マ イ

ク ロコ ン ピュー タの普 及 が 「第3次 産 業 革命 」と位 置 づけ られ,今 後 の 中 ・長 期

的 な運 動領 域 と して ク ローズ ア ッ プされ て きた背 景 を考 え て み る と,① 各 国 と も

第1次 石 油危 機後 の 深刻 なス タグ フ レー シ ョンか ら 「雇 用確 保 」が労働 運 動 の課

題 とな っ てい る こ と ② と くに ヨー ロ ッパ では 時間 短 縮 に よる雇 用拡 大 一 い わ ゆ

る ワー ク シ ェア リン グが運 動 の主 柱 とな りつつ あ り,マ イ コ ン技 術 の急速 な進展

は これ に対 す る重 大 な挑戦 とな る こ と ③ 日本 と比較 して欧 米 の 労働 組 合 が工 程,

工 数,労 働 密度 とい った い わ ゆ る 「労働 の人 間 化 」に対 して よリ シ ビアに 対応 す
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る こ と,な どが挙 げ られ る。 したが って,少 な くとも労働組 合 の レベル では これ ま

での ところ・ 日本 か らマ イ ク ロコ ン ピ ュー タの 輸 出急増 に よっ て欧 州 の 雇用 不 安

が惹起 され る とい った 「貿 易 摩 擦 」的 側 面 か らの 日本 に対 す る非 難 ・批判 は 出 て

toら ず,あ くま で 「第3次 産 業革 命 」の 過程 で い か に雇用 確保 を してい くか ,と

い うマ ク ロの命 題 と して把 え てい るの が特 徴 とい え よう。

2.今 後 の検討 課 題 に関 す る コメ ン ト

今 回 の報 告 書 が総 論 と して,わ が国 に むい ては マ イ クロエ レク トロニ クス技 術

の 普及 が 「当 面大 幅 な失 業 の可 能性 は な い 」と してい る ことに異議 は ない が ,し

か し今後 の 動 向 に よっては雇 用 面 に重 大 な影 響 をお よぼす こ とが想 定 され るの で ,

雇 用 不安 の解 消 と新規 雇 用機 会 の創 出 に関 してい ま か らの万全 な対 応 が なされ な

け れ ば な らない。

と くに,問 題 となるの は,新 た な技術 革 新 の 進展 に よっ て もた らされ る雇用 増

(例 え ば情 報 処理 技術 者)は 比 較 的想定 が っ きやす いの に比 べ,雇 用 減の 方 は さ

ま ざま な要 因 が か らみ あ っ てお り,想 定 が つ きに くい点 で ある。 現 に,工 業 セ ン

サ ス に よる 日本 の電機 労働 者数 は1973年 の140万 人 を ピー ク に減 少 傾 向 を た ど

っ て お り,そ の後4年 間 で約18万 人 減 とな ってい るが,こ の要 因 は長 期不 況 に

伴 う 「減 量経 営 」の徹 底 や海 外投 資の 増 大 と あい ま って 自動 化,省 力化 の 進 展 が

複雑 にか らみ合 っ てい る。 こ う した雇 用 減少 を もた らす要因 は今 後 も中期的 に続

く とみ られ,マ イ コ ン技 術 の 普 及 に と もな う雇 用減 の実 態 をス トレー トに つ か む

ことは極 め て困 難 で あ る。 したが っ て,な し崩 し的 なマイ コ ンに よる雇 用 減 を防

止 す るための 実 態分析 が必 要 となっ て こ よ う。

も う一 つの 問題 は,職 種 移行 に と もな う問 題 で,単 に過 剰雇 用 ∴ る部 分 を不

足 部 分 に振 り向 け よ うとす るの は異 論 で あっ て,職 種 内容別 の 雇 用 の過 不 足 を充

分 分析 した上 に立 っ て,キ メ細 い 技術 再教 育 ニ ーズへ の対応 を考 え てい くこ とが

最 大 の問題 だ と思 わ れ る。
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西 独 に学ぶ 職 業 訓 練 の 重 要性 につ い て

三 田 輝

昭 和54年12月4日(火)のTheJapanEconomicJournaユ 紙 の サ プ ル

リ
メ ン トにttTθch.innova七ionユeads(}ovttopropθ ユnewvocational

training"と 題 した記事 が掲 っ てい ます。

この記 事 によれ ば,マ イ ク ロ コン ピュー タの技 術 が現在 の ペ ース で発 展 す れ ば

西 ドイ ツで5年 間 に30万 の 仕 事 を奪 い,240万 人 の失 業 者 が10年 間 に発生 す

る とい う不 吉 な予 測 を あ る著名 な調査 機 関 が してお り,こ れ に 対処 す る た めに,

労 働 者 の 他 業種 へ の シフ ト,職 業 訓練,法 律 の改 正 を政府 と して強 力 に推 進 す る

必 要 性 が あ る こ とを述 べ てい ます。

技 術 の 進 歩 が社 会 活 動特 に経 済 活 動 に 対 し影響 を及 ぼ さ なか っ た とい う例 は歴

史 の なか にそ の例 は な く,マ イ、ク ロコ ン ピ ュー タの 技 術革 新 が いか に大 きな イ ン

パ ク トを あ らゆ る 面 に .与え よ う と も,そ れ を一時 といえ どもくい 止 め る ことが

で きない こ とは 自明 で あり,そ れ故 に,西 ドイ ツ政府 と して職 を失 な うで あろ う

労 働 者 に対 し早 急 な職 業 訓練 に よっ て,マ イク ロコ ン ピュー タの技 術 革 新 の波 を

乗 り切 ろ う とい う政策 をた てた もの で ある ことはは っ き り して い ます。

そ うい う観 点 に立 て ば,今 回 のマ イク ロコ ン ピ ュー タの雇 用 に与 え る影 響調査

は,影 響 その もの を解 析 す る こ との方 に ウ エ イ トを置 い た もの となっ てい るが,

シ ン セ シス即 ち影 響 へ の対応 に関 して も前者 と同 じ程 度 の ウエ イ トを置 くべ きで

あ った よ うな気 も します。

特 に マ イ ク ロコ ン ピ ュー タは新規 事業 の創 出 を促 す こ とは必定 で あ り,そ の 辺

を予測 してVocationaユtrainingは どの よ うに あるべ きで あるか の考 察 は

是 非 と も行 な って お く必 要 が あ る と思 わ れ ます。
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調 査 協 力 企 業 一 覧 表

(順 不 同)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

名 称

タ ケ ダ 理 研 工 業

安 立 電 気

山 武 ハ ネ ウ ェ ル

富 士 通 フ ァ ナ ッ

㈱ リ コ

東 京 電 気

シ ヤ ー プ

㈱ 東 京 タ ツ

㈱ 寺 岡 精 工

富 士 通

立 石 電 機

東 京 芝 浦 電 気

松 下 通 信 工 業

㈱ 第 二 精 工

ブ ラ ザ ー 工 業

小 西 六 写 真 工 業

三 菱 電 機

㈱ イ ト

日 本

ア ン ドール

㈱

㈱

㈱

㈱ク

一 ヨ ー カ ド

電 気

システム サポー ト㈱

㈱

㈱

ノ

所

㈱

㈱

㈱

㈱

舎

㈱

㈱

㈱

㈱

所 在 地

東京都練馬区

東京都港区

東京都渋谷区

東京都 日野市

東京都港区

東京都千代 田区

大阪府大阪市

東京都港区

東京都大田区

神奈川県川崎市

京都府京都市

神奈川県川崎市

神奈川県横浜市

東京都江東 区

愛知 県名古屋市

東京都新宿区

東京都千代 田区

東京都千代 田区

東京都港区

東京都港区
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